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【 本 文 で 使用 され る 金融 機関 の 分 類 の 定義 


・ 3 メガ バン ク グ ルー プ : み ず ほ フィ ナン シャ ル グ ル ー プ 、 三 菱 UFJ フィ ナン シャ ル ・ グ ルー プ 、 三 井 住 友 フ ィ ナ 


ン シ ャ ル グ ル ー プ 


・ 大 手 銀行 グル ー プ : みず ほ フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル ー プ 、 三 菱 UFJ フィ ナン シャ ル ・ グ ルー プ 、 三 井 住友 フィ ナン 


シャ ル グ ル ー プ 、 り そ な ホ ー ル ディ ング ス 、 三 井 住 友 ト ラス ト ・ ホ ー ル ディ ング ス 、 農 林 中 
央 金庫 、 ゆ うち ょ 銀行 


・ 3 メガ バン ク : み ず は ほ 銀 行 、 三 菱 UFJ 銀行 、 三 井 住友 銀行 
・ 主要 行 等 : み ず ほ 銀行 、 三 菱 UFJ 銀行 、 三 井 住友 銀行 、 り そ な 銀 行 、 三 菱 UFJ 信託 銀行 、 


・ 地方 銀行 : 


みず ほ 信 託 銀行 、 三 井 住友 信託 銀行 、 新 生 銀行 、 あ お ぞ ら 銀行 


全国 地方 銀行 協会 に 加盟 する 銀行 


・ 第 二 地 方 銀行 : 第 二 地 方 銀行 協会 に 加里 する 銀行 


・ 地域 銀行 : 


地方 銀行 、 第 二 地方 銀行 、 埼 玉 り そ な 銀行 


・ 地 域 金 融 機関 : 地 域 銀 行 、 信 用 金庫 、 信 用 組合 

・ 国内 銀行 : 国 内 法 に 基づき 日 本 国内 に 本 店 を 設立 し て いる 銀行 (日 本 銀行 及び 政府 系 金融 機関 を 除く ) 
・ 預金 取扱 金融 機関 : 国 内 銀行 、 信 用 金庫 、 信 用 組合 

・ 大手 損害 保険 会 社 : 東 京 海上 日 動 火 災 保 険 、 三 井 住友 海上 火災 保険 、 あ い お い ニッ セイ 同和 損害 保険 、 


損害 保険 ジャ パン 日 本 興亜 


・ 大 手 保 険 会 社 グ ルー プ : 日 本 生命 グレ ルー プ 、 第 一 生命 グル ー プ 、 明治 安田 生命 グループ 、 


住友 生命 グル ー プ 、 東 京 海上 グル ー プ 、MS &AD グ ルー プ 、SOMPO グ ルー プ 


・ 大 手 証券 会 社 : 野 村 護 券 、 大 和 証 券 


【 本 文 で 使用 され る 主 な 英語 の 略語 一 覧 


API 
ASBJ 
AML/CFT 


ETF 
FATF 
FSB 
GLOPAC 
G-SIBs 
IFIAR 
IFRS 
IOSCO 
KPI 
LIBOR 
RAF 
RFR 
RPA 
SDGs 
TCFD 
TIBOR 


Application Programming Interface (アプ リケーション ・ プ ログ ラミ ング ・ イ ンタ ー フ ェ ー ス ) 
Accounting Standards Board of Japan (企業 会 計 基 準 委員 会 ) 

Anti Money Laundering / Counter Financing of Terrorism( ア ンチ ・ マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング / テ ロ 
資金 供与 対策 ) 

Exchange Traded Funds( 上 場 投資 信託 ) 

Financial Action Task Force (金融 活動 作業 部 会 ) 

Financial Stability Board (金融 安定 理事 会 ) 

Global Financial Partnership Center (グロ ー バ ル 金 融 連 携 セ ンタ ー) 

Global Systemically Important Banks (グロ ー バ ル な シス テム 上 重要 な 銀行 ) 

International Forum of Independent Audit Regulators (監査 監督 機関 国際 フォ ー ラ ム ) 
International Financial Reporting Standards (国際 会 計 基 準 ) 

International Organization of Securities Commissions( 証 券 監督 者 国際 機構 ) 

Key Performance Indicator (重要 業績 評価 指標 ) 

London Interbank Offered Rate (ロン ドン 銀行 間 取 引 金利 ) 

Risk Appetite Framework (リス ク ・ ア ペタ イト ・ フ レー ム ワ ー ク ) 

Risk Free Rate (リス ク ・ フ リー・ レ ー ト ) 

Robotic Process Automation( ロ ボテ ィ ッ ク ・ プ ロ セ ス ・ オ ー ト メー ショ ン )) 

Sustainable Development Goals (持続 可能 な 開発 目標 ) 

Task Force on Climate-related Financial Disclosures (気候 関連 財務 情報 開示 タス ク フ ォ ー ス ) 
Tokyo Interbank Offered Rate (東京 銀行 間 取 引 金利 ) 
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金融 庁 は 、 平 成 30 事務 年 度 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン へ の 対応 、 家 計 の 安定 的 な 資産 形成 の 推 
進 と 活力 ある 資本 市 場 の 実現 、 金 融 仲 介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 等 を 
重点 課題 と し た 金融 行政 方 針 を 策定 し 、 金 融 行 政 を 展開 し て きた 。 


デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン へ の 対応 に つい て は 、 金 融 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン 戦 略 の 下 、FinTech 
Innovation Hub に よる 政策 課題 の 抽出 に 向け た 情報 収集 、FinTech サポ ー ト デス ク 等 に よる フィ ン 
テッ ク 企 業 の 支援 、 金 融 機 関 に よる 情報 の 利 活用 に か か る 制度 整備 等 を 行っ た 。 一 方 、 海 外 で 
は 、 こ の 間 に も デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン が 飛躍 的 に 進展 し 、 デ ー タ の 利 活 用 が 国 の 競争 力 を 左右 す 
る よう に な っ て いる 。 我が国 に お いて も 、 こ うし た 動向 を 踏ま え 、 適正 な デー タ 利 活用 を 促し つつ 、 
利用 者 利便 や 生産 性 の 向上 に つなが る 新た な サー ビス を 創出 し て いく こと が 極め て 重要 で ある 。 


家計 の 安定 的 な 資産 形成 の 推進 と 活力 ある 資本 市 場 の 実現 に つい て は 、 家 計 が 適切 な 金融 
サー ビス を 選択 で きる よう 、 リ テラ シー の 向上 に 向け た 金融 庁 職 員 に よる 出張 授業 を 抜本 的 に 拡 
充 す る と と も に 、 顧客 意識 調査 等 を 通じ た 販売 会 社 に お ける 顧客 本 位 の 業務 運営 の 浸透 ・ 定 着 
を 図っ た 。 ま た 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス 改革 の 更 な る 推進 や 総合 取引 所 の 実現 等 に 取り 組ん だ 。 
他方 、 家 計 の 金融 資産 が 十分 に 運用 ・ 活 用 され て いる と 言え る 状況 に は 至っ て お ら ず 、 イ ン ベ ス 
トメ ント ・ チ ェ ー ン の 各 参 加 者 が 求め られ る 役割 を 果たし 、 企業 価値 の 向上 と 収益 の 果実 を 家計 
に も た ら す と いう 資金 の 好 循 環 の 実現 に 取り 組む 必要 が ある 。 また 、 金 融 サ ービス 利用 者 の ニー 
ズ が 多様 で ある こと を 踏ま を 、 こ うし た ニー ズ に 対応 し た 金融 商品 ・ サ ービス や 顧客 対応 を 普及 ・ 
促進 する と と も に 、 金 融 サ ービス に 関す る 利用 者 の 信頼 感 ・ 安 心 感 を 確保 する こと が 求め られ 
る 。 


金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 に つい て は 、 地 域 金 融 機関 の 経営 
者 等 、 様 々 な 関係 者 と 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た 探究 型 対話 を 実施 し た 。 また 、 
生産 性 向上 支援 チー ム を 立ち 上 げ 、 地 域 金 融 機関 の 「 気 づき 」 に 資す る 対話 の 実現 に 向け 、 情 
報 ・ 知 見 の 蓄積 に 取り 組ん だ 。 金融 機関 は 厳し い 経営 環境 に 直面 し て いる が 、 金 融 仲介 機能 
発揮 と 健全 性 確保 の 両立 へ の 取組 み を 力強く 推進 する 必要 が ある 。 


これ ら の 重要 課題 に 関連 し て 、 例 えば 、 金 融 技術 革新 へ の 対応 、 高 齢 化 と 金融 包摂 は 、 世 界 
共通 の 課題 と し て 認識 され て いる 。 我が国 は G20 議長 国 と し て 、 こ れ ら に 加え 、 金 融 市 場 の 分 断 
回 避 を 主要 課題 に 設定 し 、 議 論 を 深め て きた 。 今後 も リー ダー シッ プ を 発揮 し て 、 課題 解決 に 向 
けた 国際 的 な 議論 を 主導 し て いく 必要 が ある 。 


また 、 金 融 庁 自身 を 、 こ うし た 課題 を 常に 先取 り し 自己 変革 で きる 組織 と する こと で 、 金融 サ ー 
ビス の 利用 者 の 視点 に 立っ た 質 の 高い 金融 行政 を 実現 し 、 国 民 の 期待 や 信頼 に 応え て いく こと 
も 必要 で ある 。 


この よう な 観点 か ら 、 令 和 元 事務 年 度 に お いて 、 金 融 庁 は 、「 金 融 育 成 庁 」 と し て 、 金融 サー ビ 
ス の 多様 な 利用 者 の 視点 に 立ち 、 以 下 に 記載 する 方 人 針 と 施策 を 実行 する こと を 通じ て 、 金 融 行 
政 の 目標 で ある 企業 ・ 経 済 の 持続 的 な 成長 と 安定 的 な 資産 形成 等 に よる 豊か な 国民 生活 の 実 
現 を 目指 し て いく 。 


I. 金融 行政 の 重点 施策 








1. 金融 デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン 戦 略 の 推進 








平成 30 事務 年 度 、 金 融 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン 戦 略 と し て 11 の 施策 を 掲げ 、 
・ FinTech Innovation Hub の 100 社 ヒ アリ ング 等 に よる 情報 収集 ! 
・ FinTech サポ ー ト デス ク と FinTech 実証 実験 ハブ 等 に に る イノ ベー ショ ン の 支援 


・「 フ ィ ン テ ッ ク ・ サ ミッ ト 2018」「 ブ ロッ クチ ェ ー ン ・ ラ ウン ド テ ー ブ ル 」 の 開催 等 に よる 国際 的 ネ 
ットワーク の 強化 * 


・ 金融 機 関 に よる 情報 の 利 活 用 に か か る 制度 整備 * 
と いっ た 諸 施 策 を 推進 し た 。 


し か し な が ら 、 海 外 を みれ ば 、 米 国 ・ 中 国 を 中 心 に 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン が 飛躍 的 に 進展 し 
て お り 、AI の 駆使 に より ビッ グ デ ー タ を 利 活用 し て いく こと が 国 の 競争 力 を 左右 する よう に な っ 
て き て いる 。 こ うし た 中 、 デー タ の 囲い 込み ・ 流 通 に 関す る デー タ 政 策 を 巡っ て は 、 特 に 米国 ・ 中 
国 の 間 で 新た な 国際 競争 も 生じ て いる 。 

この よう な 動向 を 踏ま え 、 我 が 国 と し て も 、 デー タ の 利 活用 に より 利用 者 利便 や 生産 性 の 向 
上 に つなが る 金融 サー ビス を 創出 し て いく こと 、 そし て 、 その 土台 と し て 、 イノ ベー ショ ン を 促進 
する 環境 整備 を 図っ て いく こと が 重要 で ある 。 

また 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン を 巡っ て は 、 金 融 ・ 非 金融 を 問わ ず 、 ま た 、 既存 ・ 新 規 に か か わら 
ず 、 多様 な 事業 者 や 、 そ れ を 資金 ・ 非 資金 面 か ら 支 援 す る 者 か ら な る エコ シス テム が 形成 され 
つつ ある 。 健全 な イノ ベー ショ ン を 促進 する た め 、 エ コン ステ ム の 一 員 た る 金融 当局 と し て は 、 
新た な 金融 サー ビス の 創出 を 目指 す 多 様 な プレ イヤ ー の チャ レン ジ に 前 向き に 対応 し て いく < 必 
要 が ある 。 

さら に 、 金 融 技術 革新 が 進む 中 で 、 暗 号 資産 に 関連 し た 新た な 構想 の 出現 を 踏ま えた 対応 
も 重要 で ある 。 

以上 の 視点 を 踏ま を 、「 デ ー タ 戦略 の 推進 」『 イ ノ ベ ー シ ョ ン に 向け た チャ レン ジ の 促進 」「 機 
能 別 ・ 横 断 的 法制 の 整備 」「 金 融 行政 ・ 金 融 イ ン フ ラ の 整備 」『「 グ ロー バル な 課題 へ の 対応 」 の 5 
つの 分 野 に つい て 、 金 融 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン 戦 略 の 取組 み を 加速 させ て いく 。 
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(2) ① 様 々 な サン ド ボ ッ クス 等 を 通じ し た イノ ベー ショ ン へ の チャ レン ジ の 促進 参照 
(5) ① 国 際 的 な ネッ トワ ー ク 参照 
(1) ① デ ー タ の 利 活用 に よる 高度 な サー ビス 提供 参照 




















(1) デー タ 戦 略 の 推進 


① デー タ の 利 活用 に よる 高度 な サー ビス 提供 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


IT の 進展 に より 、 デ ー タ の 利 活 用 が 飛躍 的 に 進展 ・ 向 上 し 、 個 々 の 利用 者 の ニー ズ に より 即 
し た 金融 サー ビス の 提供 や 、 金 融 サ ービス を 通じ て 獲得 され た デー タ の 様々 な 分 野 で の 活用 
が 拡大 し て いる 。 また 、 金 融 と 非 金 融 の 垣根 を 超え た デー タ の 利 活 用 が 進む な ど 、 デー タ そ の 
も の が 人 金 融 業 の 価値 創造 の 源泉 と な っ て き て いる 。 デー タ 戦 略 は 金融 サー ビス を 提供 する プレ 
イヤ ー の ビジ ネス モデ ル に 多大 な 影響 を 及ぼ し て き て お り 、 データ の 利 活用 を 積極 的 に 推進 し 
て いく こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


法制 面 で の 対応 


金融 審議 会 「 金 融 制 度 ス タデ ィ ・ グ ルー プ 」 に お いて 、 金 融 機関 に よる 情報 の 利 活用 に 関す 
る 制度 整備 に つい て 議論 が な され た <?。 

伝統 的 な 金融 機関 に つい て も 、 利用 者 か ら 情 報 の 提供 を 受け て 自ら の 業務 に 活用 する 、 さ 
ら に は 、 当該 利用 者 の 同意 を 得 た 上 で 第 三 者 に 提供 する 、 と いっ た 情報 の 利 活用 に 関す る 一 
連 の 業務 を 本 体 で 営む こと を 可能 と する こと が 適当 で ある と され 、 こ の た め の 法 律 案 ? を 国会 に 
提出 し 、 本 年 5 月 に 成立 し た 6。 


金融 イン フラ 面 で の 対応 


全 銀 EDI シス テム は 、 銀 行 の 総合 振込 に お いて 決済 情報 に 受 発注 情報 な どの 商 流 情報 を 
載せ る こと を 可能 と する こと で 、 企 業 の 経理 事務 が 自動 化 ・ 省 力 化す る ほか 、 金 融 ・ 非 金融 を 
通じ た デー タ 利 活用 に も 資す る も の で あり 、 昨 事務 年 度 に 稼働 が は じ ま っ て いる ?。 

また 、 オ ー プ ン API" に つい て も 、 銀行 と フィ ン テ ッ ク 企 業 の デー タ を 含め た 連携 の ツー ル と な 
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本 年 1 月 16 日 公表 金融 機関 に よる 情報 の 利 活用 に 係る 制度 整備 に つい て の 報告 」 





(https://www.fsa. go. jp/singi/singi_kinyu/tosin/20190116. html) 











情報 通信 技術 の 進展 に 伴う 金融 取引 の 多様 化 に 対応 する た め の 資 金 決済 に 関す る 法律 等 の 一 部 を 改 























正す る 法律 案 」(https://www.fsa. go. jp/common/diet/198/02/setsumei. pdf) 





























顧客 に 関す る 情報 を その 同意 を 得 て 第 三 者 に 提供 する 業務 等 に か か る 規定 の 整備 、 保 険 会 社 に よる 保 



































険 業 に 関連 する IT 企業 等 の 子会社 化 に か か る 規定 の 整備 等 を 実施 。 
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(3) 機能 別 ・ 横 断 的 法制 の 整備 参照 
(4) ② 受 発注 ・ 決 済 ・ 税 公金 支払 いま で 一 貫 し て デジ タル 化 を 可能 と する 金融 イン フラ の 整備 参照 
銀行 等 が 、 外 部 の フィ ン テ ッ ク 企 業 等 に 幅広 く API を 提供 し 、 顧 客 の 同意 に 基づい て 、 銀 行 等 の シス 













































































テム の 機能 を 利用 で きる よう に する こと 。 な お 、 ここ で い 2 う API (Application Programming Interface) 
と は 、 顧 客 の 安全 を 確保 し つつ 、 銀 行 等 以外 の 者 が 、 銀 行 等 の シス テム に 接続 し 、 そ の 機能 や 管理 する 






































る も の で あり 、 そ の 取組 み を 推進 し て いる "。 


金融 機関 に お ける IT の 戦略 的 活用 の 推進 


金融 機関 に お ける IT の 戦略 的 活用 の 推進 に 向け た 対話 を 進め て いく た め に 、 金 融 機関 や 
有識者 と の 意見 交換 を 進め た 。IT ガバ ナン ス に お ける 先行 し た 取組 み と し て 、 頭 取 を 含め た 経 
営 陣 に よる リー ダー シッ プ の 発揮 、 経 営 戦略 と 連携 し た IT 戦略 の 策定 、 組 織 横断 的 な リソー ス 
配分 を 可能 と する 推進 体制 の 整備 等 が 重要 で ある こと が 分 か っ た "。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


金融 機関 の 取組 み の 促進 


デー タ の 利 活 用 を 含め た フィ ン テ ッ ク 施 策 を 進め る に 当たっ て は 、 ト ッ プ の リー ダー シッ プ や 
明確 な 戦略 に 基づき 、 金 融 機関 側 か ら の 発想 で は な く 利用 者 の ニー ズ に 基づい た サー ビス の 
提供 が 重要 と 考え られ る 。 

その た め 、FinTech Innovation Hub に よる 情報 収集 や 支援 等 を 行い つつ 、 利 用 者 ニー ズ に 即 
し た 金融 サー ビス が 提供 され る よう 、 情 報 銀行 の 活用 や 手数 料 収入 に つなが る 情報 ビジ ネス 
も 含め 、 様 々 な デー タ の 利 活用 に 関す る 金融 機関 の 戦略 的 取組 み を 促進 する 。 


金融 機関 に お ける IT の 戦略 的 活用 の 推進 


金融 機関 の IT ガバ ナン ス の 発揮 に よる 企業 価値 の 創造 に 向け て 、 非 金融 を 含め た デジ タル 
トラ ンス フォ ー メ ーション の 動向 を 把握 し な が ら 、 各 業態 の 課題 を 踏ま えつ つ 、 企 業 文化 や 人 材 
戦略 を 含め た ビジ ネス の 転換 、 そ れ ら を 支え る IT の 戦略 的 活用 の 高度 化 へ の 取組 み に つ いて 、 
金融 機関 と の 対話 を 深め て いく 。 


② 顧客 の プラ イバシー その 他 の 顧客 保護 や 金融 ・ 情 報 リ テラ シー の 向上 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


IT の 進展 に 伴う デー タ の 利 活用 は 、 金 融 サ ービス に 対し て 、 利 用 者 利便 や 生産 性 の 向上 の 
観点 か ら 様々 な 可能 性 を も た ら す 一 方 、 顧 客 の プラ イバシー や 匿名 性 、 顧 客 情報 の 信頼 性 (な 
りす まし や 改ざん 等 の 防止 ) も 重要 で あり 、 顧 客 保護 に 配慮 し た 上 で 、 利便 性 の 向上 を 図る 必 
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情報 を 呼び 出し て 利用 する こと が で きる よう に する た め の 接 続 方 式 の こと 。 





(2) ② オ ー プ ン API を 含む オー プン ・ ア ー キ テク チャ の 推進 参照 

・ 本 年 6 月 21 日 公表 「 金 融 機関 の IT ガバ ナン ス に 関す る 対話 の た め の 論 点 ・ プ ラク ティ ス の 整理 
(https://www.fsa. go. jp/news/30/20190621/01. pdf) 

本 年 6 月 21 日 公表 「 金 融 機 関 の IT ガバ ナン ス に 関す る 実態 把握 結果 (事例 集 )」 
(https://www.fsa. go. jp/news/30/20190621/02. pdf) 
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要 が ある 。 

他方 、 デ ー タ の 利 活用 の 進展 に より 、 ど の よう な サー ビス が 利用 で きる か 、 ま た 、 自 ら の 個人 
情報 や 購買 履歴 の 活動 デー タ が 金融 を 含む 商品 ・ サ ービス の 勧誘 に どの よう に 利 活用 され る 
か 、 と いっ た 利用 者 の 金融 ・ 情 報 リ テラ シー の 向上 を 図る 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
顧客 の プラ イバシー その 他 の 顧客 保護 へ の 対応 


ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 の 活用 可能 性 や 課題 等 に か か る 国際 共同 研究 に お いて 、 ブ ロッ クチ ェ 
ー ン 技術 を 用 いた 金融 取引 の プラ イバシー 保護 や 匿名 性 に 関す る 研究 を 実施 し た '"。 

また 、 顧 客 情報 の 信頼 性 を 確保 し つつ 、 よ り 利 便 性 の 高い 本 人 確認 を 可能 と する た め 、 フ ィ 
ン テ ッ ク に 対応 し た 効率 的 な 本 人 確認 の 方 法 に つい て 検討 の うえ 、 警察 庁 と 協議 を 行い 、 昨 
年 11 月 、 本 人 の 顔 画像 等 を 活用 し た オン ライ ン で 完結 する 本 人 確認 方 法 を 導入 し た “ほか 、 
FinTech 実証 実験 ハブ に お ける 本 人 確認 の 実証 実験 の 支援 を 行っ た “。 


金融 情報 リ テラ シー 面 で の 対応 


携帯 電話 事業 者 や フィ ン テ ッ クベ ンチ ャ ー 等 、IT を 活用 し つつ 、 決 済 及 び 資 産 形 成 関連 サー 
ビス を 提供 する 事業 者 が 登場 し つつ ある 。 その よう な 事業 者 の 中 に は 、 資産 形成 に 興味 を 持っ 
て いる 若年 層 に 対し 、 お つり 投資 や 情報 サイ ト の 構築 等 、 投資 へ の ハー ドル を 下げ る 取組 み を 
行っ て いる 事業 者 も 存在 する 。 

こう し た 取組 み は 、 デ ジタル 時 代 の 金融 ・ 情 報 リ テラ シー の 向上 に 向け た 方 策 を 検討 する 上 
で も 参考 に な る た め 、 情報 コミ ュ ニ ケー ショ ン 技 術 (CT) 事 業者 や 業界 団体 等 の 関係 者 と 意見 
交換 を 実施 し た "。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
本 人 確認 の デジ タル 化 等 の 推進 


オン ライ ン で 完結 する 新た な 本 人 確認 方 法 を 導入 し た こと も 踏ま え 、 民間 事業 者 に よる 革新 
的 な 本 人 確認 の 実装 を 支援 する と と も に 、 マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング (以下 「 マ ネロ ン 」)・ テ ロ 資 金 
供与 に か か る リス ク 管 理 シ レス テム 等 の 共有 化 や 顧客 管理 に お ける 公 的 機関 の 提供 する 情報 
の 活用 に つい て 、 全 国 銀行 協会 と と も に 検討 を 進め 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン に 合わ せ た な りす ま 
し 防止 等 の 取組 み を 推進 する 。 





11 


昭 


バハ や 
12 


13 


14 











(5) @② デ ジ タ ラ イイ ゼー ション の 基盤 と な る ブロ ッ ク チ ェ ー ン 、AI、 ビ ッ グ デー タ 技 術 等 の 推進 参 






































犯罪 に よる 収益 の 移転 防止 に 関す る 法律 施行 規則 の 一 部 を 改正 する 命令 (昨年 11 月 30 日 公布 ・ 施 行 ) 
(2) ① 様 々 な サン ド ボ ッ クス 等 を 通じ た イノ ベー ショ ン へ の チャ レン ジ の 促進 参照 
2. (1) ① 家 計 の 金融 ・ 情 報 リ テラ シー 参照 




















金融 ・ 情 報 リ テラ シー 面 で の 対応 


金融 経済 教育 に お いて も 、 情報 リテラ シー の 必要 性 が 高まる と と も に 、TIT を 活用 する こと で よ 
り 広範 な 層 へ の アプ ロー チ が 可能 と な る こと か ら 、 様 々 な 事業 者 と も 連携 し つつ 、 デ ジタル 時 代 
の 金融 経済 教育 を 推進 する “。 


③ 国際 的 な デー タ 政 策 の 進展 を 踏ま えた 対応 
【 金 融 行政 上 の 課題 及び 本 事務 年 度 の 方 針 】 


デー タ の 流通 は 、 生 産 性 の 向上 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン の 促進 等 を も た ら す 一 方 で 、 プ ライ バン シー 等 
の 課題 に 対処 する 必要 が ある 。 個人 情報 保護 等 に 十分 配慮 し た 上 で 、 個 人 情報 以外 の 情報 
に つい て は 、 本 年 6 月 の G20 等 で 我が国 が 提唱 し た デー タ ・ フ リー・ フ ロー・ ウ ィ ズ ・ ト ラス ト ( 信 
頼 性 の ある 自由 な デー タ 流 通 ) の 考え 方 に 基づき 、 自 由 ・ 安 全 ・ 安 心 な デー タ 流 通 を 図る 国際 
的 な デー タ 政 策 の 進展 を 踏ま えて 、 戦 略 的 に 対応 し て いく 。 


(2) イノ ベー ショ ン に 向け た チャ レン ジ の 促進 
① 様々 な サン ド ボ ッ クス 等 を 通じ た イノ ベー ショ ン へ の チャ レン ジ の 促進 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 に より 、 前 例 の な い 取 組み の 可能 性 が 技術 的 に 広がり つつ ある 
中 、 そう し た 取組 み と 規制 と の 関係 が 明らか で な い 場 合 が 想定 され る 。FinTech 実証 実験 ハブ 
や プロ ジェ クト 型 「 規 制 の サン ド ボ ッ クス 制度 」 と いっ た 様々 な サン ド ボ ッ クス や FinTech サポ ー ト 
デス ク を 活用 し 、 イノ ベー ショ ン に 向け た チャ レン ジ を 促進 する こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
「FinTech Innovation Hub」 に よる 情報 収集 機能 の 強化 


イノ ベー ショ ン の 促進 に 向け 、 政 策 課 題 の 抽出 や 具体 的 施策 の 策定 を 行う た め に は 、 フ ィ ン 
テッ ク 企 業 に 加え 、 金 融 機関 の デジ タル 部 門 や 、 関 連 す る 金融 機関 等 の 新規 サー ビス を 始め 
と する 取組 み 全 般 の 情報 を 収集 する こと が 不可 欠 で ある 。 こ うし た 観点 か ら 、 フィ ン テ ッ ク 企 業 、 
金融 機関 IT ベン ダー 等 、100 先 以 上 の 企業 等 と の 個別 の 意見 交換 を 行っ た 。 こ の ヒア リン グ 
を 通じ 、 金融 分 野 に お ける デー タ 利 活用 の 状況 の 把握 や 、 海 外 を 含む ブロ ッ ク チ ェ ー ン 、 AI、 ビ 
ッ グ デー タ 等 の 最新 の 動向 や 金融 機関 等 で の 活用 状況 に つい て の 実態 把握 を 行っ た 。 そ の 中 





= 2. (1) ① 家 計 の 金融 ・ 情 報 リ テラ シー 参照 





で 、 最 近 の フィ ン テ ッ ク を 巡る 動向 と し て 、 例 えば 、 以下 の よう な 点 を 確認 し た 。 


・ Al・ デ ー タ 活用 に つい て 、 従 来 よ り 細か な デー タ を 活用 し た 様々 な 取組 み が 見 られ た 一 方 
で 、AI に よる デー タ の 取扱 い に 関し て は 倫理 的 観点 か ら の 対応 が 必要 と され る こと 。 

・ ブロ ッ ク チ ェ ー ン に つい て は 、 パ ブリ ッ ク 型 ブロ ッ ク チ ェ ー ン に 関し 、 ス ケー ラビ リティ 等 の 課 
題 を 解決 する 等 の 新た な 技術 動向 が 見 られ る こと に 加え 、 許 可 型 の ブロ ッ ク チ ェ ー ン に 関 
し て も 、 買 易 取 引 や 決済 に お いて 、 金 融 ・ 非 金融 を つなぐ 新た な ユー スケ ー ス が 登場 し て 
き て いる こと "“。 

・ ビ ジネス マッ チン グ 等 の 経営 支援 や 、 事 業 承 継 等 の 社会 課題 解決 支援 を 効率 的 に 行う こ 
と を 可能 と する サー ビス が 登場 し て いる こと 。 


さら に 、 フ ィ ン テ ッ ク 企 業 等 と 金融 庁 職員 と の 率直 な コミ ュ ニ ケー ショ ン を 図る た め 、「Meetup 
with FSA」 を 開催 し 、 幅 広い 関係 者 と 意見 交換 の 機会 を 持っ た "。 


FinTech サポ ー ト デス ク と FinTech 実証 実験 ハブ 等 に よる 支援 


サポ ー ト デス ク " で は 、 月 平均 20 件 程度 の 相談 等 が 寄せ られ る 中 (図表 L-1-(2)-1 ) 、 引 
き 続 き 平均 対応 期間 を 5 営業 日 以内 に 維持 する な ど ( 図 表 T-1-(2)-2) 、 迅 速 な 支援 を 継続 
し た 。 


図表 エー1-(2)-1 FinTech サポ ー ト デス ク の 受付 状況 図表 エー1-(2)-2 相談 終了 済 案 件 の 対応 期間 
















(2015 年 12 月 開設 2019 年 6 月 ) (2015 年 12 月 開設 2019 年 6 月 ) 

(件 ) =“ 暗号 資産 
110 - 斉 代 理 ・ 仲 介 ・ 販 売 101 101 101 (件 ) 
100 | 送金: ポイ ント 200 180 
90 上 = 電子 決済 等 代行 業 
go | 融資 
0 | "本 人 確認 150 叶 平均 5 営業 日 以内 
60 58 = 保険 

[ その 他 
50 | = 法令 解釈 以 外 100 70 
40 |、 33 NN 
30 | 較 庄 25 25 27 SN 国 50 
2o | 較 品 き ee NN ; | 
0 剛 環 さぶ さき ぎ 画 o 

15/4Q 16/1Q 2Q 3Q 4Q 17/1Q 2Q 3Q 4Q 18/1Q 2Q 3Q 4Q 19/1Q 当日 1 目 て 1 週間 ~ 2 週間 ~ 

(年 度 / 四 半期 ) 1 週間 2 週間 





( 注 )15/4Q は 2015 年 12 月 分 を 含む 。 
(資料 ) 金 融 庁 (資料 ) 金融 庁 
































@ パブ リッ ク 型 ブロック チェ ー ン と は 、 中 央 管理 者 が 存在 せ ず 、 ネ ットワーク へ の 参加 が 自由 で ある 等 
の 特徴 を 有する プロ ッ ク チ ェ ー ン を いう 。 ま た 、 許 可 型 プロ ッ ク チ ェ ー ン と は 、 単 一 又は 複数 の 中 央 管 
理 者 が 存在 し 、 許 可 さ れ た 者 し か ネッ トワ ー ク に 参加 する こと の で き な い 等 の 特徴 を 有する ブロ ッ ク チ 
ェ ー ン を いう 。 

7 Fintech 協会 等 の 協力 を 得 て 、FINOLAB@ 大 手 町 (昨年 8 月 ) 、Plug and Play Japan@ 渋 谷 (昨年 12 
月 ) 、Fukuoka Growth Next@ 博 多 (本 年 1 月 )、Neutrino@ 渋 谷 (本 年 5 月 )、 グ ロー バル ビジ ネス ハブ 
東京 @ 大 手 町 (本 年 7 月 ) で 開催 。 
8 フィ ン テ ッ ク に 関す る 一 元 的 な 相談 ・ 情 報 交 換 窓口 と し て 2015 年 12 月 に 設置 し た も の 。FinTech サ 
ポー ト デ ス ク の 連絡 先 (03-3506-7080) 、 そ の 他 の 詳細 に つい て は 、 人 金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト 参 照 
(https://www.fsa. go. jp/news/27/sonota/20151214-2. htm] ) 






































































































































さら に 、 


(図表 1-(2)-3) 。 


図表 T-1-(2)-3 昨 事 務 年 度 中 に 終了 し た 、 ま た は 支援 決定 を 行っ た 実 


実証 実験 ハブ "を 通じ 、 引 き 続 き 実証 実験 を 行う フィ ン テ ッ ク 企 業 等 の 支援 を 行っ た 


証 実験 





顔 認 証 技 術 を 用 いて 本 人 
確認 を 実施 する 機器 の 導 
入 に か か る 実証 実験 


顔 認証 技術 を 用 いて 本 人 確認 を 行い 、 キ ャ ッシュ カー ド を 即 
時 発行 する 機器 の 正式 導入 に 向け 、 顔 認証 技術 を 用 いた 本 
人 確認 の 事務 フロ ー を 確認 する と と も に 、 銀 行事 務 の 効率 化 
や 顧客 の 利便 性 を 検証 





実験 終了 案件 


スマ ー ト フォ ン の SIM カー ド 
を 用 いた 本 人 認証 の 仕組 
み に か か る 実証 実験 


利用 者 が 所 有する スマ ー ト フォ ン の SIM カー ド % に 、 新た な 
サブ SIM を 貼り 付け 、 当該 サブ SIM に 電子 証明 書 を 搭載 する 
こと で 、SIM カー ド を 本 人 認証 や 金融 取引 の 電子 署名 と し て 利 
用 で きる プラ ッ ト フ ォ ー ム を 提供 し 、 当該 プラ ッ ト フ ォ ー ム を 活 
用 し た 取引 の 安全 性 や 利便 性 の 向上 等 に つい て 検証 





支援 決定 案件 








お つり 等 の 小銭 を その まま 
投資 に 回 せる 装置 の 導入 
に 関す る 実証 実験 





小売 店 等 に 設置 され た 装置 (お つり 投入 ボッ クス ) に 、 買い 
物 の 際 に 生じ た お つり 等 の 小銭 を 投入 し 、 そ の まま 投資 に 回 
せる サー ビス (リア ル お つり 投資 ) を 適正 に 遂行 で きる か 検証 








5 プロ ジェ クト 型 「 規 制 の サン ド ボ ッ クス 制度 」"『 に 関し て は 、 暗 号 


号 資産 交換 業者 間 で 即時 


号 資産 の 売買 を 実現 で きる 取引 環境 の 構築 や 保険 料 を 事後 的 に 徴収 する 保険 の 実現 に 
実証 計画 を 認定 ・ 公 表し た ぞ 。 


3 人 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


「FinTech Innovation Hub」 に よる 情報 収集 ・ 支 援 機能 の 強化 等 


昨 事務 年 度 の 取組 み に よ り 広がっ た フィ ン テ ッ ク 関 係 者 と の ネッ トワ ー ク を 最大 限 活 用 し 、 政 


策 課 題 の 抽出 や 具体 的 施策 の 策定 を 行う た め 、 最 新 の サー ビス や 技術 の 動向 を 把握 し て いく 
ほか 、 金 融 分 野 に お ける デー タ の 利 活用 や 課題 に つい て 情報 収集 を 行う 。 そ の 過程 で 寄せ ら 
れ た フィ ン テ ッ ク 企 業 や 金融 機関 等 に よる 新しい ビジ ネス へ の 前 向き な 挑戦 に つい て は 、 金 融 


庁 及び 財務 局 の 関係 部 局 が 適切 に 連携 し て サポ ー 


その た め 、 サ ポー ト デ ス ク や 実証 実験 ハブ 、 プ ロジ ェクト 型 「 規 制 の サン ド ボ ッ クス 制度 」 の 活 





9 フィ ン テ ッ ク 企 業 や 金融 機関 等 
拭 す る た め 、2017 年 9 月 に 設置 し た も の 。FinTech 実証 実験 ハブ の 連絡 先 (03-3581-9510) 、 
金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト 参 照 

(https://www.fsa. go. jp/news/29/sonota/20170921/20170921. htm1 ) 

2 SIM と は 、Subscriber Tdentity Module (加入 者 識別 モジ ュー ル ) の 略 で あり 、 


、 電 子 証明 書 や アプ リケーション ソフ トウ ェ ア を 格納 し た チッ プ (サブ SIM) 


詳細 に つい て は 、 


















































が 前 例 の な い 実 


ト す る 。 





に 抱き が ちな 中 踏 ・ 懸 念 を 払 
その 他 の 


証 実験 を 行 お うと する 際 ( 








SIM カ ー ド は TIC カー 





















































































































































ド の 一 種 。 本 実証 実験 で は 

を SIM カー ド に 貼り 付け る こと に より サー ビス を 利用 する 。 

2 生産 性 向上 特別 措置 法 (昨年 6 月 6 日 施行 ) に 基づき 、 新 技術 等 実証 制度 (いわ ゆる プロ ジェ クト 型 
「 規 制 の サン ド ボ ッ クス 制度 」) が 創設 され た (本 制度 の 一 元 的 窓口 は 内 閣 官房 に 設置 )。 本 制度 は 、 期 
RE と 等 に より 、 既存 の 規制 に と こら われ る こと な く 実証 が 行え る 環境 を 整備 する こ ea 
と で 、 迅 速 な 実証 を 可能 と する と と も に 、 実 証 で 得 ら れ た 情報 ・ 資 料 を 活用 で きる よう に し て 、 規 制 政 

i の 

2 金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト 参 照 (https://www. fsa. go. jp/policy/sandbox/index. html) 

















用 を 通じ た 支援 の 更 な る 促進 を 図る と と も に 、 フ ィ ン テ ッ ク 関 連 法制 に 関す る 国内 外 へ の 情報 
発信 の 強化 を 行う 。 

また 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン に 向け た チャ レン ジ を 一 段 と 加速 させ る 観点 か ら 、 サ ポー ト デ ス ク ヤ や 実 
証 実験 ハブ に つい て 、 金 融 庁 職 員 が フィ ン テ ッ ク 企 業 等 の 集積 地 に 足 を 運ぶ 出張 相談 を 行う 。 
また 、 こ うし た 出張 相談 や 、 フ ィ ン テ ッ ク 企 業 ・ 金 融 機関 ・ 金 融 庁 職員 等 の 間 で の 情報 交換 を 行 
うた め の オ ー プ ンス ペー ス を 、 金 融 庁 内 外 に 設置 する こと を 検討 する 。 


② オー プン API を 含む オー プン ・ ア ー キ テク チャ の 推進 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


仕様 や 設計 を 開放 する オー プン ・ ア ー キ テク チャ の 仕組 み を 活用 し 、 利 用 者 の 利便 性 向上 
や 企業 の 生産 性 向上 を 実現 する 付加 価値 の 高い サー ビス を 提供 する こと が 重要 で ある 。 こ うし 
た 観点 か ら 、 オ ー プ ン API に よる 、 金融 機 関 と フィ ン テ ッ ク 企 業 と の 契約 に 基づく 連携 ・ 協 働 を 推 
進 し 、 オ ー プ ン ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン を 促進 し て いく 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


金融 機関 に お ける オー プン API 導入 の 取組 み に 関し て は 、 全 銀行 137 行 中 130 行 が オー プ 
ン API を 導入 する 旨 を 表明 し て いる 。 この 130 行 中 99 行 は 、 既に オー プン API を 導入 し て お り 
(本 年 6 月 末 時 点 ) 、2020 年 6 月 まで に 80 行程 度 以 上 と いう 未来 投資 戦略 2018 で 掲げ て いる 
目標 は 達成 し た 。 ま た 、 金 融 庁 登録 の 電子 決済 等 代行 業者 は 、57 事業 者 と な っ て いる (本 年 
6 月 末 時 点 ) 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


電子 決済 等 代行 業者 は 、 サ ービス を 提供 する に 当たっ て は 、 金 融 機関 と の 契約 締結 が 必要 
で あり “?、 オ ー プ ン API に よる 金融 機関 と フィ ン テ ッ ク 企 業 に よる オー プン ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン を 促進 
する た め に は 、 金 融 機関 と 電子 決済 等 代行 業者 と の 契約 締結 を 推進 する こと が 重要 で ある 。 し 
た が っ て 、 今 後 も 、 更 に 多く の 金融 機関 が オー プン API を 導入 する こと を 推進 する と と も に 、 金 
融 機関 と 電子 決済 等 代行 業者 と の 契約 締結 の 推進 に 向け た 環境 整備 を 図る 。 具体 的 に は 、 


・ 全 国 銀行 協会 や 電子 決済 等 代行 事業 者 協会 と 連携 し て 、 金 融 機関 と 電子 決済 等 代行 
者 と の 契約 締結 に か か る 合同 説明 会 ・ 相 談 会 を 実施 する 。 





23 


内 閣 総 理大 臣 (金融 庁 ) の 登録 を 受け て 、 決 済 に 関す る 銀行 等 の シス テム に アク セス し て 、 利 用 者 に 











サー ビス を 提供 する 者 の こと 。 サ ービス の 類型 と し て 、 銀 行 等 に 対し 為 夫 取 引 に か か る 指図 の 伝達 を 行 


う も の (更新 系 )、 銀 行 等 か ら 口 座 情報 を 取得 し 利用 者 に 提供 する も の (参照 系 ) が ある 。 
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電子 決済 等 代行 業者 は 、 法 律 上 、 サ ービス を 提供 する 前 に 、 金 融 機関 と の 間 で 契約 を 締結 し な けれ ば 

















な ら な いと され て いる 。 な お 、 い わ ゆ る 参照 系 サー ビス (家計 簿 ア プリ や クラ ウド 会 計 な ど ) に つい て 
は 、 猫 予期 限 が 設け られ て いる も の の 、 最 長 で 2020 年 5 月 末 と な っ て いる こと か ら 、 契約 締結 の 取組 
み を 加速 させ る 必要 が ある 。 















































・ 金融 機関 と 電子 決済 等 代行 業者 と の 間 の 契約 状況 ・ 契 約 条 件 に 関す る 調査 を 行い 、 必 要 
に 応じ て 公表 する 。 


・ 金 融 機 関 と 電子 決済 等 代行 業者 と の 連携 ・ 協 働 に 関す る 好 事 例 を 収集 し 、 金 融 機関 や 電 
子 決済 等 代行 業者 と の 間 で 横 展開 ・ 共 有する 。 


この よう な 取組 み を 進め る こと に より 、 金 融 機 関 と 電子 決済 等 代行 業者 に お ける Win-Win の 
関係 の 実現 を 図り 、 オ ー プ ン ・ ア ー キ テク チャ を 活用 し た 便利 で 質 の 高い 金融 サー ビス を 生み 
出す エコ シス テム の 形成 に つなげ る 。 


③ 銀行 業 新規 参入 に か か る 動き へ の 対応 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


スマ ー ト フォ ン ・PC や イン ター ネッ ト と いっ た IOT を 活用 し た 新た な 金融 取引 や 決済 手法 等 が 
台頭 する 中 、 子 供 の 頃 か ら ICT に 慣れ 親しん で きた いわ ゆる デジ タル ネイ ティ ブ の 顧客 ニー ズ 
に 即 し た 金融 サー ビス の 提供 を 企図 し た デジ タル バン ク “ 設 立 や 、 一 般 事業 会 社 と 連携 し た 金 
融 サ ービス の 提供 に か か る 動き が 生じ て き て いる 。 

こう し た イノ ベー ショ ン や 利用 者 の 利便 性 向上 に 向け た 金融 機関 等 の 新た な 取組 み を 促進 し 
て いく こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 

コミ ュ ニ ケー ショ ン ア プリ の 利用 者 や AP 連携 先 企業 の 顧客 な どの デジ タル ネイ ティ ブ に 対す 
る 金融 サー ビス の 提供 を 企図 し た 、 デ ジタル バン ク 設 立 に か か る 相談 が 寄せ られ て いる 。 

こう し た 相談 に 対し て は 、 ビ ジネス モデ ル に 関す る 深度 ある 対話 を 通じ て 収益 性 や 必要 と な 
る 組織 態勢 ・ ガ バナ ンス 、 シ ステ ム 開 発 状 況 の 確認 を 行っ て きた 。 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 

デジ タル バン ク 設 立 に か か る 相談 ・ 申 請 に 際 し て は 、 引 き 続 き 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン と 利用 者 保護 
の バラ ンス を 取り つつ 、 銀行 と し て 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 、 デ ジタル バン ク に 必要 と 


され る シス テム 構築 、AML/CFT 態勢 の 構築 状況 、 個 人 情報 の 適切 な 取扱 い 等 と いっ た 観点 を 
踏ま え 、 適 切 に 対応 し て いく 。 


(3) 機能 別 ・ 横 断 的 法制 の 整備 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 

















25 店 舗 を 持た ず 金 融 サ ービス を 1CT に より 提供 する な ど 、 顧 客 と の 接点 や 業務 プロ セス が デジ タル 化 
され た 銀行 等 を 示す 。 
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( 


デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン を 含む 環境 変化 に 伴い 、 金 融 サ ービス や 金融 機関 の あり 方 も 大 きく 変 
容 し つつ ある 。 金融 制度 に つい て も 、 こ うし た 変化 に 対応 し た も の と し て いく こと が 重要 な 課題 
で ある 。 こう し た こと を 踏ま え 、 同 一 の 機能 ・ リ スク に は 同一 の ルー ル を 適用 する 、 機 能 別 ・ 横 断 
的 な 法制 の 実現 に 向け て 取り 組む 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


金融 審議 会 「 金 融 制度 スタ ディ ・ グ ルー ブ 」 報 告 (本 年 1 月 ) を 踏ま えた 関連 法案 が 、 本 年 5 月 
に 成立 し た 。 また 、 同 スタ ディ ・ グ ルー プ に お いて 、 本 年 7 月 、「 決 済 」 法 制 及 び 金 融 サ ービス 仲 
介 法 制 に か か る 制度 整備 に つい て の 基本 的 な 考え 方 "が と り ま と め ら れ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


今後 、「 基 本 的 な 考え 方 」 を 踏ま え 、 着手 が 可能 な 論点 か ら 、 制度 整備 に 向け た 具体 的 な 検 
討 を 進め て いく 。 

「 決 済 」 法 制 に つい て は 、 例 えば 、 銀 行 と 現行 の 資金 移動 業 の 間 に 新た な 類型 を 設け 、 リ ス 
ク に 応じ た 追加 的 な 対応 を 図り つつ 、 銀 行 送金 以外 で も 幅広 い 金 額 の 送金 を 可能 と する こと や 、 
少額 送金 の み 取扱 う 事 業者 を 念頭 に 、 適 用 され る 規制 を 何ら か 緩和 する 余地 が な いか を 検討 
する な ど 、「 決 済 」 分 野 に つい て 横断 化 ・ 柔 構造 化 を 図り 、 柔軟 で 利便 性 の 高い キャ ッシュ レス 
ペイ メン ト 手 段 の 実現 に 向け て 取り 組む 。 

金融 サー ビス 仲介 法制 に つい て は 、 オ ン ラ イン を 念頭 に 置き つつ 、 複 数 業種 か つ 多 数 の 金 
融 機関 が 提供 する 多種 多様 な 商品 ・ サ ービス を ワン スト ッ プ で 提供 する 仲介 業者 に 適し た 制度 
に つい て 、「 機 能 」 に 応じ た 必要 な 対応 は 確保 し つつ 、 参 入 規 制 の 一 本 化 や 、 所 属 制 “ の 緩和 
等 に つい て 検討 を 行い 、 実 現に 向け て 取り 組む 。 

これ ら に より 、 新規 事 業者 の 参入 と 様々 な サー ビス 間 の 競争 を 通じ し た イノ ベー ショ ン や 、 金 融 
サー ビス の 質 を 巡る 競争 を 促進 する 。 


4) 金融 行政 ・ 金 融 イ ン フラ の 整備 


① 効率 的 な 行政 の た め の 金 融 行政 の デジ タル 化 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


IT の 一 層 の 利 活用 を 通じ た 利用 者 中 心 の 行政 サー ビス の 実現 や 行政 の 更 な る 効率 化 を 図 
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2019 年 7 月 26 日 公表 の 「「 決 済 」 法制 及び 金融 サー ビス 仲介 法制 に か か る 制度 整備 に つい て の 報告 る 






































基本 的 な 考え 方 タ 」 (https://www. fsa. go. jp/singi/singi_kinyu/tosin/20190726. html) 














革 





定 の 金融 機関 に 「 所 属 」 す る こと と 





銀行 代理 業者 、 金 融 商品 仲介 業者 、 保 険 募集 人 等 は 、 制 度 上 、 4 



























































され て いる 。 所属 制 の 下 で は 、 所 属 先 の 金融 機関 は 、 例 えば 、① 仲 介 業 者 の 指導 等 の 義務 や 、② 仲 介 業 
者 が 顧客 に 加え た 損害 の 賠償 責任 、 を 負う こと と され て いる 。 
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る こと が 重要 で ある 。 また 、 金 融 庁 が 実施 する 金融 モニ タリ ング で は 、 モ ニタ リン グ 内 容 の 変更 
に 応じ た 徴 求 情 報 の 見 直し ・ 整 備 に 加え 、IT 活 用 の 推進 を 通じ た 情報 の 効率 的 な 収集 や 分 析 
の 高度 化 (SupTech?%) が 求め られ て いる 。 さ ら に 、 将 来 的 に は 、 例 えば 、 金融 機 関 に お ける シス 
テム 対応 コス ト 等 を 低減 し つつ 、 当局 に お いて も 金融 機関 の デー タ を リア ル タ イ ム に 把握 する 
た め の 宣 民 連 携 基盤 等 、 金 融 機関 と 金融 庁 双方 に メリ ッ ト が 得 ら れる 仕組 み 
(RegTech/SupTech エコ シス テム ) を 構築 する 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


金融 行政 に お ける IT 戦略 の 推進 


効率 的 ・ 効 果 的 な 事務 運営 の 基盤 と な る 金融 庁 の 情報 シス テム に つい て 、 そ の 持続 可能 な 
整備 ・ 運 用 を 図る 観点 か ら 、 情 報 シ ステ ム の 中 長期 的 な 整備 ・ 運 用 の あり 方 に つい て 、 庁 内 全 
体 を 佑 由 し た 検討 を 毎年 度 継続 的 に 行う 枠組 み を 整え 、 実 施し た ほか 、 無 線 LAN 接続 環境 の 
整備 等 に に る ペー パー レス 化 を 推進 し た 。 


金融 モニ タリ ング に お ける IT 活用 


モニ タリ ング 担当 職員 が 行う 一 部 の デー タ 集 計 や 分 析 作 業 で は 、 昨 事務 年 度 か ら 試行 的 に 
導入 し て いた RPA“ を 本 格 的 に 導入 し 、 作業 の 効率 化 ・ 高 度 化 を 図っ た 。 モ ニタ リン グ 内 容 の 変 
更に 見 合っ た 徴 求 デー タ の 見 直し ・ 整 備 に 関し て は 、 金 融 機関 の 負担 軽減 の 観点 か ら 業 界 団 
体 ・ 日 本 銀行 と 意見 交換 を 行い 、 監 督 当 局 間 で 内 容 が 類似 し て いる 一 部 の 微 求 情報 を 統一 化 
し た ほか 、 優 先 度 の 低く な っ た も の を 廃止 し た 。 また 、 金 融 庁 と 日 本 銀行 の 間 に お ける デー タン シ 
ェアリング の あり 方 の 検討 に 着手 し た 。 

また 、RegTech/SupTech エコ シス テム の 和 将来 的 な 整備 に 向け て 外部 有識者 等 と の 意見 交換 
を 行い 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 を 見 据え た 金融 モニ タリ ング を 支え る 金融 庁 と 金融 機関 間 
の IT シス テム の 連携 の あり 方 に つい て 以下 の と お り 検 討 し た "。 


・ デ ジタル 化 の 進展 に より 、 今 後 、 金 融 機関 は デジ タル 化 さ れ た 情報 を 収集 ・ 蓄 積 ・ 利 活用 
し て デー タ に 基づく 経営 を 行う こと が 活発 に な る と 考え られ る が 、 現 状 は 情報 の 収集 ・ 鞭 積 
に お いて 、 部 門 単位 で の 活用 に と ど ま る な ど 、 未 だ 不 十分 で ある と いう 声 も ある 。 

・ 他 方 、 金 融 庁 は 金融 機関 内 の 情報 を 収集 ・ 蓄 積 ・ 分 析 ( 利 活用 ) する こと で 金融 モニ タリ ン 
グ を 実施 し て お り 、 金 融 機関 の デー タ の 利 活用 状況 に 遅滞 な く 対応 し て いく 必要 が ある が 、 
従来 型 の 長期 間 に わ た る シス テム 開発 等 に よる 対応 で は 限界 が ある 。 





28 
臣 ど 
I 
活 
29 


み 


30 

















Supervisonary Technology の 略 。 こ こ で は 、 規 制 当局 ・ 法 執行 機関 が IT を 活用 し て 効率 的 な 検査 ・ 
督 等 を 行う 意味 で 用 いて いる 。 ま た 、RegTech (Regulatory Technology) は 、 民 間 金 融 機関 が IT を 
用 し て 金融 規制 に 対し 効率 的 に 対応 する 意味 で 用 いて いる 。 

Robotic Process Automation の 略 で 、 ソ フト ウェ アロ ボッ ト に よる パソ コン 上 の 業務 の 自動 化 の 取組 
の Es 
本 年 6 月 25 日 公表 「 金 融 モ ニタ リン グ に お ける デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 取組 状況 」 
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・ こう し た 状況 を 解決 し て いく た め の RegTech/SupTech エコ シン ステ ム に つい て 、 コ ン セ プ ト を 
まとめ た (図表 L-1-(4)-1) 。 


図表 1-1-(4)-1 RegTech/SupTech エコ シス テム が 目指 す コ ン セ プ ト 

















実効 性 金融 機関 の 内 部 管理 、 当局 の 金融 モニ タリ ング の 向上 

効率 性 金融 機関 の 経営 ・ 当 局 報 告 コス ト 、 金融 機関 当局 の シス テ 
ムコ スト の 低減 

柔軟 性 (連結 性 ) 新た な 技術 、 非 金融 分 野 の 事業 者 へ も 対応 

速報 性 (リア ル タ イム ) 参加 者 が 情報 を り ア ル タ イ ム に 把握 
報告 する た め だ け の 一 方 通行 の シス テム で は な く 、 参加 者 が 


双方 向 性 (デー タ シ ェ アリ ング ) 


共 
フ ヾ 


従来 型 の 重厚 長大 な が シス テム で は な く 、 簡 易 な シス テム で ア 








簡易 性 ジャ イル "に 開発 
機密 性 共有 され る 情報 に つい て は 機密 性 を 確保 














EDINET の オー プン API に よる 開示 情報 の 提供 


EDINET\% の 一 層 の 利便 性 向上 の た め 、 本 年 3 月 か ら オ ー プ ン API に よる 開示 情報 の 提供 を 
開始 し 、 平 均 501 万 件 / 月 の アク セス が あっ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


IT の 一 層 の 利 活用 等 を 通じ た 利用 者 中 心 の 行政 サー ビス の 実現 に 向け て 取り 組む と と も に 、 
RPA の 対象 業務 の 拡大 や 業務 基盤 の 整備 等 を 通じ て 、 テ レ ワ ー ク や ペー パー レス 化 と いっ た 
業務 改革 を 推進 する 。 さ ら に 、 こ うし た 取組 み を 支え る 人 材 の 確保 ・ 育 成 等 に 取り 組む 。 

RegTech/SupTech エコ シス テム に つい て は 、 上 記 コ ン セ プ ト を 具現 化す る た め 、 金 融 機関 と 
金融 庁 間 に お ける 情報 の 収集 ・ 蓄 積 ・ 利 活用 の 高度 化 ・ 効 率 化 に つい て 、 金 融 機関 か ら の ニー 
ズ 等 を 募集 し 、 取組 可能 な 分 野 か ら 官民 協 働 で 実証 実験 を 行う 。 

金融 モニ タリ ング に お ける 徴 求 デー タ の 見 直し ・ 整 備 に つい て は 、 引 き 続 き 、 金融 庁 と 日 本 
銀行 と の 間 に お いて 微 求 情報 の 統一 化 を 進め る ほか 、 金 融 庁 と 日 本 銀行 と の 間 に お ける デー 
タ シ ェ アリ ング に 向け た 具体 的 な 内 容 や スケ ジュ ー ル の 検討 を 進め る 。 ま た 、 分 析 の 高度 化 の 
観点 か ら 金 融 機関 か ら 粒 度 の 細か い デ ー タ “を 入手 し 、 利 活用 し て いく こと を 目指 し 、 実 現 可 能 
性 や 管理 負担 等 に つい て 、 一 部 の 地域 銀行 と 協 働 で 検証 作業 を 行う 。 








? 情報 シス テム を 小さ な 機能 単位 に 分 割 し 、 設計 、 プ ログ ラミ ング 、 テ スト を 繰り 返し な が ら 人 徐々 に 機 














能 や 改良 を 加え て 、 最 終 的 に 完全 な 情報 シス テム を 開発 する 手法 。 










































































\ 有価 証券 報告 書 等 の 開示 書類 に つい て 、 その 提出 か ら 公 衆 縦覧 等 に 至る まで の 一 連 の 手続 き を 電子 化 


3 監督 当局 の 指定 する フォ ー マ ッ ト に 入力 する た め の 集計 デー タ で は な く 、 金 融 機関 が 保有 する 人 











する た め に 開発 され た シス テム 。 
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の デー タ (例え ば 、 個 別 取引 の 残高 )。 
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② 受 発注 ・ 決 済 ・ 税 公金 支払 いま で 一 貫 し て デジ タル 化 を 可能 と する 金融 イン フラ の 
整備 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


イノ ベー ショ ン と 利用 者 保護 の バラ ンス を 取り つつ 、 デ ー タ の 利 活用 に よる 金融 サー ビス の 
高度 化 を 推進 する た め 、 様 々 な 金融 イン フラ の デジ タル 化 を 進め て いく 必要 が ある 。 企業 の 財 
務 ・ 決 済 プ ロ セ ス に お いて 、 川上 か ら 川 下 ま で の 業務 の IT 化 を 実現 し 、 キ ャ ッシュ レス 化 も 推 
進 し て いく こと で 、 利 用 者 の 利便 性 向上 、 企 業 ・ 金 融 機関 の 業務 効率 化 ・ 生 産 性 向上 に つなげ 
て いく こと が 急務 で あり 、 そ の 取組 み を 支え る 金融 イン フラ を 整備 し て いく こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


金融 界 ・ 産 業界 ・ 個 人 利用 者 ・ 行 政 等 、 決済 に 関わ る 幅広 い メ ン バ ー の 参画 を 得 て 「 決 済 高 
度 化 官民 推進 会 議 」 を 本 年 1 月 、6 月 に 開催 し 、 決 済 業務 等 の 高度 化 に 向け て 、 図表 1-1-(4) 
-2 の と お り 成 果 を 得 た 。 
また 、 日 本 取引 所 グル ー プ が 提供 する 「 業 界 連 携 型 DLT" 実 証 実験 環境 」 に お いて 、 機 関 投 
資 家 と 証券 会 社 間 の 約定 照合 業務 に お ける ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 の 適用 に 向け た 実証 実験 フ 
ェ ー ズ 2 が 実施 され 、 そ の 状況 と 結果 に つい て ワー キン グ ペ ー パ ー が 公表 され た 。 
図表 1-1-(4)-2 決済 高度 化 官民 推進 会 議 に お ける 主 な 成果 
(「 全 銀 ED! シス テム 」 の 稼働 ) 
「 全 銀 EDI シ ステ ム 」\ が 昨年 12 月 に 稼働 し 、 銀行 振込 (総合 振込 ) の 際 に 、 受 発注 情報 や 請求 情報 等 、 従 来 よ り 
も 多く の 商 流 情報 を 受取 企業 に 送信 する こと が で きる よう に な っ た 。 
(「 全 国 銀行 デー タ 通 信 シ ステ ム 」 の 稼働 時 間 拡大 ) 
銀行 間 の 振込 み を 処理 する 「 全 国 銀行 デー タ 通 信 シ ステ ム 」 の 稼働 時 間 が 昨年 10 月 に 拡大 し 、 銀 行 振込 が 24 
時 間 365 日 利用 で きる よう に な っ た 。 
(手形 ・ 小 切手 機能 の 電子 化 ) 


「 手 形 ・ 小 切手 機能 の 電子 化 に 関す る 検討 会 」 に お いて 、 昨 年 12 月 に 報告 書 を 公表 し 、 全 面 的 な 電子 化 を 視野 
に 入れ つつ 、5 年 間 で 全国 手形 交換 枚数 の 約 6 割 が 電子 的 な 方 法 に 移行 する こと を 中 間 的 な 目標 と し て 設定 し た 。 

















( 税 ・ 公 金 の 収納 ・ 支 払 の 効率 化 ) 


「 税 ・ 公 金 収納 ・ 支 払 の 効率 化 等 に 関す る 勉強 会 」 に お いて 、 本 年 3 月 に 調査 レポ ー ト を 公表 し 、IT に よる 利便 性 
の 向上 ・ 効 率 化 に 向け た 課題 を 抽出 する と と も に 、 そ の 解決 に 向け た 取組 み を 継続 し て 行う こと と し た 。 








【 本 事務 年 度 の 方 針 】 





% Distributed Ledger Technology の 略 で 、 約 定 照合 業務 に お ける ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 の こと 。 

% 従来 は 、 支 払 企 業 か ら 受 取 企 業 に 伝達 する メッ セー ジ は 、 固 定 長 形式 で 20 桁 ま で と いう 制限 が あっ 
た が 、 本 シス テム の 稼動 に より 、 支 払 通 知 番 号 、 請 求 書 番号 、 注 文 番号 、 品 名 コー ド 等 、 様 々 な 情報 を 
XML 形式 で 添付 する こと が 可能 と な り 、 売 掛金 の 消 込 作業 の 効率 化 等 、 事 務 負 担 の 軽減 が 期待 され る 。 
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官民 連携 し て 以下 に 取り 組ん で いく 。 また 、QR コード の 統一 等 、 イ ンタ ー オ ペラ ビリ ティ “に 向 
けた 取組 み も 出 て き て お り 、 こ うし た 動き も 踏ま えて 適切 に 対応 し て いく 。 


・ 全 国 銀行 協会 や 商工 会 議 所 等 と 連携 し て 、 全 銀 EDI シス テム に か か る サー ビス を 提供 す 


る 金融 機関 や 利用 する 企業 を 拡大 し 、 売 掛金 の 消 込 業 務 の 効率 化 等 、 生 産 性 向上 を 図 
る 。 


・ 手形 ・ 小 切手 機能 の 電子 化 に 関し 、 金 融 界 、 産 業界 、 関 係 省 庁 と 連携 し て 、 電子 記録 債権 


の 普及 促進 等 、 電子 的 な 方 法 へ の 移行 に よる 生産 性 向上 を 図る 。 


・ 税 ・ 公 金 の 収納 ・ 支 払 に 関し 、 金 融 界 、 関 係 省 庁 、 地 方 公共 団体 等 と 連携 し て 、 バ ー コ ー 


ド ・QR コー ド 等 の 活用 や 納付 済 通知 書 の 電子 化 等 、IT に よる 利便 性 向上 ・ 効 率 化 に 向け 
た 検討 を 行う 。 


・ 買 易 金融 に お ける 手続 に 関し 、 ブ ロッ クチ ェ ー ン 技術 を 活用 し た 電子 化 に か か る 課題 の 整 


理 及び 解決 方 策 の 検討 を 行う 。 


(5) グロ ー バ ル な 課題 へ の 対応 


① 国際 的 な ネッ トワ ー ク 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン は グロ ー バ ル に 進展 し て いる た め 、 海 外 の 当局 及び プレ イヤ ー の 動向 
を フォ ロー する と と も に 、 我が国 の 取組 み を 発信 する こと が 重要 で ある 。 また 、 必 要 に 応じ こう し 
た 当局 や プレ イヤ ー と 協 働 し て いく こと が 望ま し いこ と か ら 、 海 外 と の ネッ トワ ー ク を 強化 する 必 
要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


「 フ ィ ン テ ッ ク ・ サ ミッ ト 2018」" を 、 海 外 の 金融 当局 や 研究 者 、 技 術 者 も 交え 、 大 半 の セッ ショ 
ン を 英語 で 行う な ど 、 過去 2 回 の 開催 に 比べ て 国際 的 な プレ ゼン ス ・ 発 信 力 を 高め た 形 で 開催 
し た 。 また 、 7 カ国 ・8 当局 に 広がっ つた フィ ン テ ッ ク 推 進 に 向け た 協力 枠組 み \ を 活用 し 、 フ ィ ン テ 





% 複数 の 異な る も の を 接続 し た り 組 み 合 わせ た り し て 、 相 互 に デー タ の や り と りな ど が で きる こと 。 
7 金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト 参 照 

(https://www.fsa. go. jp/news/30/sonota/20180918. htm]) 

(https://www.fsa. go. jp/singi/finsum2018/finsum2018. htm]) 
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昨 事務 年 度 は 、 ド バイ 金融 サー ビス 機構 (DFSA) 、 フ ラン ス 人 金融 市 場 庁 (AMF) 及び フラ ンス 健全 性 監 
過 破 綻 
自 1 衣 



































E 処 理 機構 (ACPR) と の 間 で 書簡 交換 を 行っ た 。 皮 に 書簡 交換 を 行っ て いた 金融 当局 (英国 金融 行 















































規制 機構 CA)、 シ ン ガ ポー ル 金 融 管理 局 (MAS) 、 オ ー ス トラ リア 証券 投資 要員 会 ASIC)、 ア ブダ 






































ビ ・ グ ロー バル ・ マ ー ケ ッ ト 金 融 サ ービス 規制 庁 (FSRA) 及び スイ ス ・ 連 邦 金融 市 場 監督 機構 (FINMA) ) 





























と 併せ て 、8 つの 金融 当局 と の 間 で 協力 枠組 み を 構築 済 。 
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ッ ク 企 業 の 相互 紹介 や 、 最 新 の 規制 動向 等 に つい て 意見 交換 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


「 フ ィ ン テ ッ ク ・ サ ミッ ト 」 等 の 開催 を 通じ て 、 我 が 国 に お ける フィ ン テ ッ ク ・ デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン 
の 進展 の 状況 を 国内 外 に 発信 する と と も に 、 海 外 当局 と の フィ ン テ ッ ク 推 進 に 向け た 協力 枠組 
み を 強化 する 。 また 、 暗 号 資産 の 国際 的 な ルー ル 形 成 に も 貢献 し て いく 。 さら に 、 金 融 技術 革 
新 が 進む 中 で 、 暗 号 資産 に 関連 し た 新た な 構想 の 出現 を 踏ま えた 対応 に つい て 、 人 金融 店 、 財 
務 省 、 日 本 銀行 に よる 3 当局 連絡 会 で 連携 し 、 様 々 な 側面 に つい て 総合 的 な 議論 を 進め る と と 
も に 、 国 際 的 に 連携 し て 検討 し て いく "。 


② デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 基盤 と な る ブロ ッ ク チ ェ ー ン 、 Al、 ビ ピッグ デー タ 技 術 等 の 推進 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


様々 な 技術 革新 が 金融 サー ビス に も た ら す 影響 (機会 . リ スク ) を 的 確 に 把握 し 、 デ ジ タ ラ イ 
ゼー ショ ン を 利用 者 利便 ・ 利 用 者 保護 の 両面 か ら 適切 に 推進 し て いく た め 、 有 要素 技術 の 進展 に 
つい て 当局 と し て も 的 確 に 把握 し 、 そ うし た 技術 を 適切 に 活用 し た 金融 サー ビス の 創出 を 促す 
こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


国際 共同 研究 や FinTech Innovation Hub で の ヒア リン グ な ど を 通じ 、 ブロ ッ ク チ ェ ー ン 、 AIl、 ビ 
ッ グ デー タ 等 の 要素 技術 の 動向 を 的 確 に 把握 し 、 当局 と し て 必要 な 対応 の 検討 を 進め た 。 
国際 共同 研究 に お いて は 、 ブ ロッ クチ ェ ー ン 技術 を 活用 し た 金融 取引 の プラ イバシー 保護 と 
追跡 可能 性 に つい て 調査 研究 を 行い 、 そ の 調査 研究 の 成果 を 活用 し 、 合 計 16 の 金融 当局 ・ 中 
央 銀行 ・ 国 際 機 関 等 に 加え 、 国 内 外 の 学会 研究 者 等 が 参加 し た 「 ブ ロッ クチ ェ ー ン ・ ラ ウン ド テ 
ー ブ ル 」“( 本 年 3 月 開催 ) に お いて 議論 を 行っ た 。 そ の 中 で 、 分 散 型 金融 レス テム が も た ら す 機 
会 を 十分 活か し つつ 、 リ スク に も 対処 し て いく に は 、 当局 者 、 技 術 コ ミュ ニテ ィ 、 事 業者 、 利 用 者 、 
投資 家 、 ア カ デ ミ ア と いっ た 幅広 い ス テー ク ホ ル ダ ー に よる 協力 (マル チ ス テー ク ホ ル ダ ー 型 ア 
プロ ー チ ) が 不可 欠 と いう 認識 “を 共有 し た 。 
これ ら の 調査 研究 や 議論 を 踏ま え 、「G20 技術 革新 に か か る ハイ レベ ル セ ミ ナー」“ を 本 年 6 





39 


40 


41 


取引 を 可能 と する 分 散 型 金融 技術 に つい て 、 当 局 が 技術 者 等 の 広範 な 関係 者 と の 対話 を 強化 する 重要 性 


中 . 1. (1) の ① 国 際 的 な 議論 へ の 貢献 参照 

金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト 参 照 

(https://www.fsa. go. jp/en/news/2019/20190327-28. htm]) 

G20 議長 国 と し て の 我が国 の 要請 に 基づき 作成 され た FSB お いて も 、 顧 客間 で 直接 の 金融 
































































































































を 指摘 し て いる 。 当該 報告 書 は 、G20 福岡 財務 大 臣 ・ RR On に お いて 
歓迎 され た 。 相 . 1. (1) ① 国 際 的 な 議論 へ の 頁 献 参照 
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金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト 及 び 想 . 1 . (1) ① 国 際 的 な 議論 へ の 頁 献 参照 
(https://www. g20fukuoka2019. mof. go. jp/ ja/meetings/20190608_1. html) 
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月 8 日 に 開催 し た 。 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


「 ブ ロッ クチ ェ ー ン ・ ラ ウン ド テ ー ブ ル 」 や 「G20 技術 革新 に か か る ハイ レベ ル セ ミ ナー」 で の 議 
諭 や 国際 共同 研究 も 踏ま を 、 ブ ロッ クチ ェ ー ン 技術 等 を 活用 し た 分 散 型 金融 レス テム の ガバ ナ 
ンス の あり 方 に つい て 、 当 局 、 技 術 者 、 学 識 経験 者 等 の 幅広 い ス テー ク ホ ル ダ ー が マル チ ス テ 
ー ク ホル ダー 型 ア プロ ー チ で 議論 する ガバ ナン ス フ ォ ー ラ ム ( 仮 称 ) を 開催 する 。 


③ サイ バー セキ ュ リ ティ その 他人 金融 シス テム 上 の 課題 等 へ の 対応 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン が 加速 的 に 進展 し 、 金 融 サ ービス の 各種 シス テム へ の サイ バー 攻撃 が 
より 複雑 化 ・ 巧 妙 化 し て き て お り 、 サイ バー セキ ュ リ ティ の 確保 が 嘆 監 の 課題 と な っ て いる 。 

特に 、「2020 年 東京 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 」 の 開催 を 来年 に 控え 、 金 融 分 野 
の サイ バー 攻撃 に 対す る 脅威 は 一 層 高 まっ て お り 、 こ うし た 状況 に 適切 に 対応 し て いく 必要 が 
ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


金融 を 取り 巻く 環境 の 変化 等 を 踏ま え 、 昨 年 10 月 、「 金 融 分 野 に お ける サイ バー セキ ュ リ テ 
ィ 強 化 に 向け た 取組 方 針 」“ を アッ プ デ ー ト し 、 サイバー セキ ュ リ ティ 対策 の 向上 に 取り 組ん だ 
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デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン に 伴う サイ バー リス ク 等 に つい て 、 大 手 金融 機関 等 と の 対話 を 通じ て 把 
握 ・ 分 析 を 行っ た 。 大 手 金 融 機関 で は 、 ノ 特に クラ ウド サー ビス や RPA の 活用 が 進ん で お り 、 適 
切 に リス ク を 管理 する た め の ノ ウ ハ ウ の 蓄積 や 、 専 門人 材 の 確保 を 進め な が ら 、 こ れ ま で 構築 
し た サイ バー セキ ュ リ ティ の フレ ー ム ワー ク に 沿っ た 対策 を 実施 し て いる 。 一 方 で 、 こ うし た サー 
ビス の 活用 に より 、 シ ステ ム は 一 層 複 雑 化 し て お り 、 今後 の 利用 拡大 を 見 据え 、 外 部 委託 先 を 
含め 、 よ り 適 切な 管理 を 行っ て いく 必要 が ある 。 

また 、2020 年 東京 大 会 の 開催 に 向け 、 中 小金 融 機関 に 対し て は 、 実 態 把握 、 協 同 組織 中 央 
機関 と の 対話 や 「 業 界 横 断 的 な サイ バー セキ ュ リ ティ 演習 (DeltaWall ル ) 」 な ど を 通じ て 、 各 金融 
機関 の サイ バー 対策 の 底上げ を 図っ た 。 大 手 金融 機関 に つい て は 、 グ ロー バル な 動向 を 念頭 
に 、 定期 的 な 対話 を 通じ て 、TLPT“ の 実施 の 促進 等 、 サ イ バ ー 対 策 の も う 一 段 の 高度 化 に 取り 








ぉ 「 人 金融 分 野 に お ける サイ バー セキ ュ リ ティ 強化 に 向け た 取組 方 針 」 

(https://www. fsa. go. jp/news/30/20181019/cyber-policy. pdf) 

本 年 6 月 公表 「 金 融 分 野 の サイ バー セキ ュ リ ティ レポ ー ト 」 参照 

(https://www.fsa. go. jp/news/30/20190621_cyber/cyber_report. pdf) 

$ 田 威 ベー ス の ペ ベネ トレ ーション テス ト 。Threat-Led Penetration Testing の 略 。 昨 年 10 月 に G7 財 
務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 に お いて 「TLPT に 関す る 基礎 的 要素 」 が 策定 ・ 公 表 さ れ た 。 
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組ん だ 。 さ ら に 、 大 規模 イン シ デ ン ト 発 生 時 の 官民 の 情報 連携 を 目的 に 、 本 年 6 月 関係 団体 と 
の 連携 会 議 “ を 立ち 上 げた 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 状況 や その セキ ュ リ ティ 対策 に つい て 、 金 融 ・ 非 金融 プレ イヤ ー 
か ら 幅 広く 収集 し 、 金融 分 野 に 対し て 、 外部 委託 先 を 含め た サイ バー セキ ュ リ ティ 管理 態勢 の 
強化 等 、 必 要 な 対応 を 促し て いく 。 

また 、2020 年 東京 大 会 を 控え 、 サ イ バ ー の 脅威 に 適切 に 対応 し て いく た め に 、 サ イ バ ー セ キ 
ュ リ ティ 対策 の 実効 性 強化 に 取り 組む 。 中 小金 融 機関 に 対し て は 、 脆 弱 性 診断 等 の 活用 、 サ イ 
バー セキ ュ リ ティ 演習 へ の 参加 を 通じ て 、 サイバー 攻撃 か ら の 防御 ・ イ ン シ デ ント 対応 能力 の 強 
化 を 図る 。 大 手 金 融 機関 に 対し て は 、TLPT の 深度 を 更に 高め る な ど 、 サ イ バ ー セ キュリ ティ 対 
策 の より 一 層 の 高度 化 を 促す 。 さら に 、 連 携 会 議 も 活用 し 、 連 携 手順 の 整備 や 演習 等 を 通じ た 
業界 全体 の 連携 態勢 の 強化 を 図る 。 
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「 サ イ バ ー セ キュ リティ 対策 関係 者 周 本 銀行 、 業 界 団体 、 金 融 ISAC、FISC 等 か ら 構 成 。 


MM 
培 
| 




















18 





2. 多様 な ニー ズ に 応じ た 金融 サー ビス の 向上 | 





金融 サー ビス 利用 者 は 、 個 々 人 の 置か れ て いる 状況 や ライ フ プ ラン に より 、 様 々 な ニー ズ を 
有 し て お り 、 そ れ ぞ れ の 利用 者 が 、 自 身 の ラ イフ プラ ン ・ ニ ー ズ に 応じ て 、 適 切 に 資産 形成 を 行 
うこ と が で き 、 信 頼 ・ 安 心して 金融 サー ビス を 利用 で きる 環境 を 整備 し て いく 必要 が ある 。 その 
た め の 施 策 の 検討 ・ 実 施 に 当たっ て は 、 個 々 人 の 生活 の 多様 性 に 十分 留意 する な ど 、 様 々 な 
国民 の 視点 を 踏ま よ え 、 丁寧 な 議論 を 行っ て いく 。 


(1) 最終 受益 者 の 資産 形成 に 資す る 資金 の 好 循 環 の 実現 


金融 庁 は 、 金 融 ・ 資 本 市 場 の 機能 の 発揮 や 魅力 の 向上 等 を 通じ て 、 我 が 国 全体 の 最適 な 資 
金 フ ロー を 実現 し 、 企 業 価値 の 向上 と 収益 の 果実 を 家計 に も た らし て いく と いう 5 好 循 環 を 実現 し 、 
様々 な 施策 を 進め て きた 。 し か し な が ら 、 例 えば 家計 金融 資産 を 見 る と 、 過 半 の 900 兆 円 以上 
が 現 預 金 で あり 、 資 産 の 伸び も 低い 水準 に 留まっ て いる な ど 、 豊 富 な 金融 資産 が 十分 に 運用 ・ 
活用 され て いる と 言え る 状況 に は 至っ て いな い 。 

金融 ・ 資 本 市 場 の 機能 を 向上 させ 、 イ ン ベ ス トメ ント ・ チ ェ ー ン の 各 参 加 者 が 求め られ る 役割 
を 果たし て いく よう に する こと に より 、 家計 の 多様 性 を 反映 し た 金融 サー ビス へ の 様々 な ニー ズ 
に 応え る と と も に 、 資 金 の 流れ を 最適 化し 、 最 終 受 益 者 で ある 家計 に 企業 価値 の 向上 と 収益 
の 果実 が も た ら さ れる よう 取り 組ん で 行く 必要 が ある 。 こ の た め 、① 家 計 の 金融 情報 リテラ シ 
ー、② 販 売 会 社 に よる 顧客 本 位 の 業務 運営 、③ ア セッ ト オ ー ナ ー の 機能 発揮 、④ 資 産 運 用 業 
の 高度 化 、⑤ 金 融資 本 市 場 の 機能 ・ 魅 力 向 上 、⑥ コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス 改革 、 の 6 分 野 を 
重点 分 野 と し て 積極 的 に 取組 み を 推進 し て いく 。 


① 家計 の 金融 情報 リテラ シー 
( ア ) 金融 ・ 情 報 リテラ シー の 向上 
【 人 金融 行政 上 の 課題 


本 年 の G20 の アジ ェ ン ダ で ある 「 高 齢 化 と 金融 包摂 」 に つい て 、 本 年 6 月 と り ま と め ら れ た 福 
岡 ボ ポリ シー・ プ ライ オリ ティ “に お いて は 、 デ ジタル 化 さ れ て いく 金融 サー ビス を 誰 も が 活用 で き 
る よう に する た め の 金 融 ・ 情 報 リ テラ シー の 向上 、 高 齢 者 を 狙う 投資 詐欺 等 に 対す る 啓発 活動 
や 消費 者 保護 、 そ し て 、 生涯 を 通じ た ライ フ プ ラン を 設計 で きる よう に する た め の 情 報 提供 が 世 
界 共 通 の 課題 と し て 指摘 され た 。 

我が国 に お いて も 、 金融 サ ービス 分 野 に お いて デジ タル 化 が 急激 に 進展 し て いる ほか 、 取 る 
べき リス ク を 超え た 金融 商品 の 販売 や 、 過 剰 貸付 け と いっ た 消費 者 問題 も 起こ っ て いる 。 多様 
な 個人 が 資産 形成 を 行う と いう 点 で も 、 投資 に 対す る 抵抗 感 や 金融 機関 に 対す る 不信 感 が 強 





7 本 年 6 月 6 日 「 高 齢 化 と 金融 包摂 の た め の G20 福岡 ポリ シー・ プ ライ オリ ティ 」 に つい て 
(https://www.fsa. go. jp/inter/etc/20190606/20190606. htm]) 
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く 残 っ て いる と の 指摘 や 、 資 産 形成 の 必要 性 を 感じ て いて も 、 必ず し も 関連 する 知識 を 得 ら れる 
機会 が 十分 に な く 、 適 切な 金融 サー ビス の 選択 が で き て いな いと の 指摘 も ある 。 こう し た こと か 
ら 、 個 々 人 の 生活 の 多様 性 に 十分 留意 し な が ら 、 各 個人 が 、 金 融 リ テラ シー を 、 関係 する 情報 
リテラ シー と と も に 向上 させ 、 ラ イフ ステ ー ジ に 応じ た 様々 な ニー ズ に 見 合う 金融 サー ビス を 適 
切 に 選択 し 、 最 適 な ポー ト フ ォ リ オ を 構築 で きる よう な 環境 を 総合 的 に 整備 し て いく こと が 重要 
な 課題 と な っ て いる 。 また 、 イ ン ベ ス トメ ント ・ チ ェ ー ン の 起点 と な る と 同時 に 最終 受益 者 で ある 
家計 の 金融 リテラ ンー の 向上 が 、 販 売 会 社 、 ア セッ ト オ ー ナ ー、 資 産 運 用 業者 と いっ た イン ベス 
トメ ント ・ チ ェ ー ン の 参加 者 が 提供 する 金融 サー ビス の 水準 向上 や 、 さ ら に は 企業 経営 の 改善 
に つなが り 、 家計 が その ニー ズ に 合っ た より 適切 な サー ビス と より 高い リタ ー ン を 享受 で きる よ 
うに な っ て いく こと も 期待 され る 。 

また 、 広 く 国 民 の 金融 ・ 情 報 リ テラ シー の 向上 に 取り 組ん で いく た め に は 、 金 融 庁 ・ 財 務 局 が 
共同 で 行う べき 重要 な 行政 テー マ と の 認識 の 下 、 様 々 な 関係 者 と の 連携 体制 の 構築 、 方 向 性 
の 共有 、 イ ベン ト 間 の 連携 強化 が 必要 で ある 。 


a) 学校 教育 関連 の 取組 み 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


出張 授業 


金融 店 職員 に よる 出張 授業 を 抜本 的 に 拡充 し 、 地 方 自治 体 ・ 財 務 局 と も 連携 し な が ら 、 職 員 
を 、 高 校 ・ 大 学 を 中 心 に 、 出 身 校 を は じ め と する 各地 の 学校 に 講師 と し て 順次 派遣 し た “。 これ 
ら の 取組 み を 通じ 、 学 生か ら は 、 ラ イフ プラ ン ニ ング や ぜ や 資産 形成 に つい て 、 普 段 聞 か な い 話 で 
あり 、 こ れ か ら の 人 生 に つい て 考え る きっ か け に な っ た 、 と いっ た 声 が 多く 聞か れ た 。 教員 か ら 
は 、 生 徒 が 等 し く こ うい っ た 金融 経済 教育 に 関す る 授業 を 受け る こと が で きる こと が 望ま し く 、 継 
続 的 に 実施 で きる よう に する こと が 望ま れる と の 声 が 聞か れ た 。 

また 、 金 融 庁 と し て も 、 金 融 リ テラ シー の 現状 に つい て の 知見 を 得る と と も に 金融 経済 教育 
の 必要 性 を 認識 する 機会 と な っ た ほか 、 教 育 店 (教育 委員 会 ) や 教員 を 含む 教育 関係 者 と の リ 
レー ショ ン の 構築 や 、 教 材 ・ 授 業 に か か る 現場 の フィ ー ド バッ ク の 鞭 積 、 出 張 授業 を は じ め と し 
た 金融 庁 自 ら の 取組 み の 関 係 者 へ の 周知 と いっ た 成果 が 見 られ た 。 


コン テン ツ の 策定 
出張 授業 を 通じ て 得 ら れ た 教育 現場 の ニー ズ や 課題 を 踏ま え 、 本 年 3 月 、 金 融 経済 教育 推 


進 会 議 " に お いて 、 大 学生 ・ 社 会 人 等 を 対象 と し た 現場 で 活用 し や すい 共通 教材 と し て 「 コ アコ 
ン テ ン ツ 」 を 策定 ・ 公 表し た 。 それ まで は 、 銀 行 、 保 険 、 証 券 と いっ た 各 業 態 が 独自 に 教材 を 作 
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本 年 7 月 10 日 まで に 、67 校 (大 学 : 29 校 、 高 校 : 24 校 、 中 学校 : 11 校 、 小 学校 : 2 校 、 特 別 支援 











学校 : 1 校 ) に 対し 、 延 べ 103 名 を 派遣 、 受 講 者 は 10, 500 名 に 上 っ た 。 
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金融 庁 を 含む 関係 省庁 、 金 融 広 報 中 央 委員 会 、 有 識者 及び 金融 経済 教育 に 取り 組む 関係 団体 か ら 構 


























成 さ れ て いる 。 
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成 し て いた が 、 共通 教 材 に より 統一 的 な 目線 が 構築 され た 。 

さら に 、 昨 年 3 月 及び 7 月 に 改訂 され た 次 期 高校 学習 指導 要領 及び 同 解説 に お いて 、 人 金融 リ 
テラ シー に 関連 する 内 容 が 拡充 され た こと を 踏ま え 、 金 融 広報 中 央 委員 会 や 文部 科学 省 、 業 
界 団体 と 連携 し 、 教 材 作り の 参考 と な る よう 教科 書 会 社 向 け の 説明 会 を 実施 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


改訂 学習 指導 要領 の 円 滑 な 導入 


2021 年 4 月 より 中 学生 向け の 、2022 年 4 月 より 高校 生 向け の 、 金 融 経 済 分 野 に 関す る 記述 
が より 充実 し た 新 学 習 指導 要領 に よる 学習 が 開始 され る 。 今後 教育 現場 の 準備 が 本 格 的 に 進 
め ら れる 予定 で ある 。 改 計 さ れ た 中 高生 向け の 新 学 習 指導 要領 及び 同 解説 に お いて は 、 キ ャ 
ッシュ レス 化 の 進展 を 踏ま えた 金融 ・ 情 報 リ テラ シー の 向上 も 強調 され て いる 。 

この た め 、 大 学 の 教員 養成 課程 の 講義 や 中 学 ・ 高 校 で の 研究 授業 に 金融 庁 よ り 講師 を 派遣 
し 、 教 員 や 学生 と の 意見 交換 等 を 通し て 、 金 融 経済 教育 の あり 方 の 議論 に 参画 し 、 将来 的 に 
金融 経済 教育 が 全国 で スム ー ズ に 行わ れる よう 、 準 備 を 行っ て いく 。 


コン テン ツ の 策定 ・ 改 善 

各地 で の 出張 授業 な どか ら 得 られ た 教育 現場 の ニー ズ も 踏ま え 、 効 果 的 に 金融 経済 教育 を 
行う こと が で きる よう な 教材 の 作成 ・ 展 開 を 行う 。 具体 的 に は 、 情報 リテラ シー の 向上 に も 留意 
し な が ら 、 ワ ー ク ショ ッ プ 形式 の 授業 を 可能 と する 教材 、 教 員 向 け の 副 教 材 等 を 作成 する 。 また 、 
こう し た 教材 を 実際 に 現場 で 試験 的 に 使う こと を 通じ て 、 更 な る 改善 を 行う 。 
出張 授業 に お ける 展開 

各地 の 学校 に 対し 、 引 き 続き 、 金融 庁 ・ 財 務 局 の 職員 を 派遣 し 出張 授業 を 行う 。 今後 、 金 融 
経済 教育 を 「 面 」 的 に 展開 する た め に 、 金 融 庁 が 、 金融 経済 教育 に 取り 組ん で きた 人 金融 広報 中 
央 委員 会 を は じ め と する 関係 者 と 連携 し て いく こと に 加え 、 財 務 局 に お いて も 、 各 都 道 府 県 の 
金融 広報 委員 会 や 地域 の 教育 機関 等 、 金 融 経済 教育 に 関す る 関係 者 と ネッ トワ ー ク の 構築 を 
図る 。 

b) 社会 人 ・ 家 庭 を 対象 と し た 取組 み 

【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
地方 公共 団体 向け の つみ た て NISA セミ ナー の 開催 支援 や 講師 派遣 

現役 世代 に と っ て 身近 な 場 で ある 職場 に 着目 し 、 職場 を 通じ た 情報 提供 が 拡大 され る よう 、 
金融 庁 ・ 財 務 局 の 職員 が 講師 と な り 、 全国 各地 で 地方 公共 団体 向け つみ た て NISA セミ ナー を 
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c) 


行っ た 。 また 、 職場 セ ミナ ー の 民間 企業 で の 幅広 い 実施 に 向け て 、 経 済 団体 ・ 業 界 団体 を 通じ 、 
働き か け を 行っ た 。 


つみ た て NISA Meetup と つみ た て NISA フェ ステ ィ バ ル 


一 昨年 度 に 引き 続き 、 投資 初心 者 を 含む 一 般 の 投資 家 に と っ て 有益 な 意見 や 情報 を 発信 し 
て いる 個人 ブロ ガー と 投資 初心 者 等 と の 意見 交換 の 場 ( つ みた て NISA Meetup) を 全国 で 行っ 
た 。 ま た 、 年 に 一 度 の 資産 形成 に つい て 総合 的 に 考え る イベ ント と し て 、 つみ た て NISA フェ ス 
ティ バル を 、 昨 年 同様 、 本 年 4 月 に 東京 で 実施 し た 。 こ うし た 取組 み は 、 参加 者 の 個人 ブロ グ や 
SNS も 通じ た つみ た て NISA や 資産 形成 に 関す る 発信 に 繋が っ た 。 


親子 を 対象 と し た イベ ント の 実施 


家族 で 金融 リテラ シー の 向上 を 図る と いう 観点 か ら 、 小 学生 の 親子 を 対象 に 、 体 験 理 イ ベン 
ト " を 計 4 回 開催 し た ほか 、 幅 広い 世代 が 金融 リテラ ンー の 重要 性 に つい て 考え る きっ か け と な 
る よう 、 財務局 と 共同 で 、 学 生 、 主 婦 ( 夫 ) 、 社 会 人 等 、 資 産 形成 に 関心 の ある 方 々 を 対象 と し 
た シン ポジ ウム を 開催 し た "。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


社会 人 に 対し て は 、 投資 に 対す る 身近 な きっ か け 作 り と し て 、 引 き 続 き 職場 に 着目 し 、 つ み 
た て NISA を 通じ た 長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 の 普及 に 取り 組む 。 具体 的 に は 、 企業 団 体 ・ 士 業 団体 
等 を 通じ 、 民間 企業 に 対す る つみ た て NISA 普及 に 向け た 働き か け を 行う ほか 、 金 融 庁 や 財務 
局 か ら の 講師 の 派遣 を 行う 。 また 、 つ みた て NISA 普及 の 担い 手 と な りう る 、 日 本 銀行 ・ 業 界 団 
体 ・ 金 融 機 関 ・ フ ィ ナ ン シ ャ ルプ ラン ナー(FP) 等 と の 連携 強化 に も 努め る 。 

さら に 、 金 融 サ ービス 利用 者 が 金融 商品 購入 時 に 参考 と で きる よう 、 金融 商 品 販売 会 社 と の 
対話 に お ける ポイ ント を 策定 する 。 そう し た 対話 を 充実 さす せる た め の 金 融 商 品 販売 会 社 の 取組 
み も 含め て 参考 と な る 事例 を 収集 し な が ら 、 利用 者 の ベス ト ・ プ ラク ティ ス と し て 提供 する こと を 
検討 する 。 


イン ター ネッ ト を 通じ た 広報 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


つみ た て NISA キャ ラク ター( つ みた て ワニ ー サ ) を 活用 し た SNS に よる 情報 発信 や キャ ラク 
ター グッ ズ を 用 いた 広報 を 行っ た ほか 、 つ みた て NISA の プロ モー ショ ン ビ デオ を 作成 、 個 人 ブ 








中 


「 親 子 で 学ぶ ! お 金 の 仕組 み 』 ワ ー ク ショ ッ プ 
昨 事務 年 度 は 、 北 陸 財 務 局 、 九 州 財 務 局 、 四 国 財務 局 、 沖 縄 総合 事務 局 、 福 岡 財 務 支 局 、 北 海道 財務 
と 共同 で 、「 人 生 100 年 時 代 て 人 生 を 楽し むための お 金 の 話 二 シン ポジ ウム 」 を 実施 。 
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ロガー と 金融 庁 職員 に よる 投資 初心 者 向け の 対談 企画 を 金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト に 掲載 し 、SNS を 
通じ た 情報 発信 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


SNS を 通じ た 情報 発信 や 、 つ みた て NISA 特設 サイ ト を 通じ た 広報 等 に つい て 、IT 企業 等 の 
サポ ー ト を 得 て 、 より 効果 的 な 情報 発信 を 行う 。 


d) イン サイ ダー 取引 規制 に 関す る Q&A の 改訂 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


株 式 投資 等 は 本 来 、 イ ン サ イダ ー 取 引 等 の 不 公正 取引 で な い 限 り 自 由 に 行う こと が で き 、 安 
定 的 な 資産 形成 の 観点 か ら も 有効 に 活用 され る べき で ある 。 こ の た め 、 一 般 的 な 上 場 会 社 に 
お いて は 、 役 職員 等 の 資産 形成 に 配慮 し た 社内 規則 が 定め られ て いる 。 しかしながら 、 イ ン サ 
0 ー 取 引 規制 の 内 容 を 正確 に 知ら な いた め に 、 結 果 的 に 投資 全般 を 必要 以上 に 控え て いる 

役職 員 も 多い と の 指摘 も ある 。 この こと を 踏ま え 、 当該 規制 に つい て 分 か りや すく 解説 する た め 
ee 一 取引 規制 に 関す る Q&A」 を 本 年 7 月 に 改訂 し た "。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


Q&A の 改訂 に つい て 、 経 済 団体 や 個別 企業 幹部 へ の 説明 を 通じ た 普及 活動 、 講 演 会 で の 
紹介 、 各 種 媒 体 で の 発信 等 を 行い 、 企 業 経営 者 の 理解 促進 に 努め 、 株 式 投資 等 が 、 上 場 企業 
役職 員 を 含め より 多く の 個人 の 資産 形成 に 有効 活用 され る よう 促す 。 


e) 多角 的 アプ ロー チ と 包括 的 な 連携 体制 の 構築 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
多角 的 アプ ロー チ 


金融 経済 教育 や 長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 の 普及 に あたり 、 こ れ ま で 、 人 金融 庁 や 関係 者 は 、 チ ラ 
シ や ポス ター の 作成 、 教 材 の 策定 と 配布 、 セ ミナ ー・ 説 明 会 の 実施 等 、 あ る 種 ア ナ ロ グ な 取組 
み を 行っ て きた 。 こう いっ た 従来 型 の 対面 を 含む アプ ロー チ も 重要 で ある 一 方 、 イン ター ネッ ト 
や SNS 等 、 社 会 の 変化 に 応じ て 、 個 人 の 情報 入手 経路 は 多様 化し て いる ほか 、 金融 経済 教育 
を 提供 する 主体 も 、 公 的 機関 や 業界 団体 以外 に も 拡大 し て いる 。 こう し た こと を 踏ま え 、 伝 統 的 
な 方 法 に と ら わ れる こと な く 、 より 多様 な 主体 に よる 多様 な 情報 提供 方 法 に つい て も 考え て いく 
「 多 角 的 アプ ロー チ 」 が 求め られ る 。 





2 金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト 参 照 (https://www. fsa. go. jp/news/30/shouken/20190729. htm1] ) 
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デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 と と も に 、 ポ イン ト 投 資 、 お つり 投資 、 若 年 層 向 け の 情報 サイ ト の 
構築 、 投 資 家 間 の コミ ュ ニ ケー ショ ン の 場 の 提供 等 、 資 産 形 成 に 興味 を 持っ て いて も な か な か 
踏み 出せ な い 若 年 層 に 対し 、 投 資 へ の ハー ドル を 下げ る た め の 取 組み を 行っ て いる 事業 者 も 
出現 し て き て いる こと か ら 、 金 融 経済 教育 や 長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 の 普及 に お いて も 、 こ うし た 
事業 者 の 経験 知見 も 参考 に し つつ 、 よ り 広 範 な 層 へ の アプ ロー チ を 行う 。 


包括 的 な 連携 体制 の 構築 


我が国 で 金融 リテラ シー に 関す る 取組 み を 行っ て いる 関係 者 と し て 、 金 融 庁 ・ 財 務 局 以外 に 
も 、 人 金融 広報 中 央 委員 会 、 金 融 広報 委員 会 、 教 育 関 係 者 や 研究 者 、 人 金融 機関 や その 団体 、 
NPO 等 の 団体 、FP 等 の 専門 家 が 存在 する 。 より 包括 的 か つ 効 果 的 に 取組 み を 進め られ る よう 、 
関係 者 間 の 連携 体制 を 構築 する 。 


( イ ) 長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 の 推進 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 庁 は 、 長 期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 を 税制 面 で 後押し する た め つ みた て NISA の 普及 ・ 促 進 に 
取り 組ん で きた が 、 未 だ 制度 の 存在 や その 内 容 を 知ら な い 層 も 多く 、 利 用 は 国民 の 一 部 に 留 ま 
っ て いる 。 リス ク を 抑え た 少額 か ら の 積立 投資 は 、 資 産 形成 に 取り 組 も うと 考え る 個人 が それ 
ぞ れ の 事情 に 応じ て 活用 可能 な 制度 で あり 、 引 き 続 き 制度 の 改善 と 普及 が 課題 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


NISA の 利便 性 向上 


これ まで 、NISA 口座 は 、 他 に NISA 口座 を 開設 し て いな い ( 二 重 口座 で な い ) こ と の 税務 賭 に 
よる 確認 後に 開設 され て いた た め 、 申 込 か ら 取 引 開 始ま で 2<3 週 間 程度 の 期間 を 要 し て いた 。 
本 年 1 月 か ら は 新た な 手続 が 施行 され 、 税 務 署 に よる 確認 を 待た ず に NISA 口座 を 開設 し 、 速 
や か に 取引 を 開始 する こと が 可能 と な っ た 。 

また 、NISA 口座 保有 者 が 海外 転勤 等 に より 一 時 的 に 出国 する 場合 、 既に NISA 口座 で 保有 
し て いる 商品 は 課税 口座 に 払い 出さ れ 、 帰 国 後に お いて も NISA 口座 に 戻す こと が で き な い 仕 
組み と な っ て いた 。 こ の 点 に つい て 、 最 長 5 年 間 、 引 き 続き NISA 口座 で の 保有 を 可能 と する 税 
制 改正 が 認め られ 、 本 年 4 月 より 施行 され た 。 


NISA の 普及 状況 


アン ケー ト 調 査 に よる と 、 つ みた て NISA の 認知 率 は 50.0%( 前 年 より 13.1 ポイ ント 増加 ) 、 制 
度 内 容 の 認知 率 は 14.6%( 前 回 より 3.8 ポイ ント 増加 ) と な っ た (図表 1 -2-(1 )-1)。 
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図表 1-2-(1)-1 アン ケー ト 調 査 の 結果 (つみ た て NISA の 認知 率 ) 


mm① 名 前 も 制度 の mm② 名 前 は 知っ て いる が 、 ョ ③ 知 ら な い 
内 容 も 知っ て いる 制度 の 内 容 は よく 分 か ら な い 


認知 計 
(%) (①+②) 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 


(資料 ) 金 融 庁 


NISA の 利用 状況 は 、 一 般 NISA と つみ た て NISA を 併せ て 、 口座 開設 数 が 約 1.283 万 口座 、 
買 付 額 が 約 16.5 兆 円 (本 年 3 月 末 時 点 ) と な っ て お り 、 着 実に 普及 が 進ん で いる (図表 -2- 
(1)-2) 。 NISA 口座 内 の 残高 (時 価 ベ ー ス ) に つい て は 、 昨 年 末 に か け て の 株 式 相場 の 下落 も 
あり 、 横 ば いと な っ て いる (図表 エ -2-(1)-3)。 


図表 IT-2-(1)-2 NISA( 一 般 ・ つ みた て ) 口 座 数 図表 1-2-(1)-3 NISA 口座 に お ける 残高 の 推移 





及び 買 付 額 の 推移 
(万 口座 ) (上 円) 
1400 1283 万 口座 | “ ( 兆 円 ) 
1200 127 放 10 
1000 6.5 閉 円 15 NISA 口 座 残高 7.8 兆 円 


800 
600 
400 
200 








ト 10 
1.15 8 
| 5 4 
ノ 2 


0 
14/1 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 (月 末 ) 
w= つみ た て NISA 品 座 数 ( 左 軸 ) 0 





m= 一 般 NISA 品 座 数 ( 左 軸 ) 14 15 16 17 18 (年 末 ) 
ーー 一 NISA( 一 般 二 つみ た て ) 買 付 額 ( 右 軸 ) 
( 注 )18/3 月 末 以 降 の 口座 数 及び 買 付 額 は 、2018 年 1 月 の つみ た て NISA 開 (資料 ) 金融 訂 
始 に 伴い 、 一 般 NISA と つみ た て NISA の 合計 値 を 表示 。 PE 
(資料 ) 金融 庁 


昨年 1 月 か ら 本 年 3 月 末 ま で の つみ た て NISA の 利用 状況 は 、 口座 開 設 数 が 約 127 万 口座 、 
買 付 額 が 約 1.332 億 円 (本 年 3 月 末 時 点 ) と な っ て いる 。 同 期間 の 一 般 NISA の 新規 口座 開設 
数 と 合わ せる と 約 183 万 口座 で あり 、 つ みた て NISA が 、NISA 口座 数 全体 の 増加 に 大 きく 寄与 
し て いる (図表 TL-2-(1)-4)。 
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図表 T-2-(1)-4 一 般 NISA・ つ みた て NISA の 口座 増加 数 の 推移 


(万 口座 ) 
80 
70 


約 183 万 口座 


ル 








15/3 15/6 15/9 15/12 16/3 16/6 16/9 16/12 17/3 17/6 17/9 17/12 18/3 18/6 18/9 18/12 19/3 


(月 末 ) 
ョ 一 般 NISA 口 座 増加 数 。 ョ つみ た て NISA 口 座 増加 数 


( 注 )2017 年 10 月 ~12 月 に つい て は 、 法 律 上 、2018 年 以降 も NISA 口座 を 利用 する に は 住民 票 の 再 提 出 が 求め られ て いた た め 、 税 務 当 局 に お いて 膨大 な 確認 
事務 が 発生 する こと か ら 、 2018 年 分 の 新規 口座 開設 を 受け 付け な いと され た 期間 
(資料 ) 金融 庁 


NISA の 口座 開設 者 を 年 代 別 に 見 た 場合 、20 代 ~40 代 が 全体 に 占め る 割合 は 、 一 般 NISA 
で は 約 3 割 、 つ みた て NISA で は 約 7 割 (本 年 3 月 末 時 点 ) と な っ て お り 、 つみ た て NISA を 通じ て 、 
若い 世代 を 中 心 と し た 新た な 投資 家 層 の 拡大 が 進展 し つつ ある (図表 1-2-(1)-5)。 


図表 IT-2-(1)-5 NISA( 一 般 ・ つ みた て ) 口 座 開 設 状況 (年 代 別 ) 


【 つ みた て NISA】 【 一 般 NISA】 
70 代 80 代 以上 80 代 以上 の 20 代 

eo 代 5% 1% 4 “ 
10% = 





( 注 ) つ みた て NISA・ 一 般 NISA いずれ も 全 金 融 機 関 調査 (2019 年 3 月 末 時 点 ) 
(資料 ) 金融 店 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
NISA の 利便 性 向上 
時 限 措置 と な っ て いる NISA に つい て 、 特に つみ た て NISA に つい て は 、 多様 な 国民 が それ 


ぞ れ の 長期 の ライ フ プ ラン に 沿っ た 資産 形成 に 安心 し て 活用 で きる よう 、 恒 久 化 や 利便 性 向上 
を 含む 制度 の あり 方 に つい て 、 関 係 者 と 連携 し つつ 、 検 討 する 。 
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② 販売 会 社 に よる 顧客 本 位 の 業務 運営 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 庁 で は 、2017 年 3 月 に 、「 顧 客 本 位 の 業務 運営 に 関す る 原則 」 を 公表 し 、 金 融 機関 に 対 
し 、「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 を 実現 する た め の 「 取 組 方 針 」 や 、 そ の 定着 度合 い を 客観 的 に 評 
価 す る 「( 自 主 的 ・ 共 通 )KPI」 の 公表 を 促し 、 金融 機 関 の 取 組み の 「 見 える 化 」 の 促進 に 努め て 
きた (図表 TL-2-(1)-6)“。 ま た 、 投 資 信 託 等 の 販売 会 社 へ の モニ タリ ング を 行い 、 把 握 し た 
優良 事例 や 問題 事例 を 公表 する な ど 、「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 の 浸透 ・ 定 着 に 向け た 取組 み 
を 行っ て きた と ころ で ある 。 

こう し た 中 、 取 組 方 針 等 を 公表 し た 事業 者 数 は 着実 に 増加 し て いる も の の 、 個 々 の 取組 状況 
を 見 て みる と 、「 取 組 方 針 」 に 加え 、 具 体 的 な 施策 及び KPI を 時 系 列 で 公表 し 、 定 期 的 に 見 直し 
を 図っ て いる 金融 機関 が ある 一 方 、「 取 組 方 針 」 に つい て 、「 原 則 」 の 文言 を 若干 変え た 程度 の 
も の を 公表 する な ど 、「 原 則 」 の 趣旨 を 自ら 貴 噌 、 具 体 的 に 実践 する スタ ンス が 欠如 し て いる よ 
うな 事例 が 見 られ た 。 ま た 、 毎 月 分 配 型 商品 比率 の 低下 や 投資 信託 保有 顧客 数 に 占め る 積立 
投資 信託 を 行っ て いる 顧客 数 の 割合 が 増加 し て いる な ど 、 人 金融 機関 の 取組 み の 成 果 が 緒 わ 
れる 事例 と 、 投資 信託 の 預り 残高 や 保有 顧客 数 が 伸び 悩ん で いる ほか 、 四 半期 末 ご と に リス 
ク 性 金融 商品 の 販売 額 が 増加 し て いる な ど 、 あ まり 成果 が 見 られ な い 事 例 が 混在 し 、 顧 客 本 
位 の 取組 み の 更 な る 強化 が 課題 と な っ て いる 。 


図表 1-2-(1)-6 「 原 則 」 採 択 事 業者 数 及び 自主 的 な KPI・ 共 通 KPI 公表 事業 者 数 


( 社 ) 
1.800 本 ロ 原 則 採 択 社 数 8 


自主 的 な KPI 設 定 社 数 14gg 561 
共通 KPI 公 表 社 数 1.426 
1.313 






1.600 
1.400 






1.200 
1.000 
800 














17/6 17/9 17/12 18/3 18/6 18/9 18/12 19/3 a 


( 注 1)「 自 主 的 な KPI」 設 定 社 数 は 、 取 組 方 針 や その 実施 状況 に お いて KPI を 公表 し て いる 事業 者 を 集計 
( 注 2)「 共 通 KPI」 公 表 社 数 は 、3 指 標 の 共通 KPI の うち 、1 指標 以上 公表 し て いる 事業 者 を 集計 
(資料 ) 金融 店 


この ほか 、 民間 の 第 三 者 的 な 主体 に よる 金融 機関 の 取組 み の 「 見 える 化 」 に つい て は 、 既に 、 
金融 機関 の 業務 運営 に か か る 評価 の 提供 が 始ま っ て いる 。 こ うし た 第 三 者 評価 が 、 客 観 性 ・ 中 
立 性 を 確保 する 形 で 発展 し て いく と と も に 、 第 三 者 評価 自体 に つい て も 健全 な 競い 合い が 行わ 




















3 本 年 8 月 9 日 公表 「「 顧 客 本 位 の 業務 運営 に 関す る 原則 」 を 採択 し 、 取 組 方 針 ・ 自 主 的 な KPI・ 共 通 
KPI を 公表 し た 金融 事業 者 の リス ト 」 (https://www. fsa. go. jp/news/r1/sonota/20190809_fd/001. pdf) 
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れ 、 買 の 向上 が 図ら れ て いく こと が 望ま れる 。 

また 、 顧 客 の 側 に 立っ た アド バイ ザー に つい て は 、 我が国 で は アド バイ ス に 対価 を 支払 うと 
いう 慣行 が 一 般 的 で は な い 中 で 、 顧 客 本 位 の アド バイ ス を 行う 新た な ビジ ネス モデ ル を 追求 す 
る 動き も 見 られ る 。 今後 更に 、 顧 客 の 視点 に 立っ た アド バイ ザー の 認知 度 を 向上 させ る 取組 み 
が な され 、 抽 の 高い サー ビス が 広く 提供 され る こと が 望ま れる 。 


( ア ) 販売 会 社 に お ける 顧客 本 位 の 業務 運営 に 向け た 取組 状況 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


主要 な 販売 会 社 (主要 行 等 10 行 、 地 域 銀行 20 行 及 び 証 券 会 社 12 社 ) に お ける 顧客 本 位 の 
業務 運営 に 向け た 取組 み に つ いて モニ タリ ング を 行っ た 。 総じて 、 役 員 ・ 本 部 が 、 取 組 方 針 等 
の 販売 員 の 理解 度 や 顧客 認知 度 の 向上 策 、 顧 客 ア ン ケ ー ト や 従業 員 ア ン ケ ー ト の 実施 、 業 績 
評価 体系 の 見 直し や 表彰 制度 の 設置 、 顧 客 ぐ へ の コン サル ティ ング の 充実 等 に 、 取 り 組む 姿勢 
を 強め て いる 。 他方 で 、 こ うし た 取組 み に は 販売 会 社 間 で 深度 に バラ ツキ が 認め られ 、 ま た 、 
営業 現場 "に お いて 、「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 の 浸透 ・ 定 着 度 合い は 、 営業 店 や 個人 ベー ス で 
区 々 な 状況 が 見 られ た 。 


・ 業績 評価 

業績 評価 に つい て は 、 顧 客 の 預り 資産 増加 額 に よる 評価 や 、 積 立件 数 等 の 資産 形成 層 
の 基盤 拡大 に 寄与 する 事項 の 評価 項目 へ の 導入 、 評 価 ウ ェ イト の 拡大 等 が 見 られ る “。 また 、 
ー 部 で 収益 目標 自体 を 廃止 する 動き が 見 られ る ほか 、 投 資 信託 の 残高 増加 額 等 の KPI を 営 
業 店 ご と に 算出 し 、 業 績 評価 に 反映 させ る こと で 、 回 転売 買 や 手数 料 の 高い 商品 に 偏っ た 販 
売 を 回 避 す る 取組 み が 見 られ る 。 


・ コン サル ティ ング の 充実 

販売 員 研 修 を 充実 し 、 分 散 投資 に 加え 、 相 続 ・ 資 産 承 継 ・ 不 動産 業務 等 、 幅 広い 専門 的 な 
知識 ・ ス キル を 身 に 付け させ る 動き が 見 られ る も の の 、 足 元 で は 販売 員 の 知識 ・ ス キル に 格 
差 が あり 、 個 々 の 商品 売り か ら 脱 し 、 投 資 目的 や 資産 構成 等 を 勘案 し た 分 散 投資 提案 を 行 
う 動 き が 微 底 さ れ て いる 状況 に は な い "。 


・ 営業 現場 で の ヒア リン グ 結 果 

各 販 売 会 社 が 「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 を 実践 し て いる と 評価 し て いる 販売 員 の 多く に 共通 
し て 見 られ た 特徴 は 、 コ ミュ ニケ ーション に 優れ 、 顧 客 と の 接点 を 重視 し て いる こと か ら 、 ほ 
か の 販売 員 に 比べ 面談 件 数 が 多く 、 そ の 結果 、 顧 客 の ニー ズ を 十分 把握 出来 て いる た め 、 












































5 名 販売 会 社 が 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 と 業績 の 両立 等 、「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 を 実践 し て いる と 評価 
し た 販売 員 が 在籍 する 拠点 (主要 行 等 10 行 21 拠点 、 地 域 銀 行 6 行 12 拠点 、 銀 行 系 証券 会 社 3 社 5 拠 
点 ) を 訪問 、 拠 点 長 ・ 販 売 員 に ヒア リン グ を 実施 。 
5 これ ら の 取組 み に より 、 顧 客 本 位 で の 商品 選定 や 販売 が や りや すく な っ た と いう 声 は 、 営 業 現場 で の 
ヒア リン グ に お いて も 、 多 く の 販 売 員 より 聞か れ た と ころ で ある 。 

% 参考 事例 と し て 、P.31 の コラ ム ① 「 金 融 商 品 の 販売 に お ける コン サル ティ ング の 充実 に 向け て 」 事例 
1 参照 





























































































































28 


無理 を し な い 営 業 が 実践 で き て いる こと で あっ た 。 こう し た 販売 員 の 多く は 、 顧 客 本 位 の 業務 
運営 の 実践 を サポ ー ト する 本 部 の 施策 (業績 評価 方 法 の 変更 等 ) の 重要 性 を 指摘 し て いる 
ほか 、 販 売 員 と 顧客 の 関係 に お いて は 、 長 期 担当 制 が 有効 と の 見 解 を 持っ て いた 。 


こう し た 中 、 銀行 に お ける 投資 信託 の 販売 額 は 大 幅 に 減少 し て いる 一 方 、 外 貨 建 一 時 払い 
保険 の 販売 額 は 急激 に 増加 し て いる (図表 エロ -2-(1)-7) 。 

外貨 建 保険 は 、 中 長期 の 為替 リス ク を 内 包 し 、( 円 ベー ス で 見 た 場合 ) 元 本 割れ リス ク "' を 抱 
えて お り 、 顧客 に 対し 、 販売 時 ・ 販 売 後 の 十分 な 情報 提供 が 欠か せな い 商 品 で ある “"。 こう し た 
中 、 保 険 業 界 で は 、 外 貨 建 一 時 払い 定額 終身 保険 の 新た な 募集 資料 "を 作成 し た 。 また 、 当該 
資料 を 販売 会 社 に お いて 活用 する 動き も 出 始め て いる 。 

販売 会 社 に お いて は 、 外貨 建 保険 の 販売 額 が 急増 する な か 、 本 来 の 顧客 ニー ズ に 見 合っ 
た 販売 と な っ て いる か と いっ た 適合 性 の 検証 の ほか 、 外貨 建 債券 や 投資 信託 等 の 類似 商品 と 
リス ク ・ コ スト ・ リ ター ン 等 の 比較 を 行う こと に より 商品 の 特性 を わか りや すく 説明 する こと 、 販 売 
後に お いて も 、 顧 客 の 運用 損益 等 の 情報 提供 を 充実 する こと な ど が 求め られ る 。 


図表 TT-2-(1)-7 銀行 に お ける 投資 信託 の 販売 額 ( 左 ) と 外貨 建 一 時 払い 保険 ( 右 ) の 販売 額 推移 





( 注 1) 主 要 行 等 9 行 、 地 域 銀行 20 行 を 集計 。 
( 注 2) 自 行 販 売 、 仲 介 販売 、 紹 介 販売 の 合算 ペー ス 。 


( 注 3) 16 年 度 を 100 と し て 指数 化 。 


(資料 ) 金融 店 


= 一 主要 行 等 188 
= ペー 地域 銀行 





16 17 18 (年 度 ) 


( 注 1) 主 要 行 等 9 行 、 地 域 銀行 20 行 を 集計 。 
( 注 2)16 年 度 を 100 と し て 指数 化 。 
(資料 ) 金融 庁 


また 、「 原 則 」 公 表 後 2 年 が 経過 する 中 、「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 の 浸透 ・ 定 着 に 向け た 金融 
庁 及 び 金 融 機関 の 取組 み が 、 顧 客 に 適切 に 届い て いる の か 検証 する 必要 性 を 認識 し 、 こ れ ら 


























7 外貨 建 保 険 に つい て は 、 販売 量 の 増加 に 伴い 、 元 本 割れ 等 の リス ク 説 明 を 受け て いな か っ た と いう 苦 








の リデン シー、。 
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情 が (特に 高齢 者 か ら ) 多数 発 4 


E 齢 及び 商品 




















の 特性 な ど 適合 必 

















E を 踏 





E し て いる 。 外貨 建 保 険 の (特に 高齢 者 へ の ) 販売 時 に つい て は 、 顧 客 


E え た きめ 細か な 対応 を 行う こと が 重要 で ある 。 











3 リス ク 性 金融 商品 の 販売 時 に お いて 、 類似 商品 (投資 信託 、 債 券 、 貯 蓄 性 保険 ) の 比較 情報 を 一 覧 的 
に 提供 し て いる 参考 事例 と し て 、 P. 32 の コラ ム ① 「 金 融 商品 の 販売 に お ける コン サル ティ ング の 充実 に 
向け て 」 事 例 2 参照 な お 、 貯 薔 性 保険 に つい て 、 顧 客 運 用 損益 に 関す る デー タ を 保険 会 神 

















9 投資 
記載 し た も の 。 











に 取得 し 、 顧 客 に 還元 し て いる 販売 会 社 は 一 部 に 留 ヨ 
言 託 の 交付 目論見 書 等 を 参考 に 、 為 夫 リ スク の 可視 化 や 統一 し た 利回り (実質 的 な 利回り ) 等 を 
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た つて いる 。 





























EE: から 定 期 的 














の 取組 み “ の 顧客 認知 度 や 、 金 融 機関 の 販売 実態 に 関す る 顧客 の 評価 "等 を 確認 する た め 
顧客 意識 調査 を 実施 し た “。 その 結果 、「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 の 浸透 ・ 定 着 に 向け た 金融 庁 
や 金融 機関 の 取組 み は 、 顧 客 より 一 定 の 評価 を 得 て い る も の の 、「 内 容 が 難し い 」 と いっ た 意 
見 も 多く 聞か れ た ほか 、 現 在 、 販 売 会 社 が 自主 的 に 公表 し て いる KPI は 、 顧 客 の 関心 度 が 低 
いも の が 多い と いう ぅ 結果 で あっ た 。 また 、 こ こ 2< ぐ 3 年 で 金融 機関 の 対応 が 良く な っ た と 感じ て い 
る 投資 経験 者 は 限定 的 で 、 販 売 担当 者 の 対応 に 不満 を 感じ て いる 者 が 多い こと が 分 か っ た 。 
NPSs は 人 A56 と 低位 で あっ た 。 

さら に 、 投資 信託 の 販売 会 社 に お ける 比較 可能 な 共通 KPI に つい て は 、19 年 6 月 現在 、281 
社 が 公表 、 こ の うち 、19 年 3 月 末 基 準 の 運用 損益 別 顧 客 比 率 に つい て 、 業 態 別に みて みる と 、 
投信 会 社 の ほか 、 信 用 金庫 や JA バン ク 等 の 協同 組織 金融 機関 に お いて 、 運 用 損益 率 09%6 以 
上 顧客 割合 が 高い 傾向 が 見 られ た "。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


顧客 本 位 の 業務 運営 に つい て は 、 経 営 者 が 「 原 則 」 を 自ら の 経営 理念 に 取り 入れ 、 そ の 実 
現に 向け た 戦略 を 立て 、 具 体 的 な 取組 み に 結び 付け て いく こと が 重要 で あり 、 金 融 庁 と し て は 、 
こう し た 理念 ・ 戦 略 ・ 取 組み が 、 形式 的 な も の に と ど ま る こと な く 、 営業 現場 に 浸透 し 、 実 践 され 
て いる か な ど に つい て 、 経 営 者 等 と 対話 を 行う 。 

具体 的 に は 、 顧 客 本 位 の 良質 な サー ビス を 提供 し 、 顧 客 の 最善 の 利益 を 図っ て いる か に つ 
いて 、 以 下 の 項 目 を 中 心 に 、 金 融 機関 の 営業 現場 に お ける 顧客 宛 提案 等 の 実態 や 、 本 部 に お 
ける 管理 の 状況 に つい て モニ タリ ング を 行う と と も に 、 比 較 可 能 な 共通 KPI の 時 系 列 分 析 結 果 
の 公表 な ど に より 、 そ の 更 な る 普及 ・ 浸 透 を 図り 、 金 融 機 関 の 取組 み の 「 見 える 化 」 を 促進 し て 
いく 。 


外貨 建 保 険 等 の 販売 時 の 債券 投信 と の 比較 説明 や 、 販 売 後 の 損 益 状況 の 顧客 へ の 提 
供 等 の 充実 


・ 金融 機 関 に お ける 提案 プロ セス 及び その 結果 と し て の ポー ト フ ォ リ オ の 状況 (例え ば 、 金 
融 機関 全体 や 営業 店 ご と ) に つい て 検証 


・ 金融 機関 の 取組 み の 認 知 度 を 高め る べく 、 顧客 意識 調査 の 結果 を 踏ま え 、 金融 機関 に 対 
し て 、 取組 方 針 や KPI 等 に つい て 、 より わか りや すい 内 容 と し て いく よう 促し て いく 


また 、 比 較 可 能 な 共通 KPI に つい て は 、 公 表 事 業者 数 の 増加 に 伴い 、 業 態 毎 の 傾向 が 見 え 
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例え ば 、「 原 則 」 に 基づき 、 各 金融 機関 が 公表 し て いる 「 取 組 方 針 」 や 「KP Ii」 等 。 
販売 担当 者 に 関す る 顧客 の 推 奨 度 を 数 値 化し た 指標 (NP Se。 ベイ ン ・ ア ンド ・ カ ン パ ニー、 フ レ 
ド ・ ラ イク ヘル ド 、 サ トメ トリ ックス ・ シ ステ ムズ の 登録 商標 ) 等 を 活用 。 
本 年 8 月 9 公表 の 「 リ スク 性 金融 商品 販売 に か か る 顧客 意識 調査 に つい て (最終 報告 ・ 全 体 版 )」 
https ://www.fsa. go. jp/news/r1/sonota/20190809fd/002. pdf) 
? 運用 損益 率 0 % 以 上 の 顧客 割合 の 全 業 態 平均 65% に 対し て 、 投 信 会 社 (5 先 平均 ) 89%、 協 同 組織 































































































































































































Ss 
金融 機関 (55 先 平均 ) 78%% と な っ て いる 。 本 年 8 月 9 日 公表 「 販 売 会 社 に お ける 比較 可能 な 共通 KPI 





























公表 状況 」 (https://www.fsa.go.jp/news/r1/sonota/20190809_fd/002.pdf) 
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て きた こと か ら 、 分 析 結 果 を 基 に 、 そ れ ぞ れ の 業態 が 抱え る 顧客 の 属性 等 を 踏ま えた ふさ わし 
い 商品 や 販売 方 法 の あり 方 な ど に つい て 、 金 融 機関 と 議論 を 行う 。 

さら に 、 顧 客 へ の 長期 分 散 投資 を 中 心 と し た 良質 な アド バイ ス が で きる 担い 手 の 充 実に 向け 
た 人 材 育成 ・ 評 価 体制 等 や 、 中 長期 的 な 課題 と し て 、 手 数 料 の 更 な る 見 える 化 に 加え 、 運 用 に 
よる 資産 の 増加 と いう 顧客 の 利益 を 金融 機関 が より 目指 し て いく よう な 手数 料 体系 の あり 方 
(例え ば コミ ッ シ ョ ン ベ ー ス か ら フ ィ ー ベ ー ス へ の 移行 ) に つい て も 、 金 融 機関 と 議論 を 進め て い 
く 。 


( イ ) 顧客 の 側 に 立っ た アド バイ ザー 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


金融 機関 の 顧客 本 位 の 業務 運営 の 推進 に 加え て 、 顧 客 の 主体 的 な 行動 を 補う 観点 か ら 、 
顧客 の 側 に 立っ た サー ビス を 提供 する アド バイ ザー に 関す る 我が国 の 現状 に つい て 整理 を 行 
っ た 。 顧客 の ライ フス テー ジ に 応じ た マネ ー プ ラン の 策定 等 の 総合 的 な アド バイ ス や 、 単 一 の 
業態 に 留まら な い 総 合 的 な アド バイ ス の 必要 性 が 確認 され た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


顧客 の 側 に 立っ て ライ フス テー ジ に 応じ た 総合 的 な アド バイ ス を 提供 する 担い 手 が 拡充 され 
る よう 、 顧客 の 側 に 立っ た アド バイ ザー に 関す る 新た な 動き を 踏ま を つつ 、 フ ィ ナ ン シ ャ ルプ ラ 
ン ナ ー、 投 資 助言 業者 、 金 融 商品 仲介 業者 等 の 現状 や こう し た 担い 手 の 収 益 構造 の あり 方 も 
含め た 課題 を 更に 調査 し 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 に 向け た 環境 整備 を 進め る 。 


ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー コ 


| 【 コ ラム ①】 金融 商品 の 販売 に お ける コン サル ティ ング の 充実 に 向け て 


| 投資 信託 等 の リス ク 性 金融 商品 の 販売 に お いて は 、 中 長期 的 な 資産 形成 と いう 観点 か ら | 
| は 、 投 資 目的 や 資産 構成 等 を 勘案 し た 分 散 投資 提案 が 重要 で ある 。 ま た 、 数 多く の 運用 商品 | 
| の 中 か ら 最適 の 商品 を 選択 し て も ら う た め に は 、 顧 客 に 対し 、 比較 情 報 の 提供 を 充実 する こと | 
| が 重要 で ある 。 併せ て 、 こ うし た 提案 を 顧客 に わか りや すく 説明 で きる 販売 員 の 役割 が 大 きい | 
| こと は 言う まで も な い 。 こ うし た 中 、 昨 事務 年 度 の 主要 な 販売 会 社 へ の モニ タリ ング に お いて | 
| は 、 以 下 の よ うな 特色 ある 取組 み が 見 受け られ た の で 紹介 する %。 | 


| (事例 1) | 
| 投資 信託 の 販売 に お いて は 、 タ ブレ ッ ト 端 末 を 使っ た 資産 構成 (ポー ト フ ォ リ オ ) シ ミュ レー シ | 
| ヨン に よる 商品 提案 が 広がっ て いる が 、 そ の ツー ル を どの よう に 使用 し て 、 ど の よう な 分 散 投資 | 








9 な お 、 本 件 は 顧客 本 位 の 業務 運営 を 取り 組む 際 の 参考 事例 と し て 紹介 し た も の で あり 、 各 取組 み の 成 
果 等 を 評価 し た も の で は な い 。 ま た 、 今 回 紹介 し た 事例 以外 に も 類似 の 取組 み を 既に 行っ て いる 金融 機 
関 も あり 得る 点 に は 留意 願い た い 。 
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ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー コ 


| 提案 を 行う か に 関し て は 、 販 売 員 に 任 さ れ て いる と いう の が 一 般 的 で ある 。 し た が っ て 、 同 一 顧 
| 客 に 対し て で あっ て も 、 販 売 員 に より 提案 内 容 が 異な る 可能 性 が ある 。 こ うし た 中 、 販 売 員 の | 
| スキ ル 格 差 を ある 程度 解消 し つつ 、 提 案 水準 の バラ ツキ を 小さ くす る こと を 目的 に 、 販 売 員 | 
| が 、 ロ ボア ドバイ ザー に よる 資産 構成 (ポー ト フ ォ リ オ ) 診 断 結果 を 起点 に 、 顧 客 と の 対話 や 商 | 
| 品 の 提案 を 行う 販売 プロ セス を 導入 し て いる 銀行 も 見 られ た 。 | 


| (事例 2) 


| 投資 信託 や 貯 蓋 性 保険 等 、 商 品 カ テ ゴ リ ー は 異な る も の の 類似 の 運用 特性 を 持つ 商品 が | 
| 存在 する が 、 カ テ ゴ リー が 異な る ゆえ に 並べ て 分 か りや すく 比較 説明 する こと は 難し いと の 声 | 
| も 聞か れる 。 こ うし た 中 、 販 売 員 の 個人 スキ ル に 委ね て いた 比較 説明 を 均質 化す る た め 、 運 用 | 
| 商品 と し て の 重要 事項 (リス ク ・ リ ター ン ・ コ スト 等 ) に 関す る 比較 情報 を 一 覧 化し た 資料 を 作成 | 
| し 、 顧 客 へ の 比較 説明 に 活用 し て いる 銀行 も 見 られ た 。 | 


| (事例 3) 


| 「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 の 見 える 化 を 更に 進め る た め 、 一 部 の 銀行 で は 、 ま ず は 、 目 指す べ | 
| き 姿 と し て 、 顧客 本 位 の 実践 を 通じ て 、 顧客 か ら 支 持 ・ 評 価 を 得 て 、 結 果 と し て 継続 的 に 高い | 
| 成果 を 発揮 する こと と 定義 し た 上 で 、 多く の 顧客 に 長期 分 散 投資 に 基づく 提案 等 を 行っ た 販売 | 
| 員 を 選定 ・ 表 彰 す る 仕組 み を 導入 し て いる 。 ま た 、 こ れ ら 販売 員 の 経験 や 知識 、 情 報 を 行内 で | 
| 共有 する こと に より 、 販 売 員 全体 の 提案 レベ ル の 向上 も 目指 し て いる 。 | 


③ アセ ッ ト オ ー ナ ー の 機能 発揮 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


企業 年 金 等 の アセ ッ ト オ ー ナ ー は 、 最 終 受 益 者 の 最も 近く に 位置 し 、 企 業 と の 対話 の 直接 の 
相手 方 と な る 運用 機関 に 対し て 働き か け や モ ニタ リン グ を 行う と いっ た 重要 な 機能 を 有 し て い 


る 。 こ うし た 観点 か ら 、 金 融 行政 に お いて も 、 企業 年 金 の 運用 態勢 の 充実 やゆ スチュワード シッ プ 


活動 の 強化 を 促し て いく こと は 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


母体 企業 に よる 企業 年 金 の 運用 態勢 の 充実 に 向け た 取組 み の 検 証 


昨年 の コー ポレ ー ト ガバ ナン ス ・ コ ー ド 改訂 "を 踏ま え 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ 会 議 補 に お いて 、 母 体 
企業 に よる 企業 年 金 の 運用 態勢 の 充実 に 向け た 取組 状況 の 検証 を 行っ た 。 


東京 証券 取引 所 の 調査 に よれ ば 、 約 9 割 の 上 場 企業 が 企業 年 金 の 運用 態勢 の 充実 に か か 


















































“ 自社 の 企業 年 金 に 運用 に 関す る 資質 を 備え た 人 材 を 計画 的 に 交 用 ・ 配 置 す る な どの 母体 企業 と し て の 


























取組 み に つ いて 盛り 込ん だ (原則 2-6)。 
6 「 ス チュ ワー ド シ ッ プ ・ コ ー ド 及び コー ポレ ー ト ガバ ナン ス ・ コ ー ド の フォ ロー アッ プ 会 議 」 
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る 取組 み を 行っ て いる 。 具体 的 に は 、 企 業 年 金 に お いて 運用 に 関す る 適切 な 資質 を 持っ た 人 
材 の 配置 や 人 材 の 研修 ・ 育 成 と いっ た 運用 態勢 の 充実 に 向け た 取組 み 、 適 正 運 営 を 確保 する 
た め の 委 員 会 の 設置 、 運 用 受託 機関 の モニ タリ ング 等 の スチ ュ ワ ー ド シッ プ 活 動 に 関す る 取組 
み 等 が 挙げ られ て お り 、 各 企業 に お いて コー ド の 改訂 を 踏ま えた 取組 み が 進 み 始 め て いる 。 


企業 年 金 の スチ ュ ワ ー ド シッ プ 活 動 の 後押し に 向け た 取組 み 


昨年 12 月 、 日 本 経済 団体 連合 会 (以下 「 経 団 連 」) が 加盟 企業 に 対し て 企業 年 金 の スチ ュ ワ 
ー ド シッ プ ・ コ ー ド の 受入 れ を は じ め と する スチ ュ ワ ー ド シッ プ 活 動 の 促進 に 関す る 要請 文 を 発 
出し た こと を 踏ま え 、 経 団 連 と 連携 し て 企業 年 金 及 び 母 体 企業 に 対す る 説明 会 を 実施 する な ど 、 
スチ ュ ワ ー ド シッ プ 活 動 に 対す る 理解 の 浸透 に 向け て 取り 組ん だ 。 

本 年 6 月 末 時 点 に お いて 、 企 業 年 金 に に よる スチ ュ ワ ー ド シッ プ ・ コ ー ド の 受入 れ は 、 昨 年 6 月 
末 の 12 基金 か ら 19 基金 へ と 増加 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


経済 界 等 の 様々 な 関係 者 と の 連携 強化 を 図り つつ 、 母 体 企業 へ の 個別 の 働き 掛け も 含め 、 
企業 年 金 の 運用 態勢 の 充実 や 、 ス チュ ワー ド シ ッ プ ・ コ ー ド の 受入 れ を は じ め と する スチ ュ ワ ー 
ド シ ッ プ 活 動 の 促進 に 向け た 取組 み を 行う 。 


④ 資産 運用 業 の 高度 化 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


イン ベス トメ ント ・ チ ェ ー ン に お いて 、 高 度 な 専門 性 を も っ て 資産 運用 機能 を 担う アセ ッ ト マ ネ 
ー ジ ャ ー( 投 資 運 用 業者 ) は 、 我 が 国 の 資本 市 場 の 活性 化 や 国民 の 安定 的 な 資産 形成 を 実現 
する 上 で 極め て 重要 で ある 。 

この た め 、 投 資 運 用 業者 に は 、 運 用 力 の 強化 に より 中 長期 的 に 良好 な 運用 成果 を 上 げ る こ 
と を 通じ 、 投資 家 の 資 産 形成 に 貢献 する こと で 顧客 の 信頼 を 獲得 し 、 自ら の 収益 基盤 を 強固 な 
も の と する と いう 好 循 環 を 達成 する こと が 求め られ る 。 また 、 新 規 参入 の 円 滑 化 や 運用 力 の 見 
える 化 を 図る こと を 通じ 、 投資 運用 業者 相互 の 競争 を 促進 し 、 我が国 の 資産 運用 業 の 高度 化 
を 図る こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
投資 運用 業者 に お ける 、 運 用 力 の 強化 に 向け た 業務 運営 態勢 の 確立 
日 本 の 大 手 金 融 グ ルー プ に 所 属す る 主要 投資 運用 業者 等 を 中 心 に 、「 資 産 運 用 業 の 高度 


化 」 の 実態 を 把握 する た め 、 投 資 分 類別 の 運用 残高 や 収益 構成 に つい て デー タ を 収集 し 、 主 
要 投 資 運 用 業者 等 の ビジ ネス 構造 の 分 析 を 実施 し た 。 こ の 結果 、 運 用 残高 は 国内 資産 や パッ 
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シブ に 偏り 、 運 用 の 多様 化 ・ 高 度 化 で 求め られ る 海外 資産 の アク ティ ブ 運 用 で は 、 外 部 委託 で 
対応 し て いる 状況 が 認め られ た (図表 T-2-(1)-8)。 投資 運用 業者 が 、 し っ か り と し た 運用 体 
制 の 下 で 質 の 高い 外部 委託 を 行わ な か けれ ば 、 単 な る 運用 商品 の ブロ ー キ ング に 陥り 、 割高 な 
手数 料 等 に より 顧客 の 運用 財産 や 投資 運用 業者 の 収益 が 帯 損 され る 懸念 が ある 。 


図表 エー2-(1)-8 投資 運用 業者 等 の ビジ ネス 構造 


l 一任 に F ヽ 
し 8 






罰 自社 運用 
還 早 外部 委託 
に パッ シブ 





( 注 ) 投 資 運 用 業者 等 か ら 提 出さ れ た 2018 年 3 月 期 の デー タ ( 営 業 収益 ・ 運 用 残高 ) を 単純 合算 し た も の 。 
(資料 ) 金 融 庁 


また 、 大手 金融 グル ー プ 内 に お ける 投資 運用 業者 の 役割 と 課題 、 位 置 づ け 、 経 営 資源 の 投 
入 状況 を 確認 する と と も に 、 投 資 運用 業者 等 の 経営 陣 自 ら が 、「 運 用 の 高度 化 」 を 進め る に 当 
た っ て 認識 し 、 解 決 す べ き 課 題 に つい て 対話 を 実施 し た 。 

そこ で 各社 か ら 示さ れ た 主要 経営 課題 は 、① 運 用 対象 や 手法 の 多様 化 を 図る た め の グ ロー 
バル 運用 体制 強化 へ の 取組 み ( し っ か り と し た 運用 体制 の 下 で の 外部 委託 を 含む ) 、② 担 い 手 
で ある 運用 専門 人 材 の 確保 ・ 育 成 ・ 処 遇 の 見 直し 、③ 運 用 体制 の 基盤 と な る シス テム ・ イ ン フ ラ 
の 革新 で あっ た 。 これ ら の 課題 は 、 上 記 の ビジ ネス 構造 の 分 析 か ら も その 背景 が 読み 取れ る も 
の と 考え られ る 。 

大 手 金融 グル ー プ に お いて は 、 運 用 体制 の 強化 に 向け て 、 運 用 機能 の 整理 ・ 統 合 や イン オ 
ー ガ ニッ ク 戦 略 ? の 見 直し ・ 推 進 等 の 動き が 見 られ る も の の 、 そ の 取組 み は 緒 に つい た ば か り 
で ある 。 当然 の こと な が ら 、 こ れ ら の 動き や 課題 の 解決 に 当たっ て の 前 提 と し て 、 各 金融 グル 
ー プ 親会社 と 投資 運用 業者 の 経営 陣 が 、「 資 産 運 用 業 の 高度 化 」 の 観点 か ら 、 自ら が 目指 す 
資産 運用 ビジ ネス 戦略 や 投資 運用 業者 の あり 方 を 明確 化す る と と も に 、 そ の 重要 性 に 応じ た 
適切 な 経営 資源 を 投入 し て いく こと が 必要 不可 欠 で ある 。 投資 運用 業者 は 、 グ ルー プ 内 の 営 
業 力 に 依拠 し て 販売 サイ ド か ら 求 め ら れる 商品 を 提供 する と いう 機能 を 果たす 中 で 出来 上 が っ 
た 現状 の ビジ ネス 構造 か らい ち 早 く 脱 却 し 、 顧 客 の 利益 を 最 優先 に 考え 運用 力 を 磨き 、 パ フォ 
ー マ ン ス 結 果 を 示す こと で 他社 と の 差別 化 を 図り 、 顧 客 の 支持 を 得 て い く こ と が 必要 で ある 。 











【 

















? 他社 へ の 出資 や 買収 、 あ る い は 部 門 買収 に より 事業 規模 の 拡大 や 収益 の 向上 を 図る 手法 。 
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新規 参入 の 円 滑 化 


金融 庁 で は 、 金 融 業 の 登録 申請 等 を スム ー ズ に 進め る 「 フ ァ ス ト エ ント リー」 を 実現 する た め 
に 設置 され た 「 金 融 業 の 拠点 開設 サポ ー ト デス ク 」“ を 通じ 、 金融 事業 者 の 日 本 拠点 の 開設 
支援 し て いる 。 昨 事務 年 度 は 、 大 手 投資 運用 業者 の 日 本 拠点 や 海外 を 拠点 に 事業 を 行っ て き 
た 日 本 人 ファ ンド マネ ー ジ ャ ー が 運営 する 投資 運用 業者 等 、 新 た に 12 社 の 投資 運用 業 等 の 業 
登録 が 完了 し 、 我 が 国 の 投資 運用 業者 の 競争 促進 ・ 投 資 手 法 の 多様 化 を 後押し し た (図表 LT- 
2-(1)-9)。 


図表 エー2-(1)-9 外資 系 業者 の 新規 加入 数 の 推移 


15 - 
画 投資 運用 業者 
画 投資 助言 ・ 代 理 業 者 
10 上 
5 
0 








10 11 12 13 14 15 16 17 18 





( 注 ) 金 融 商品 取引 法 の 規定 に より 、 投 資 運 用 業 又は 投資 助言 ・ 代 理 業 と し て 登録 を 行 
い 、 日 本 投資 顧問 業 協会 に 新規 で 加入 し た 外資 系 の 金融 事業 者 の 件 数 。 
(資料 ) 一 般 社団 法人 日 本 投資 顧問 業 協会 より 、 金 融 庁 作成 。 














その 他 の 資産 運用 業 の 高度 化 に 向け た 取組 み 


顧客 が 投資 運用 業者 を 選別 する た め の 有 効 な 指標 に な る と 考え られ る 「 運 用 力 を 示す KPI」 
の 公表 を 促進 し た 結果 、 例 えば 各社 の 主要 ファ ンド の 騰落 率 、 シ ャ ー プ レシ オ や イン ベス ター・ 
リタ ー ン 等 の 定量 的 な KPI や 、 外 部 評価 機関 の レー ティ ング を 活用 し た KPI な ど 、 各 投資 運用 
業者 に お いて 自社 の 強み を 示す 自主 的 な KPI を 公表 する 動き が 広がっ て いる こと が 確認 され 
た 。 一 方 、 顧 客 が 運用 力 の 観点 か ら 運 用 会 社 を 選別 で きる 状況 に は 必ず し も 至っ て いな い 。 

投資 信託 協会 は 、 投 資 運用 業者 の 業務 負担 の 軽減 に つなげ る べく 、 投資 信託 の 基準 価額 
算出 の 一 元 化 に 向け て 「 基 準 価額 算出 に か か る 実務 者 検討 委員 会 」 を 立ち 上 げた “。 金融 庁 も 
オブ ザー バー 参加 し 、 一 者 に よる 基準 価額 算出 の 場合 の 正確 性 や 公正 性 の 確保 に 向け 、 委 
託 会 社 に よる 基準 価額 計算 会 社 に 対す る 牽制 や モニ タリ ング の 方 法 等 に つい て 検討 を 継続 中 




















8 金融 業 の 拠点 開設 サポ ー ト デス ク は 、 2017 年 4 月 に 、 我が国 の アセット オー ナー か ら の 運用 受託 が 見 
込ま れる 等 、 日 本 拠点 開設 の 具体 的 な 意向 が あり 、 進 出 の 蓋然性 が 高い 海外 資産 運用 業者 等 を 対象 に 、 
金融 法令 の 手続 き 等 に 関す る 相談 窓口 と し て 開設 し た も の 。 開設 後 、 海外 金融 事業 者 を 中 心 に 15 社 (本 











































































































年 6 月 30 日 現在 ) の 業 登録 が 完了 し た 。 そ の 他 の 詳細 に つい て は 、 金 融 訂 ウェ ブサ イト 参照 





ttps://www. fsa. go. jp/policy/marketentry/index. htm] ) 

? 日 本 の 投資 信託 の 慣行 と し て 、 基 準 価額 の 算出 に 当たっ て 、 委 託 会 社 と 受託 会 社 の 双方 が 算出 し 、 日 々 
の 照合 作業 に より 正確 性 を 確保 し て いる が 、 算定 業務 の 過度 の 負担 や 新規 事業 者 の 参入 障 克 に な っ て い 
る と の 指摘 を 受け 、 一 者 (一元化) に よる 基準 価額 の 算出 に 向け た 検討 を 行っ て いる も の 。 
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で ある 。 今後 、 同 協会 を 中 心 に 報告 書 を と り ま と め 、 一 者 に よる 基準 価額 算出 の 導入 を 実現 す 
る た め の 具 体 的 な 方 策 等 に つい て 提案 する 予定 と な っ て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


投資 運用 業者 の 運用 力 の 強化 に 向け た 業務 運営 態勢 の 確立 


投資 運用 業者 や グル ー プ 親会社 と の 間 で 、 投資 運用 業者 と し て 目指 すべ き 具 体 的 な 姿 ( 経 
営 目標 経営 指 標 等 ) や それ を 達成 する た め の 具 体 的 方 策 に つい て 対話 を 行う 。 特に 、 運 用 
の 強化 に 向け た 主要 課題 で あわ る グロ ー バ ル 運 用 体制 の 強化 、 人 材 の 育成 ・ 確 保 、 業 務 イ ン フ 
ラ の 革新 に つい て は 、 海 外 の 運用 会 社 等 の 先進 的 な 取組 み 等 も 踏ま えな が ら 、 その 進捗 状況 
に つい て モニ タリ ング する こと を 通じ 、 運 用 力 強 化 に 向け た 業務 運営 態勢 の 確立 を 目指 す 。 


新規 参入 の 円 滑 化 


新規 参入 の 更 な る 円 滑 化 を 図る た め 、 金 融 商 品 取引 業 に か か る 業 規制 や 登録 審査 プロ セ 
ス を 解説 し た 「 投 資 運用 業 等 登録 手続 き ガ イド ブッ ク 」 を 作成 し 、 日 本 語 及 び 英 語 の 双方 で 公 
表 を 行う と と も に 、 同 ガ イド ブッ ク の 活用 や 金融 庁 ・ 各 財務 局 の 連携 強化 を 通じ て 、 審査 プロ セ 
ス の 更 な る 効率 化 を 図っ て いく 。 


その 他 の 資産 運用 業 の 高度 化 に 向け た 取組 み 


投資 運用 業者 の 運用 力 、 運 用 商品 の パフ ォ ー マ ンス 等 の 見 える 化 を 推進 する こと で 、 個人 
投資 家 、 機 関 投 資 家 が 投資 運用 業者 や 運用 商品 を 選別 する た め の 環 境 整備 を 図る 。 各社 が 
自社 の 運用 力 を 示す KPI と し て 独自 に 公表 し て いる 指標 や 、 本 年 7 月 公表 し た 資産 運用 業者 
の 運用 パフ ォ ー マ ンス を 示す 代表 的 な 指標 (KPI) に 関す る 調査 結果 "も 参考 に し つつ 、 運 用 カ 
の 見 える 化 の 推進 に 向け て 、 関係 者 と 議論 を し な が ら 検 討 を 進め る 。 

また 、 基準 価 額 算出 の 一 元 化 に つい て は 、 実 務 者 検討 委員 会 の 検討 を 踏ま え 、 投 資 運 用 業 
者 に よる 具体 的 な 取組 み が 始 まっ て いる こと か ら 、 そう し た 実例 の 公表 を 行う こと 等 を 通じ て 、 
ー 元 化 の 広がり に 向け た 環境 整備 を 図る 。 投資 信託 の 併合 に つい て は 、 投 資 信託 協会 の 資 
産 運 用 業 強 化 委員 会 に お ける 検討 を 踏ま え 、 投 資 家 の 利益 を 図る 観点 か ら 、 投 資 信託 協会 等 
と 連携 し 、 併 合 に 向け た 投資 運用 業者 の 取組 み に 対 し て サポ ー ト を 行う 。 

我が国 に お いて は 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル (VC) や プラ イベ ー ト エク イ テ ィ (PE) が 発展 途上 に 
ある と の 指摘 を 踏ま を 、VC・PE の 金融 ・ 資 本 市 場 に お ける 更 な る 機能 発揮 に 向け た 調査 を 行 
フ 。 

















7 株 式 会 社 QUICK へ の 委託 調査 結果 (https://www. fsa. go. jp/common/about/research/index. html) 
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⑤ 金融 ・ 資 本 市 場 の 機能 ・ 魅 力 向上 
( ア ) 市 場 の 活性 化 と 安定 性 の 確保 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


我が国 の 金融 ・ 資 本 市 場 に つい て は 、 こ れ ま で も 、 市場 の 活性 化 や 利便 性 の 向上 を 図る た 
め の 決 済 期間 の 短縮 化 や 総合 取引 所 の 実現 に 向け た 働き か け な ど 、 金 融 ・ 資 本 市 場 を 取り ま 
く 環境 変化 を 踏ま そえ を ながら 、 様 々 な 取組 み を 進め て きた 。 

今後 、 よ り 一 層 、 株 式 市 場 、 ク レジ ッ ト 市 場 、 デ リバ ティ ブ 市 場 に つい て 、 市 場 機能 及び 金融 
仲介 機能 が 十分 に 発揮 され て いる か どう か 、 鳥 典 的 な 観点 か ら 点 検 を 行い 、 総 合 取引 所 の 実 
現 を 含め 我が国 の 金融 ・ 資 本 市 場 の 機能 ・ 魅 力 向上 に 向け て 必要 な 対応 ・ 検 討 を 進め て いく 
必要 が ある 。 


a) 総合 取引 所 の 実現 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


取引 所 の 国際 競争 力 の 強化 、 デ リバ ティ ブ 取 引 市 場 の 拡大 、 投資 家 の 利 便 性 の 向上 の た 
め 、 総 合 取引 所 の 早期 実現 に 向け て 関係 者 間 で 協議 を 行い 、 本 年 3 月 28 日 に 、 日 本 取引 所 グ 
ルー プ と 東京 商品 取引 所 と の 間 で 、 経 営 統合 に 関し 、 以 下 を 内 容 と する 基本 合意 書 が 締結 さ 
れ た 。 


・ 東京 商品 取引 所 を 日 本 取引 所 グル ー プ の 子会社 に 位置 づけ 


・ 貴 金属 市 場 、 ゴ ム 市 場 及び 農産 物 市 場 の 全て の 上 場 商品 を 、 東 京 商品 取引 所 か ら 大 阪 
取引 所 に 移管 


・ 清 算 機関 は 、 日 本 取引 所 グル ー プ 傘下 の 日 本 証券 クリ アリ ング 機構 に 統合 


両社 の 基本 合意 を 受け 、 本 年 6 月 に 、 商 品 関連 市 場 デリ バテ ィ ブ 取引 の 対象 と な る 商品 ( 原 
油 を 含む ”) を 指定 する 金融 庁 長官 告示 を 公布 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


幅広 い 上 場 商 品 を ワン スト ッ プ で 取引 で きる 総合 取引 所 が 実現 する こと に より 、 取 引 所 の 国 
際 競 争 カ が 強化 され 、 デ リバ ティ ブ 取 引 市 場 が 拡大 する と と も に 、 投資 家 の 利 便 性 が 大 きく 向 
上 する こと が 期待 され る 。 こ の た め 、 本 年 3 月 の 基本 合意 を 踏ま え 、2020 年 度 上 期 の 総合 取引 
所 の 実現 を 目指 す 。 




















^ 原油 に つい て は 、 基 本 合意 で は 協議 事項 と され て いる 。 














37 


b) 証券 市 場 構造 の 見 直し 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


東京 証券 取引 所 は 、 市 場 構造 の あり 方 に つい て 有識者 懇談 会 を 設け て 検討 を 行い 、 本 年 3 
月 に 論点 整理 を と り ま と め た 。 これ を 受け て 5 月 以降 、 金 融 審 議会 に 議論 の 場 “ を 設置 し 、 検 討 
を 開始 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


投資 家 の 利便 性 向上 や 上 場 会 社 の 持続 的 な 企業 価値 向上 と ベン チャ ー 企 業 の 育成 に 資す 
る 市 場 と な る よう 議論 を 行い 、 関 係 者 と と も に 市 場 構造 の 見 直し を 進め る 。 


c) 東京 国際 金融 セン ター の 推進 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


東京 が 金融 面 に お いて 魅力 ある 国際 都市 と な り 、 金融 事業 者 の 更 な る 集積 を 進め る た め 、 
東京 都 の 相談 窓口 と も 相互 に 連携 し 、 資 産 運 用 業者 等 の 新規 参入 の 円 滑 化 に 向け た 取組 み 
を 進め た 。 また 、 東 京都 が 主催 する 金融 プロ モー ショ ン イ ベン ト 等 に 参加 し 、 国 内 外 の 金融 事 
業者 や 海外 当局 に 対し て 、 新規 参入 ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン の 促進 に 向け た 金融 庁 の 取組 みや メッ セ 
ー ジ を 発信 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


東京 都 や 本 年 4 月 に 設立 され た 一 般 社 団 法 人 東京 国際 金融 機構 (FinCity.Tokyo) と 連携 し 
つつ 、 海 外 プ ロモ ーション 活動 等 に 取り 組む 。 新規 参入 の 更 な る 促進 に 向け て 、「 投 資 運 用 業 
等 登録 手続 き ガ イド ブッ ク 」 を 作成 し 、 日 本 語 及 び 英 語 の 双方 で 公表 する 。 さら に 、 金 融 業 の 拠 
点 開設 サポ ー ト デス ク 、 FinTech サポ ー ト デス ク 、FinTech 実証 実験 ハブ を 活用 し 、 東 京 市 場 の 
活性 化 を 促し て いく 。 


d) 資本 市 場 の 機能 向上 に 向け た 取組 み 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
安全 性 ・ 利 便 性 の 観点 か ら 、 証 券 の 決済 期間 短縮 化 に 向け た 取組 み が 進 め ら れ 、 本 年 7 月 


16 日 より 上 場 株 式 ・ 上 場 投資 信託 (ETF)・REIT 等 の 取引 の T 十 2 化 (約定 日 か ら 2 日 後 決済 ) 
が 実施 され 、 来 年 7 月 13 日 より 国債 リテール ・ 一 般 債 取 引 の T 十 2 化 を 実施 する こと が 予定 さ 








“ 市 場 構造 専門 グル ー プ 
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れ て いる 。 

社債 市 場 に 関し て は 、 昨 事務 年 度 に お ける 発行 市 場 は 、 低 金利 下 で の 投資 家 需 要 を 背景 
に 、M&A・ 設 備 投資 資金 の 確保 や 資金 調達 手段 の 多様 化 等 を 目的 と し て 超 長 期 債 や ハイ イ 
ー ル ド 債 等 の 起債 が 相次い だ ほか 、SDGs へ の 貢献 を 目的 と する 債券 (SDGs 債 ) の 発行 も 増 
加 す る な ど 、 商 品 の 多様 性 が 拡大 する と と も に 、 発 行 高 が 増加 し て いる 。 

こう し た 中 、 取引 量 が 少な く 商品 の リス ク ・ リ ター ンプ ロフ ァイル の 多様 性 に 欠け る 我が国 市 
場 の 構造 的 問題 等 に つい て 、 市 場 関係 者 か ら の ヒア リン グ 等 に より 現状 把握 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


証券 決済 リス ク の 削減 や 市 場 の 効率 性 向上 等 に 資す る 証券 取引 に お ける 決済 期間 の 短縮 
化 の 着実 な 実施 を 、 市 場 関係 者 に 促す 。 

社債 市 場 に つい て は 、 市 況 や 銀行 貸出 金利 の 水準 等 に よっ て 取引 量 が 左右 され る 面 が あ 
る も の の 、 企 業 の 資金 調達 手段 の 多様 化 に 資す る 観点 か ら 、 足 元 に お ける 活発 な 動き を 持続 
させ る こと が 重要 で ある 。 こ の た め 、 最 近 の 発行 市 場 の 動き の 要因 分 析 を 進め る な ど に より 、 
事業 会 社 ・ 投 資 家 ・ 金 融 機 関 の 三 者 それ ぞ れ の 具体 的 な 課題 を 抽出 し 、 多様 な 社債 が 発行 さ 
れる 市 場 の 形成 発展 に 向け て 、 調 査 ・ 検 討 を 進め る 。 


e) 情報 技術 の 進展 に 伴う 現行 規制 の 点検 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
金融 審議 会 「 市 場 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ 」 に お ける 議論 を 踏ま そえ な が ら 、 金 融 庁 と し て 以下 の 
対応 を 行っ た 。 


・ 金融 商品 取引 法 に 基づく 犯 則 調 査 に お いて 、 電磁 的 記録 に か か る 証拠 を 適時 的 確 に 収 
集 す る た め の 規 定 を 整備 (改正 法 が 本 年 5 月 成立 、6 月 公布 ) 


・ 金融 商品 取引 業者 等 が 契約 締結 前 に 顧客 に 交付 すべ き 書 面 に 関し て 、 よ り 合 理 的 ・ 効 率 
的 な 内 容 ・ 方 法 と する た め 、 関 係 者 と 連携 し 、 制 度 改善 を 検討 


・ 個 人 投資 家 向 け ダ ー ク プー ル ?3 に つい て 、 そ の 拡大 が 今後 見 込ま れる こと を 踏ま え 、 注 文 
の 実態 把握 及び 投資 家 保護 を 図る た め 、 規 制 の あり 方 を 検討 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


契約 締結 前 交付 書面 等 に つい て は 、 顧客 に 対し て 重要 情報 を 提供 する と いう 制度 趣旨 を 踏 
まえ つつ 、 一 定 の 場合 に は 、 当該 書面 の 交付 に 替え 、 ウェ ブ を 活用 し た 情報 提供 を 認め る 内 閣 
府 令 の 改正 を 行う 。 また 、 ダ ー ク プー ル に つい て は 、 取 引 の 実態 を 踏ま えつ つ 、 そ の 注文 の 実 























“電子 的 に アク セス 可能 で 、 取 引前 透明 性 の な い (気配 情報 を 公表 しない) 取引 の 場 。 
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を 


つ 。 


握 や 金融 商品 取引 業者 に よる 顧客 へ の 適切 な 説明 を 確保 する た め の 内 閣府 令 の 改正 等 
f) ETF の 活用 促進 に 向け た 対応 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


取引 に ETF の 


ミル ビー コー で 
該 正 " 父 


ETF 市 場 の 流動 性 向上 を 図る 観点 か ら 、 昨 年 、 金 融 商 品 取引 清算 機関 が 行え る 清算 対象 


換 が 追加 され た 。 こ れ を 受け 、 日 本 証券 クリ アリ ング 機構 が 、ETF 
交換 の 決済 に か か る 清算 制度 等 に 関し て 検討 する 場 “(金融 庁 も 参加 ) を 
g) 決済 ・ 清 算 制 度 の 安定 性 確保 等 


三 ル し = 


ェ 駐 現 " 
設置 し 、 本 年 4 月 、 
2021 年 1 月 に ETF の 設定 ・ 交 換 に か か る 清算 制度 を 開始 する と の 制度 要綱 案 を 公表 し た 。 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


金融 機関 の 間 で 行う 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 に つい て は 、 従 前 、 国 際 慣 行 で ある 担保 権 の 設 
な る 可能 性 が あっ た 。 その た め 、 担保 権 の 


設定 
る こと を 可能 と する た め 、 法 律 “の 改正 を 行っ た (本 年 5 月 成立 、6 月 公布 ) 。 
h) 店 頭 FX 業者 の 決済 リス ク へ の 対応 


定 に よる 証拠 金 授受 が 一 括 清算 の 対象 外 と な り 、 決 済 の 安定 性 が 十分 に 確保 で き な い こと と 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


に よる 証拠 金 授 受 に つい て も 一 括 し て 清算 す 


ク に つなが る 可能 性 が ある と いう 指摘 が な され て いた と ころ 、 金 融 庁 に 
る 内 閣府 令 の 改正 等 を 行っ た 。 


店 頭 FX 取引 の 取引 規模 が 拡大 し て いる 中 、 店 頭 FX 業者 の 決済 リス ク が 、 シ ステ ミッ クリ ス 

設 
スト レス テス ト の 実施 、 リ スク 情報 の 開示 及び 取引 デー タ の 保存 ・ 報 告 の 義務 付け を 内 容 と す 
i) 外国 為替 取引 に お ける 決済 リス ク 削 減 


置 し た 検討 会 “の 報 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
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告 を 踏ま え 、 店 頭 FX 業 者 に 対し て 、 決済 リス ク 管 理 の 強化 に 向け た 体制 の 整備 や 、 そ の 体制 
に 基づく 適切 な 業務 運営 の 確保 等 を 求め る た め 、 本 年 3 月 及び 6 月 に 、 店 頭 FX 取引 に つい て 、 


「ETF 設 
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ヨル ーッ 。 ズ ベ 
「 例 
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人 交 



































換 の 決済 に か か る 清算 制 
* 豆 機関 等 が 行う 特定 金融 取引 の 
6 「 店 頭 FX 業者 の 決済 リス ク へ の 対応 に 



































度 等 の 検討 に 諾 
括 清 





算 に 関す る 法 和 


する ワー キン グ ・ グ ルー デ プ 」 
E」 
関す る 有識者 検討 会 」 
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我が国 に お ける ファ ンド 運用 の 状況 を 見 る と 、 グロ ー バ ル 化 が 進み 、 外 為 取引 量 の 拡大 が 
見 られ る 。 こう し た 中 、 外 為 取引 に お いて 同時 決済 が 行わ れ な い 場 合 に は 、 一 方 の 当事者 が 
受渡 通貨 を 支払 っ た に も か か わら ず 、 取 引 相手 が 破綻 し た 際 に 時 差 の 関係 で 交換 する 通貨 の 
受け 取り が で きず 、 そ の 結果 、 巨 額 の 損失 を 被る リス ク ( い わ ゆ る ヘル シュ タッ ト ・ リ スク ) を 抱え 
る こと に な る 。 

我が国 の 信託 勘定 に お いて は 、 そ うし た リス ク を 削減 する た め の 同 時 決済 が 全く 導入 され て 
いな い 状 況 に ある 。 こ の た め 、2016 年 12 月 、 金 融 庁 に ラウ ンド テー ブル "を 設置 し 、 信 託 銀 行 、 
投資 運用 業者 を 含む 幅広 い 関係 者 と 、 同 時 決済 を 導入 する 上 で の 実務 的 な 課題 や 解決 方 法 
等 に つい て 議論 を 行っ た 。 昨年 8 月 に 公表 し た 最終 報告 書 和 に お いて 、 信 託 勤 定 に お ける 同時 
決済 の 必要 性 を 確認 する と と も に 、 関 係 者 の 対応 に 時 間 を 要する 取引 が 存在 する こと を 踏ま え 、 
2 段階 に 分 け て “同時 決済 を 段階 的 に 導入 する こと に 合意 し て いる 。 最終 報告 書 を 踏ま え 、 規 
模 の 大 き な 投 資 運用 業者 か ら 、 運 用 する ファ ンド に つい て の 同時 決済 の 導入 が 進み つつ あ 
る 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


本 年 度 下 期 か ら 始 まる 同時 決済 導入 の 本 格 フ ェ ー ズ に お いて は 、 比 較 的 規模 の 小さ な 投資 
運用 業者 も 対象 と な る こと か ら 、 引 き 続き 、 関 係 者 の 対応 状況 を モニ タリ ング する と と も に 、 関 
係 者 間 の 連携 の 強化 や 取組 み へ の 理解 の 促進 に 努め 、 我 が 国 の 信託 勘定 に お ける 同時 決済 


j) 株 式 等 の 高速 取引 へ の 対応 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


金融 商品 取引 法 の 改正 (昨年 4 月 1 日 施行 ) に より 、 株 式 等 の 高速 取引 を 行う 者 に 対し 登録 
制 が 導入 され た こと を 受け て 、 新 た に 42 者 の 高速 取引 行為 者 の 登録 を 行う と と も に 、 登 録 済 み 
の 高速 取引 行為 者 の 業務 の 状況 に 関す る モニ タリ ング を 実施 し た 。 登録 審査 や モニ タリ ング に 
お いて は 、 取 引 所 と 連携 し つつ 、 高 速 取引 行為 者 の 注文 執行 管理 態勢 や 通信 管理 態勢 を 始 
め と し た 態勢 整備 の 状況 に つい て 確認 を 行っ た 。 

また 、 高 速 取 引 が 市 場 に 与え る 影響 を 分 析 す る た め 、 取 引 所 と 連携 し つつ 、 登 録 さ れ た 高速 
取引 行為 者 及び 高速 取引 を 行う 証券 会 社 ( 以 下 「 高 速 取引 行為 者 等 」) の 注文 ・ 取 引 状 況 に つ 
いて 定量 的 な 実態 把握 を 行っ た 。 6 月 時 点 で 登録 され た 高速 取引 行為 者 等 に お いて は 、 流 
性 の 低い 銘柄 も 含め 幅広 い 銘 柄 で 取引 を 行っ て いる こと が 認め られ た 。 

さら に 、 同 法令 等 の 改正 に より 高速 取引 行為 者 等 の 特定 や 取引 戦略 の 把握 が 可能 と な っ た 
こと を 踏ま え 、 実 効 性 の ある 取引 監視 を 行っ て いく 観点 か ら 、 取 引 所 と も 連携 し つつ 、 取引 戦略 





- コ 
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a 
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「 外 為 決済 リス ク に 係る ラウ ンド テー ブル 」 
「 外 為 決済 リス ク に 係る ラウ ンド テー ブル 最終 報告 書 」 
当初 フェ ー ズ を 昨年 度 下期 目処 、 本 格 フ ェ ー ズ を 本 年 度 下 期 か ら 2020 年 度 上 期 目 私 と し て いる 。 
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情報 や 実際 の 取引 情報 の 蓄積 及び 深度 ある 取引 の 傾向 等 の 研究 ・ 分 析 を 行う こと を 通じ 、 高 
速 取 引 に か か る 審査 手法 の 効率 化 ・ 高 度 化 に 向け た 検討 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


高速 取引 行為 者 の 登録 審査 や モニ タリ ング に お いて 、 引 き 続き 、 取 引 所 と 連携 し つつ 、 注 文 
執行 管理 態勢 や 通信 管理 態勢 を 始め と し た 態勢 整備 の 状況 に つい て 確認 を 行っ て いく 。 

また 、 高 速 取引 行為 者 全体 の 取引 動向 に つい て 、 定 量 的 な 実態 把握 を 行う と と も に 、 高 速 
取引 の 市 場 に 与え る 影響 に つい て 市 場 構造 の 分 析 を 更に 進め て いく ほか 、 実 効 性 の ある 取引 
監視 を 行っ て いく 観点 か ら 、 高 速 取 引 に か か る 審査 手法 の 効率 化 ・ 高 度 化 を 図っ て いく 。 


k) 金融 指標 の 信頼 性 ・ 透 明 性 の 維持 ・ 向 上 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


我が国 で は 、 金 融 安定 理事 会 (FSB) か ら 提言 され た 「 マ ル チ プ ル ・ レ ー ト ・ ア プロ ー チ 」" を 本 
邦 市 場 の 実情 に 即 し た 形 で 実現 で きる よう 、 改 革 を 進め て いる 。 

東京 銀行 間 取 引 金利 (TIBOR) の 信頼 性 ・ 透 明 性 の 更 な る 向上 に 向け 、「 全 銀 協 TIBOR」 の 
運営 機関 が 、 昨 年 10 月 に 日 本 円 TIBOR と ユー ロ 円 TIBOR の 統合 等 に 向け て 第 1 回 市 中 協議 
を 実施 し 、 そ の 結果 を 本 年 5 月 に 公表 する な ど 、 取組 み が 進 展 し て いる 。 

他方 、2017 年 7 月 に 、 ロ ンド ン 銀 行間 取引 金利 (HIBOR) の 監督 当局 で ある 英国 金融 行為 規 
制 機構 (FCA) の 長官 が 、LIBOR が 2021 年 末 以 降 に 公表 停止 され る 可能 性 を 示唆 する 講演 を 
行っ て 以降 、 リ スク ・ フ リー・ レ ー ト (RFR) を は じ め と する 各種 代替 指標 の 特定 ・ 構 築 と 、 当 該 指 
標 へ の 移行 に 向け た 対応 が 国際 的 に 加速 し て いる 。 こ うし た 中 、 我が国 に お いて も 、 昨 年 8 月 
に 「 日 本 円 金利 指標 に 関す る 検討 委員 会 」『 が 立ち 上 が り 、 円 LIBOR を 参照 する 貸出 や 債券 等 
の 金融 商品 に つい て 、 そ の 代替 と な る TONA“ 等 の 日 本 円 金利 指標 の 適切 な 選択 と 利用 に 向 


けた 検討 が 進め られ 、 本 年 7 月 に は 市 中 協議 が 開始 され た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


TIBOR に つい て は 、 昨 事務 年 度 に 引き 続き 、 運 営 機関 に よる 指標 算出 業務 の 適切 性 や 、 日 
本 円 TIBOR と ユー ロロ 円 TIBOR の 統合 等 に 向け た 取組 み の 進捗 を 確認 し て いく 。 
また 、LIBOR は 、 金利 ス ワッ プ 等 の デリ バテ ィ ブ 契約 の ほか 、 企 業 向 け の 貸出 や 社債 の 発行 

















8 金融 指標 を 巡る 不正 操作 事件 等 を 受け 、 FSB より 、① 既 存 金 利 指標 (IBORs) の 改革 と 、② 銀 行 の 信用 
リス ク を 含ま な い リ スク ・ フ リー・ レ ー ト (RFR) の 特定 ・ 活 用 を 並行 的 に 推進 する 「 マ ル チ プ ル ・ レ 
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が 2014 年 に 提言 され た 。 























“* 円 金利 指標 の 利 / 





] 者 と な りう る 金融 機関 、 機 関 投資 家 及 び 事 業法 人 等 、 幅 広い 市 場 参 加 者 や 金利 指標 

















参加 し て いる 。 


























検討 を 行っ て いる 。 事務 局 は 日 本 銀行 が 務め て お り 、 オ ブザー バー と し て 金融 庁 も 


























82 Tokyo Overnight Average Rate。 無 担保 コー ル ・ オ ー バ ー ナ イト 物 レ ー ト 。2016 年 12 月 、「RFR 勉 
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本 銀行 ) が TONA を 日 本 円 の RFR と し て 特定 し た 。 
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) 


条件 な ど で 使わ れる ケー ス も 多く 、LIBOR の 公表 停止 は 、 金 融 機関 だ け で な く 、 事 業法 人 や 機 
関 投資 家 な ど 、 多様 な 利用 者 に 影響 が 及ぶ こと に な る 。 この た め 、2021 年 末 と いう 時 限 を 意識 
し て 、 円 LIBOR か ら 代 替 指 標 へ の 適切 な 移行 が 図ら れる よう 、 日 本 銀行 及び 市 場 関係 者 と 緊 
密 に 連携 し な が ら 、 日 本 円 ター ム 物 RFR 金利 の 構築 及び 将来 の 算出 ・ 公 表 に 向け た 準備 等 、 
市 場 全体 と し て の 取組 み を 促し て いく 。 同時 に 、 個別 金融 機関 に お いて 、LIBOR 公表 停止 の 影 
響 評価 や 、LIBOR を 利用 する 顧客 に 対し て 適切 な 対応 を 進め る た め に 必要 な 社内 態勢 の 整備 
状況 等 を モニ タリ ング し て いく 。 


その 他 の 更 な る 総合 的 な 改革 に 向け た 検討 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
最終 受益 者 で ある 家計 に 企業 価値 の 向上 と 収益 の 果実 が も た ら さ れる よう 、 受託 者 の 責任 


の あり 方 を 含め 、 イ ン ベ ス トメ ント ・ チ ェ ー ン の 参加 者 が 果たす べき 役割 に つい て 、 諸 外国 の 状 
況 を 参考 と し な が ら 、 調査 ・ 検 討 を 行っ て いく 。 


( イ ) 企業 会 計 ・ 開 示 に 関す る 取組 み 


a) 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


企業 情報 の 開示 や 、 そ れ を 支え る 会 計 基 準 ・ 会 計 監査 の 枠組 み は 、 投 資 家 の 投資 判断 に 
必要 な 情報 を 提供 する こと を 通じ て 、 資 本 市 場 に お ける 効率 的 な 資源 配分 を 実現 する た め の 
基本 的 イン フラ で ある 。 

こう し た 観点 か ら 、 財 務 情 報 が 企業 活動 を より 適切 に 反映 する よう 会 計 基 準 の 質 の 向上 を 
図る こと 等 の 取組 み を 進め る こと が 重要 で ある 。 また 、 近 年 、 我 が 国 に お いて 、 不 正 会 計 事案 
等 を 契機 と し て 会 計 監 査 の 信頼 性 が 改め て 問わ れ た こと も 踏ま え 、 会 計 監 査 の 品質 向上 と そ 
の 信頼 性 確保 に 向け た 取組 み を 進め る 必要 が ある 。 


会 計 監査 の 信頼 性 確保 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 

会 計 監査 に 関す る 情報 提供 の 充実 の 観点 か ら 、 昨 年 7 月 に 、 企 業 会計 審議 会 に お いて 、 監 
査 報告 書 に 、「 監 査 上 の 主要 な 検討 事項 」“ の 記載 を 求め る こと 等 を 内 容 と する 監査 基準 の 改 


計 を 行い 、 昨 年 11 月 に は 関連 する 内 閣府 令 の 改正 を 行っ た 。 
また 、「 会 計 監 査 に つい て の 情報 提供 の 充実 に 関す る 懇談 会 」 を 開催 し 、 本 年 1 月 、 通 常 と 
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監査 人 が 監査 の 過程 で 着目 し た 会 計 監 査 上 の リス ク 等 を いい 、 監 査 の 過程 で 監査 役 等 と 協議 し た 事項 
か ら 職 業 的 専門 家 と し て 特に 重要 で ある と 判断 し た 事項 を 絞り 込み 決定 され る (いわ ゆる KAM : Key 
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は 異な る 監査 意見 等 "を 表明 する 場合 に は 、 監 査 人 が 十分 か つ 適 切 に 説明 を すべ きこ と 等 を 
報告 書 と し て と り ま と め 、 本 年 6 月 に は 関連 する 内 閣府 令 の 改正 を 行っ た 。 

この ほか 、 監 査 法人 の ガバ ナン ス 強 化 に つい て 、 公 認 会 計 士 ・ 監 査 審 査 会 と も る 連携 し 、 各 監 
査 法人 が 適用 し た 「 監 査 法人 の ガバ ナン ス ・ コ ー ド 」 の 実効 性 に つい て 検証 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


監査 報告 書 へ の 「 監 査 上 の 主要 な 検討 事項 」 の 記載 や 通常 と は 異な る 監査 意見 等 に 関す る 
説明 ・ 情 報 提 供 な ど 、 会 計 監 査 に 関す る 情報 提供 の 充実 に 向け て 新た に 導入 され た 施策 に つ 
いて 、 こ れ ら を 実効 性 ある も の と する た め の 調 査 ・ 分 析 を 行う 。 

また 、 コ ー ド の 実効 性 に つい て 、 審査 会 と も 連携 し 、 監査 法 人 に 対す る モニ タリ ング 等 を 通じ 
て 検証 する ほか 、 英 国 等 に お ける 監査 市 場 を 巡る 議論 の 動向 も 踏ま えつ つ 、 監 査 法人 の ロー 
テー ショ ン 制 度 を 含め 我が国 の 監査 市 場 の あり 方 に つい て の 調査 ・ 研 究 を 行う 。 


b) 監査 法人 等 の 監査 の 品質 の 向上 に 向け た 取組 み 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


監査 法人 等 の 監査 の 品質 の 向上 に 向け た 態勢 の モニ タリ ング 


・ 監査 法人 等 の 監査 の 品質 を 向上 させ る た め 、 ト ッ プ の 姿勢 を 含む 経営 層 の 認識 等 や 監査 
法人 の ガバ ナン ス ・ コ ー ド を 踏ま えて 構築 ・ 強 化し た 態勢 に つい て 、 監 査 の 品質 の 向上 の 
た め に 実効 的 な も の と な っ て いる か 検証 し た 。 その 結果 、 独 立 第 三 者 を 構成 上 員 に 含む 監 
督 ・ 評 価 機関 を 設置 する な ど 、 監査 の 品質 の 確保 ・ 向 上 に 努め て いる 状況 が 認め られ た 。 


・ グル ー プ 監査 や 監査 契約 の 新規 受 嘱 の 状況 の 検証 、IT を 活用 し た 監査 や サイ バー セキ 
ュ リ ティ 対策 等 の 状況 把握 を 行っ た と ころ 、 大手 ・ 準 大 手 ・ 中 小 と いっ た 規模 に よっ て 、 そ の 
対応 状況 に 差 が 見 られ る こと が 把握 され た 。 


・ 日 本 公認 会 計 士 協会 (以下 「 協 会 」) の 品質 管理 レビ ュー の 実効 性 の 検証 を 行い 、 検 証 結 
果 を 踏ま え 、 監 査 の 品質 の 向上 に 向け た 協会 の 対応 等 を 促し て きた 。 これ を 受け 、 協 会 に 
お いて も 、 レ ビュ ー ア ー の 増員 や 一 層 の リス ク に 応じ た レビ ュー の 実施 な ど 、 品質 管理 レビ 
ュー 態勢 の 強化 ・ 改 善 を 順次 進め て き て いる 。 


IFIAR を 通じ た グロ ー バ ル な 監査 品質 の 向上 に 向け た 積極 的 な 貢献 
4 て 5 月 の 年 次 総会 等 、 様 々 な 場 を 通じ て 、 我が国 に お ける 監査 品質 向上 へ の 取組 み 等 に 


つい て 知見 の 共有 を 行っ た ほか 、 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ で 個別 プロ ジェ クト の リー ダー を 務め る 
な ど 、 積 極 的 に 議論 に 参加 ・ 貢 献 し た 。 





















































“通常 と は 異な る 監査 意見 等 と は 、 限 定 付 適正 意見 、 不 適正 意見 、 意 見 不 表明 の こと を い 2。 
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年 次 総会 で は 、 監査 の 未来 や 意義 等 に つい て 議論 され た ほか 、 財 務 報 告 を 巡る エコ シス テ 
ム の 重要 性 が 再 確認 され 、 こ うし た 監査 監督 機関 国際 フォ ー ラ ム (FIAR) に お ける 議論 に つい 
て は 、6 月 に 開催 し た 「 日 本 IFIAR ネッ トワ ー ク 」 第 3 回 総会 に て こ 、 メ ン バ ー で ある 国内 の ステ ー 
ク ホ ル ダ ー に 還元 し た 。 


公認 会 計 士 試 験 受験 者 の 裾野 拡大 

広報 活動 の 一 環 と し て 、 大 学生 ・ 高 校生 を 対象 と し た 講演 を 協会 と 連携 し て 実施 し た 。 こ の う 
ち 一 部 で は 、 聴講 者 が 、 公 認 会 計 士 の 実務 を 具体 的 に イメ ー ジ で きる よう 、 公 認 会 計 士 と し て 
の 実務 経験 を 踏ま えた 内 容 も 含め て 実施 し た 。 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
監査 法人 等 の 監査 の 品質 の 向上 に 向け た 態勢 の モニ タリ ング 

昨 事 務 年 度 に 行っ た モニ タリ ング の 検証 結果 も 踏ま え 、 令 和 元 年 7 月 5 日 に 公表 し た 「 令 
元 事務 年 度 監査 事務 所 等 モニ タリ ング 基本 計画 」 に 基づき 、 引 き 続 き 、① ガ バナ ンス 能 0 
グル ー プ 監査 や 新規 受 嘱 ・IT を 活用 し た 監査 や サイ バー セキ ュ リ ティ 対策 の 状況 、③ 協 会 の 品 
質 管理 レビ ュー の 実効 性 を 中 心 と し て 、 モ ニタ リン グ に 取り 組ん で いく 。 
IFIAR 等 を 通じ た 監査 監督 に お ける 国際 的 な 連携 

我が国 に 拠点 を 置く IFIAR 事務 局 へ の 支援 の 継続 、IFIIAR に お ける 議論 の 国内 へ の 呈 元 、 
ー 元 的 な 金融 監督 当局 と し て の 知見 も 活用 し た IFIAR へ の 積極 的 な 貢献 を 通じ 、 グ ロー バル な 
監査 品質 向上 や 各国 の 監査 監督 当局 と の 一 層 の 連携 強化 に 取り 組む 。 
公認 会 計 士 試 験 受験 者 の 裾野 拡大 

大 学生 、 高 校生 向け の 講演 を は じ め 、 そ の 他 広 報 活動 等 を 協会 と も 連携 し て 実施 する 。 

c) 会 計 基 準 の 高 品質 化 

【 昨 事務 年 度 の 実績 】 

国際 会 計 基準 (IFRS) 任意 適用 企業 数 (適用 予定 企業 数 を 含む ) は 、 本 年 6 月 末 時 点 で 217 
社 (昨年 6 月 末 :197 社 )、 全 上 場 企 業 の 時 価 総額 の 35.69%( 昨 年 6 月 末 :32.19%) ま で 増加 し た 
(図表 L-2-(1)-10) 。 

こう し た 動き を 更に 後押し する べく 、 会 計 教 育 研修 機構 の 主催 に より 、IFRS へ 移行 し た 企業 


の 経験 を 共有 する た め の セ ミナ ー を 本 年 3 月 に 開催 し た 。 
この ほか 、 会 計 基 準 の 品質 向上 に 向け て 、 図表 1-2-(1)-11 の 取組 み を 行っ た 。 
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図表 TH-2-(1)-10 我が国 に お ける IFRS 適用 状況 の 推移 
( 社 ) (9%) 

































































220 2 社 40 
200 
- 35 
180 
30 
160 IFRS 任 意 適用 ・ 適 用 予定 企業 数 ( 左 軸 ) 
本 較 上 場 企 業 
140 - 本 証 非 上 場 企 業 | っ 。 
- 軌 - 全 上 場 企 業 の 時 価 総額 に 対す る 
120 IFRS 任 意 適用 ・ 適 用 予定 上 場 企業 の 
時 価 総額 の 割合 ( 右 軸 ) 20 






























































° 10/12 11/6 11/12 12/6 12/12 13/6 13/12 14/6 14/12 15/6 15/12 16/6 16/12 17/6 17/12 18/6 18712 19/6, a 
( 注 ) 我 が 国 で は 、2010 年 3 月 31 日 以後 終了 する 連結 会 計 年 度 よ り 、 国際 会 計 基 準 (IFRS) の 任意 適用 を 開始 。 
(資料 )QUICK より 、 金融 庁 作成 。 
図表 T-2-(1)-11 会 計 基 準 の 品質 向上 に 向け た 取組 み 
取組 み の 柱 実施 状況 
IFRS に 関す る 国際 的 な 企業 会 計 基準 要員 会 (ASBJ) に お いて 、 の れん の 会 計 処 理 い リサ イク リン 
意見 発信 の 強化 グ %% に つい て 国際 会 議 の 場 で 意見 発信 を 行っ た 。 





ASBJ に お いて 以下 の 取組 み を 進め た 。 

・ リー ス 会 計 基準 の 開発 着手 (本 年 3 月 ) 

・ 時 価 算 定 会 計 基 準 の 策定 ・ 公 表 ( 本 年 7 月 ) 

・ 金融 商品 会 計 基 準 の 見 直し に つい て の 意見 募集 (昨年 8 月 ) 

財務 会 計 基 準 機構 (FASF) に お いて 、「 国 際 会 計 人 材 ネ ットワーク 」% の 登 


還 際 的 な 会 計 人 材 の 育 | 録 者 等 を 対象 に 、 国 際 的 に 活躍 する 人 材 の 経験 ・ 知 識 を 共有 する た め の シ ン 
ポジ ウム (本 年 3 月 ) 等 を 開催 し た 。 


日 本 基準 の 高 品質 化 

















【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


会 計 基 準 の 質 の 向上 に 向け 、 以 下 の 取 組み を 一 体 的 に 進め る 。 


進 
・ FASF、 ASBJ、 日 本 公認 会 計 士 協 会 等 の 関係 機関 と 連携 し つつ 、IFRS へ の 移行 を 容易 に 
する た め 、IFRS 適用 企業 の 負担 を 軽減 する な ど 、 更 な る 取組 み を 進め る と と も に 、IFRS に 
関す る 我が国 か ら の 国際 的 な 意見 発信 を 強化 する 。 




















5 その 他 の 包括 利益 に 計上 し た 項目 を 純 利 益 に 振り 替え る 会 計 処 理 。 
86 TFRS に 関し て 国際 的 な 場 で 意見 発信 で きる 人 材 の 育成 、IFRS に 関す る 知識 ・ 経 験 が 豊富 な 会 計 実 務 
を 支え る 人 材 の 裾野 拡大 を 目的 と し て 、2017 年 4 月 に 構築 し た 。 
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・ 金融 商品 会 計 基 準 の 検討 等 、 日 本 基準 の 高 品質 化 に 向け た ASBJ の 取組 み を サポ ー ト 
する 。 また 、 時 価 算 定 会 計 基 準 に つい て は 、 地 域 金融 機関 等 に お ける 有価 証券 運用 態勢 
の 一 層 の 高度 化 に も 資す る よう 、 円滑 な 導入 に 向け た 必要 な 取組 み を 行う 。 


・「 国 際 会 計 人 材 ネ ットワーク 」 登 録 者 数 1.000 名 を 目指 し 、 国際 的 な 会 計 人 材 の 育成 に 向 
けた 取組 み を 推進 する 。 
d) EDINET の シス テム 再 構築 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


現行 EDINET の 使用 期限 到来 に 備え 次 世代 EDINET の あり 方 に つい て 検討 を 行い 、2020 年 
度 に シス テム の 再 構築 に 着手 する こと と し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


シス テム の 再 構築 に 際 し て は 、 金 融 庁 の シス テム に お ける リー ディ ング ケー ス と な る べく 、 構 
築 期間 の 短縮 と 費用 圧縮 の 観点 を 含め 、 パ ブリ ッ ク ク ラウ ド の 採用 や アジ ャ イル 型 開発 手法 等 
の 新しい 技術 ・ 手 法 の 導入 に つい て 金融 庁 内 外 の 関係 者 と 連携 し つつ 検討 を 行う 。 


( ウ ) 市 場 監視 機能 の 向上 " 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


市 場 の グロ ー バ ル 化 や デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 等 に より 市 場 の 構造 が 大 きく 変化 する 中 、 
市 場 の 公正 性 ・ 透 明 性 の 確保 に 向け 、 網 座 的 (広く )・ 機 動 的 で (早く ) 、 深度 ある (深く ) 市 場 臣 
視 を 実施 する こと が 求め られ て いる 。 

不 公正 取引 等 の 事案 に つい て は 、 課 微 金 制 度 を 積極 的 に 活用 し 、 検 査 ・ 調 査 を 迅速 ・ 効 率 
的 に 行っ て いく 一 方 、 重大 で 悪質 な 事案 に 対し て は 、 関 係 機関 と も 連携 の 上 、 的 確 に 刑事 告発 
を 行う な ど 、 厳正 に 対処 する 必要 が ある 。 

また 、 問題 の 早期 発見 の た め 、 情 報 の 収集 ・ 分 析 能 力 を 強化 する と と も に 、 再 発 防止 ・ 未 然 
防止 に つなが る よう 、 対 外 的 な 情報 発信 等 も 充実 させ る 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


取引 審査 の 実施 件 数 及び 課徴 金 勧告 刑事 告発 に つい て 



























































%? 監視 委 の 活動 状況 の 詳細 は 各 年 度 公表 の 「 証 券 取引 等 監視 委員 会 の 活動 状況 」 参照 
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図表 T-2-(1)-12 取引 審査 の 実施 件 数 図表 T-2-(1)-13 課徴 金 勧告 ・ 刑 事 告 発 の 総 件 数 推移 





ロイ ン サ イダ ー 取 引 に 関す る も の 課徴 金 納付 命令 勧告 ( 不 公正 取引 ) 
価格 形成 に 関す る も の ロ 課 微 金 納付 命令 勧告 (開示 規制 違反 ) 
(件 ) (件 ) 告発 ( 不 公正 取引 ) 
a 告発 (開示 規制 違反 ) 
1200 r 計 1084 。 計 1097 計 1099 i052 0 計 63 











1.000 




















































































































(資料 ) 証 券 取引 等 監視 委員 会 (資料 ) 証 券 取 引 等 監視 委員 会 


証券 取引 等 監視 和 要員 会 に お ける 昨年 度 の 課 微 金 勧告 ・ 告 発 の 総 件 数 は 51 件 で あり 、2017 
年 度 か ら 19 件 増加 し た 。 その 内 訳 は 、 不 公正 取引 に 関す る 課徴 金 勧告 が 7 件 (26 件 全 33 件 ) 、 
開示 規制 違反 に 関す る 課徴 金 勧告 が 8 件 (2 件 10 件 )、 告 発 が 4 件 ( 不 公正 取引 に 関す る も 
の 4 件 用 5 件 、 開 示 規 制 違反 に 関す る も の 0 件 3 件 ) で あっ た 。 

な お 、 昨 年 度 の 課徴 金 勧告 ( 不 公正 取引 )33 件 * の 内 訳 は 、 イ ン サ イダ ーー 取引 23 件 、 相 場 操 
縦 7 件 、 偽 計 3 件 * や で あっ た 。 その うち 、 イン サイ ダー 取引 に つい て は 、 情 報 伝達 規制 違反 が 1 
件 、 取 引 推奨 規制 違反 が 3 件 あっ た "。 な お 、 刑事 告 発 ( 不 公正 取引 )5 件 は 全て イン サイ ダー 
取引 事案 で あっ た 。 

この ほか 、 取 引 審査 ・ 取 引 調 査 ・ 開 示 検査 に つい て 、 図 表 T-2-(1)-14 の と お り 取 組み を 行 


っ た 。 


図表 エー2-(1)-14 取引 審査 ・ 取 引 調 査 ・ 開 示 検 査 に か か る 各 取 組み 





O 〇 検査 ・ 調 査 の 端緒 と な る 一 般 投 資 家 や 市 場 関係 者 等 か ら の 情報 収集 強化 


a ・ イ ンタ ーネット か ら 提 供 さ れる 情報 の 有用 性 を 高め る た め に 監視 和 要 ウ ェ ブ サイ ト の 情報 入力 
取引 審査 関係 ウィ ンド ウ を 改善 


・QR コー ド 付 ポス ター・ リ ー フ レッ ト を 用 いて 、 一般 投 資 家 に 情報 提供 呼び か け 








取引 調査 関係 | 〇 取引 調査 を 行う 過程 で 、 上 場 会 社 に 問題 "が 認め られ た 場合 、 原 因 や 再発 防止 策 等 に つい 
SA て 当該 会 社 と の 間 で 意見 交換 し 、 問題 認識 を 共有 





























不 公正 取引 に 関す る 課徴 金 勧 告 の 事例 の 概要 は 「 金 融 商品 取引 法 に お ける 課徴 金 事例 集 -~ 不 公正 取引 


編 ~」 参照 (https://www. fsa. go. jp/sesc/jirei/torichou/20190620/jirei_RO1. pdf) 

% 相場 操 綻 に 関す る 課徴 金 勧告 7 件 中 、2 件 は 機関 投資 家 に よる も の 。 全 体 的 に 取引 手法 は 複雑 化 ・ 巧 
妙 化 が 認め られ た 。 偽 計 に 関す る 課徴 金 勧告 3 件 は 、 特 殊 見 せ 玉 を 用 いた も の で ある 。 

% 2014 年 4 月 の 情報 伝達 ・ 取 引 推 奨 規 制 導 入 後 、 取 引 推奨 規制 違反 の み に よ る 課徴 金 勧 告 は 初 で ある 。 
ツ 間 題 と な っ た 事例 で は 、 イ ン サ イダ ー 取 引 防 止 規 程 は 設け られ て いる も の の 、 一 度 も 改定 され て いな 
い 上 場 会 社 が あっ た ほか 、 取 引 推奨 規制 に つい て 規定 が な い 上 場 会 社 が 多数 あっ た 。 ま た 、 重 要 事 実 を 
知っ た 者 に よる 自社 株 売買 が 社内 で 承認 され て し まっ た 上 場 会 社 も あり 、 防 止 体制 を 整え て いて も 、 実 
質 的 に 機能 し て いな い 状 況 が 認め られ た 。 
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〇 近年 の 事案 “を 踏ま え 、 開 示 規 制 違反 の 未然 防止 の 観点 か ら 、 大 規模 上 場 会 社 に 対す る 継 
続 的 監視 や 、 非 財務 情報 に か か る 会 社 と の 対話 等 を 実施 
〇 勧告 に 至ら な か っ た 事例 で も 、 不 適切 な 会 計 処理 等 の 再発 防止 を 図る よう 、 会社 経営 陣 と 


= ミ 開 = 人 
ョ 我 呈 


開示 検査 関係 











市 場 監視 体制 の 強化 の た め の 取 組み 
市 場 監視 体制 の 強化 に つい て 、 図 表 エ -2-(1)-15 の と お り 取 組み を 行っ た 。 


図表 T-2-(1)-15 市 場 監視 体制 強化 の た め の 取 組み 





(市 場 環 境 整備 へ の 積極 的 な 貢献 (建議 ) ) 

〇 昨年 度 、 以 下 2 件 の 建議 "を 行っ た 。 (1992 年 の 監視 委 発 足 以来 、 総 計 26 件 ) 
「 貸 付 型 フ ァ ン ド の 投資 家 へ の 情報 提供 に つい て 」( 昨 年 12 月 7 日 )“\ 
「 犯 則 調 査 に お ける 証拠 収集 ・ 分 析 手 続 の 整備 に つい て 」( 本 年 2 月 26 日 )% 


(市 場 監視 を 支え る イン フラ の 整備 (IT の 更 な る 活用 (SupTech) 及び 人 材 育 成 ) ) 
OAI 等 の 先進 的 技術 の 活用 を 含め た 新た な 市 場 監視 の た め の シ ステ ム 構 築 を 検討 し た ほか 、 監 視 委 の 検査 ・ 
調査 に お ける デジ タル ・ フ ォ レ ンジ ッ ク (DF)% 技 術 の 向上 を 推進 
OIT を 含め 、 市 場 監視 に か か る 高度 な 専門 性 を 備え る 人 材 育 成 に 向け 、 市 場 監視 手法 に か か る 研修 等 を 
充実 
(グロ ー バ ル な 市 場 監視 へ の 貢献 (海外 当局 と の 連携 等 ) ) 
〇 クロ ス ボ ー ダ ー 取 引 に よる 違反 行為 等 へ の 対応 の た め 、 証 券 監督 者 国際 機構 IOSCO) の MMoU な ど を 通じ 
た 情報 交換 を 外国 当局 等 と 実施 


OIOSCO 政策 委員 会 に お ける 当局 間 で の 情報 交換 や 法 執行 面 で の 課題 ・ 協 力 の あり 方 等 の 議論 に 参加 ・ 貢 献 
し た ほか 、 海 外 当局 職員 と の 意見 交換 及び 海外 当局 へ の 職員 派遣 な ど を 通じ 、 海 外 当局 等 と の 連携 を 強化 














【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
内 外 環 境 を 踏ま えた 情報 事案 発掘 力 の 強化 


問題 の 早期 発見 に つなげ る た め 、 マ クロ 的 な 視点 に 基づき 潜在 的 リス ク に 着目 し た 情報 収 












































% 我が国 を 代表 する グロ ー バ ル 企 業 に よる 開示 規制 違反 や 、 海外 子会社 の 管理 体制 の 不備 等 に 起因 し た 
『 案 等 

金融 庁 設置 法 第 21 条 に 基づく 意見 発信 

監視 要 ウ ェ ブ サイ ト 参 照 (https://www. fsa. go. jp/sesc/news/c_2018/2018/20181207-3. htm) 。 金融 
庁 は 、 本 年 3 月 、 投 資 者 が 貸付 先 に 接触 し な い 等 の 一 定 の 措置 を 講じ る こと で 、 貸 付 先 の 情報 開示 が 可 
能 と な る 貸金 業法 の 解釈 を 公表 。 日 本 貸金 業 協会 及び 第 二 種 金融 商品 取引 業 協 会 は 、 貸 付 型 ファ ンド に 
お ける 情報 開示 の 例示 や 留意 事項 等 の 策定 を 行っ た 。 

9%5 監視 委 ジ ウェブ サイ ト 参 照 (https://www. fsa. go. jp/sesc/news/c_2019/2019/20190226-1. htm) 。 本 年 
5 月 、「 情 報 通信 技術 の 進展 に 伴 う 金 融 取 引 の 多様 化 に 対応 する た め の 資 金 決済 に 関す る 法律 等 の 一 部 
を 改正 する 法律 」 が 成立 し 、 犯 則 調査 に お ける 適時 ・ 的 確 な 電磁 的 記録 等 の 証拠 収集 ・ 分 析 手 続 を 可能 
と する 観点 か ら 金 融 商品 取引 法 の 規定 が 整備 され た 。 
% 検査 ・ 調 査 対象 先 が 保有 する 機器 又は 電磁 的 記録 を 収集 ・ 分 析 す る こと 。 
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集 ・ 分 析 を 行う な ど 、 タ イム リー な か 市場 監 視 を 行う ほか 、 深 度 ある 調査 ・ 分 析 に 取り 組む 。 

さら に 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 や 新しい 商品 ・ 取 引 の 出現 等 、 市 場 で 起こ っ て いる こと を 
常に 注意 深く 監視 し 、 市 場 監視 の 空白 を 作ら な いよ う 、 現 在 の 市 場 監視 の 手法 や 着眼 等 の 改 
善 に 向け て 検討 を 進め る 。 


迅速 か つ 効 果 的 ・ 効 率 的 な 検査 ・ 調 査 の 実施 


事案 が 大 型 化 ・ 複 雑 化す る 中 、 課 微 金 制度 を 積極 的 に 活用 し 、 検 査 ・ 調 査 を 迅速 ・ 効 率 的 に 
行う 。 ク ロス ボー ダー 取引 に よる 違反 行為 に 対し て は 、 当局 間 の 情報 交換 枠組 み 等 も 活用 し つ 
つ 、 実 態 を 解明 し 、 適 切な 法 執行 を 行う 。 重大 で 悪質 な 事案 に つい て は 、 関係 機関 と も 連携 の 
上 、 的 確 に 刑事 告発 を 行う な ど 、 厳正 に 対処 する 。 


深度 ある 分 析 の 実施 と 市 場 規律 強化 に 向け た 取組 み 等 


検査 ・ 調 査 で 法令 違反 等 が 認め られ た 場合 、 行 政 処 分 の 勧告 等 を 行う だ け で な く 、 法 令 違 反 
等 の 背景 ・ 原 因 を 究明 の 上 、 対 話 を 通じ て 問題 意識 を 共有 し 、 再 発 防止 を 図る 。 

引き 続き 、IOSCO 等 に 参加 し 、 当 局 間 で の 情報 交換 や 法 執行 面 で の 課題 ・ 協 力 の あり 方 等 
の 議論 へ の 頁 献 な ど を 通じ て 、 国 際 的 な 協力 関係 を 深め て いく 。 

国際 機関 、 海 外 当局 、 自 主 規制 法人 ・ 関 係 省 店 、 そ の 他 市場 関 係 者 と の 間 で 連携 の 拡大 を 
図っ て いく こと に より 、 全体 と し て の 市 場 監視 機能 の 強化 に 努め て いく 。 


IT の 活用 (SupTech) 及び 人 材 の 育成 


引き 続き 、AI 等 の 先進 的 技術 の 活用 も 含め た 新た な 市 場 監視 ンス テム の 導入 に 向け て 、 検 
討 を 進め る 。 ま た 、DF 技 術 の 一 層 の 向上 及び シス テム 環境 の 高度 化 を 継続 的 に 推進 する ほ 
か 、 市場 監視 を 適切 に 行う た め の 高 度 な 専門 性 と 幅広 い 視点 を 持っ た 人 材 育 成 に 取り 組む 。 


⑥ コー ポレ ー ト ガバ ナン ス 改 革 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


近年 、 我 が 国 で は 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス 改革 が 大 きく 進展 し 、 東証 一 部 上 場 企業 で は 複 
数 の 独立 社外 取締 役 を 選任 する 企業 が 9 割 を 超え 、 法 定 ・ 任 意 の 指名 委員 会 や 報酬 委員 会 
設置 する 企業 も 4 割 を 超え た 。 また 、 機 関 投資 家 の ス チュ ワー ド シ ッ プ 活 動 に 関し て も 、 ほぼ 全 
て の 大 手機 関 投 資 家 を 含む 100 を 超え る 機関 に お いて 個別 の 議決 権 行使 結果 "や スチ ュ ワ ー 
ド シ ッ プ 活 動 報 告 の 公表 が 進ん で いる 。 


























" スチュワード シッ プ ・ コ ー ド の 改訂 後 、 一 部 の 信託 銀行 や 生命 保険 会 社 を 含む 運用 機関 に お いて 、 個 
別 の 議決 権 行使 の 結果 に 加え 、 賛 和合 の 理由 に 関す る 説明 や 情報 提供 を 行う 動き も 見 られ る 。 
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一 方 で 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ 会 議 補 に お いて は 、 企業 側 に 対し 、 指 名 委員 会 及び 報酬 委員 会 の 委 
員 構 成 、 適 切な 資質 を 備え た 独立 社外 取締 役 の 選定 等 、 取 締 役 会 の 機能 発揮 に 向け た 課題 
が 指摘 され て いる ほか 、 投 資 家 側 に 対し て は 、 企 業 と の 対話 の 内 容 が 依然 と し て 形式 的 に 留 
まっ て いる な どの 課題 が 指摘 され て いる 。 

こう し た 指摘 も 踏ま えつ つ 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス 改革 を 「 形 式 」 か ら 「 実 質 」 へ と 更に 深化 
させ 、 改 革 の 実効 性 を 高め る た め の 取 組み を 進め て いく 必要 が ある 。 

また 、 投 資 家 と 企業 の 建設 的 な 対話 を 促進 し 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス 改革 を 支え る 観点 か 
ら 、 企 業 情報 の 開示 の 充実 に 向け た 取組 み も 併せ て 進め る こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
フォ ロー アッ プ 会 議 に お ける コー ポレ ー ト ガバ パ バナ ンス 改革 の 更 な る 推進 に 向け た 検討 


昨年 11 月 より フォ ロー アッ プ 会 議 を 再開 し 、 ス チュ ワー ド シ ッ プ ・ コ ー ド 及び コー ポレ ー ト ガバ 
ナン ス ・ コ ー ド の 改訂 等 を 踏ま えた 、 機 関 投 資 家 及び 企業 の 取組 状況 の 検証 を 行っ た 。 ま た 、 
コー ポレ ー ト ガバ ナン ス 改 革 の 更 な る 進展 に 向け た 論点 に つい て 議論 を 行い 、 本 年 4 月 に は 、 
スチ ュ ワ ー ド シッ プ ・ コ ー ド の 更 な る 改訂 に 当たっ て の 検討 の 方 向 性 の ほか 、 監 査 や グル ー プ 
ガバ ナン ス に 関す る 課題 に 関連 し 、 以 下 を 内 容 と する 意見 書 を 公表 し た 。 


・ 建設 的 な 対話 の 促進 に 向け 、 運 用 機関 に 対し 、 個 別 の 議決 権 行 使 に お ける 「 賛 否 の 理由 」 
や 、「 企 業 と の 対話 の 活動 」 に 関す る 説明 ・ 情 報 提供 を 促す 。 


・ イン ベス トメ ント ・ チ ェ ー ン の 機能 発揮 を 促す た め 、 経 済 界 を は じ め と する 幅広 い ス テー ク 
ホル ダー と 連携 し な が ら 、 企業 年 金 の スチ ュ ワ ー ド シッ プ 活 動 を 後押し する 。 


設 的 な 対話 に 資す る 議決 権 行使 の 実現 に 向け 、 議 決行 使 助言 会 社 に 対し 、 十 分 か つ 
適切 な 体制 整備 と 助言 策定 プロ セス の 具体 的 な 公表 や 企業 と の 意見 交換 の 実施 を 促す 。 


・ アセ ッ ト オ ー ナ ー の スチ ュ ワ ー ド シッ プ 活 動 の 実質 化 に 向け 、 運 用 コン サル タン ト に 対し 、 
利益 相反 管理 体制 の 整備 や その 取組 状況 に つい て の 説明 の 実施 を 促す 。 


・ 内 部 監査 部 門 が 、 独 立 社外 取締 役 を 含む 取締 役 会 ・ 監 査 委 員 会 や 監査 役 会 等 に 対し て 
も 直接 報告 を 行う こと を 促す 。 


・ 上 場 子会社 等 の ガバ ナン ス の 間 題 を は じ め と する グル ー プ ガバ ナン ス の 議論 を 踏ま え 、 
一 般 株 主 保護 の 観点 か ら グ ルー プ ガ バナ ンス の あり 方 に 関す る 検討 を 推進 する 。 


企業 年 金 の スチ ュ ワ ー ド シッ プ 活 動 の 後押し 


企業 年 金 の スチ ュ ワ ー ド シッ プ 活 動 を 後押し する 取組 み を 進め た "*。 











% ③ ア セッ ト オ ー ナ ー の 機能 発揮 参照 
% アセ ッ ト オ ー ナ ー の 機能 発揮 参照 
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企業 情報 の 開示 の 充実 


昨年 6 月 に と り ま と め ら れ た 人 金融 審議 会 「 デ ィ ス クロ ー ジ ャ ー ワ ー キ ング ・ グ ルー プ 」 報 告 を 踏 
まえ 、 経 営 戦 略 等 の 記述 情報 、 役 員 報 酬 や 政策 保有 株 式 に 関す る 情報 を 含む 企業 情報 の 開 
示 の 充実 に 向け た 関連 制度 の 見 直し を 行っ た "。 

また 、 有価 証券 報告 書 と 事業 報告 等 の 記載 内 容 の 共通 化 や 一 体 化 を 希望 する 企業 へ の 支 
援 を 検討 し 、 昨 年 12 月 、 一 体 的 開示 を 行う 場合 の 記載 例 、 ス ケ ジ ュ ー ル 例 等 を 公表 し た 。 


ガ パ バナ ンス 改革 に 関す る 情報 発信 


コー ポレ ー ト ガバ ナン ス 改 革 の 取組 状況 に つい て 国内 外 の 機関 投資 家 に 対し て 積極 的 に 情 
報 発信 を 行っ た ほか 、 開示 情報 の 充実 を 含む コー ポレ ー ト ガバ ナン ス 改 革 の 深化 に 向け た 取 
組み を 促す た め 、 企 業 の 経営 者 層 等 、 関 係 者 に 対し て 積極 的 に 周知 を 行っ た "。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


コー ポレ ー ト ガバ ナン ス 改 革 の 実効 性 を 更に 高め て いく た め 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ 会 議 の 意見 書 
を 踏ま そえ つつ 、 以 下 の 取 組み を 行う 。 


・ 本 年 秋 以 降 、「 ス チュ ワー ド シ ッ プ ・ コ ー ド に 関す る 有識者 検討 会 」 を 開催 し 、 投 資 家 と 企業 
の 対話 の 深化 に 向け 、 運 用 機関 に よる 情報 提供 の 充実 、 議 決 権 行使 助言 会 社 の 体制 束 
備 や 透明 性 の 確保 、 運 用 コン サル タン ト の 透明 性 の 確保 等 に 関し 、 コ ー ド 改訂 の 具体 的 な 
内 容 に つい て 検討 を 行い 、2020 年 度 内 を 目途 に 改訂 を 行う 。 


・ コー ポレ ー ト ガバ ナン ス に つい て は 、 証 券 市 場 構造 の 見 直し の 動向 を 踏ま え 、 各 市 場 の 
性 格 が 明確 化 さ れ て いく 中 で 、 例 えば 、 グ ロー バル スタ ンダ ー ド に 沿っ た 取締 役 会 の 構成 
等 、 各 市 場 の コン セプト に ふさ わし い ガ バナ ンス の あり 方 等 の 検討 を 行う 。 ま た 、 本 年 の 株 
主 総会 の 動向 や コー ポレ ー ト ガバ ナン ス 改 革 に つい て の 国内 外 の 投資 家 か ら の 評価 等 も 
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具体 的 な 取組 み と し て 、 ま ず 、 本 年 1 月 、 有 価 証券 報告 書 に お ける 、 経 営 戦略 等 の 記述 情報 、 役 員 
醐 や 政策 保有 株 式 を 含む ガバ ナン ス 情 報 、 会 計 監査 に 関す る 情報 等 の 開示 の 充実 を 図る た め 、 内 閣府 








































































































令 の 改正 を 行っ た (ガバ ナン ス 情 報 に つい て は 、 本 年 3 月 期 決算 より 適用 し 、 経 営 戦略 や 会 計 監査 等 に 





















































する 情報 に つ 3 来年 3 月 期 決 算 よ り 適用 )。 さらに 、 本 年 3 月 、 ル ー ル へ の 形式 的 な 対応 に 留 
E ら な い 開 示 の 充実 に 向け た 企業 の 取組 み を 促す た め 、 企 業 が 経営 者 の 視点 で 、 経 営 方 針 ・ 経 営 戦略 等 、 
営 者 に よる 業績 際 We (MD&A : Management Discussion & Analysis) 及び リス ク 情 報 を 開示 する 上 で 
プリ ン シ プ ル ベ ー ス の ガイ ダン ス と し て 「 記 述 情報 の 開示 に 関す る 原則 」 を 策定 する と と も に 、 投 資 

アナ リス ト 及 び 企 業 か ら な る 意見 交換 の 場 に お いて 紹介 され た 開示 例 を 「 記 述 情報 の 開示 の 好 事 例 
」 と し て と り ま と め 、 公 表 し た 。 
例え ば 、 本 年 7 月 、 東 京 で の 国際 コー ポレ ー ト ガバ ナン ス ・ PMMA 
に 際 し 、 国 内 外 の 投資 家 へ の 意見 発信 を 行っ た (コラ ム ② 参 照 )。 そ の 他 、 経 団 連 に お ける 説明 会 の 実 
(昨年 10 月 、 本 年 3 月 、4 月 、5 月 )、 国際 コー ポレ ー ト ガバ ナン ス ・ ネ ットワーク (ICGN) の Global 
ewardship Forum で の 講演 (ロン ドン 、 昨 年 12 月 ) 、 在 ニュ ー ヨ ー ク 総領 事 館 主 催 の 投資 家 向 け セ ミ 

で の 講演 (ニュ ー ヨ ー ク 、 本 年 1 月 ) 、 G20/OECD コー ポレ ー ト ガバ ナン ス セ ミナ ー で の 講演 (福岡 、 
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年 6 月 ) 等 を 行っ た 。 





52 


踏ま えつ つ 、 改 革 の 実効 性 を 高め る 更 な る 取組 み に つ いて 検討 を 進め る (コラ ム ② 参 
照 )。 


・ 有価 証券 報告 書 に お ける 経営 戦略 等 の 記述 情報 の 充実 に か か る 改正 内 閣府 令 が 来年 3 
月 期 決算 か ら 適用 され る こと か ら 、 その 円 滑 な 実施 に 向け 、 特 に 企業 の 経営 者 に 対し て 働 
きか け を 行う 。 


に = ジー ピー ピピ ピピ ビー ピピ ピピ プ ピ デー デニ ニー ニ ピコ ニー ニー ニニ ニニ コー ラー ニニ ニ ニコ ニコ デニー ニニ ニニ ニラ ニニ デコ エ ーーー ミー ニー ニニ ニニ ラニ ニニ コー ニコ デニ ラマ エピ ニ ニニ ニニ ニ マニ ニニ ニー ニテ ピコ エピ ニニ ニニ ニニ ココ ニコ ラン ニー ニコニ ニー ラ ニー コー で デモ ニョ ニュ コピ ラニ ミエ デニ デー デニ ニー ニニ マニ ニ ビニ ニニ ピー ビー ニニ ココ ラニ ーー 


| 【 コ ラム ②】 日 本 の コー ポレ ー ト ガバ ナン ス 改 革 に 対す る 海外 ・ 国 内 機関 投資 家 等 か ら の 評価 


本 年 7 月 16 日 18 日 、ICGN(International Corporate Governance Network) 年 次 総会 が 
| 18 年 ぶり に 東京 で 開催 され た 。ICGN は 、 加 盟 メ ン バ ー の 総 資産 額 が 約 34 兆 ドル (3.600 | 
| 円 ) に 達する グロ ー バ ル な 投資 家 の 集 まり で あ | 
| り 、 世 界 的 な ガバ ナン ス 改 革 の 動き に つい て 
| 議 諭 を 重ね て いる 。 

| 特に 、 本 会 合 で は 、 安 倍 内 閣 総 理大 臣 に 対 
| し て ICGN グロ ー バ ル ガ バ ナン ス ア ワー ド が 授 
| 与 され る な ど 、 我 が 国 の 近年 の ガバ ナン ス 改 
| 革 の 取組 み が 総 じ て 高く 評価 され た 。 


出席 し た 国内 外 の 機関 投資 家 等 か ら は 、 


・ 両 コー ド 策 定 以来 、 日 本 は 、 他 国 に 例 を 見 な い ス ピー ド で 政府 主導 の 改革 が 進み 、 ア | 
ジア 諸国 か ら も 「 ど の よう に し た ら 日 本 の よう に 取組 み が 進 むか 」 と いう 質問 を 受け る こ | 
と が 多い | 


・ 本 年 の 株 主 総会 で は 、( 結 論 の 妥当 性 は 今後 の 企業 運営 の 結果 を 待つ 必要 が ある 
が ) 株 主 提 案 へ の 賛成 票 が 経営 側 提案 を 上 回 り 、 株 主 提案 され た 取締 役 が CEO に 就 | 
任 する 企業 も 現れ た | 


・ 投資 家 が 議決 権 行使 助言 会 社 の 助言 だ け に 頼る の で な く 、 自分 で 判断 し 、 助言 と 異な | 
る 方 へ 議決 し た 事例 も 見 られ た 


・ 昨 年 度 は 、 企 業 の 自社 株 買い の 総額 が 過去 最高 水準 と な っ た だ け で な く 、 こ れ ま で に | 
蓄積 され た 自社 株 の 消却 も 進み だ し た と の 調査 も ある よう に 、 積 み 上 が っ た 余剰 資金 
を 活用 し 、 自 己 の 資本 効率 を 高め る 動き が 見 られ た | 
・ 日 本 に お ける 気候 関連 財務 情報 開示 タス ク フ ォ ー ス (TCFD) 賛同 企業 が 6 月 末 時 点 で | 
178 社 と な り 、 世界 一 と な っ た i 
等 の 評価 が 聞か れ た 。 一 方 、 今 後 の 課 題 と し て 、 


、 取締役 会 の 機能 発揮 の た め に も 、 独 立 社外 取締 役 の 質 の 向上 の た め に トレ ー ニ ング | 
プロ グラ ム を 設け る な どの 取組 み が 必 要 | 
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・ 企業 と 投資 家 と の 対話 を 充実 させ る た め 、 企 業 ・ 投 資 家 双 方 の レベ ル ア ッ プ を 図る こと | 
が 求め られ る と と も に 、 株 主 総会 の 開催 を 7 月 に 後ろ 倒し に し て で も 、 有 価 証券 報告 書 | 
を 株 主 総会 開 催 前 に 提出 する 企業 の 増加 が 期待 され る | 

・ 英文 開示 に 着手 する 企業 や 、 サ マリ ー の みな ら ず 詳細 情報 も 英文 で 開示 する 企業 の 
増加 が 望ま れる | 

・ESG に 関す る 開示 は 形式 的 に は 増加 傾向 に ちあ る が 、Governance の みな ら ず 、TCFD | 
に か か る 取組 み を は じ め と する Environment や Social に 関す る 記述 の 充実 や 、 企 業 ・| 
投資 家 双 方 の ESG へ の 理解 の 深化 に より 、 真 に 中 長期 的 な 企業 価値 向上 に 資す る 対 | 
話 が 行わ れる こと が 重要 | 


等 の 意見 が 示さ れ た 。 


(2) 多様 な 金融 サー ビス 利用 者 の ニー ズ へ の 対応 と 信頼 感 ・ 安 心 感 の 確保 





① 多様 な 金融 サー ビス 利用 者 の ニー ズ へ の 対応 
( ア ) 高齢 者 等 へ の 対応 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


我が国 に お いて は 、 今 後 ま すま す 高 齢 化 が 進展 する こと が 見 込ま れ て お り 、 人 金融 機関 は 、 
高齢 者 に 対し て は その 認知 能力 の 低下 に 応じ て 適切 に 対応 する こと や 、 高 齢 者 の 財産 管理 や 
ライ フ デ ザイ ン に 対す る 金融 面 で の サポ ー ト 、 金 融 サ ービス の 円 滑 な 提供 を 継続 で きる よう な 
対応 が 求め られ て いる 。 

この よう な 背景 の 下 、 成 年 後見 制度 の 利用 者 数 が 増加 する 中 で 、 後 見 人 に よる 預金 財産 の 
不正 利用 の 問題 が 指摘 され た こと を 踏ま え 、 成 年 被 後見 人 の 財産 の 適正 な 管理 を 確保 する た 
め 、2012 年 に 後見 制度 支援 信託 が 導入 され た 。 し か し な が ら 、 後 見 制度 支援 信託 に つい て は 、 
「 信 託 銀行 の 店 舗 が 限ら れ て いる 」「 今 まで 取引 の な い 金 融 機関 と 取引 を 始め る こと に 抵抗 が 
ある 」 と いっ た 指摘 が ある こと か ら 、 後 見 制度 支援 信託 に 代替 ・ 並 立 する 預貯金 (以下 「 後 見 制 
度 支援 預金 」) の 積極 的 な 導入 が 求め られ て いる 。 高齢 者 等 に 対応 し た 信託 商品 な ど 創意 工 
夫 あ る 金融 商品 の 更 な る 開発 ・ 普 及 も 重要 な 課題 で ある 。 

また 、 金 融 機関 に お いて は 、 危 第 状態 な ど 顧 客 に 不測 の 事態 が 生じ た 際 に 、 顧 客 本 人 や 家 
族 に 入院 費 や 葬 儀 費 用 と いっ た 出費 の た め の 預 貯金 を 払い 出せ る よう 、 顧 客 の 事情 に 配慮 し 
た 柔軟 な 対応 が 従前 以上 に 求め られ て いる 。 

高齢 化 の 進展 に 伴っ て は 、 認知 症 の 人 の 増加 も 見 込ま れる 。 生活 環境 の 中 で 認知 症 の 人 と 
関わ る こと が 多い 金融 機関 に 対し て 、 認 知 症 に 関す る 正しい 知識 と 理解 を 持っ て 、 地 域 や 職域 
で 認知 症 の 人 や 家族 を 手助け する 認知 症 サ ポー ター の 養成 や 店 舗 へ の 配置 を 引き 続き 促す 
必要 が ある 。 認知 症 に 関す る 様々 な 金融 商品 ・ サ ービス の 開発 や 推進 も 重要 な 課題 で ある 。 
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【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


後見 制度 支援 預金 及び 後見 制度 支援 信託 の 導入 状況 に つい て 、 全 預金 取扱 金融 機関 に ア 
ン ケ ー ト 調査 を 実施 し た 。 その 結果 を 見 る と 、 後 見 制度 支援 預金 又は 後見 制度 支援 信託 の 導 
入 割 合 (個人 預金 残高 ペース) “は 、 昨 年 12 月 末 時 点 で 約 129%% に 留まり 、 導 入 割 合 は 未だ 低 
い 水 準 と な っ て いる 。 こ の た め 、 当該 割合 を 5096 以 上 (2021 年 度 末 時 点 ) と する KPI を 設定 し た 。 
高齢 者 等 に 対応 し た 金融 商品 に つい て は 、 将 来 の 意思 能力 低下 を 懸念 する 顧客 の 財産 管理 
等 を 行う 信託 商品 の 普及 が 進ん で いる 。 

民法 改正 に より 、 本 年 7 月 か ら 「 預 貯金 の 仮 払 い 制 度 」" が 導入 され る こと を 受け 、 顧 客 に 不 
測 の 事態 が 生じ た 場合 の 預金 の 払出 し に つい て 、 あら か じ め 内 部 規程 等 で 手続 を 明確 化し 職 
上 員 に 周知 する よう 、 金 融 機 関 と の 意見 交換 会 に お いて 促し た 。 

認知 症 の 人 へ の 対応 に つい て は 、 関 係 省庁 と 連携 し 、 金融 機関 に お ける 認知 症 サ ポー 
の 養成 を 促し た 。 また 、 各 保険 会 社 に お いて 、 認 知 症 の 発症 に 備え る 認知 症 保険 や 、 a 
の 人 及び その 監督 義務 者 等 を 被 保険 者 と する 損害 賠償 責任 保険 の 普及 が 進ん で いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


成年 後見 制度 を 利用 者 に と っ て 安心 か つ 安全 な 制度 と する た め 、 各 金融 機関 の 後見 制度 支 
援 預 金 の 導入 を 促し て いく ほか 、 高 齢 者 等 に 対応 し た 創意 工夫 ある 金融 商品 の 更 な る 普及 に 
向け 、 各 金融 機関 の 取組 み を 後押し する 。 また 、 金 融 機関 に お いて 、 預 貯金 の 仮 払 い 制 度 へ 
の 対応 も 含め 現場 の 職員 が 顧客 の 不測 の 事態 に 対し 、 適 切 か つ 和 柔軟 に 対応 で きる よう 、 実 態 
調査 を 行い 、 業 界 に 必要 な 対応 を 促し て いく 。 

この ほか 、 認 知 症 サ ポー ター の 養成 等 や 認知 症 に 関す る 様々 な 金融 商品 ・ サ ービス の 普及 
に 向け 、 各 金融 機関 の 取組 み を 後押し する 。 


( イ ) 障がい 者 の 利便 性 向上 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 機関 に お いて は 、 障がい 者 に 関す る 社会 的 障壁 を 除去 し 、 そ の 権利 、 利 益 が 尊重 され 
る よう 、 必 要 か つ 合 理 的 な 配慮 が 行わ れる こと が 望ま れる 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


























2 全 預 金 取 扱 金融 機関 (ネッ トバ ンク 等 の 店 舗 窓口 に お いて 現金 を 取り 扱っ て いな い 金 融 機関 及び 業 
域 ・ 職 域 信用 組合 に か か る 個人 預金 残高 は 除く ) の 個人 預金 残高 の 合計 額 に 占め る 、 後 見 制度 支援 預金 
又は 後見 制度 支援 信託 を 導入 済 と する 金融 機関 の 個人 預金 残高 の 合計 額 の 割合 。 
3 本 年 7 月 か ら 、 法 定 相続 人 は 、 相 続 開始 時 の 預貯金 債権 額 の 1/3 に 共同 相続 人 の 法定 相続 分 を 乗じ 
た 額 を 、150 万 円 を 上 限 と し て 単独 で 払い 出す こと が で きる よう に な る も の 。 
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障がい 者 の 利便 性 向上 に 向け た 取組 み に つ いて 、 預 金 取 扱 金融 機関 "及び 保険 会 社 "に 
対し て アン ケー ト 調 査 を 実施 し 、 そ の 結果 を 公表 し た 。 そ の 結果 を 見 る と 、 自筆 困難 者 へ の 対 
応 に つい て は 、 預 金 取 扱 金融 機関 及び 保険 会 社 の いずれ も 、 ほ ぼ 全 て の 先 で 代筆 に か か る 
内 部 規程 が 整備 され て お り 、 視覚 障がい 者 へ の 対応 に つい て は 、 預金 取扱 金融 機関 に お いて 
は ほぼ 全て の 先 で 、 保険 会 社 に お いて は 約 8 割 の 先 で 、 代 読 に か か る 内 部 規程 が 整備 され て 
いる 。 また 、 職員 に 対す る 研修 の 実施 等 、 職 員 の 対応 力 向 上 の 取組 み に つ いて は 、 預金 取扱 
金融 機関 に お いて は 7 割 強 の 先 で 、 保険 会 社 で は 約 8 割 の 先 で 、 実施 され て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


障がい 者 が 、 金 融 機関 の 窓口 や ATM を 通じ て 、 安 全 で 利便 性 の 高い 金融 サー ビス を 利用 
で きる よう に する た め 、 施設 等 の 整備 は も と より 、 研修 等 を 通じ た 障がい 者 対応 に か か る 内 部 
規程 の 現場 職員 へ の 浸透 の 徹底 、 各 金融 機関 の 店 頭 や ホー ムペ ー ジ 等 で の 障がい 者 向け サ 
ービス の 提供 内 容 の 表示 ・ 周 知 な ど を 促し て いく 。 各 障 が い 者 団体 と 金融 機関 関係 団体 と の 意 
見 交換 会 の 開催 を 通じ 、 障 が い 者 の 利便 性 向上 に 向け た 取組 み に 関 する 議論 を 深め て いく 。 


( ウ ) 自然 災害 の 被災 者 へ の 対応 ・ 金 融 機 関 に お ける 業務 継続 態勢 の 整備 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


震 災 、 豪 雨 等 、 自 然 災 害 が 発生 し た 際 に は 、 被災 地 に お ける 災害 の 実情 を 踏ま え 、 関係 機 
関 と 緊密 な 連絡 を と りつ つ 、 金 融 機関 に 対し 「 金 融 上 の 措置 」 に 関す る 要請 を 行う な ど 、 的 確 な 
措置 を 迅速 に 講ず る と と も に 、 復旧 ・ 復 興 に 向け て 、 金融 機 関 に 対し て 、 被 災 者 の ニー ズ を 的 
確 に 把握 し 、 き め 細 か な 対応 を 行う よう 促し て いく こと が 重要 で ある 。 

また 、 近 年 、 金 融 機 関 が 抱 える リス ク は 多様 化 ・ 複 雑 化し て お り 、 危 機 管 理 の 重要 性 が 高 ま 
つて いる こと か ら 、 平 時 より 業務 継続 態勢 の 整備 を 行っ て お く こ と が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


東日本 大 震 災 へ の 対応 と し て 、 被 災 地 の 本 格 復 興 及び 経済 全体 の 再生 を 進め て いく 観点 
か ら 、 金 融 機関 に 対し 、 創業 ・ 起 業 を 含む 被災 地 の 多 様 な ニー ズ を 的 確 に 把握 し 、 き め 細 か な 
対応 を 行う よう 促し た 。 

また 、 個 人 版 私 的 整理 ガイ ドラ イン “の 活用 を 促し た ほか 、 金 融 機 能 強 化 法 ( 岩 災 特例 ) を 





4 調査 対象 は 、 主要 行 等 、 地域 銀行 、 そ の 他 の 銀行 (オリ ックス 銀行 、 SMBC 信託 銀行 、 野村 信託 銀行 、 

イオ ン 銀 行 、 じ ぶん 銀行 、 ジ ャ パン ネッ ト 銀 行 、 住 信 SBI ネッ ト 銀 行 、 セ ブン 銀行 、 ロ ー ソ ン 銀 行 、 ソ 
ニー 銀行 、 大 和 ネ クス ト 銀 行 、 楽 天 銀 行 、GMO あお ぞ ら 銀行 、 ゆ うち ょ 銀行 )、 信 用 金庫 、 信 用 組合 、 労 
働 金庫 、 0 
105 調査 対象 は 、 生 命 保険 会 社 、 個 人 保険 を 取扱 う 損 害 保険 会 社 。 
東 0 0 た よっ て 、 既 往 債 務 の 弁済 が 困 な っ た 個人 債務 者 に つい て 、 私 的 整理 を 行 
う 際 の 準則 と し て 、2011 年 7 月 に 「 個 人 債務 者 の 私 的 整理 に 関す る ガイ ドラ イン 研究 会 」 に お いて 策定 ・ 


公表 。 
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活用 し て いる 金融 機関 が 被災 者 の 事業 や 生活 の 再建 、 被 災 地 域 の 経済 の 活性 化 に 継続 的 に 
貢献 し て いく よう 、「 経 営 強化 計画 」 の 履行 状況 の フォ ロー アッ プ を 行っ た 。 

平成 28 年 熊本 地震 へ の 対応 と し て 、 金 融 機関 が 取引 先 企業 に 対し 、 き め 細 か な 対応 を 行う 
よう 促す と と も に 、 自 然 災害 被災 者 債務 整理 ガイ ドラ イン "(以下 「 ガ イド ライ ン 」) の 周知 広報 や 、 
REVIC (地域 経済 活性 化 支援 機構 ) と 地域 金融 機関 等 が 連携 し て 設立 し た ファ ンド の 活用 促進 
を 行っ た 。 

平成 30 年 7 月 豪雨 へ の 対応 と し て 、 金 融 機関 に 対し て 被災 者 の 便宜 を 考慮 し 適時 的 確 に 
「 金 融 上 の 措置 」 を 講じ る よう 要請 し た 。 さ ら に 、 被災 地 に 職員 を 派遣 し 、 被 災 地 の 要望 の 把握 
を 行っ た 上 で 、 金 融 機関 に 対し て 可能 な 限り 被災 者 に 配慮 し た 対応 を 要請 し た 。 ま た ガイ ドラ イ 
ン の 周知 広報 や REVIC と 地域 金融 機関 等 が 連携 し て 設立 し た ファ ンド の 活用 を 促進 し 、 被 災 
者 の 生活 ・ 事 業 の 再建 を 支援 し た "\。 

この ほか 、 北 海道 胆振 東部 を 岩 源 と する 地震 "を は じ め と する 自然 災害 へ の 対応 と し て 、 金 
融 機関 に 対し 、 被 災 者 の 便宜 を 考慮 し 適時 的 確 に 「 金 融 上 の 措置 」 を 講じ る よう 要請 し た 。 

な お 、 全 預金 取扱 金融 機関 に 対し て 業務 継続 態勢 に か か る アン ケー ト を 実施 し 、 業 務 継 続 
計画 の 整備 状況 や 業務 継続 態勢 の 実効 性 に つい て 検証 を 行っ た 結果 、 業 務 継 続 計 画 の 策定 
状況 や 訓練 の 実施 状況 に つい て 改善 が 進ん で いる こと が 認め られ た ""。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


平成 30 年 7 月 豪雨 や 北海 道 胆振 東部 地震 と いっ た 昨 事務 年 度 以前 に 発生 し た 自然 災害 に 
対し て 、 上 記 の 取組 み を 継続 し て 実施 する 。 また 、 金融 機 関 に 対す る ガイ ドラ イン の 周知 に 加 
え 、 平 時 か ら の 金融 機関 の 対応 態勢 の 整備 を 促進 し 、 新 た に 自然 災害 が 発生 し た 場合 に は 
「 金 融 上 の 措置 」 に 関す る 要請 を 行う な ど 、 復 旧 ・ 復 興 に 向け た ガイ ドラ イン 等 に 基づく 被災 者 
へ の きめ 細か な 対応 を 促し て いく 。 

さら に 、 金 融 機関 が 、 訓 練 を 踏ま えた 適時 適切 な 業務 継続 計画 の 見 直し を 実施 し て いる か 
な ど に つい て 、 検 証し て いく 。 

な お 、 本 年 7 月 に 成立 し た 中 小 企業 強 勤 化 法 に お いて 、 経 済 産業 大 臣 に よる 認定 を 受け た 
中 小 企業 は 、 税 制 優遇 等 の 支援 策 が 受け られ る こと も 踏ま え 、 金融 機 関 に よる 本 制度 の 周知 
も 含め 、 取 引 先 の 事業 継続 力 強 化 の 取組 み を 促し て いく 。 


( エ ) 外国 人 へ の 対応 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 





























災害 救助 法 の 適用 を 受け た 全国 の 地震 ・ 豪 雨 等 の 災害 の 影響 に よっ て 、 婚 往 債 務 の 弁済 が 困 難 に な 
っ た 個人 債務 者 に つい て 、 私 的 整理 を 行う 際 の 準則 と し て 、2015 年 12 月 に 「 自 然 災 害 に よる 被災 者 の 
債務 整理 に 関す る ガイ ドラ イン 研究 会 」 に お いて 策定 ・ 公 表 。 

9 平成 30 年 7 月 豪雨 関連 情報 (https ://www. fsa. go. jp/ordinary/heavyrain201807/press. htm]) 

9 北海 道 胆振 東部 地震 関連 情報 (https://www. fsa. go. jp/ordinary/earthquake201809/press. html) 
J 保険 会 社 に お ける 大 規模 自然 災害 発生 時 の 保険 金 支 払 管理 態勢 等 に つい て は 、 脚 注 160 参照 
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本 年 4 月 に 改正 出入 国 管理 及び 難民 認定 法 が 施行 され 、 今 後 我が国 に お ける 外国 人 の 受 
入れ が 拡大 し て いく こと を 見 据え て 、 銀 行 等 の 預貯金 口座 や 送金 サー ビス の 利用 に つい て 、 利 
便 性 の 向上 等 を 図る 必要 が ある 。 一 方 で 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 の 観点 か ら は 、 銀行 等 
の 外国 人 顧客 に 対す る 顧客 管理 が 適切 に 実施 され て いる か を 検証 する 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


我が国 に 長期 滞在 し 生活 する 外国 人 に つい て 、 預 貯金 口座 や 海外 送金 の 円 滑 な 利用 を 促 
す た め 、 次 の よう な 施策 を 講じ た 。 


・ 預金 取扱 金融 機関 及び 資金 移動 業者 に 対し 、 外 国人 が 円 滑 に 口座 を 開設 で きる よう 、 
多 言語 対応 の 充実 や 手続 の 明確 化 等 の 取組 み を 要請 


・ 全国 銀行 協会 等 に お いて 口座 開設 方 法 の 案内 や 、 口 座 の 売 a 
説明 する 資料 を 多 言語 で 作成 、 各 業界 団体 か ら 会 員 銀行 、 信 用 金庫 、 信 用 組合 
バン ク ・JF マリ ン バ ン ク 、 労 働 金庫 に 周知 


・ 外国 人 の 受入 れ 関 係 者 向け の パン フレ ッ ト ( 本 年 4 月 12 日 公表 ) "及び 現在 作成 中 の 
外国 人 向け の パン フレ ッ ト に お いて 預貯金 口座 及び 海外 送金 の 利用 の 際 の 留意 点 を 
明記 する と と も に 、 外 国人 が 無 免許 ・ 無 登録 の 金融 機関 を 利用 し な いよ う 、 関 係 者 と 協 
力 し 周知 


また 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 の 観点 か ら 、 次 の よう な 施策 を 講じ た 。 


・ 口 座 開 設 時 に 外国 人 顧客 の 在留 期間 を 把握 し 、 在 留 期 間 満了 前 に 口座 解約 を 促す 等 
の 取組 み を 好 事 例 と し て と り ま と め た 事例 集 を 、 業 界 団体 を 通じ て 預金 取扱 金融 機関 
(昨年 12 月 ) 及 び 資 金 移動 業者 (本 年 5 月 ) に 本 元 


・ 外国 人 に 対し 、 上 記 パ ン フ レッ ト を 通じ て 、 口座 売買 等 の 犯罪 に 関与 し た 場合 は 上 陸 拒 
否や 国外 退去 と な り 得 る 旨 を 周知 する と と も に 、 出 国 の 際 の 口座 解約 を 促す 


・ 預金 取扱 金融 機関 に 対し 、 普通 預 金 規定 を 見 直し 、 口 座 利用 の 制限 や 解約 の 要件 を 
明確 化す る よう 要請 


その ほか 、 外 国人 の 増加 を 踏ま ええ 、ATM に よる 現金 の 引出 し に つい て 利便 性 を 向上 させ る 
こめ 、 海 外 発行 カー ド 対応 ATM の 設置 に 向け た 取組 み を 促し た 。 本 年 6 月 末 時 点 で 3 メガ バン 

合計 で 、3.041 台 ( 対 前 年 同期 比 十 815 台 ) が 設置 済 と な り 、2020 年 まで に 全 ATM 設置 拠点 
の 約 半 数 で 整備 ( 計 約 3.000 台 ) す る 従来 方 針 '“ 和 を 前 倒し で 達成 し た 。 








外国 人 の 受入 れ ・ 共 生 に 関す る 金融 関連 施策 に つい て 
(https://www.fsa. go. jp/news/30/20190411/20190411. html) 
[未来 投資 戦略 2017」(2017 年 6 月 9 日 開 議決 定 ) に お いて 、「3 メ ガバ ンク の 海外 発行 カー ド 対 応 
ATM を 2020 年 まで に i 設置 拠点 の 約 半数 で 整備 ( 計 約 3,000 台 ) する こと を 目指 し 、3 メガ バン 
に 対し 、2018 年 中 に その 大 半 を 設置 する よう 着実 な 取組 を 促す ]」 と され て いる 。 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


外国 人 の 受入 れ ・ 共 生 の た め の 環 境 整 備 の 観点 か ら 、 各 金融 機関 に お ける 外国 人 の 円 滑 
な 口座 開設 や 多 言語 対応 の 充実 、 ま た 、 在 留 カ ー ド に よる 本 人 確認 等 の 手続 き の 明確 化 や ガ 
イド ライ ン ・ 規 定 の 整備 の 状況 と そ フ ォ ロ ー ア ッ プ し 、 対応 を 促し て いく 。 また 、 外 国人 や 、 外 国人 
の 受入 れ に 関係 する 先 に 対し 、 法 務 省 や 特定 技能 制度 の 受入 れ 分 野 所 管 省 庁 、 地 方 自治 体 、 
登録 支援 機関 等 と も 連携 し 、 各 種 説明 会 や 関係 機関 を ま 通じ て パン フレ ッ ト を 配布 し 、 預貯金 品 
座 及び 送金 サー ビス の 利用 や 犯罪 等 へ の 注意 喚起 等 の 情報 を 周知 し て いく 。 併せ て 、 マ ネロ 
ン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 の 観点 か ら 、 口 座 開設 時 に お ける 本 人 確認 在留 期間 の 確認 、 在 留 期 
間 中 に お ける モニ タリ ング 、 在 留 期 間 満了 前 に お ける 口座 解約 手続 き を 促す な ど 、 銀 行 等 が 
外国 人 顧客 に 対す る 顧客 管理 を 適切 に 実施 し て いる か を 確認 し て いく 。 


( オ ) 不正 利用 ・ 金 融 ト ラブ ル へ の 対応 
a) 振り 込め 詐欺 等 へ の 対応 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 
振り 込め 詐欺 の 手口 は 年 々 巧妙 化し て お り 、 最 近 で は 、 詐 欺 行為 の 支払 手段 と し て 全国 銀 
行 協会 や 銀行 員 、 警 察 記 な ど を 装い 、 キ ャ ッシュ カー ド を 巧み に だ まし 取 ろ うと する キャ ッシュ カ 
ー ド 手 交 型 詐欺 の 認知 件 数 が 急増 し て いる 。 一 方 、 電子 マ ネー を 詐欺 行為 の 支払 手段 に 用 い 
る 電子 マネ ー 手 交 型 詐欺 等 は 減少 し て いる (図表 T-2-(2)-1)。 
また 、 詐 欺 行為 の 手口 と し て は 、 被 害 が 減少 傾向 に あっ た 従来 型 の 悦 付 金 詐欺 の 認知 件 数 


が 足元 で 再び 増加 する と いっ た 動き も 見 られ て お り 、 金融 機 関 は 引き 続き 振り 込め 詐欺 被害 の 
未然 防止 対策 に 取り 組む 必要 が ある 。 


図表 1-2-(2)-1 特殊 詐欺 交付 形態 別 認知 推移 





6,000 
キャ ッシュ カー ド 
手 交 型 
5,000 
現金 手 交 型 
4,000 
3,000 振込 型 
2 電子 マネ ー 弄 
1.000 現金 送付 型 


ーー 収納 代行 利用 弄 


13 14 15 16 17 18 
(年 ) 


(資料 ) 警察 庁 資料 より 、 金 融 庁 作成 
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【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


振り 込め 詐欺 被害 の 未然 防止 策 と し て 、 多く の 預金 取扱 金融 機関 が 、 近 年 の 詐欺 被害 の 傾 
向 を 踏ま えた 上 で 、 口 座 保有 者 の 年 齢 や 利用 履歴 等 を 勘案 し て ATM で の 振込 取引 を 一 部 制 
限 する 措置 を 実施 する な どの 対応 を 行っ た 。 

また 、 金 融 庁 及び 財務 局 は 、 振 り 込め 詐欺 等 の 犯罪 で 不正 利用 され て いる と の 情報 提供 が 
あっ た 預金 口座 に 関し て 、 関 連 す る 預金 取扱 金融 機関 に 情報 提供 し て お り 、 預 金 取 扱 金融 機 
関 は 約 9 割 "“ の 口座 に つい て 、 強 制 解約 や 利用 停止 と いっ た 措置 を 講じ た 。 

こう し た 中 、 昨 年 度 に 振り 込め 詐欺 救済 法 に 基づき 凍結 され た 預金 口座 に 残っ た 資金 の うち 、 
約 8 割 は 被害 者 に 返金 され て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


各 人 金融 機関 に 対し て は 、 振 り 込 め 詐欺 等 の 特殊 詐欺 に よる 被害 の 未然 防止 策 の 更 な る 実 
施 や 実効 性 の 検証 に 努め る よう 促し て いく 。 また 、 被害 の 迅速 な 回 復 の た め 、「 振 り 込 め 詐欺 
救済 法 」 に 沿っ た 被害 者 救済 対応 を 的 確 に 行っ て いる か 確認 する 。 


b) イン ター ネッ ト 等 を 利用 し た 非 対 面 取 引 の 安全 対策 ・ 不 正 送 金 へ の 対応 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


イン ター ネッ トバ ン キ ング に か か る 不正 送金 事犯 の 被害 発生 件 数 及び 被害 額 は 、 ワン タイ ム 
パス ワー ド の 導入 と いっ た 対策 が 進ん だ こと に より 、 昨 年 度 は 343 件 ( 対 前 年 比 人 24 件 )、6.2 
億 円 ( 同 44.2 億 円 ) と 前 年 比 減少 し て いる 。 

し か し 、 ス マー ト フ ォ ン 等 を 用 いた 新た な 決済 サー ビス の 利用 が 広まる 中 、 こ うし た 決済 サー 
ビス を 第 三 者 が 不正 に 利用 し 顧客 本 人 が 意図 し な い 不 正 な 取引 を 行う な ど 、 新 た な 手口 も 発 
生 し て お り 、 人 金融 機関 等 に お いて は セキ ュ リ ティ 対策 を 一 層 充 実 させ る 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


非 対 面 取引 に お ける 不正 送金 被害 に つい て 、 警察 庁 と 連携 し て 動向 を 把握 する と と も に 、 金 
融 機関 に 対す る 被害 状況 の ヒア リン グ な ど に より 、 セ キュ リティ 対策 の 向上 等 の 対応 を 促し た 。 

また 、 金 融 庁 に よる 年 次 アン ケー ト 調 査 で は 、 例 えば 多く の 預金 取扱 金融 機関 に お いて ワン 
タイ ム パ スワ ー ド の 導入 が 進む な ど (本 年 3 月 末 時 点 で 9596 ②)、 預 金 取 扱 金融 機関 に お ける 
セキ ュ リ ティ 対策 は 一 定 程度 進ん で いる こと が 確認 され た 。 





























13 情報 提供 件 数 等 に か か る 調査 を 開始 し た 2003 年 9 月 以降 、2019 年 6 月 30 日 まで の 累計 件 数 に 対す 
る 割合 。 
4 本 年 8 月 28 日 集計 時 に お ける 暫定 値 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


イン ター ネッ ト 等 を 利用 し た 非 対 面 取 引 に よる 利便 性 の 向上 に 配慮 し つつ 、 関係 機関 と 連携 
し 、 新 た な 手口 を 含む 不正 送金 ・ 利 用 被害 の 実態 を 踏ま えた 対策 の 実施 や 、 顧 客 ぐ へ の セキ ュ リ 
ティ 対策 に か か る 情報 提供 や 啓発 と いっ た 取組 み を 、 預 金 取 扱 金融 機関 や その 他 の 決済 サー 
ビス を 提供 する 事業 者 に 促す と と も に 、 こ れ ら の 事業 者 に 対す る モニ タリ ング の 強化 を 図っ て 
いく 。 


c) 無 登録 業者 へ の 対応 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


無 登録 業者 に 関し て は 、 投資 者 に 対す る 注意 喚起 や 、 警 察 当 局 や 消費 者 店 等 と 情報 を 共 
有する な ど 、 連 携 し て 対応 する こと が 必要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


投資 商品 に か か る 悪質 ・ 詐 欺 的 な 勧誘 事実 に つい て 、 警察 当局 や 消費 者 庁 等 の 関係 機関 
と 定期 的 に 情報 交換 を 行う な ど 連 携 を 行っ て きた ほか 、 無 登録 業者 に 対し て は 、 速 や か に 警告 
書 を 発出 する と と も に その 旨 を 公表 し 、 投資 者 に 対し て 注意 喚起 を 行っ た ( 昨 事務 年 度 警 告 書 
発出 26 件 )。 

さら に 、 無 登録 業者 等 に 対す る 調査 結果 に 基づき 、 金融 商 品 取引 法 第 192 条 第 1 項 に 基づく 
裁判 所 へ の 違反 行為 の 禁止 ・ 停 止 命令 の 発出 を 求め る 申立 て を 行っ た ( 昨 事務 年 度 申立 実施 
件 数 2 件 )。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 

無 登録 業者 に 対し て は 、 警告 書 の 発出 等 に よる 投資 者 へ の 注意 喚起 と と も に 、 関係 機関 と 
の 連携 を 強化 し 詐欺 的 被害 等 に 対応 する ほか 、 海 外 の 無 登録 業者 に つい て 必要 に 応じ て 海 
外 当局 と の 情報 共有 を 行う 。 さ ら に 、 無 登録 業者 等 に 対す る 調査 も 積極 的 に 実施 する 。 

d) 金融 ADR 制 度 の 運用 

【 金 融 行政 上 の 課題 】 

金融 商品 ・ サ ービス の 多様 化 ・ 複 雑 化 が 進む 中 、 そ れ ら に か か る トラ ブル に つい て 、 裁 判 外 
の 簡易 ・ 迅 速 な 手段 の 提供 に より 、 利用 者 の 納得 感 の ある トラ ブル 解決 、 利 用 者 保護 を 図り 、 
金融 商品 ・ サ ービス に 関す る 利用 者 の 信頼 感 ・ 安 心 感 の 向上 を 図る こと が 一 段 と 重要 に な っ て 


いる 。 こう し た 中 、 指 定 紛争 解決 機関 の 果たす べき 役割 は 、 よ り 大 きく な っ て き て お り 、 指 定 機 
関 相互 の 連携 等 を 通じ て 、 全体 の レベ ル ア ッ プ を 図る 必要 が ある 。 
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【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


本 年 2 月 に 金融 機関 ・ 業 界 の 業務 改善 に 資す る 取組 み 等 、 本 年 6 月 に 苦情 ・ 紛 争 の 解決 に 
向け た 工夫 を テー マ と し て 、 金 融 ト ラブ ル 連 絡 調整 協議 会 (以下 「 金 トラ 協 」) を 開催 し 、 指 定 機 
関 に よる 金融 機関 ・ 業 界 へ の フィ ー ド バッ ク の 重要 性 や 更 な る 質 の 向上 に 向け た 対応 な ど に つ 
いて 、 好 事例 の 紹介 や 議論 が な され 、 各 指定 機関 の 取組 状況 に 関す る 実態 把握 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


金 トラ 協 の 枠組 み も 利用 し つつ 、 関 係 諸 機関 の 連携 を 図る 。 ま た 、 各 指定 機関 に よる 金融 機 
関 へ の フィ ー ド バッ ク や 、 苦情 ・ 紛 争 の 解決 に 向け た 適合 性 の 観点 を 踏ま えた 対応 な ど に つい 
て モニ タリ ング を 行い 、 金 融 機 関 の 監 督 部 局 と も 連携 し つつ 、 指 定 機関 の 業務 運営 態勢 の 深 
化 を 促し て いく 。 


② 利用 者 の 声 の 活用 、 コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク 管理 の 向上 
【 金 融 行 政 上 の 課題 】 


金融 機関 に お ける コン プラ イア ンス ・ リ スク は ビジ ネス と 不可 分 一 体 で 、 ビ ジネス モデ ル せ や 経 
営 戦略 自体 に 内 在 する 場合 が 多く 、 金融 機関 に お いて は 、 そ の 管理 は 経営 の 根幹 を な す も の 
で ある と の 認識 に 基づい た 経営 目線 で の 対応 が 極め て 重要 と な る 。 

金融 機関 を 巡る 経営 環境 は 急速 に 変化 し て お り 、 新 た な 領域 か ら リ スク が 発生 する 可能 性 
が ある 。 また 、 利 用 者 保護 や 市 場 の 公正 ・ 透 明 の 観点 か ら 不 適切 な 行為 が 行わ れ 、 金 融 機 関 
の 経営 に 重大 な 影響 を も た らし 、 ま た その 信頼 を 大 きく 員 損 する 事例 も 発生 し て いる 。 

金融 機関 が コン プラ イア ンス ・ リ スク を 適切 に 管理 し 、 企業 価値 が 大 きく 監 損 する こと を 未然 
に 防止 する た め 、 さ ら に は 企業 価値 の 向上 に つなげ て いく た め の 取 組み を 金融 庁 と し て 後押し 
し て いく 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


昨年 10 月 に 公表 し た 「 コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク 管理 に 関す る 検査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 
(コン プラ イア ンス ・ リ スク 管理 基本 方 針 ) 」 で 示し た 、 経 営 陣 の 姿勢 、 内 部 統制 の 仕組 み 、 企 業 
文化 等 の 着眼 点 を も と に 、 金 融 機関 の コン プラ イア ンス ・ リ スク 管理 の 状況 及び 課題 に つい て 
実態 把握 を 実施 し た 。 その 結果 や 近年 の モニ タリ ング を 踏ま える と 、 多く の 金融 機関 が 試行 錯 
誤 し つつ 実効 的 な 取組 み を 進め て いる 様子 が 果 わ れ た 。 他方 で 、 以 下 の よ うな 事例 が 見 られ 
る な ど 、 企 業 価値 の 向上 に つなが る コン プラ イア ンス ・ リ スク 管理 の 実現 に 向け た 課題 も 認め ら 
れ た '?。 















































5 本 年 6 月 28 日 公表 「 コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク 管理 に 関す る 傾向 と 課題 」 参 照 
(https://www. fsa. go. jp/news/30/dp/compliance_report. html) 
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・ 経営 陣 を 含む 多く の 役職 員 が 法令 等 の 既存 の ルー ル を 遵守 し て いれ ば 足り る と いう 発想 
に 留まっ て いる 事例 


・ 経営 陣 の 一 部 が 幅広 い 観 点 か ら コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク を 捕捉 及び 把握 し よう と し て いて 
も 、 そ の 姿勢 が 本 部 各部 や 営業 店 の 役職 員 に まで 浸透 し て いな い 事 例 
また 、 投 資 用 不動 産 向け 融資 に 関す る アン ケー ト 調 査 を 実施 し 、 同 融資 に か か る 金融 機関 
の 管理 態勢 を 横断 的 に 検証 し た 。 その 結果 、 足 元 多く の 金融 機関 で 管理 態勢 の 改善 が 見 られ 
る も の の 、 融 資 対象 物件 の 将来 収支 や 顧客 の 理解 度 ・ 財 産 ・ 収 入 の 確認 が 十分 に 行え て いな 
いと いっ た 課題 の ある 金融 機関 も 認め られ た "『。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


金融 機関 に お ける コン プラ イア ンス ・ リ スク を 早期 に 特定 ・ 評 価 す べく 、 当局 に 寄せ られ る 苦 
情 ・ 相 談 ( 図 表 1 -2-(2)-2) や 金融 機関 の ビジ ネス モデ ル の 拡大 ・ 変 化 等 の 幅広 い 情 報 を IT 
も 活用 し つつ 分 析 す る と と も に 、 内 外 の 規制 ・ 政 治 ・ 経 済 情勢 等 の 動向 (例え ば 個人 デー タ の 
安全 管理 に 関す る 議論 等 ) が 金融 機関 の リス ク 管理 に 及ぼ す 影 響 も 評価 し て いく 。 

こう し た 分 析 ・ 評 価 の 結果 、 コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク が 顕在 化す る お それ が ある 金融 機関 と 
必要 な 改善 点 等 に つい て 対話 を 行う 。 ま た 、 検 査 周期 が 長い こと な ど に より 、 当局 が 予見 困難 
な 問題 が 生じ て いる 可能 性 が 高い 場合 に 検査 の 実施 を 優先 的 に 検討 する 等 、 リ スク ベー ス で 
の モニ タリ ング を 進め て いく 。 

この ほか 、 コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク 管理 に 関す る 実態 把握 の 対象 を 拡大 し 、 こ れ ら に よっ て 
得 ら れ た 当局 の 気付 き や 問 題 意 識 を 、 モ ニタ リン グ 対 象 の 金融 機関 に フィ ー ド バッ ク す る 。 


図表 T-2-(2)-2 金融 サー ビス 利用 者 相談 室 に お ける 苦情 ・ 相 談 等 の 受付 状況 
預金 ・ 融 資 等 
投資 商品 等 
保険 商品 等 
暗号 資産 等 


金融 行政 一 般 ・ そ の 他 
(件 ) 
0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 


( 注 )2018 年 4 月 て 2019 年 3 月 の 受付 状況 
(資料) 金融 店 















































"9 本 年 3 月 28 日 公表 「 投 資 用 不動 産 向け 融資 に 関す る アン ケー ト 調 査 結果 に つい て 」 参 照 
(https ://www.fsa. go. jp/news/30/20190328. html) 
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③ 暗号 資産 (仮想 通貨 ) へ の 対応 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


2017 年 4 月 より 暗号 資産 交換 業者 に 対し て 登録 制 を 導入 し た が 、 暗 号 資 産 交換 業者 に お け 
る 暗号 資産 外部 流出 事案 の 発生 や 内 部 管理 態勢 等 の 不備 の 発覚 、 ま た 、 暗 号 資産 の 投機 対 
象 化 と と も に 暗号 資産 を 用 いた 新た な 取引 の 登場 等 、 暗 号 資産 を 取り 巻く 内 外 の 環境 は 急速 
に 変化 し 続け て きた (図表 1 -2-(2)-3) 。 

また 、 こ うし た 急速 な 環境 の 変化 に 応じ て 、 上 場 企業 ・ 海 外 業 者 に よる 暗号 資産 交換 業者 へ 
の 出資 ・ 買 収 、 暗 号 資産 交換 業者 の 海外 進出 な ど 新た な 動き も 見 られ る 中 、 機 動 的 な リス ク 管 
理 態 勢 の 構築 等 が 暗号 資産 交換 業者 に 求め られ て いる 。 

こう し た 中 、 今 般 多額 の 暗号 資産 の 不正 流出 事件 が 発生 し た と ころ で あり 、 利用 者 保護 の 確 
保 を 通じ た 事業 者 の 信頼 性 向上 は イノ ベー ショ ン の 大 前 提 で ある こと に 留意 し つつ 、 引 き 続き 、 
イノ ベー ショ ン と 利用 者 保護 の バラ ンス を 図り な が ら 、 暗 号 資産 交換 業 の 適正 化 に 取り 組む 必 
要 が ある 。 


図表 1-2-(2)-3 主要 な 暗号 資産 の 価格 の 推移 







30 

2017/4/1 の 価格 を 
1 と し た 場合 
ーー ビッ トコ イン 


ーー イー サリ アム 


17/3 17/6 17/9 17/12 18/3 18/6 18/9 18/12 19/3 


(資料 )CoinMarketCap より 、 金 融 庁 作成 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


登録 審査 ・ モ ニタ リン グ 関 係 


昔 号 資産 交換 業者 に 対し て は 、 こ れ ま で の 検査 ・ モ ニタ リン グ で 把握 し た 実態 等 を 踏ま え 、 
業務 改善 計画 の 進捗 状況 の フォ ロー アッ プ 、 及び これ を 踏ま えた 精 級 か つ 頻 繁 な り ス ク プ ロフ 
ァイル の 更新 質問 票 を 活用 し た 自己 チェ ッ ク の 要請 等 、 機動 的 か つ 深 度 あ る モニ タリ ング を 
実施 し た 。 また 、 昨 年 9 月 に 発生 し た 流出 事案 を 踏ま え 、 全 業者 に 対す る 顧客 資産 管理 に か か 
る 緊急 点検 の 実施 を 行っ た 。 こ うし た モニ タリ ング の 結果 、 各 交換 業者 に お いて は 内 部 管理 態 
勢 等 に 一 定 の 改善 が 見 られ た も の の 、 い くつ か の 交換 業者 に お いて は 、 買収 等 に 伴う ビジ ネス 
モデ ル ・ 内 部 管理 態勢 の 変更 や 、 海 外 展開 に 伴う 海外 子会社 等 に お ける シス テム 上 ・ 経 営 上 
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の リス ク の 国内 業者 へ の 波及 の 可能 性 と いっ た 、 新 た な 動き も 見 られ る 。 

新規 登録 申請 業者 に 関し て は 、 登 録 審 査 プ ロ セ ス の 透明 性 を 高め る た め 、 質 問 票 等 の 公表 
(昨年 10 月 ) 、 審 査 の 時 間 的 目安 等 の 公表 (本 年 1 月 ) を 行っ た 。 多様 か つ 多 数 ( 約 110 社 ) の 
申請 業者 に 対し 、 業 務 運 営 体制 の 実効 性 に つい て 厳正 な 審査 を 実施 し た 結果 、 新 た に 3 社 を 
登録 し た 。 

さら に 、 無 登録 で 暗号 資産 交換 業 を 行っ て いた 者 27 先 に 対し て 照会 書 を 発出 し (昨年 4 月 
本 年 3 月 ) 、 う ち 1 先 に は 警告 書 を 発出 する と と も に 、 社 名 等 を 公表 し た (本 年 2 月 ) 。 加え て 、 無 
登録 対応 の 効率 化 ・ 迅 速 化 に 向け 、 無 登録 業者 情報 管理 シレ ステ ム を 構築 し た 。 

また 、 暗 号 資産 に 関す る 相談 等 の 実態 を 踏ま え を 、 引 き 続 き 、 三 省庁 連携 会 議 (警察 庁 ・ 金 融 
庁 ・ 消 費 者 庁 ) の 実施 等 、 関 係 省 店 と の 情報 共有 ・ 意 見 交換 を 通じ て 連携 を 強化 し 、 利 用 者 向 
け の 注意 喚起 等 を 更新 ・ 実 施し た (昨年 10 月 、 本 年 4 月 ) 。 


自主 規制 機関 


一 般 社団 法人 日 本 仮想 通貨 交換 業 協会 を 資金 決済 法 に 基づく 自主 規制 機関 に 認定 し た 
(昨年 10 月 )。 認 定 後 は 、 業 務 計画 の 進捗 状況 や 自主 規制 機能 の 発揮 状況 等 に 対す る モニ タ 
リン グ ( 態 勢 整 備 の 促進 等 ) 、 定 期 的 な 意見 交換 会 の 実施 (昨年 12 月 、 本 年 4 月 及び 6 月 ) 等 を 
通じ 、 無 登録 業者 へ の 対応 等 に お ける 自主 規制 機関 と の 連携 体制 の 構築 を 行っ た 。 


国際 関係 

G20 議長 国 と し て 、 暗 号 資産 に か か る 各国 際 機 関 等 で の 議論 を 主導 し 、 各 国 当局 や 国際 機 
関 の 参 加 の 下 、 暗 号 資産 ラウ ンド テー ブル (昨年 9 月 ) を 実施 する な ど 、 国際 的 な 連携 を 強化 し 
た 。 ま た 、 各 国 当局 と の 面会 等 の 機会 を 通じ た 我が国 の 知見 の 共有 、 海 外 当 局 と の 監督 上 の 
連携 を 行っ た 。 
暗号 資産 を 用 いた 新た な 取引 等 へ の 対応 と 法 改正 

昨年 3 月 に 設置 され た 研究 会 7" に お いて 、 暗 号 資産 を 巡る 諸 問 題 に つい て 必要 な 制度 的 対 
応 の 検討 を 行い 、 同 年 12 月 に 報告 書 が と り ま と め ら れ た 。 これ を 踏ま え 、 暗 号 資産 交換 業者 に 
関す る 規制 の 整備 、 暗 号 資産 を 用 いた デリ バテ ィ ブ 取引 や 資金 調達 取引 に 関す る 規制 の 整備 
等 を 盛り 込ん だ 法律 “の 改正 を 行っ た (本 年 5 月 成立 、6 月 公布 )。 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


改正 法 の 円 滑 な 実施 に 向け た 取組 み 


























中 「 仮 想 通貨 交換 業 等 に 関す る 研究 会 
通信 技術 の 進展 に 伴う 金融 取引 の 多様 化 に 対応 する た め の 資 金 決済 に 関す る 法律 等 の 一 部 を 
































逮 

ヒビ 

NN 居 
サリ 

CC 血 





65 


改正 法 の 成立 を 受け 、 利用 者 ・ 事 業者 向け に 周知 徹底 を 図る と と も に 、 政 府 令 ・ 事 務 ガ イド ラ 
イン の 改正 及び 実効 性 の ある 登録 審査 ・ モ ニタ リン グ の 体制 ・ 手 法 の 構築 等 を 着実 に 進め る 。 

また 、 新 た に 規制 対象 と な る 暗号 資産 デリ バテ ィ ブ 取引 業 に か か る 自主 規制 機関 の 認定 審 
査 を 実施 し 、 暗 号 資産 を 巡る 自主 規制 機能 の 早期 確立 を 促進 する ほか 、 監 督 上 の 協力 や 定 
期 的 な 情報 交換 を 含め 、 自 主 規制 機関 と の 連携 強化 を 図る 。 

今後 、 暗 号 資産 等 を 投資 対象 と する 金融 商品 が 組成 され る 動き も 予想 され る 。 投資 者 保護 
の 観点 か ら 、 特 に 一 般 投資 家 向 け の 金融 商品 の 組成 や 販売 に は 慎重 に 対応 すべ き で あり 、 
必要 な 手当 て を する こと を 検討 し て いく 。 


登録 審査 ・ モ ニタ リン グ 関 係 


誕 号 資産 に 関連 し た 新た な 構想 の 出現 を 含め た 暗号 資産 市 場 の 動向 把握 及び 分 析 を 強化 
し 、 関係 省庁 ・ 自 主 規制 機関 や 海外 当局 等 と も 連携 し つつ 、 フ ォ ワ ー ド ルッ キン グ な モニ タリ ン 
グ を 実施 する 。 

例え ば 、 サ イ バ ー 攻 撃 の 手口 が 、 日 々 、 複 雑 化 ・ 巧 妙 化し て いる 中 で 、 サイ バー 攻撃 が 発生 
し た 場合 に は 、 事 実 関係 や 発生 原因 等 に つい て 十分 に 精査 し 、 そ れ を 踏ま え 、 暗 号 資産 交換 
業者 が 実効 性 の ある サイ バー セキ ュ リ ティ 体制 を 構築 し て いる か 改め て 検証 する な ど 、 日 本 仮 
想 通貨 交換 業 協会 と も 連携 し つつ 、 厳正 な が モニ タリ ング を 実施 する 。 

また 、 登 録 審 査 に 当たっ て は 、 登 録 に 向け た 予見 可能 性 の 確保 に 留意 し た 適切 か つ 着 実 な 
審査 を 実施 する 。 

無 登 録 業 者 に 対し て は 、 営 業 実態 の 把握 及び 警告 書 の 発出 等 、 迅 速 か つ 効 率 的 な 対応 を 
行う と と も に 、 関係 省庁 等 と 連携 し て 、 利 用 者 向け の 注意 喚起 等 を 実施 する 。 


国際 関係 
弟 号 資産 は イン ター ネッ ト を 活用 し て 容易 に 国境 を 越え て 取引 され 、 近 年 は 、 暗 号 資産 交換 
業者 の 海外 進出 等 の 動き が 見 受け られ る 。 マネ ロン 対策 や 利用 者 保護 を 図る 上 で 、 海 外 当局 
等 と の 連携 の 重要 性 は 一 層 高 まっ て いる 。 
こう し た 背景 を 踏ま え 、 引 き 続 き 、 我 が 国 の 知見 の 共有 等 を 通じ て 海外 当局 等 と の 連携 を 強 
化し 、 国 際 協 調 に 向け た 主導 的 な 役割 を 果たす 。 具体 的 に は 、 第 2 回 暗号 資産 ラウ ンド テー ブ 
ル の 開催 や 、 海 外 当局 等 と の 監督 上 の 協力 を 行う 。 
④ その 他 の 重点 施策 
( ア ) 多重 債務 者 問題 へ の 取組 み 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


多重 債務 者 は 、 改 正 貸金 業法 の 施行 や 多重 債務 者 対策 本 部 (本 部 長 : 金 融 担当 大 臣 ) に お 
いて と り ま と め ら れ た 多重 債務 問題 改善 プロ グラ ム (2007 年 4 月 同 本 部 決定 ) 等 に 基づく 取組 
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み に よ り 、 ピ ー ク 時 の 約 180 万 人 か ら 約 9 万 人 (本 年 3 月 時 点 ) へ と 大 きく 減少 し て いる が 、 引 き 
続き 多重 債務 問題 の 解決 に 向け て 取組 み を 進め て いく 必要 が ある 。 

また 、 銀行 カ ー ド ロー ン に つい て は 、 足元 で は 残高 は 横ばい で 推移 し て いる も の の 、 そ れ 以 
前 に 見 られ た 残高 の 増加 傾向 に 対し て 、 過 剰 な 貸付 けが 行わ れ も て いる の で は な いか 、 多 重 債 
務 問題 の 再燃 に つなが る の で は な いか と いっ た 批判 ・ 指 摘 等 が な され て き て お り 、 銀行 業界 全 
体 の 業務 運営 の 適正 化 を 図る 必要 が ある ""。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


多重 債務 問題 改善 プロ グラ ム に 基づく 相談 窓口 の 整備 ・ 強 化 の た め 、 相 談 窓口 や ヤミ 金融 
の 利用 防止 等 を 記載 し た リー フレ ッ ト を 作成 し 、 関 係 機関 に 配布 し た ほか 、 新 た な 形態 の ヤミ 
金融 に つい て 実態 把握 を 行い 、 関 係 機関 と 連携 し て 注意 喚起 を 行っ た 。 昨年 12 月 及び 本 年 6 
月 に は 多重 債務 問題 等 懇談 会 を 開催 し 、 貸 し 手 ・ 借 り 手 の 状況 の フォ ロー アッ プ を 行い つつ 、 
関係 省庁 ・ 有 識者 等 の 間 で 意見 交換 を 行っ た 。 

また 、 ギ ャ ン ブ ル 等 依存 症 対 策 に つい て は 、 ギ ャ ン ブ ル 等 依存 症 対策 基本 法 の 施行 を 踏ま 
え 、 消 費 者 庁 等 と 共同 で 、 昨 年 3 月 に 公表 し た 対応 マニ ュ ア ル “の 内 容 を 更新 し “、 財 務 局 や 
地方 自治 体 が 設置 し て いる 多重 債務 相談 窓口 等 に 周知 を 行っ た 。 

さら に 、「 ギ ャ ン ブ ル 等 依存 症 対策 推進 基本 計画 」(2019 年 4 月 閣議 決定 ) に 基づき 、 多 重 債 
務 相 談 員 向け の 研修 や 、 貸 付 自粛 制度 を 運営 する 民間 金融 機関 団体 と 連携 し た 広報 活動 を 
行っ た 。 

この ほか 、 銀行 カー ドロ ー ン に つい て は 、 カ ー ド ロー ン 残 高 の 多 い 銀 行 (12 行 ) を 中 心 と し た 
立入 検査 (昨年 1 月 公表 ) や 、 検 査 実 施 先 以外 の 銀行 (108 行 ) の 実態 把握 と 検査 実施 先 の 改 
善 状 況 の 確認 (昨年 8 月 公表 ) に 引き 続き 、 そ の 後 の 各 行 に お ける 業務 運営 の 改善 状況 に つ 
いて 、 本 年 3 月 に 調査 票 を 発出 し て 実態 把握 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


多重 債務 発生 予防 の た め の 金 融 経済 教育 の 推進 や 、 多 重 債務 問題 等 懇談 会 な ど を 通じ た 
貸し 手 ・ 借 り 手 の 状況 の 実態 把握 を 行う と と も に 、 ギャンブル 等 依存 症 対策 が 多重 債務 対策 に 
も つなが る よう 、 基 本 計画 に 沿っ て 、 多重 債務 相談 窓口 と 精神 保健 福祉 セン ター 等 の 専門 機 
関 と の 連携 体制 の 構築 を 進め る 。 

また 、2022 年 4 月 の 成年 年 齢 引下げ に 向け て 、 引き続き 、 今 後 の 業 界 の 貸付 方 針 ・ 取 組 状 
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よ 多 
債務 相談 窓口 と 精神 保健 福祉 セン ター 等 の ギャ ン ブ ル 等 依存 症 に 関す る 相談 拠点 と の 具体 的 な 連携 














※ 


全国 銀行 協会 で は 、2017 年 3 月 に 「 銀 行 に よる 消費 者 向け 貸付 け に 係る 申し 合わ せ 」 を 公表 し 、 
行 に お いて 、 こ れ を 踏ま えた 取組 み が 進 め ら れ て いる 。 
財務 局 や 地方 自治 体 が 設置 し て いる 多重 債務 相談 窓口 の 相談 員 が 的 確 に 相談 対応 が 行え る 
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法 や 相談 実施 方 法 な ど を 整理 し た も の 。 














” 多重 債務 相談 上 員 や ギャ ンプ ブル 等 依存 症 対策 の 専門 家 等 の 意見 も 踏ま え 、 相 談 対応 用 の チェ ッ ク リ スト 
















































































追加 や 、 相 談 員 の 参考 と な る よう 、 精 神保 健 福 祉 セン ター に お ける 回 復 支 援 の 取組 み に 関 する 情報 を 
載 す る な どの 更新 を 行っ た も の 。 
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況 等 を 把握 の 上 、 必 要 な 対応 に つい て 業界 と 議論 し て いく ' ぞ 。 

さら に 、 銀行 カー ドロ ー ン の 業務 運営 が 、 多 重 債 務 の 発生 抑制 の 観点 か ら 適切 に 行わ れ て 
いる か モニ タリ ング し て いく と と も に 、 途 上 管理 も 含め 取組 み が 不 十分 な 点 に つい て は 、 ベ スト ・ 
プラ クティ ス の 共有 や 対話 を 通じ て 、 具 体 的 な 改善 を 促し て いく 。 


( イ ) 内 部 監査 の 高度 化 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 機関 の ガバ ナン ス が 有効 に 機能 し 、 企業 価値 を 高め て いく た め に は 、 内 部 監査 を 事後 
チェ ッ ク 型 監査 か ら フ ォ ワ ー ド ルッ キン グ 型 監査 へ (過去 か ら 未 来 へ ) 、 準 拠 性 監査 か ら 経営 監 
査 へ (形式 か ら 実 質 へ ) 、 部 分 監査 か ら 全体 監査 へ (部 分 か ら 全 体 へ ) へ 転換 する 必要 が ある 。 
同時 に 、 内 部 監査 態勢 の 整備 、 三 様 監 査 (内 部 監査 、 監 査 役 等 監査 、 外 部 監査 ) や 当局 と の 
連携 に より 、 内 部 監査 を 高度 化す る こと が 重要 で ある 。 

金融 機関 の 経営 環境 は 急速 ・ 革 新 的 に 変化 し て いる こと に 加え 、SDGs へ の 対応 な ど ス テー 
ク ホ ル ダ ー か ら の 要求 も 従来 以上 に 多様 化 ・ 高 度 化し て いる 。 内 部 監査 の 機能 に は 、 こ うし た 
環境 変化 に か か る リス ク に 対し 、 未然 あ る い は 少な く と も 早期 に 対応 する た め の 機 動 的 ・ 網 比 
的 な 対応 が 求め られ る よう に な っ て いる 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


大 手 金 融 機関 中 心 と し て 定期 的 に 意見 交換 を 実施 し た ほか 、 地 域 金 融 機関 を 含む その 他 
金融 機関 に つい て も 、 新 た に モニ タリ ング の 対象 に 加え 意見 交換 を 実施 し た 。 ま た 、 外 国 金融 
機関 グル ー プ の 内 部 監査 部 門 幹部 、 監 査 法人 、 コ ン サ ル テ ィ ン グ 会 社 等 の 内 部 監査 に 関す る 
有識者 と 意見 交換 を 行い 、 先 進 的 事例 を 収集 し た 。 

こう し た 意見 交換 を 踏ま え 、 本 年 6 月 、 各 金融 機関 の 内 部 監査 の 水準 感 や 目指 すべ き 方 向 
性 に つい て と り ま と め た 報告 書 “を 公表 し 、 以 下 の よ うな 問題 意識 を 示し た 。 


・ 大 手 金融 機関 に つい て は 、 準 拠 性 監査 か ら の 脱却 や 経営 環境 の 変化 に 対応 し た 監査 を 
志向 し て いる 状況 で ある が 、 内 部 監査 部 門 に よる 発見 事象 の 背景 や 原因 の 掘り 下げ が 十 
分 に 行わ れ て お ら ず 、 経 営 戦 略 ・ 業 務 運 営 の 改善 に 十分 つなが っ て いな いと いっ た 課題 も 
認め られ て いる 。 先進 的 な 取組 み “も 参考 に 、 経 営 課題 や ビジ ネス モデ ル に 応じ て 更 な る 
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業界 団体 に お いて は 、 大 手 貸金 業者 等 に 対す る 業界 の 貸付 方 針 ・ 取 組 状況 等 を 把握 する た め の 調 査 
行わ れ て お り 、 今 後 は 、 調 査 の 結果 を 踏ま え 、 優 良 事例 の 公表 や 事業 者 へ の フィ ー ド バッ ク 等 が 行わ 






























































デー 


本 年 6 月 28 日 公表 「 金 融 機関 の 内 部 監査 の 高度 化 に 向け た 現状 と 課題 」 

















(https://www.fsa. go. jp/news/30/20190628_naibukannsa. htm] ) 
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先進 的 な 取組 み の 例 と し て 、 
・ 被 監査 部 賭 等 と の コミ ュ ニ ケー ショ ン を 通じ た 課題 認識 の 共有 

イル 型 監 査 ) の 実施 
・IT イン フラ の 整備 及び デー タ 分 析 を は じ め と する IT を 活用 し た 監査 手法 の 高度 化 
・ 企 業 文化 (カル チャ ー) に 対す る 監査 手法 の 高度 化 















































基づく 機動 的 な 監査 手法 (アジ ャ 
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高度 化 を 図る こと が 適当 と 考え られ る 。 


・ 地 域 金 融 機関 を 含む その 他 金 融 機関 に つい て は 、 経 営 陣 の 関与 の 度合 い に よ っ て 内 部 
監査 の 水準 に 大 き な 差 が 生じ て いる 。 経 営 陣 に よる 積極 的 な 関与 の 下 、 内 部 監査 部 門 に 
組織 全体 の ビジ ネス ・ 経 営 戦 略 を 理解 し た 人 材 を 戦略 的 に 配置 する こと や 、 リ スク アセ ス メ 
ント 結果 に 基づく 重点 監査 項目 の 適切 性 ・ 網 座 性 に つい て 取締 役 会 で 議論 する な ど 、 規 
模 ・ 特 性 に 応じ た 高度 化 ・ 底 上 げ を 図る こと が 適当 と 考え られ る 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


内 部 監査 の 高度 化 に 向け て 、 先 進 的 な 事例 や 金融 機関 の 規模 ・ 特 性 に 応じ た 好 事 例 を 継 
続 的 に 収集 ・ 蓄 積 す る と と も に 、 内 部 監査 に 影響 を 与え る 各種 指針 や 等 の 動向 を 適時 に 捉え 、 
必要 に 応じ て 、 内 部 監査 部 門 等 と の 対話 の 着眼 項目 と し て 活用 し て いく 。 

また 、 モ ニタ リン グ に より 認識 し た 課題 や 問題 点 を 金融 機関 の 内 部 監査 部 門 と 共有 する と と 
も に 、 各 金融 機関 の 内 部 監査 の 水準 や 規模 ・ 特 性 に 見 合っ た 事例 を 紹介 する な ど し て 、 改 善 
に 向け た 対応 や 更 な る 高度 化 を 促す 。 さ ら に 、 課題 や 問題 点 の 重要 度 に 応じ て 、 経 営 陣 、 社 外 
取締 役 、 監 査 役 、 監 査 (等 ) 委 員 等 と の 対話 の 中 で も 、 内 部 監査 の 高度 化 に 向け た 取組 み に つ 
いて 議論 し て いく 。 


( ウ ) 金融 機関 の シス テム モニ タリ ング 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 機関 で は 、 経 営 環境 の 変化 を 踏ま そつ つ 、 自 ら の 経営 戦略 を 実現 する た め に 適し た IT 
シス テム の あり 方 を 検討 し 、 企 業 価値 の 向上 に 繋げ て いく こと の 重要 性 が 高まっ て お り 、 経 営 
者 は リー ダー シッ プ を 発揮 し 、 組 織 の あり 方 で 経営 資源 の 配分 を 含め た IT ガバ ナン ス を 適切 
に 機能 させ る こと が 求め られ て いる 。 

一 方 、 非 金融 か ら の 新た な 参入 を 含め 、 金 融 業 に お ける ビジ ネス と IT の 一 層 の 融合 が 進む 
中 、 情報 セキ ュ リティ 管理 や シス テム の 安全 性 確保 の 必要 性 も 高まっ て お り 、 経 営 統合 に 伴う 
シス テム 統合 だ け で な く 、 将来 を 見 据え た 大 規模 な シス テム 更改 も 増え て いく と 考え られ る 。 

この た め 、 金 融 機関 の モニ タリ ング に お いて は 、IT ガバ ナン ス を 含め た IT シス テム に 関す る 
対話 の 高度 化 や 、 リ スク に 応じ た 効率 的 か つ 効 果 的 な オン ・ オ フ の モニ タリ ング を 進め て いく < く こ 
と が 必要 と な っ て いる 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 





等 が あげ られ る 。 
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・ 内 外 環境 変化 や ビジ ネス モデ ル の 変革 等 に 対す る 助言 ・ 予 測 機能 の 提供 、 経 営 戦 略 の 策定 段階 か ら 
部 監査 部 門 が 同時 並行 で モニ タリ ング を 機動 的 に 実施 する 取組 み 
・ そ れ ら を 支え る 専門 人 材 (高い デー タ 分 析 能 力 を 有 し た 人 材 ) の 確保 




















































































































” 例え ば 、IIA (内 部 監査 人 協会 )、 日 本 内 部 監査 協会 、CIIA (英国 勅許 内 部 監査 人 協会 )、 海 外 金融 規 




















制 当局 等 が 公表 する 基準 ・ ガ イド ライ ン の うち 内 部 監査 に 関す る 指針 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス コー ド 。 
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IT ガバ ナン ス に 関す る モニ タリ ング の あり 方 に つい て 、 金 融 機関 や 有識者 等 と 議論 し 、 金融 
機関 が 主体 的 に 創意 工夫 を 発揮 で きる よう 、IT ガバ ナン ス に 関す る 対話 を 行う た め の 論 点 ( 以 
下 「 諭 点 」) 及 び 理 解 に 資す る た め の 事 例 集 を と り ま と め た ' ぞ 。 

また 、 金 融 機関 と の 対話 や シス テム 障害 分 析 を 通じ て 、 イノベーション の 進展 に 伴う サー ド パ 
ー テ ィ ・ リ スク 等 が 高まっ て いる こと が 認め られ た 。 こ の た め 、 金 融 機関 生 ら が コン トロ ー ル で き 
な いこ と を 想定 し た リス ク 管 理 や 危機 管理 を 行う こと の 重要 性 を 認識 し 、 将来 的 に リス ク の 顕在 
化 が 懸念 され る 分 野 等 を 含め た 障害 分 析 レ ポー ト "を 公表 し た 。 

加え て 、 シ ステ ム 統 合 ・ 更 改 に つい て 、 リ スク に 応じ た 効率 的 な オン サイ ト ・ オ フサ イト の モニ 
タリ ング を 通じ て 、 過去 事例 か ら 問 題 が た 生じ や すい 点 に つい て 金融 機関 に 気付 き を 促し 、 自 主 
的 な 改善 対応 を 支援 し た 。 

また 、 検 査 マ ニュ アル と と も に 廃止 され る こと と な る シス テム 統合 チェ ッ ク リ スト に つい て は 、 
これ に 代わ る フレ ー ム ワー ク が 一 般 に 存在 し な いこ と か ら 、 引 き 続 き 、「 考 え 方 ・ 着 眼 点 」“ と し 
て 存続 する と と も に 、 課題 と し て 取り 組む べき 事項 等 を まとめ た 事例 集 “を 公表 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


金融 機関 か ら の 情報 収集 な ど を 通じ た シス テム 投資 の 状況 等 も 踏ま えな が ら 、「 論 点 」 に 基 
づき 、 経 営 者 に に る リー ダー シッ プ の 発揮 、 組 織 の あり 方 、 人 材 戦 略 や 経営 資源 の 配分 等 の IT 
ガバ ナン ス の 機能 発揮 の 状況 に つい て 、 シ ステ ム 共 同 セ ンタ ー “の あり 方 を 含め 、 双 方 向 の 対 
話 を 深め て いく 。 

また 、IT マネ ジメント に つい て は 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン の 進展 に 伴う 新た な リス ク へ の 対応 状況 を 
含め 、 各 業態 の 課題 に 応じ た 議論 を 行う ほか 、 シ ステ ム 統 合 ・ 更 改 等 の 予定 の ある 金融 機関 
に 対し て 、 効 果 的 か つ 効 率 的 に オン ・ オ フ の モニ タリ ング を 行っ て いく 。 


























「 金 融 機関 の IT ガバ ナン ス に 関す る 対話 の た め の 論 点 ・ プ ラク ティ ス の 整理 」 


















































% 本 年 6 月 21 日 公表 

及び 「 別 悦 1」、「 別 冊 2」(https://www.fsa. go. jp/news/30/20190621-3. html) 
ダ 本 年 6 月 21 日 公表 「 金 融 機関 の シス テム 障害 に 関す る 分 析 レ ポー ト 」 
(https://www. fsa. go. jp/news/30/20190621/11. pdf) 

2 本 年 6 月 21 日 公表 「 シ ステ ム 統 合 ・ 更 改 に 関す る モニ タリ ング レポ ー ト 」 





























(https://www.fsa. go. jp/news/30/20190621/21. pdf) 
2 複数 の 金融 機関 が 基幹 シス テム 等 を 共同 利用 する こと を 目的 に 設立 し た シス テム セン ター 
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8. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 シス テム の 安定 の 確保 





(1) 内 外 の 経済 ・ 金 融 市 場 動 向 


内 外 経済 は 緩やか に 回 復 し こい る が 、 通 商 問題 の 動向 や 中 国 経 済 の 先行 き 、 英 国 の EU 離 
脱 問 題 等 の 欧州 情勢 等 に よっ て 、 内 外 経 済 の 不 確 実 性 は 高まっ て いる 。 こう し た 中 で 、 中 国 や 
欧州 の 一 部 地域 で は 景気 減速 や 景況 感 の 悪化 が 見 られ る (図表 T-3-(1)-1、2)。 


図表 1-3-(1)-1 実質 GDP 変化 率 の 推移 
0 


図表 T-3-(1)-2 主要 国 の 製造 業 PMI の 推移 
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45 
13 14 15 16 17 18 (年 末 ) 15 16 請 0 1 生 示 
( 注 1) PMI(Purchasing Managers Index) は 、 購 買 担当 者 へ の アン ケ 
ー ト 調査 を 基 に 景況 感 を 指数 化し た も の 。 50 を 超え る と 改善 、50 
( 注 ) 四 半期 ご と の 推移 (前 期 比 年 率 換算 ) 。 直近 は 2019 年 1-3 月 。 未満 だ と 悪化 を 示す 。 
(資料 )Bloomberg より 、 金 融 庁 作成 。 ( 注 2) 米国 





は ISM 製造 業 景況 感 指数 、 ユ ー ロ 圏 は マー クイ ッ ト 製 造 業 

PMI、 中 国 は 国家 統計 局 と 中 国 物流 購買 連合 会 に よる 製造 業 
PMI。 直近 は 2019 年 7 月 。 

(資料 )Bloomberg より 、 金融 庁 作 成 。 


金融 市 場 の 動向 を 見 る と 、 通 商 問 題 の 動向 や 米国 の 政策 金利 の 先行 き 等 に 対す る 懸念 


E> に ハ 


期待 等 か ら 、 株 式 市 場 は 上 下 を 繰り 返す 不安 定 な 動き と な り 、 長 期 金利 に つい て も 、 昨 年 秋 ま 


で の 上 昇 基調 か ら 一 転 し て 低下 し 、 一 部 の 長短 金利 に お いて は 人 金利 水準 の 逆転 も 生じ て いる 
(図表 1 -3-(1)-3、4)。 


図表 1-3-(1)-3 先進 国 株 価 指数 の 推移 図表 TH-3-(1)-4 10 年 国債 利回り の 推移 

















120 4 0 
ーー 日 本 (TOPIX) 1 ーー 日 本 ーー 米国 
ーー 米国 (S&P500) ーーー ド イィ イッ 一 一 英国 
110 ーー 欧州 (Stoxx600) 


100 


90 


80 





70 12 13 14 15 16 17 18 

18/1 18/4 18/7 18/10 。 19/1 19/4 19/7 (年 末 ) 
( 注 )2018 年 1 月 1 日 三 100 と し て 指数 化 。 直近 は 2019 年 7 月 末 。 ( 注 ) 直 近 は 2019 年 7 月 末 。 
(資料 )Bloomberg より 、 金融 庁 作成 。 


(資料 )Bloomberg より 、 金 融 庁 作成 。 
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緩和 的 な 金融 環境 の 長期 化 に より 、 グ ロー バル に 利回り 追求 の 動き が 継続 する 中 で 、 米 国 
や 欧州 で は 、 低 格付 企業 向け の 与信 (レバ レッ ジ ド ・ ロ ー ン ) や 、 そ れ を 裏付け と する ロー ン 担 
保証 券 (CLO) 市 場 の 拡大 が 見 られ る 。 レバ レッ ジ ド ・ ロ ー ン で は 、 コ ベナン ツ の 緩み や 借り 手 の 
レバ レッ ジ の 上 昇 等 、 ク レジ ッ ト の 質 の 低下 が 指摘 され て お り 、 今後 経済 情勢 が 悪化 し た 際 に 、 
クレ ジッ ト 市 場 に スト レス が か か る 可能 性 が 懸念 され る 。 また 、 不 動産 価格 や クレ ジッ トス プレ ッ 
ド 等 、 リ スク 性 資産 の 市 場 動向 に も 注意 が 必要 で ある (図表 T-3-(1)-5、6、7、8)。 

















図表 TH-3-(1)-5 コ ベ ペナ ント ライ ト 比 率 の 推移 図表 T-3-(1)-6 レバ レッ ジ ド ・ ロ ー ン の 格付 内 訳 の 推移 
0 (9%) 
2 フル コ ベ ナ ント 100 
コ ベ ナ ント ライ ト 
80 80 
a 60 
40 
40 
20 
20 
0 
6 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 
05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 a 6 rR NR (年 末 ) 
(年 末 ) 
( 注 ) フ ルコ ベナン ト 、 コ ペ ベナン トラ イト は それ ぞ れ 、 Credit Suisse Leveraged ( 注 ) 対 象 は Credit Suisse Leveraged Loan Index を 構成 する 米国 レバ レッ ジ 
Loan Index を 構成 する 米国 レバ レッ ジ ド ・ ロ ー ン の うち 、「 財 務 維 持 条項 ド ・ ロ ー ン 。 同一 の ロー ン に お いて 、 格 付 機関 に よる 格付 格差 が ある 
と 追加 負担 制限 条項 を 有する ロー ン 」 と 「 追 加 負担 制限 条項 の み を 有 場合 は 低位 の 格付 に 分 類 。 直近 は 2019 年 7 月 末 。 
する ロー ン 」 の 発行 額 比率 。 直近 は 2019 年 7 月 末 。 (資料 )Credit Suisse より 、 金 融 庁 作成 。 
(資料 )Credit Suisse より 、 金 融 庁 作成 。 
図表 1-3-(1)-7 オフ ィ ス 価格 の 推移 図表 エ -3-(1)-8 クレ ジッ トス プレ ッ ド の 推移 
200 (96) 
東京 10 





ーーー ハイ イー ルド 債 






ーー ニュ ー ヨ ー ク 


ド e】 


ロン ドン 








8 一 投資 適格 債 
ーー 香港 7 
6 
5 
4 
3 
2 
1 
100 0 
10/10 11/10 12/10 13/10 14/10 15/10 16/10 17/10 18/10 12 13 14 15 16 17 18 (年末) 
( 注 )2010 年 10 月 1 日 三 100 と し て 指数 化 。 直近 は 2019 年 4 月 。 ( 注 ) 対 象 は 米国 債券 ( 全 セ クタ ー) に お ける オプ ショ ン 調 整 後 ス プレ ッ ド 。 
(資料 ) 一 般 財 団 法 人 日 本 不動 産 研究 所 より 金融 店 作成 。 直近 は 2019 年 7 月 末 。 





(資料 )Bloomberg より 金融 庁 作成 。 


(2) 我が国 金融 レス テム の 現状 と 金融 機関 の 評価 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 
我が国 に お いて は 、 低 金利 環境 の 下 、 金 融 機関 は 収益 面 で 厳し い 状況 に 置か れ て いる 。 加 
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えて 、 人口 減少 に よる 国内 市 場 の 縮小 や デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 台頭 に よる 新た な 競争 も 進展 
し て いる 。 

こう し た 環境 に お いて 、 金 融 庁 と し て は 金融 ンス テム の 安定 を 確保 し つつ 、 本 邦 金 融 機関 が 
持続 可能 な ビジ ネス モデ ル を 構築 し 、 適 切 に 金融 仲介 機能 を 発揮 で きる よう に 、 日 々 、 内 外 経 
済 ・ 金 融 市 場 の 動向 を 注視 し 、 金 融 ン システム の 現状 や 潜在 的 な リス ク を 分 析 ・ 評 価 し た 上 で 、 
金融 機関 を モニ タリ ング し 、 適 切な 対応 を 行う 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
我が国 金融 レス テム の 現状 

我が国 金融 レシ ス テム の 中 心 で ある 銀行 の 自己 資本 比率 は 規制 上 の 最低 水準 を 十分 上 回 る 
バッ ファ ー を 備え て お り 、 頑 健 性 は 維持 され て いる 。 また 、 不 良 債権 比率 は 2001 年 以降 で 最も 


低い 水準 と な っ て お り 、 諸 外国 と 比べ て も 低位 で 推移 し て いる 。 現 時点 に お いて 、 我が国 金融 
シス テム は 総じて 安定 し 、 頑 健 性 を 備え て いる と 言え る (図表 T-3-(2)-1、2) 。 


図表 T-3-(2)-1 自己 資本 比率 等 図表 エ -3-(2)-2 各国 の 不良 債権 比率 の 推移 
日 本 


ーーーー 米 国 


(9%) 




















つの — MN 6 PR OO の ここ oO ぐ 





0 

08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 
(年 度 ) (年 末 ) 

ーー 一 総 自己 資本 比率 (加重 平均 、 国 際 統 一 基準 行 ) ( 注 ) 日 本 は 、 年 度 末 の 計数 。 日 本 以外 の 国 は 、 そ の 年 の 12 月 末 の 計数 。 

ceeeeee 総 自己 資本 比率 最低 基準 (8.096) 十 資本 保全 バッ ファ ー( 国 際 統 一 基準 行 ) (資料 )CEIC より 、 人 金融 庁 作成 。 

一 総 自己 資本 比率 (加重 平均 、 国内 基準 行 ) 

ーー 自己 資本 比率 最低 基準 (4.0%) (国内 基準 行 ) 

( 注 ) 主 要 行 等 及び 地域 銀行 に つい て 、 総 自己 資本 比率 を 計算 。 

(資料 ) 金融 庁 


















































本 邦 金融 機関 の 評価 
( 低 金利 環境 の 影響 ) 
預金 取扱 金融 機関 の 本 年 3 月 期 決算 を 見 る と 、 本 業 の 収益 力 を 表す コア 業務 純益 (業務 純 


益 か ら 国債 等 関係 損益 等 の 一 時 的 な 変動 要因 を 除い た も の ) は 引き 続き 低下 傾向 に あり 、 一 
部 の 特殊 要因 も あり 、 当期 純 利益 は 前 年 上 比 で 大 きく 落ち 込ん だ (図表 T-3-(2)-3) 。 
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図表 T-3-(2)-3 預金 取扱 金融 機関 の 決算 の 動向 


( 兆 円 ) 主要 行 等 ( 兆 円 ) 地域 銀行 
2.5 


2.0 
1.5 
1.0 
0.5 
0.0 
-0.5 
= 
-1.5 
a 





-2.5 
07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 


(年 度 ) (年 度 ) 


ピー テー コ その他 法人 税 等 ( 注 1) 地 域 銀行 に つい て は 、 期 中 合併 に お ける 非 存 続 金融 機関 の 計数 は 含ま 
れ な い 。 
ロー 信用 コス ト 中 = 有価 証券 売買 損益 等 ( 注 2) 有 価 証券 売買 損益 等 三 株 式 3 勘定 尻 十 債券 5 勘定 尻 
( 注 3) 信 用 コス トニ (一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 十 個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 
ーー コア 業務 純益 ーー 当期 純 利 益 特定 海外 債権 引当 勘定 繰 入 額 貸出 金 償却 ) 一 ( 貸 倒 引当 金 戻入 益 
十 償 却 債権 取立 益 ) 
(資料 ) 金融 庁 





こう し た 収益 低下 の 一 つの 要因 は 、 国内 に お ける 貸出 利 輌 の 縮小 を 通じ た 資金 利益 の 減少 
で あり 、 引 き 続 き 、 貸 出 利 輌 の 動向 を 注視 し て いく (図表 エ -3-(2)-4、5) 。 


図表 T-3-(2)-4 貸出 利 輌 と 貸出 金 の 推移 


( 光 円 ) 主要 行 等 (国内 業務 部 門 ) (%) ( 光 円 ) 地域 銀行 (%) 
300 20 300 20 
250 250 
15 15 
200 200 
150 1.0 150 10 
100 100 
05 05 
50 50 
0 00 0 00 
97 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 
(年 度 ) (年 度 ) 
本 = 貸出 金平 残 ( 左 軸 ) ーー 貸出 利夫 ( 石 軸 ) 


( 注 1) 地 域 銀行 に つい て は 、 期 中 合併 に お ける 非 存続 金融 機関 の 計数 は 含ま れ な い 。 
( 注 2) 貸出 利 輸 三 貸出 金利 回 り 一 資金 調達 利回り (資金 調達 費用 か ら 金 利 ス ワッ プ 支 払 利 息 を 除く ) 
(資料 ) 金融 店 
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図表 T-3-(2)-5 資金 利益 (株 式 の 配当 金 等 を 除く ) の 増減 要因 の 推移 


( 億 円 ) 主要 行 等 (国内 業務 部 門 ) ( 億 円 ) 地域 銀行 

5.000 5000 

09 資金 利益 :1.8 光 円 4000 a rt 
3,000 (18 年 度 ) 3000 ー 





07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 
(年 度 ) (年 度 ) 
= その 他 ーー 有価 証券 残高 要因 == コ 有価 証券 利夫 要因 ーー 貸出 残高 要因 = ご 貸出 利 疹 要因 === 資金 利益 増減 


07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 


( 注 1) 地 域 銀 行 に つい て は 、 期 中 合併 に お ける 非 存続 金融 機関 の 計数 は 含ま れ な い 。 
( 注 2) 有価 証券 利息 配当 金 に 計上 され て いる 株 式 配当 金 、 投 資 信託 の 解約 益 等 を 除く (投資 信託 の 解約 益 等 は 2012 年 度 以降 ) 。 
(資料 ) 金融 庁 


加え て 、 昨 年 と 比べ て 、 有価 証 券 評価 差額 (株 式 は 除く ) は 改善 し た も の の 、 益 出し 余力 は 、 
依然 と し て 低い 水準 で ある (図表 エ -3-(2)-6) 。 


図表 T-3-(2)-6 種類 別 有価 証券 評価 差額 (株 式 を 除く ) の 推移 





( 兆 円 ) 主要 行 等 ( 兆 円 ) 地域 銀行 

3.0 3.0 
2.5 2.5 
2.0 会 20 

の 
1.5 円 15 

1.0 に : 
に 10 

0.5 ] 回 
0.5 

0.0 
05 0.0 
-10 -0.5 
-1.5 -1.0 
12/913/313/914/314/915/315/916/316/917/317/918/318/919/3 12/913/313/914/314/915/315/916/316/917/317/918/318/919/3 
(月 末 ) (月 末 ) 


ビー テー その 他 の 証券 。 Eg ニ === ョ 外国 債券 r= 社債 等 = 一 づつ 地方 債 中 革新 国債 一 一 有価 証券 全体 (株 式 除 く ) 
(資料 ) 金融 庁 








(収益 力 の 低下 の 結果 ) 


収益 力 が 低下 する 中 、 我 が 国 の 銀行 は 、 海 外 の 有価 証券 投資 を 含む 海外 向け 与信 や 不動 
産業 向け 貸出 等 を 増加 させ て いる 。 

海外 向け 与信 は 、 引 き 続き 、 増 加 傾向 を 維持 し て いる (図表 1-3-(2)-7) 。 海外 の 有価 証 
券 投資 と し て は 、 一 部 の 金融 機関 で CLO 投資 の 拡大 が 見 られ る 。 

また 、 不 動産 業 向 け 貸出 に 関し て は 、 新 規 貸出 実行 額 は 前 年 を 下回っ て 推移 し 、1980 年 代 
と 比べ て 貸出 残高 の 伸び は 緩やか で 、 過 去 の 不動 産 バ ブル 期 の よう な 過熱 感 は 見 られ な いも 
の の 、 貸 出 残高 は 過去 最高 水準 に ある (図表 T-3-(2)-8、9) 。 低 金利 環境 下 に お ける 過度 
な 収益 追求 行動 が リス ク の 蓄積 に つなが ら な いよ う 留 意 が 必要 で ある 。 
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図表 T-3-(2)-7 主要 国 の 海外 向け 与信 残高 の 推移 


( 兆 ド ル ) 日 本 
5.0 米 





4.5 
4.0 
3.5 
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2.5 
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1.5 
1.0 
0.5 


0.0 
00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 
(年 末 ) 


(資料 )BIS より 、 金 融 庁 作成 


図表 1-3-(2)-8 不動 産業 向け 貸出 残高 図表 1-3-(2)-9 不動 産業 向け 貸出 の 前 年 比 伸び 率 
( 兆 円 ) (%) 
90 35 


80 30 






70 9 バブ ル 期 5 年 (83"87 年 ) の 平均 (20.4%) 


60 20 
50 1 直近 5 年 の 平均 (5.2%) 
10 
40 
5 
30 0 
20 ee 
10 | -10 
0 | 
80 83 86 89 92 95 98 01 04 07 10 13 16 81 84 87 90 93 96 99 02 05 08 11 14 17 
(資料 ) 日 本 銀行 より 、 金 融 庁 作成 (年 末 ) (年 末 ) 


景気 が 緩やか に 回 復 す る 中 で 、 近 年 、 主 要 行 等 及び 地域 銀行 の 信用 コス ト 率 は 、 過 去 の 平 
均 と 比べ て 極め て 低い 水準 で 推移 し て いた が 、 本 年 3 月 期 決算 で は 、 信 用 コス ト 率 は 上 昇 し 、 
銀行 の 貸出 先 企業 の デフ ォ ル ト 率 も 昨年 を 底 に 反転 上 昇 し て いる (図表 TL-3-(2)-10、11) 。 
今後 、 一 段 の デフ ォ ル ト 率 上 昇 は 、 銀行 の 信用 コス ト の 増加 に つなが る お それ が あり 、 動向 を 
注視 し て いく 必要 が ある 。 





図表 T-3-(2)-10 信用 コス ト 率 の 推移 図表 1-3-(2)-11 貸出 先 企業 の デフ ォ ル ト 率 
(bp) (96) 
120 3.75 
ーー*ー 信用 コス ト 率 (主要 行 等 ) 
190 3.25 
a "一 = 一 信用 コス ト 率 (地域 銀行 ) 
2.75 
60 
2.25 
40 
1.75 
20 
0 1.25 
-20 0.75 
03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 
(年 度 ) (年 度 ) 
( 注 1) 期 中 合併 に お ける 非 存続 金融 機関 の 計数 は 含ま れ な い 。 ( 注 1) 金融 機関 70 社 の 提出 デー タ よ り 集 計 し た デフ ォ ル ト 率 ( ニ デ フォ ル 
( 注 2) 信 用 コス ト 率 三 信用 コス ト 額 / 貸 出 金 残高 ト 先 数 / 非 デフ ォ ル ト 先 数 ) 





( 注 3) 信用 コス トニ (一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 十 個別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 十 特定 海 ( 注 2) デ フォ ルト 先 は 「 過 去 12 ヶ月 以内 に 、3 ヶ 月 以上 延滞 先 、 も し く は 破 

外債 権 引当 勘定 繰 入 額 十 貸出 金 償却 ) 一 ( 貸 倒 引当 金 戻入 益 十 償却 債権 取立 益 ) 綻 懸念 先 以 下 の 債務 者 区 分 に 初め て 該当 し た 債務 者 」、 非 デフ オル ト 先 

(資料 ) 金融 庁 は 「 前 年 3 月 末 (1 月 、2 月 に つい て は 前 々 年 3 月 末 ) 時 点 に お ける 、 正 常 
先 、 要 注意 先 の うち 、 過去 に デフ ォ ル ト 先 に 該当 し た こと が な い 債務 者 」 
(資料 ) 日 本 リス ク ・ デ ー タ ・ バ ンク より 、 金融 店 作成 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


本 邦 金融 機関 の 健全 性 を 確保 する 観点 か ら 、 


・ 長期 に 旧 る 低 金利 環境 下 に お いて 、 金 融 機関 が 過剰 な リス ク テ イ ク を 行い 、 そ の 結果 と し 
て 金融 シス テム に 大 き な 影 響 を 及ぼ す リ スク が 蓄積 し て いな いか 


・ 低 金利 環境 や マク ロ 環 境 が 変化 する 中 に お いて 、 金 融 機関 が 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル 
を 構築 し 、 健 全 性 を 維持 で きる か 


と いっ た 点 を 注視 し 、 内 外 経 済 ・ 金 融 市 場 の 動向 を リア ル タ イ ム に 情報 収集 する 。 そし て 、 得 ら 
れ た 情報 を 踏ま え 、 金 融 ン レス テム に お ける 潜在 的 な リス ク 等 を 分 析 ・ 評 価 し た 上 で 、 横 断 的 な 
視点 か ら 金 融 機関 を モニ タリ ング し て いく 。 さら に 、 確 認 さ れ た リス ク に 対し て 、 日 本 銀行 等 と も 
連携 し 多面 的 な 情報 分 析 を 行い 、 金 融 ン シス テム の 安定 を 確保 する 観点 か ら 、 必 要 な 検討 及び 
対応 を 行う 。 


(3) 地域 金融 
① 地域 金融 機関 の 課題 と 対応 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


地域 金融 機関 を 取り 巻く 環境 は 、 低 金利 環境 の 継続 や 人 口 減少 、 高 齢 化 の 進展 等 に より 
年 々 厳し さ を 増し て いる 。 こう し た 中 、 地 域 金 融 機 関 に お いて 安定 し た 収益 や 将来 に わた る 健 
全 性 が 確保 され な い 場 合 、 結 果 と し て 、 地 域 に お いて 十分 な 金融 仲介 機能 を 発揮 で き な く な り 、 
地域 経済 や 利用 者 に 多大 な 悪影響 を 与え る こと に も な りか ね な い 。 

その た め 、 地 域 金融 機関 は 、 持 続 可 能 な ビジ ネス モデ ル を 構築 し 、 将 来 に わた る 健全 性 を 
確保 する こと が 必要 で ある 。 一 つつ の 地域 金融 機関 の お か れ た 環境 、 経 営 理念 ・ 経 営 資源 
等 に 応じ 、 最適 な ビジ ネス モデ ル は 人 金融 機関 ご と に 異な る こと か ら 、 ま ず は 、 地 域 金 融 機関 の 
経営 者 が 、 自ら に 適し た ビジ ネス モデ ル と は 何 か 、 真 剣 に 検討 する こと が 重要 で ある 。 

他方 、 顧 客 で ある 地域 企業 を みる と 、 厳し い 経営 環境 に 直面 する 中 で 、 経 営 改 善 や 事業 再 
生 、 事 業 承 継 等 が 必要 な 企業 が 多数 存在 し て いる 。 こ うし た 地域 企業 の 中 に は 、 例 えば どの よ 
うな 経営 戦略 ・ 計 画 を 描き 、 そ れ を どの よう に に 実現 し 、 そ の 実現 の た め に は どの よう な 人 材 を 確 
保 す れ ば よい の か 、 ま た 、 ど の よう に ファ イナ ンス を すれ ば よい の か 等 が 分 か ら ず 、 自 身 の 生 
産 性 向上 が 実現 で き て いな い 企 業 も 多い の で は な いか と の 指摘 も ある 。 

地域 金融 機関 は 、 地 域 企業 の 真 の 経営 課題 を 的 確 に 把握 し 、 そ の 解決 に 資す る 方 策 の 策 
定 及び 実行 に 必要 な アド バイ ス や 資金 使途 に 応じ た 適切 な ファ イナ ンス の 提供 、 必 要 に 応じ た 
経営 人 材 等 の 確保 等 の 支援 を 組織 的 ・ 継 続 的 に 実践 する 必要 が ある 。 こ の よう な 人 金融 仲介 機 
能 を 十分 に 発揮 する こと に よっ て 、 地 域 企 業 の 生産 性 向上 を 図り 、 ひ いて は 地域 経済 の 発展 
に 貢献 し て いく こと が 求め られ て いる 。 こう し た こと が 、 金 融 機関 自身 に と っ て も 継続 的 な 経営 
基盤 を 確保 する 上 で 重要 で ある と 考え られ る (「 共 通 価値 の 創造 」) 。 
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地域 金融 機関 が 将来 に わた る 健全 性 を 確保 し 、 地域 に お ける 金融 仲介 機能 を 継続 的 に 発 
揮 す る た め に は 、 経 営 陣 が 、 確 固 た る 経営 理念 を 確立 し 、 そ の 実現 に 向け 、 的 確 な 現状 分 析 
に 基づく 実現 可能 性 の ある 経営 戦略 ・ 計 画 を 策定 し 、 こ れ を 着実 に 実行 する た め の 熊 勢 を 構築 
する 必要 が ある 。 この 中 で 、 金 融 機関 の 実情 に 応じ 、 例 えば 、 リ スク ・ ア ペタ イト ・ フ レー ム ワ ー 
ク (RAF) 、 金 融 仲 介 機 能 の ベン チマ ー ク 、 ポ ボ ポートフォリオ 全体 の 分 析 や ビジ ネス ライ ン ご と の 経 
営 分 析 、 ス トレ ステ スト 等 を 活用 する こと が 考え られ る 。 その 際 、 時 間 軸 を し っ か り と 意識 し て 取 
り 組む こと が 鍵 と な る 。 また 、 経 営 計画 に つい て は 、 営 業 店 へ の 浸透 を 図る と と も に 改善 を 図る 
こと (PDCA の 実践 ) が 求め られ る 。 さ ら に 、 取締 役 会 (社外 取締 役 を 含む ) が ガバ ナン ス を 発揮 
し 、 経 営 に 対し て 有益 な 貢献 や 規律 付け を 行う こと も 重要 で ある 。 

こう し た 認識 の 下 、 地 域 金融 機関 の 経営 や お ガバ ナン ス に つい て 深度 ある モニ タリ ング を 行い 
な が ら 、 金 融 仲介 機能 の 適切 な 発揮 と 健全 性 確保 の 両立 を 目指 す 。 そ の 際 、 個 別 の 金融 機関 
の 実情 等 に 十分 配慮 し 、 画 一 的 な 対応 に な ら な いよ うに 努め る こと が 重要 で ある ほか 、 多数 の 
金融 機関 に 対し て は 人 金融 仲介 機能 の 発揮 に 向け た 取組 み を 見 守る 一 方 、 収 益 性 が 大 幅 に 低 
下 ・ 継 続 的 に 低迷 し て いる よう な 一 部 の 金融 機関 に 対し て は 早め 早め の 経営 改善 を 促す な ど 、 
課題 に 応じ た 対応 が 必要 と な る 。 

金融 庁 に お いて は 、 地 域 金 融 機関 が 目指 ナ サ ビ ジネス モデ ル と その 持続 可能 性 、 金 融 仲介 機 
能 の 発揮 等 に つい て 、 財 務 局 と 一 体 と な り 対 話 、 モ ニタ リン グ を 実施 し て いく 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


地域 金融 機関 巡る 経営 環境 


昨 事務 年 度 「 実 践 と 方 針 」 で は 、 一 昨年 度 に お いて 地域 銀行 106 行 中 52 行 が 顧客 向け サー 
ビス 業務 の 利益 が 連続 赤字 、 う ち 23 行 は 5 期 以 上 の 連続 赤字 と な っ て いる な ど 、 同 利益 が 赤 
字 と な っ た 銀行 の 多く で 黒字 転換 で き な い 状況 が 串 え る こと を 指摘 し た 。 

昨年 度 (2019 年 3 月 期 ) の 顧客 向け サー ビス 業務 の 利益 の 状況 を 見 る と 、 経 費 の 減少 等 に 
より 、 連続 赤字 と な っ て いる 銀行 数 は 105 行 中 45 行 と 減少 し た 一 方 、5 期 以上 の 連続 赤字 と な 
っ て いる 銀行 数 は 23 行か ら 27 行 へ と 増加 する な ど 、 黒 字 転換 の 進ま な い 状 況 が 続い て いる 
(図表 1-3-(3)-1) 。 


78 


過去 5 年 間 の 地域 銀行 の 決算 の 状況 を 見 る と 、 コ ア 業 務 純 益 ( 投 信 解 約 損益 除く ) は 、 貸 出 
利 輌 の 縮小 か ら 低下 傾向 で 推移 し 、 当期 純 利益 も 、 昨年 度 に お いて 与信 関係 費用 の 増加 等 を 
背景 に 減少 し て いる 。 ゾ 特に 、 信 用 コス ト 率 は 、 極 め て 低い 水準 で 推移 し て いる も の の 、2017 年 
度 以降 は 上 昇 し て お り 、 今 後 の 動向 を 注視 し て いく 必要 が ある 。 信 用 金庫 ・ 信 用 組合 の 決算 に 
つい て も 、 コ ア 業 務 純 益 が 足元 微増 で や る も の の 、 お お むね 地域 銀行 と 同様 の 傾向 と な っ て い 


図表 T-3-(3)-1 地域 銀行 の 顧客 向け サー ビス 業務 利益 の 状況 
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( 注 1) 顧客 向け サー ビス 業務 の 利益 率 
三 (貸出 残高 x 預 貸金 利回り 差 十 役務 取引 等 利益 一 営業 経費 ) ン 預金 ( 平 残 ) 
( 注 2) 連続 赤字 行 数 比率 は 、 地 域 銀 行 105 行 (17 年 度 以前 は 106 行 ) に 占め る 顧客 向け 
サー ビス 業務 の 利益 率 が 2 期 以 上 に わた っ て 連続 し て 赤字 と な っ て いる 銀行 の 
比率 。 
( 注 3) 2 期 以 上 の 連続 赤字 行 は 、 黒 太 枠 で 表示 。 
( 注 4) 18 年 5 月 に 発足 し た きら ぼ し 銀行 に つい て は 、17 年 度 以前 に お いて は 、 
旧東 京都 民 銀行 の 利益 率 を 使用 し た 。 
(資料 ) 金融 庁 








る (図表 1 -3-(3)-2、3、4) 。 


図表 1-3-(3)-2 地域 銀行 の 決算 の 状況 
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= 投信 解約 損益 
ーー 当期 純 利 益 





= 法人 税 等 
中 間 コ 有 価 証券 売買 損益 等 
コア 業務 純益 (投信 解約 損益 除く ) 


( 注 1) 期中 合併 に お ける 非 存 続 金融 機関 の 係数 は 含ま れ な い 。 
( 注 2) 有価 証券 売買 損益 等 = 株 式 3 勘定 尻 寺 債券 5 勘定 尻 


( 注 3) 信用 コス トニ (一 般 貸 倒 引当 金 繰 入 額 十 個別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 十 特定 海外 債権 引当 勘定 繰 入 額 十 貸出 金 償却 ) 一 ( 貸 倒 引当 人 金 戻 


入 益 十 償 却 債権 取立 益 ) 
(資料 ) 金融 庁 
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図表 エエ -3-(3)-3 信用 組合 ・ 信 用 金庫 の 決算 の 状況 


図表 エ -3-(3)-4 地域 金融 機関 の 信用 コス ト 率 の 推移 


(bp) 


ーー ドー 信用 コス ト 率 (地域 銀行) ー ョ ー 信用 コス ト 率 (信用 金庫 十 信用 組合 ) 
50 





0 
07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 
(年 度 ) (年 度 ) 








( 注 ) 信 用 コス ト 率 = 信 用 コス ト 額 / 貸 出 金 残高 
(資料 金融 庁 

また 、 当 期 純 利 益 に つい て は 、 一 部 に は 、 投 資 信託 を 含む 保有 有価 証券 の 益 出 し に より 一 
定 水準 を 確保 する 動き も 見 られ る 。 し か し な が ら 、 益 出し は 金融 ・ 資 本 市 場 の 動向 の 影響 を 多 
分 に 受け る ほか 、 そ の 余力 に も 限界 が あり 、 特に 、 内 外 の 金融 ・ 資 本 市 場 が 不透明 感 を 増す 
中 で 、 益 出し に より 将来 に わた り 継 続 的 か つ 安 定 的 に 収益 を あげ て いく こと は 困難 と 考え られ 
る 。 

継続 的 か つ 安 定 的 な 収益 状況 を 把握 する に 当たっ て は 、 一 時 的 な 有価 証券 の 益 出し 等 を 
除い て 考え る 必要 が ある が 、 コ ア 業 務 純 益 に は 、 債 券 や 株 式 に よる 直接 の 益 出 し 分 (債券 関 
係 損益 、 株 式 等 関係 損益 ) は 含ま れ て いな いい ーー 方 、 投資 信託 解約 損益 は 含ま れ て いる 。 こう し 
た 点 を 踏ま え 、 本 年 5 月 、 他 の 有価 証券 の 売却 損益 と 同様 に 、 投 信人 解約 損益 に つい て も その 
影響 を 除い た 数 字 を 把握 で きる よう 、「 コ ア 業 務 純 益 (除く 投資 信託 解約 損益 )」 を 法令 上 の 開 
示 項 目 と する 銀行 法 施行 規則 等 の 一 部 を 改正 する 内 閣府 令 ( 案 ) を 公表 し 、 意 見 公募 手続 を 
実施 し た 。 


金融 仲介 機能 の 発揮 状況 


(企業 か ら 見 た 金融 機関 の 評価 (企業 アン ケー ト 調 査 ) ) 


顧客 企業 に よる 金融 機関 の 評価 を 明らか に する た め 、 金 融 庁 で は 、2015 年 度 よ り 地 域 銀行 
を メイ ン バ ン ク と する 企業 に 対し て アン ケー ト 調 査 を 実施 し て いる 。 

2018 年 度 調査 “で は 、 前 年 度 の 調査 で 一 定 の 改善 の 兆し が 須 わ れ た 「 金 融 機関 に よる 顧 
客 企業 の 事業 内 容 等 の 理解 や 顧客 と 向き 合う 意識 ・ 取 組 姿勢 」 の 次 の ステ ッ プ と し て 、「 銀 行 
か ら 顧 客 企業 へ の 経営 課題 や 評価 の 情報 の フィ ー ド バッ ク 」 と 、 そ れ に 関す る 「 顧 客 企業 の 認 
識 と の 一 致 」 の 状況 に 主眼 を お いた 。 











9 2018 年 度 調査 で は 約 3 万 社 に 対し て アン ケー ト を 依頼 し 、9, 371 社 か ら 回 答 が あっ た (回 答 率 : 約 
3 割 、 地 域 銀行 1 行 あ た り の 平均 回 答 者 数 : 135 社 ) 。 
































80 


調査 に よれ ば 、 地 域 金融 機関 の 事業 性 評価 の 進展 に より 、 経 営 課題 に つい て 納得 感 の ある 
分 析 や 対応 を 行っ て いる と 考え る 企業 が 約 半 数 に 上 っ た 。 また 、 こ れ ら の 企業 の 9 割 弱 が 、 当 
該 取 引 金融 機関 この 取引 継続 を 強く 希望 し て いる (図表 T-3-(3)-5) 。 


図表 T-3-(3)-5 共通 理解 の 醸成 と 取引 継続 意向 


① 経 営 課題 等 を 
聞い て くれ る 


③⑨① か つ 、 分 析 結 
果 等 を 伝え て くれ る 


③⑤ め か つ 、 フ ィ ー ド 
バッ ク 内 容 に 納得 感 
が ある 





安定 的 な 顧客 
基盤 の 確保 


あの うち 、 取引 継続 意向 86% 


ロ 是 非 、 取引 を 維 続 し た い ロロ その 他 の 回 答 ( 注 ) メイ ン バ ン ク に つい て 集計 (n=8, 057) 


(資料 ) 金融 庁 


こう し た 結果 か ら は 、 金 融 機関 が 金融 仲介 機能 を 発揮 し て いく 上 で 、 取引 先 企業 の 経営 課題 
等 に 耳 を 傾け 、 企業 と 向き 合う こと は も と より 、 自身 の 分 析 結 果 を 伝え 、 企 業 と の 間 で 認識 を 一 
致 さ せ て 共通 理解 の 醸成 を 進め て いく こと が 、 人 金融 機関 に と っ て も 安定 的 な 顧客 基盤 の 確保 に 
つなが っ て いく こと が 有 暑 わ れる 。 


図表 T-3-(3)-6 事業 性 評価 に 基づく 与信 先 数 ・ 融 資 額 の 全体 に 占め る 割合 の 推移 






導 090- . 下 ニニ ニー ニコ コニー ゴ ニ コ ニュ ニニ ュー ニコ コニー ピヨ ニニ ニニ ニュ モニ ラニ ニニ デニ ニー ュー ニュ ニニ ニュ ココ ニュ さ 
30.869% 

0O6 トコ = ョ こう ここ と ここ ラニ ーー ここ ここ ここ ここ とこ ここ ーー 59 ーーーー 
18.4296 17.9596 

2096 トーーーーーーーーー ラ ンー 生 ーー バー バー イーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー 

15.0196 
Oo 
10% 18.2326 っ 
0% 








15 16 17 18 














= 一 事業 性 評価 に 基づく 与信 先 数 の 全体 に 占め る 割合 (人 
一 地 業 性 評価 に 基づく 融資 額 の 全体 に 占め る 割合 





























( 注 ) 16/3 期 ~19/3 期 の 4 期間 に お いて 全て の 計数 の 確認 が 
で きる 地域 銀行 に つい て 集計 (n 三 88) 。 
(資料 ) 金融 庁 
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また 、 こ うし た 企業 の 事業 内 容 や 成長 可能 性 を 適切 に 評価 する 事業 性 評価 に 基づく 融資 に 
つい て 、 地 域 銀行 か ら 提 出さ れ た 「 金 融 仲介 機能 の ベン チマ ー ク 」 の 進捗 状況 を 見 る と 、 一 定 
の 進展 が 見 て 取れ る 。 具体 的 に は 、 共 通 ベ ンチ マー ク の 一 つ で ある 「 事 業 性 評価 に 基づく 与信 
先 数 ・ 融 資 額 の 全体 に 占め る 割合 」 の 推移 に つい て みる と 、 与 信 先 数 ・ 融 資 額 と も 年 々 割合 が 
上 昇 し て お り 、 着 実 な 取組 み の 進展 が 肝 え る 。 

企業 アン ケー ト 調 査 で は 、 過去 1 年 間 に 取引 先 銀行 か ら の 「 融 資 を 必要 と し な か っ た 」 と 回 答 
し た 企業 の 割合 は 約 2 割 で ちっ た が 、 こ の うち 取引 先 銀行 か ら 何 ら か の 提案 を 受け た い サ ー ビ 
ス が ある と 回 答 し た 企業 は 7 割 超 あ り 、 融資 ニー ズ が な い 企 業 で も 、 融資 以外 の サー ビス の ニニ 
ー ズ は 相応 に ある こと が 是 わ れる 。 また 、 実 際 の 地域 銀行 の 企業 訪問 時 の 取組 状況 に つい て 
は 、「 資 金 繰り の 相談 、 融 資 の 提案 」 が 6 割 に 上 る 一 方 、「 経 営 改善 支 援 サ ービス の 提案 」 は 3 
割 に 止ま っ て お り 、 引き 続き 、 地 域 金融 機関 に お いて 、 取引 先 企 業 の ニー ズ を 波 み 取り 、 こ れ 
に 応じ た 各種 サー ビス を 提供 し て いく こと が 期待 され る (図表 TI-3-(3)-6、7) 。 

こう し た 観点 か ら も 、 金融 機 関 に お いて は 、 事 業 性 評価 等 を 行う に あたっ て 、 書 類 作成 が 目 
的 化す る な どの 形式 的 な 対応 で は な く 、 顧客 の 真 の ニー ズ を 把握 し 的 確 に これ に 応じ る な ど 実 
質 的 な 経営 支援 サー ビス に つなげ て いく こと が 重要 で ある 。 


図表 エー-3-(3)-7 融資 ・ サ ービス に 対す る ニー ズ 













































































Q. 過去 1 年 間 、 取引 金融 機関 か ら と どの よう な 「 融 資 」 Q. 取引 金融 機関 か ら 「 提 案 を 受け た い サ ービス 」 に は 
を 受け た いと 思い まし た か 。 (複数 回 答 可 ) と の よう な も の が あり ます か 。 (複数 回 答 可 ) 
0% 20% 40% 60% 
0% 20% 40% 60% 80% 2 ー lx ーー ヽ 
\ 
I 1 
財務 内 容 の 改善 
商品 や 原材料 等 の 仕 入 に 係る 運転 資金 人 1 
1 経営 人 材 紹介 
回 I I 
給与 等 の 経 綱 支払 い に 係る 運転 資金 閣 1 取引 先 ・ 販 売 先 の 紹介 %1 
(n8,170) I I 
正常 先 上 位 | 海外 展開 支援 1 
設備 投資 資金 (n=1,608) | 1 
NN ロ 正 常 先 下位 | M&A 1 
(n=4,721) - 定 費 の 削減 1 
過去 の 融資 金 の 返済 の た め の 資金 0 品 要 注意 先 以下 | 1 | 口 全 回 答 
ンー ここ ここ ここ ここ -- 上 2% ! 人材 育成 従業 員 福 祉 n=1,657) 
. 1 企業 保険 等 の 保険 商品 1 | ロ 正 党 先 上 位 
| 融資 は 必要 と し な か っ た ! ! (n=442) 
し ミー 1 投資 ・ 運 用 商品 の 購入 1 | ロロ 正常 先 下 位 
\ 1 
\、 その 他 ノン (mn=308) 
本 で ーーーーーーーーーーー モー ニ と ーー ニニ ーー ニー な の ロロ 要 注 意 先 以下 
(資料 ) 金融 庁 受け た い サ ビス 2 は な い に 9。 





(n=306) 





※「 融 資 は 必要 と し な か っ た 」 と し た 者 の 回 答 











82 


図表 IT-3-(3)-8 金融 機関 の 担当 者 に よる 訪問 時 の 取組 内 容 
Q. 過去 1 年 間 に つ いて 、 取引 金融 機関 の 担当 者 は 、 貴社 を 訪問 し た 際 、 どの よう な こと を し て くれ まし た か 。 (複数 回 答 可 ) 


0% 209% 40% 60% 80% 100% 





事業 に 関す る 対話 




















財務 ・ 経 営 状況 の 分 析 





















I 

I 回 答 
1 (n=8011) 
1 経営 改善 支援 2 の 提案 ロ 正 常 先 上 位 
ーーーーーーーーーーーーー ピロ エエ ラシー ニーー ゴ ーーーー ニ ーーー” (n=1586) 
自 行 の 金融 商品 勧誘 ! ロ 正 常 先 下位 
(n=4645) 

ロ 要 注意 先 以下 

(n=1777) 
1 




















特段 内 容 の な い 日 常 会 話 が 中 心 











その 他 





(資料 ) 金融 店 ※ メ イン バン ク に つい て の 回 答 











な お 、「 金 融 仲 介 機 能 の ベン チマ ー ク 」 に つい て は 、 当局 と 金融 機関 と の 対話 に お いて 活用 
され て いる と ころ 、 地域 金融 機関 の 経営 等 に お いて は まだ 積極 的 に 役立て られ て いな いと の 指 
摘 も あり 、 各 金融 機関 に お いて 、 広 く 現 状 把握 や 経営 分 析 に 活用 され る こと が 期待 され る 。 


(地域 金融 機関 に よる 中 堅 ・ 中 小 企業 へ の 海外 展開 支援 に 関す る 対応 ) 


顧客 企業 に 対す る 経営 支援 の 観点 か ら は 、 中 堅 ・ 中 小 企業 が 、 海 外 に 進出 する に 当たっ て 、 
資金 調達 以外 に も 、 必 要 な 情報 、 ノ ウ ハ ウ 、 人材 と いっ た 経営 資源 の 確保 等 の 様々 な 課題 に 
直面 し て いる こと も 、 重要 な 視点 と 考え られ る 。 地域 金融 機関 に は 、 地 域 の 中 堅 ・ 中 小 企業 が 
海外 進出 を 検討 する 時 か ら 進出 後に 事業 を 軌道 に 乗せ する まで の プロ セス 全体 に お いて 、 中 
堅 ・ 中 小 企業 に 伴走 する 支援 が 期待 され て いる 。 

地域 金融 機関 の 海外 展開 支援 に お ける 課題 に つき 調査 を 実施 し た 結果 、 地 域 金 融 機関 に 
お いて 、 専 門 機関 等 と 更に 連携 し 、 取 引 先 企業 の 海外 進出 時 の 課題 把握 ・ 戦 略 策定 及び 進出 
後 の 現地 通貨 に に る ファ イナ ンス や 人 材 ・ 販 路 拡大 等 の 支援 を 一 層 強 化す る こと が 課題 で ある 
こと が 確認 され た 。 こ の た め 、 特 に ニー ズ が 高い 課題 分 野 に 詳し い 内 外 の 専門 機関 等 を 招 陰 し 、 
全国 地方 銀行 協会 と 金融 庁 の 共催 で 「 海 外 進 出 支援 実務 セミ ナー」 を 開催 し 、 地 域 金 融 機関 
の 中 堅 ・ 中 小 企業 に 対す る 海外 展開 支援 に お ける 実務 能力 向上 や 専門 機関 等 と の 連携 強化 
を 図っ た 。 


持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 
(「 気 づき 」 を 得る た め の 対 話 の 実践 ) 
昨 事務 年 度 は 、 地域 金融 機関 に お ける 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 を 促す べく 、 金融 


機関 ご と に 異な る 時 間 軸 を 意識 し 、「 金 融 仲 介 機能 の 発揮 」 と 「 金 融 ン レス テム の 安定 」 の 両立 を 
念頭 に バラ ンス の と れ た モニ タリ ング を 実施 する よう 配慮 し た 。 
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こう し た 対話 に 当たっ て は 、 財 務 局 ・ 金 融 庁 それ ぞ れ に お いて 、 客 観 的 事実 に 基づい た 対話 
を 通じ て 、 当局 と 金融 機関 の 双方 が 新た な 気づき を 得る こと を 企図 する 「 探 究 型 対話 」 と いう 新 
た な モニ タリ ング 手法 を 構築 すべ く 、 工夫 と 実践 を 試み た 。 そう し た 中 で 、 例え ば 、 当局 と の 対 
話 を 契機 と し て 有価 証券 の 含み 損 の 早期 処理 に 動き 始め た 事例 な ど 、 当局 と 金融 機関 の 間 で 

気づき 」 を 得 た 事例 や 、 経 営 理念 の 現場 へ の 浸透 、 実 現状 況 に つい て の 問題 意識 を 金融 機 
関 と の 間 で 共有 で きた 事例 等 も 見 られ た 『。 

な お 、 対 話 に お いて は 、 経 営 ト ッ プ と の 議論 の ほか 、 役 員 や 本 部 職員 、 支 店 長 、 営 業 職員 と 
いっ た 様々 な 階層 と の 意見 交換 を 行い 、 経 営 方 針 の 組織 へ の 浸透 状況 や 営業 現場 で の 実践 
の あり 方 等 を 含め た 金融 機関 の 全体 像 を 把握 する よう 試み た 。 また 、 個別 金融 機関 と の 対話 
の ほか 、 業 界 団体 と も 協力 し て 、 複数 の 金融 機関 の 役員 や 支店 長 と の 意見 交換 会 の 実施 や 
業界 団体 主催 の 社外 取締 役 向け 研修 会 へ の 参画 に より 、 現 場 目線 で の 課題 の 把握 や 金融 機 
関 の ガ バナ ンス に 関す る 認識 共有 等 を 図っ た 。 


(対話 の 質 の 向上 に 向け た 情報 ・ 知 見 の 蓄積 ) 


昨年 9 月 に 立ち 上 げた 「 生 産 性 向上 支援 チー ム 」 で は 、 こ うし た 当局 に お ける 対話 の 質 を 高 
め 、 各 金融 機関 の 「 気 づき 」 に 資す る よう 、 情報 ・ 知 見 の 蓄積 に 取り 組ん だ 。 

具体 的 に は 、 東 北 地 区 に お いて 、 地 域 企 業 や 地方 自治 体 、 商 工 会 議 所 等 の 支援 関係 者 と 
の 対話 等 を 通じ た 関係 構築 、 地 域 企 業 の お か れ て いる 現状 ・ 産 業 の 構造 な ど に 関す る 幅広 い 
情報 収集 を 試み た 。 

この 結果 、 金 融 機関 の 取引 先 や 支援 関係 者 と の 面談 の 中 で 、 


・ 近 年 で は 、 地 域 金 融 機 関 に お いて 企業 の 経営 支援 サー ビス に 前 向き な 姿勢 が 見 え 始 め 
て お り 、 今 後に 期待 し て いる 

と いっ た 、 金 融 機関 の 取組 み を 評価 する 声 が 多数 聞か れ た 。 そ の 一 方 で 、 支 援 関係 者 か ら 

・ 金融 機関 が 経営 支援 サー ビス を 提供 する こと に より 、 規模 が 大 きい 企業 か ら 得 ら れる 手 


数 料 は 高く 、 金 融 機 関 の 職 員 も 評価 され る が 、 高 額 な 手数 料 負担 が 厳し い 小 規模 企業 は 
後回し に され が ち 


・ 金融 機関 は 、 創 業 支援 に つい て 相談 窓口 等 を 設置 し て いる が 、 必 ず し も 自ら 情報 を 拾い 
に 行く と いう 印象 は な く 、 創業 期 の 資金 繰り は 、 む し ろ る 税理士 等 の 方 が 熱心 で は な いか 


と いっ た 声 が 聞か れ た 。 さ ら に 、 取 引 先 企業 か ら は 、 


・ 税理士 や 支援 団体 に は 早め に 色々 と 相談 する が 、 金 融 機関 と は 金利 や 借入 条件 の 話 が 
ある の で 、 こ ちら も ある 程度 材料 を 揃え て か ら 対 応 し な けれ ば な ら な いと 考え て いる 。 ま た 、 
金融 機関 の 職員 は 、 得手 不得 手 が 明確 で な く 、 専門 分 野 が 何 か わ か ら な い 





年 8 月 28 
































「 探 完 型 対話 」 に 関す る 取組 み の 詳細 は 、「 金 融 仲介 機能 の 発揮 に 向け た プロ グレ スレ ポー ト 」 (本 
日 2 


話 」 
公表 ) 参照 
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・ 再生 計画 等 の 策定 に 当たっ て 、 人 金融 機関 と の 折衝 で は 、 残 債務 の 返済 原資 を 確保 する た 


め だ け に リス トラ あり き の 計 画 が つく られ る の で は な いか 、 計 画策 定時 に 金利 を 引き 上 げ 
る こと で 、 人 金融 機関 ば か り が 得 を し て いる の で は な いか な ど と 感じ る 


と いっ た 声 が 聞か れ た 。 こ の よう に 、 人 金融 仲介 の 課題 に つい て も 確認 こさ れ た と ころ で ある 。 


今後 、 こ うし て 得 ら れ た 「 探 究 型 対話 」 の 手法 や 知見 を 取り 入れ つつ 、 金 融 庁 と 財務 局 が 一 
体 と な っ て 、 引 き 続き 地域 銀行 自身 の 「 気 づき 」 に 基づく 組織 的 ・ 継 続 的 な 取組 み を 促し て いく 。 


(有価 証券 運用 モニ タリ ング ) 


平成 28 事務 年 度 及び 29 事務 年 度 の 有価 証券 運用 に 関す る モニ タリ ング 結果 を と り ま と め た 
「 地 域 銀行 有価 証券 モニ タリ ング 中 間 と り ま と め 」 “で 明らか に な っ た 課題 を 踏ま えて 、 オ ン ・ オ 
フー 体 の 有価 証券 運用 モニ タリ ング を 実施 し た 。 

その 結果 、 一 部 の 地域 銀行 に お いて 、 顧 客 向 け サ ービス 業務 の 利益 が 赤字 と な っ て いる 中 、 
これ を 補う た め に 期間 収益 の 積 上 げ あ りき の 投資 方 針 を 掲げ 、 自 行 の 経営 体力 に 見 合っ た リ 
スク 量 で は な く 、 当期 の 収益 を 確保 する こと を 前 提 と し た リス ク テ イ ク を 行い 、 多 額 の 含み 損 を 
抱え て し まっ た 事例 が 見 受け られ た 。 

他方 で 、 有 価 証券 運用 態勢 に 関す る 自ら の 状況 を 踏ま えて 、 経 営 陣 が し っ か り 関 与 し た 下 
記 の よう な 事例 も 見 受け られ た 。 


・ 損失 限度 額 管 理 態 勢 の 見 直し や アク ショ ンプ ラン の 策定 等 に より 、 外貨 金利 リス ク に 対す 


る 態勢 が 整備 され て いた こと に 加え 、2017 年 末 か ら の 米国 金利 が 上 昇 し 始め た タイ ミン グ 
で は 、 損 失 限度 額 や アク ショ ンプ ラン 発動 基準 に 抵触 し て いな か っ た も の の 、 経 営 陣 関与 
の 下 、 経 営 会 議 及 び ALM 委員 会 に お いて 検討 会 を 開催 し 、 機 動 的 に 意思 決定 を 行っ た 。 


・ リ スク テイ ク 領 域 や 投資 スタ ンス の 決定 に 経営 陣 が 関与 し た 上 で 、 運 用 方 針 や 計画 等 を 


明確 化し て いる 。 具体 的 に は 、 経 営 体力 や 現在 の 市 場 環 境 を 考慮 し て 、 自ら リス クコ ント ロ 

ー ル し や すい リス ク ( 株 式 、 金 利 ) を 市 場 環境 に 合わ せ て 取る 方 針 と し て お り 、 特に 、 機 動 

的 に 売買 を 行う 株 式 型 ・ 金 利 型 の 投資 信託 に つい て は 、 損 失 限 度 額 を コア 業務 純益 の 範 

囲 内 に 設定 する と と も に 、 保守 的 な スト レス テス ト を 実施 し た 上 で アク ショ ンプ ラン を 策定 し 、 
定期 的 な 見 直し を 行っ て いる 。 


さら に 、 地域 金融 機関 の 有価 証券 運用 に つい て は 、 低 金利 環境 が 継続 する 中 で 、 地 域 銀 行 
の 有価 証券 運用 全体 (政策 株 式 を 除く ) の 国債 や 地方 債 の うち 、 約 4 割 が 今後 3 年 以内 に 償 欄 
を 迎え る (図表 エ -3-(3) -9) 。 今後 、 同 様 の 資産 へ の 再 投資 で は 収益 低下 が 見 込ま れ 、 同 水 
準 の 利益 を 維持 する た め の 過 度 な リス ク テ イ ク の 懸念 が あめ る ほか 、 有価 証券 運用 態勢 に 影響 





党 「 地 域 銀行 有価 証券 運用 モニ タリ ング 中 間 と り ま と め 」( 昨 年 7 月 公表 ) で 示し た 地域 銀行 の 有価 証 































































































券 運 用 に 対す る 問題 意識 (① 経 営 体力 ・ リ スク コン トロ ー ル 能力 に 見 合っ た リス ク テ イ ク 、② リ スク テ 
イク に 見 合っ た 実効 的 な 運用 態勢 ・ リ スク 管理 態勢 の 構築 、③ リ スク ガバ ナン ス の 発揮 ) に 基づき 、 対 





話 を 実 
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施 (https://www. fsa. go. jp/news/30/ginkou/20180713-1/20180713-1-2. pdf)。 
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を 与え る 時 価 算 定 会 計 基 準 の 見 直し も 行わ れ て お り “、 継 続 的 に 地域 金融 機関 の 状況 を モニ 
タリ ング し て いく 必要 が ある 。 


図表 -3-(3)-9 地域 銀行 の 有価 証券 の 保有 状況 (2019 年 3 月 末 時 点 ) 


国債 ・ 地 方 債 33 兆 円 








1 
| 1 
! ! 
その 他 の 証券 | i 
28% ! ! 
i | 
| 1 
80 兆 円 
996 1 26% 1 年 超 3 年 
= ミ | ka 営 還 
社債 ! 3 15 光 円 
21% i 1.。、 | ポー ト フ リオ 
| 18% | 1 年 以内 貸本 | Os 


(資料 ) 各社 公表 資料 より 、 金 融 庁 作成 


(早期 警戒 制度 の 見 直し ) 
昨 事 務 年 度 「 実 践 と 方 針 」 に 記載 し て いる と お り 、 地 域 金 融 機関 が 、 将 来 に わた る 健全 性 を 


確保 し 、 金 融 仲介 機能 を 継続 的 に 発揮 し て いく た め 、 足 元 の 実態 に 留まら ず 、 持 続 可能 な 収益 
性 、 将 来 に わた る 健全 性 に つい て モニ タリ ング を 行い 、 早 め 早め の 経営 改善 を 促す 観点 か ら 、 
早期 警戒 制度 を 見 直し 、 監 督 指針 の 改正 を 行っ た (図表 エー-3-(3)-10) 。 


図表 1-3-(3)-10 早期 警戒 制度 見 直し の 概要 


「 収 益 性 改善 措置 」 
足下 の 基本 的 な 収益 指標 を 基準 と し て 、 収 益 性 の 改善 が 必要 と 認め られ る 銀行 に 対し て ヒア リン グ 等 を 実施 し 、 改 善 を 促す 。 
必要 に 応じ て 、 報 告 徴 求 命令 ( 法 第 24 条 ) お よび 業務 改善 命令 ( 法 第 26 条 ) を 発出 。 





























安定 性 (市 場 リ スク ) 改 善 措置 、 資 金 繰り 改善 措置 が 存在 。 





※ な お 、 上 記 の ほか 、 信 


新しい アプ ロー チ 








リス ク 改 善 措置 、 











「 収 益 性 改善 措置 」 を 見 直し 






































銀行 自ら が 想定 する 将来 の 収益 や 自己 資 
本 の 見 通し に つい て 、 以 下 の 観 点 か ら 総 
合 的 に 妥当 性 を 検証 。 

・ 地 域 の 経済 状況 や 顧客 基盤 の 見 通し 


以下 の 項目 に つい て 、 足 下 の 傾 向 が 継 
続 す る と 仮定 し た 場合 の 将来 (概ね 5 


ステ ッ プ 2 の 結果 、 例 えば 、 将 来 の 一 定期 
間 ( 概 ね 5 年 以内 ) に 、 コ ア 業 務 純 益 (除く 





年 以内 ) の コア 業務 純益 (除く 投資 信 
託 解約 損益 ) や スト レス 事象 を 想定 し 


た 自己 資本 比率 を 算出 。 


・ 貸 出 金 ・ 預 金利 息 
・ 有 価 証券 利息 配当 金 
役務 取引 等 利益 
これ ら の 状況 が 一 定 の 水準 を 下回る 銀 
行 に 対し て 、 ス テッ プ 2 の 対応 を 実施 。 
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・ 実 施 予定 の 施策 と その 効果 (トッ プラ 
イン の 増強 、 経 費 削減 、 増 資 等 ) 

・ 追 加 コ スト の 発生 (本 店 建 替 ・ 償 却 、 
シス テム 更改 費用 、 減 損 、 繰 延 税金 資 
産 の 取崩し 、 信 用 コス ト 等 ) 

・ 有 価 証券 の 益 出し 余力 等 

その 際 、 銀 行 が 自ら の 経営 理念 ・ 経 営 戦 

略 に 照ら し 、 ど の よう な 人 金融 仲介 機能 を 

発揮 し よう と し て いる か 、 必 要 な 人 的 資 

源 が 十分 に 確保 ・ 育 成 ・ 活 用 され て いる 

か 等 に 留意 。 





(1) ⑤ イ ) c) 会 計 基 準 の 高 品質 化 参照 
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投資 信託 解約 損益 ) が 継続 的 に 赤字 に な 
る 、 ま た は 最低 所 要 自 己 資本 比率 を 下 回 
る こと が 見 込ま れる 銀行 に 対し 、 

・ 検 査 等 を 実施 し 、 業 務 運 営 や ガバ ナン ス 
の 発揮 状況 等 に つい て 深度 ある 検証 を 
実施 。 

・ 報 告 徴 求 命令 の ほか 、 業 務 改 善 を 確実 
に 実行 させ る 必要 が ある と 認め られ る 場 
合 に は 、 業 務 改 善 命令 を 発出 。 





【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


地域 金融 機関 は 、 安定 し た 収益 性 を 確保 し 、 金 融 仲 介 機 能 を 十分 に 発揮 する こと に よっ て 、 
地域 企業 の 生産 性 向上 や 地域 経済 の 発展 に 貢献 する こと が 求め られ る 。 

この た め に は 、 経 営 陣 が 、 確 固 た る 経営 理念 を 確立 し 、 こ れ と 整合 的 な 経営 戦略 ・ 計 画 を 策 
定 し 、 例 えば 、 本 部 に お いて は コス ト ・ リ ター ン の バラ ンス の 確保 を 図り つつ 営業 店 と の 連携 強 
化 を 進め る 一 方 、 営業 店 に お いて は 顧客 本 位 の 営業 を 行う こと に より 経営 戦略 を 実践 する な ど 、 
経営 理念 ・ 戦 略 を 適切 に 実行 に 移し て いく 必要 が ある 。 また 、 そ の 実施 状況 に つい て 、 評 価 ・ 進 
捗 管理 や 、 経 営 理念 と 実践 の 整合 性 等 の 確認 を 行っ た 上 で 、 様 々 な 経営 分 析 や 調査 も 活用 し 、 
経営 戦略 の 実践 を 阻害 する 要因 を 特定 し 、 改 善 策 の 策定 ・ 実 行 に つなげ て いく 必要 が ある 
(PDCA の 実践) 。 

こう し た 観点 か ら 、 金 融 庁 と し て は 、 経 営 理念 の 下 で の 戦略 ・ 計 画 の 実行 、PDCA の 実践 状 
況 、 収 益 管 理 の 取組 状況 等 に つい て 、 地 域 金 融 機 関 の 各 階層 (経営 トッ プ か ら 役 員 、 本 部 職 
員 、 支 店 長 、 営 業 職員 ) 、 社 外 取締 役 と フラ ッ ト な 関係 で 対話 を 実施 し て いく 。 また 、 対話 に 当 た 
っ て は 、 金 融 機関 この 間 で 、 心 理 的 安全 性 を 確保 する こと に 努め る (コラ ム ③ 参 照 ) 。 さ ら に 、 現 
場 目線 で の 課題 の 把握 等 に 努め る 観点 か ら 、 業界 団体 と の 連携 し た 取組 み を 更に 進め て いく 
(詳細 は 後述 )。 

また 、 将 来 に わた る 収益 性 ・ 健 全 性 の 確保 の 観点 か ら 懸念 の ある 地域 金融 機関 に 対し て は 、 
早期 警戒 制度 を 活用 し つつ 、 モ ニタ リン グ 等 を 実施 し て いく 。 
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【 コ ラム ③】「 心 理 的 安全 性 」 に つい て 


| 「 心 理 的 安全 性 」 と は 、 一 人 ひと り が 不安 を 感じ る こと な く 、 安心 し て 発言 ・ 行 動 で き ! 
| る 場 の 状況 や 雰囲気 と 解 され 、 チ ー ム 人 の 生産 性 向上 に 資す る 重要 な 要素 と し て 近年 | 
| 着目 され て いる が "“、 職場 等 で の チー ム 構 成員 と リー ダー と の 対話 場面 へ の 適用 に | 
| 留まら ず 、 様 々 な 場面 で 活用 し 得る 概念 で は な いか と 考え て いる 。 | 
| 特に 、 金 融 機関 と 金融 庁 の 対話 に 当たっ て は 「 心 理 的 安全 性 」 が 重要 で ある 。 昨 年 | 
| 地域 生産 性 向上 支援 チー ム が 行っ た 部 地域 金融 機関 と の 対話 で は 、 監 督 ・ 被 監 | 
| 督 の 関係 が ある 中 で も 「 心 理 的 安全 性 」 を 確保 する よう 努め 、 フ ラッ ト な 対話 を 行う こ 
| と を 心がけ た 。 その 結果 、 経 営 理念 や 戦略 の 背景 ・ 理 解 等 に つき 、 経 営 トッ プ だ け で | 
| は な く 本 部 各部 門 ・ 営 業 店 に お ける 様々 な 階層 の 職員 か ら 率直 に 意見 を 伺う こと が | 
| で きた 。 また 、 対 話 を 重ね る こと で 、 金融 機関 の 経営 理念 や 戦略 等 の 具体 化 や 現場 | 
deen 課題 を より 深く 理解 し 、 金 融 機関 と の 間 で お 互い に | 
の 認識 を 共有 する に 至っ た 。 | 
0 「 心 理 的 安全 性 」 が 確保 され た 対話 を 進め る こと に よっ て 、 金融 庁 と し | 























134 Edmondson, A. (1999) で は 、「 素 朴 な 意見 を 述べ る 等 対人 関係 で リス ク の ある 行動 を 取っ て も 、 安 全 
で ある (不利 に 扱わ れる こ と が な い 等 *) と チー ム メ ン バ ー 全 員 が 感じ て いる こと 」 と 定義 され て いる 。 
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また 、 米 ・Google 社 に よる チ ム サ 完 プ ロジ ェクト (Project Aristotle) で は 、 チ ー ム の 生産 性 に 影響 



































を 及ぼ す 大 き な 要 素 と し て 、 例 えば 、 心 理 的 安全 性 が 確保 され て いな い 場 合 に 、 メ ン バ ー が 周囲 の 評価 
を 気 に か ける あま り 、 結 果 と し て 、 チ ー ム の 生産 性 を 低下 させ る 財 が 、 指 摘 さ れ て いる 。 
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| て は 、 こ れ ま で 必ず し も 捉え る こと の で き な か っ た よう な 人 金融 機関 に お ける 特徴 ある | 
| 取組 みや 地域 経済 の 実情 等 に つい て 「 気 づき 」 を 得 、 個 々 の 金融 機関 を より 深く 理解 | 
| で きる の で は な いか 。 ま た 、 金融 機関 と し て も 、 こ うし た 対話 に 基づく 様々 な 「 気 づき 」 | 
| も 含め 、 自 発 的 な 創意 工夫 を より 発揮 する 契機 と な り 得る の で は な いか と 考え られ | 
| る 。 | 
| また 、 例 えば 、 金 融 機 関 と 顧客 の 関係 に お いて も 、 地 域 の 企業 等 か ら 、 本 文 p84 | 
| 85 に ある よう な 金融 機関 に 対す る 厳し い 意見 が 寄せ られ て いる と ころ で ある が 、「 心 | 
| 理 的 安全 性 」 が 確保 され た 対話 を 継続 する こと に よっ て 、 両者 の 信頼 関係 を 構築 する | 
| こと が 可能 に な る の で は な いか 。 金融 機関 と 取引 先 企業 の 信頼 関係 が 構築 され て い | 
| た こと で 、 地 域 企業 の 課題 が 解決 され た 事例 (中 小 企業 の 事業 承継 に お ける メイ ン バ | 
| ンク に よる 他 の 取引 企業 と の 経営 統合 の 仲介 事例 等 ) も 多数 確認 され て いる (詳細 | 
| は プロ グレ スレ ポー ト 参 照 )。 | 


心理 的 安全 性 の 確保 に よる 金融 機関 





































Ace 経営 陣 取締 役 会 等 に よる 
闘 達 な 議論 の 促進 4 Nm | ガバ ナン ス 
(大 き な 戦略 等 に 方 向 性 と 
・ 明確 な 経営 理念 AE 
・ 着実 に 実行 する た め の 態勢 ・PDCA の 実 吐 実効 的 な 規律 付け ) 
・ 的 確 な 現状 分 析 に 基づい た 経営 戦略 (RAF な ども 活用 ) 
・ ノルマ 至 上 主義 ・ 経営 理念 の 理解 
・ 心 理 的 プレ ッ シ ャ ー トー ・ 気 付き や アイ デア の 共有 
・ 不 明確 な 指示 本 部 長 ・ 執 行 役 員 | 顧客 視点 の 改善 提案 
等 へ の 留意 等 の 温 3 
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金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 
(地域 企業 の 生産 性 向上 ・ 
ERMD EE 


















健全 性 の 確保 





OT OT OT RO OOOO TO OO OT TNG 


(持続 可能 な ビジ ネス モデ ル に 関す る 探究 型 対 話 の 実践 ) 


地域 金融 機関 の ビジ ネス モデ ル の 持続 可能 性 確保 に 向け て 、 昨 事務 年 度 に 試行 し た 「 探 究 
型 対話 」 で 得 ら れ た 知見 を 活用 し 、 対話 手法 の 確立 や モニ タリ ング の 担い 手 の 能 力 向上 、 財 務 
局 へ の 浸透 を 図り な が ら 、 金 融 庁 ・ 財 務 局 が 一 体 と な っ て 地域 金融 機関 この 間 で ビジ ネス モデ 
ル に 関す る 対話 を 深め て いく 。 

また 、 個別 金融 機関 と の 対話 の ほか 、 業 界 団体 と も 協力 し て 、 複 数 の 金融 機関 の 役員 や 支 
店 長 と の 間 で 意見 交換 を 行う 場 を 継続 的 に 設け 、 こ うし た 場 で の 対話 等 を 通じ 、 現 場 目線 で の 
課題 の 把握 等 に 努め る 。 

さら に 、 生産 性 向上 支援 チー ム で は 、 昨 事務 年 度 、 東 北 地方 で 地域 の 関係 者 と の 対話 を 通 
じ て 地 域 企 業 の 現状 ・ 産 業 構造 等 に 関す る 幅広 い 情報 収集 ・ 関 係 構築 を 試み た が 、 金融 研究 
セン ター と も 協力 し な が ら 、 こ の 取組 み の 対 象 地 域 を 全国 へ 拡げ 、 探究 型 対話 の 実践 の 際 の 
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有用 な 材料 と し 、 金融 庁 ・ 財 務 局 に お ける 金融 機関 と の 対話 の 質 を 向上 させ て いく 。 


(地域 経済 エコ ンス テム の 推進 ) 


金融 育成 庁 と し て 、 昨 事務 年 度 、 金 融 庁 若手 有志 が 立ち 上 げた 「 地 域 課 題 解 決 支援 チー ム 」 
や の 取組 み を 更に 進め 、 チ ー ム メン バー が 地域 課題 の ある 現場 に 飛び 込み 、 地 方 と 中 央 、 官 と 
民 の 結節 点 と な っ て 、 地 域 課題 の 解決 に 直接 資す る 施策 を 共同 企画 ・ 実 施し て いく と と も に 、 こ 
の 活動 を 組織 的 に 支援 する 「 地 域 課 題 解決 支援 室 」 を 起ち 上 げ る 。 

同室 及び 生産 性 向上 支援 チー ム の 活動 を 通じ て 財務 局 と 連携 を 強化 し な が ら 、 地 域 の 課題 
解決 、 地 域 経 済 エ コン ステ ム の 形成 ・ 深 化 に 貢献 し て いく 。 


(金融 機関 の ガバ ナン ス 機 能 の 向上 に 向け た 対応 ) 


経営 トッ プ や 社外 取締 役 等 と の 対話 の チャ ネル や 機会 を 充実 させ る と と も に 、 こ れ に 留まら 
ず 、 金 融 機 関 と 当局 の 双方 が 共通 の 課題 認識 を 持っ て 、 そ の 解決 に 向け て より 一 層 具 体 的 か 
つ 深 度 あ る 対話 を 行い 、 金 融 機 関内 で の 自発 的 な 議論 が 活発 に 行わ れる よう 、 以下 の 取組 み 
を 進め る 。 


・ 地域 金融 機関 の 経営 : ガ バナ ンス の 改善 に 資す る 主要 論点 (コア ・ イ シュ ー) を 策定 
・ 社 外 取 締 役 へ の 情報 発信 (対話 を 含む ) の 充実 


(有価 証券 運用 モニ タリ ング ) 


地域 金融 機関 が 有価 証券 運用 に 関す る 環境 変化 に 対応 で きる よう 、 関係 する 業界 と も 連携 
し な が ら 、 経 営 陣 に よる より 一 層 の リス ク ガ バナ ンス "\ の 発揮 (収益 目標 や 運用 方 針 の 明確 化 
を 含む ) や 、 リ スク テイ ク に 見 合っ た 有価 証券 運用 ・ リ スク 管理 態勢 の 強化 、 運 用 態勢 を 踏ま え 
た 外部 機関 の 知見 活用 の 必要 性 等 に つい て 、 地 域 金 融 機関 と 深度 ある 対話 を 行う こと に より 、 
有価 証券 運用 態勢 の 高度 化 を 促し て いく 。 

な お 、 協 同 組織 金融 機関 に つい て は 、 組 織 規模 等 か ら 人 的 ・ 物 的 リソース が 限ら れる 傾向 に 
ある こと か ら 、 十 分 と は いえ な い 態 勢 の 下 で 安易 な 有価 証券 運用 に 依存 し な いよ う 、 中 央 機関 
が 提供 する 有価 証券 運用 の サポ ー ト を 活用 する な ど 、 対 話 を 行っ て いく 。 











35 
関 職員 が 交流 を 深め る 「 ち いき ん 会 」 を 定期 的 に 開催 し 、 そ の 趣 言 に 賛同 し た 公務 員 ・ 金 融 関係 者 の 有 
志 の ネ ットワーク 構築 を 支援 し た 。 こ の 「 ち いき ん 会 」 で 把握 し た 地域 課題 に つい て は 、 中 央 と 地方 、 
産学 官 金 を つなぎ 、 中 小 企業 が 抱え る 経営 課題 の 解決 に 向け た 首都 圏 0B 人 材 を 活用 し た 支援 策 を と り 
まとめ る な ど 、 解 決 に 向け た 取組 み を 進め た 。 

3 取締 役 会 等 に お いて 、① 経 営 理念 











「 地 域 課題 解決 文 援 チー ム 」 で は 、 昨 事務 年 度 、 例 えば 、 地 域 活性 化 に 関心 の ある 公務 員 と 金融 機 












































































































































こ 即 し た リス ク テ イ ク 領 域 と 、 経 営 体力 や リス クコ ント ロー ル 能 




















力 に 即 し た リス ク テ イ ク 上 限 を 明確 に 定め る と と も に 、② 含 み 損 の 許容 範囲 を 設定 し 、③⑤ そ の 範囲 内 で 
リス ク テ イ ク し て いる か 、 リ スク テイ ク に 見 合っ た 実効 的 な 運用 態勢 ・ リ スク 管理 態勢 が 構築 され て い 


る か を 常に 検証 し て いく こと (地域 銀行 有価 証券 運用 モニ タリ ング 中 間 と り ま と め 」 (本 年 7 月 公表 ) 





























































































































参照)。 
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(早期 警戒 制度 の 運用 ) 


新た な 早期 警戒 制度 の 枠組 み に 基 づき 、 地 域 金融 機関 の 持続 可能 な 収益 性 や 将来 に わた 
る 健全 性 に 着目 し た モニ タリ ング を 行い 、 持 続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た 早め 早め 
の 経営 改善 を 促し て いく 。 早期 警戒 制度 の 実際 の 運用 に 当たっ て は 、 金 融 機関 生 ら の 経営 理 
念 ・ 経 営 戦略 に 照ら し 、 ど の よう な 人 金融 仲介 機能 を 発揮 し よう と し て いる か な ど を 踏ま え 、 将 来 
の 収益 ・ 費 用 の 見 通し が 盛り 込ま れ た 経営 計画 等 が その 考え 方 と 整合 的 に な っ て いる か 、 経 
営 計画 等 を 実行 する た め に 必要 な 人 的 資源 が 十分 に 確保 ・ 育 成 ・ 活 用 され て いる か な ど に つ 
いて 留意 し て 検証 する 。 また 、 当局 担当 者 の 先入観 に 基づく 対話 や 、 一 方 的 な 指導 に な ら な い 
よう 、 当局 の 分 析 結 果 を 示し な が ら 、 金 融 機関 の 意見 を 十分 に 踏ま え 、 理解 を 得 な が ら 行 っ て 
いく 。 


(銀行 勘定 の 金利 リス ク に か か る モニ タリ ング の 運用 ) 


「 銀 行 勘 定 の 金利 リス ク (IRRBB) 」 に か か る 新た な モニ タリ ング の 枠組 み に つ いて は 、 国 内 
基準 行 が 本 年 3 月 末 基 準 より 適用 開始 に な っ た こと を 踏ま え 、 当該 枠組 み に 基づく 運用 を 行っ 
て いく 。 モニ タリ ング に 当たっ て は 、 リス ク 量 が 基準 値 に 抵触 し た こと を も っ て 過大 な リス ク テ イ 
ク を 行っ て いる と みな され る も の で は な いこ と に 留意 し 、 そ の 背景 に ある 経営 環境 や ビジ ネス モ 
デル 等 に つい て も 十分 に 分 析 し た 上 で 、 持 続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た 深度 ある 
対話 を 行っ て いく 。 し た が っ て 、 債 券 の 一 律 の 売却 等 に より 金利 リス ク を 機械 的 に 削減 させ る と 
いっ た 対応 を 行う の で は な く 、 リ スク ガバ ナン ス や 管理 態勢 の 強化 、 収 益 源 の 多様 化 の 必要 性 
等 に つい て 対話 を 行い 、 各 金融 機関 が 抱え る 課題 を 双方 向 の 対話 を 通じ て 明確 化し 、 金 融 機 
関 に お ける 取組 み を 支援 ・ フ ォ ロ ー ア ッ プ し て いく 。 


(地域 金融 機関 に よる 中 堅 ・ 中 小 企業 へ の 海外 展開 支援 に 関す る 対応 ) 
地域 金融 機関 や 海外 展開 支援 業務 に 関す る 専門 家 等 と の 更 な る 対話 を 通じ て 、 地 域 の 中 
堅 ・ 中 小 企業 の 海外 進出 支援 に 関す る ニー ズ や 課題 、 参 考 と な る 好 事 例 等 の 把握 に 努め る と 
と も に 、 他 省庁 や 関係 専門 機関 と の 連携 体制 の 確立 を 推進 し て いく 。 
② 地域 金融 機関 を と り まく 環境 整備 等 
【 金 融 行 政 上 の 課題 】 


地域 金融 機関 が 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け て 取組 み を 進め る た め に も 、 そ れ 
を 取り 巻く 様々 な 環境 を 改善 し て いく 必要 が ある 。 


( ア ) 地域 銀行 に お ける 競争 政策 の あり 方 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


90 


「 未 来 投 資 戦略 2018」(2018 年 6 月 15 日 閥 議決 定 ) に お いて 、「 競 争 の 在り 方 に つい て 、 政 
府 全体 と し て 検討 を 進め 、 本 年 度 中 に 結論 を 得る 」 旨 盛り 込ま れ た “こと を 受け 、 未 来 投資 会 
議 に お いて 議論 が 行わ れ た 。 金融 庁 と し て は 、 人 口 減少 等 に より 経営 環境 が 上 茂 し い 地 域 銀行 
の 経営 力 を 強化 し 、 地 域 の 金融 イン フラ 機能 を 確保 する 観点 か ら 、 地域 銀行 に と っ て 予見 可能 
性 の 高い ルー ル が 策定 され る よう 議論 に 貢献 し た 。 

未来 投資 会 議 に お ける 議論 を 受け 、「 成 長 戦略 実行 計画 」(2019 年 6 月 21 日 閣議 決定 ) に お 
いて 、 地 域 銀 行 の 経営 統合 に つい て は 統合 に より 生じ る 余力 に 応じ て 、 地方 に お ける サー ビス 
維持 へ の 取組 み を 行う こと を 前 提 に 、 シ ェ ア が 高く な っ て も 特例 的 に 経営 統合 が 認め られ る よ 
う 、10 年 間 の 時 限 措置 と し て 独占 禁止 法 の 適用 除外 を 認め る 特例 法 を 2020 年 の 通常 国会 に 
提出 する こと と され た "“。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


地域 銀行 に よる イン フラ 的 サー ビス の 維持 と 地域 経済 ・ 産 業 の 再生 を 図る た め 、「 成 長 戦略 
実行 計画 」 に 基づく 上 記 特 例 法 の 制定 に 向け 、 関 係 省 店 と し て 協力 し て いく 。 


( イ ) 金融 機関 の 業務 範囲 に か か る 規制 緩和 等 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


金融 機関 の 中 に は 、 地 道 に 継続 し て 地域 企業 の 生産 性 向上 や 地域 活性 化 に 努め て いる 金 
融 機関 も 多数 存在 し て いる 。 こ うし た 自主 的 な 取組 み を サポ ー ト する た め 、 人 金融 機関 か ら の 要 
望 等 も 踏ま え 、 こ れ ま で 、 例 えば 、 金 融 機関 が 自治 体 等 の 公共 的 な 役割 を 有する 主体 か ら の 
要請 に 基づき 保有 不動 産 の 賃貸 を 行う 場合 は 、 そ の 規模 や 期間 に つい て 柔軟 に 解釈 で きる 旨 
を 監督 指針 に お いて 明確 化す る (2017 年 9 月 ) な ど 、 業 務 範 囲 等 に 関す る 規制 緩和 を 実施 し て 
きた 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


(地域 金融 機関 の 業務 範囲 の 見 直し ) 


地域 活性 化 事 業 や 事業 承継 、 事 業 再 生 等 を 円 滑 に 実施 する 観点 か ら 、 例 えば 、 地 域 活性 
化 を 目的 と し た 事業 を 行う 会 社 に つい て 、 こ れ ま で は 、REVIC が 関与 する 案件 に 限り 、 投 資 再 
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「 未 来 投 資 戦略 2018」 で は 、「 地 域 に お ける 人 口 減少 等 に よる 需要 減少 や 、 グ ロー バル 競争 の 激化 等 、 
済 ・ 社 会 構造 その も の が 大 きく 変化 する 中 、 地 域 に と っ て 不可 欠 な 基盤 的 サー ビス の 確保 、 地 域 等 で 



































競争 の 在り 方 に つい て 、 政 府 全 体 と し て 検討 を 進め 、 本 年 度 中 に 結論 を 得る 」 旨 記載 され て いる 

















企業 の 経営 力 の 強化 、 公 正 か つ 自 由 な 競争 環境 の 確保 、 一 般 利用 者 の 利益 の 向上 等 を 図る 観点 か ら 、 






















































































「 成 長 戦略 実行 計画 」 で は 、「 業 績 悪化 に より 当該 銀行 が 業務 改善 を 求め られ て お り 、 こ の 状態 が 継 























続 す れ ば 、 当 該 地域 に お ける 円 滑 な 金融 仲介 に 支障 を 及ぼ す お それ が ある 場合 に 限定 し て 、 早 期 の 業務 
改善 の た め に 、 マ ー ケ ッ ト シ ェ ア が 高く な っ て も 、 特 例 的 に 経営 統合 が 認め られ る よう に する 。 ( 略 ) 
令 和 2 年 の 通常 国会 に 特例 法 の 法案 提出 を 図る 」 財 記載 され て いる 。 
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門 子 会 社 を 通じ て 409% 未 満 ま で の 出資 が 認め られ て いた と ころ 、REVIC の 関与 が 無い 場合 も 
同 割合 まで 出資 する こと を 可能 と する な ど 、 議 決 権 保有 制限 (いわ ゆる 59%% ル ー ル "?) の 緩和 を 
実施 する た め 、 銀 行 法 施行 規則 の 改正 を 実施 する 。 

また 、 い わ ゆ る 地域 商社 “に 関し て 、 銀行 業 高度 化 等 会 社 と し て 認可 する 際 の 審査 の 留意 
点 等 を 明確 化す る こと に より 、 地域 商社 に 対し 59%% を 超え て 1009%% ま で の 出資 が 可能 と な る よう 、 
監督 指針 の 改正 を 実施 する 。 


(人 事 ロ ー テ ーション 等 に 関す る 規定 の 見 直し ) 


金融 機関 の 人 材 の 配置 に 関し て は 、 不 正 防止 等 の 観点 か ら 、 こ れ ま で 、 監 督 指 針 等 で 、① 
職員 の 定期 的 な 人 事 異動 (ロー テー ショ ン ) 、② 定 量 基準 に 基づく 職場 離脱 制度 な ど 、 特 定 の 
方 法 を 定め て その 遵守 を 求め て きた 。 

し か し な が ら 、 コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク 管理 の 観点 か ら は 、 金 融 機関 の 経営 陣 に お いて 、 ビ 
ジネス モデ ル 等 か ら 生 じ 得 る リス ク を 実効 的 に 低減 ・ 制 御 で きる 態勢 を 構築 する こと が 重要 で 
あり 、 そ の 具体 的 な 手法 は 、 必 ず し も 特定 の 方 法 に 限定 され る も の で は な い 。 また 、 柔軟 な 人 
材 配 置 を 可能 と する こと で 、 金融 機 関 が 顧 客 企業 の 経営 課題 に 応じ た 支援 や 顧客 本 位 の 業務 
運営 等 を 行う た め に 適切 に 経営 資源 を 配分 で きる 環境 を 整備 し て いく こと も 重要 で ある と 考え 
られ る 。 

こう し た 観点 か ら 、 金 融 機関 が 不正 防止 等 の 趣旨 を 踏ま えて コン プラ イア ンス ・ リ スク の 低減 
を 図り つつ 、 柔軟 な 人 材 配置 を 行う こと で 、 人 材 ( ヒ ュー マン アセ ッ ト ) の 育成 と これ を 通じ た 良 
質 な 顧客 向け サー ビス の 提供 に 取り 組み や すく な る よう 、 監督 指 針 の 上 記 規 定 に つい て 見 直 
し を 行う 。 


(ダブ ルギア リン グ 規 制 の 見 直し ) 


足元 で は 一 定 の 健全 性 を 確保 し て いて も 、 将来 に わた っ て 健全 性 を 維持 し 、 地 域 に お ける 
金融 仲介 機能 を 継続 的 に 発揮 する た め 、 他 の 金融 機関 に よる 一 定 の 出資 等 の 下 、 現 状 の 経 
営 状 況 の 改善 を 図る 金融 機関 も 想定 され る 。 こ の た め 、 他 の 金融 機関 向け 出資 に か か る 制限 
(ダブ ルギア リン グ 規 制 ず ) の 特例 承認 に つい て 、 地 域 の 金融 仲介 機能 の 継続 的 な 発揮 に 資 
する 一 定 の 出資 等 を 対象 範囲 と する よう 、 告示 等 の 見 直し を 行う 。 





3 銀行 に お いて は 、 銀 行 本 体 は 、 健 全 性 の 確保 、 他 業 リ スク の 排除 等 の 観点 か ら 業 務 範 囲 規制 が 課さ 




































































れ て お り 、 そ の 浴 脱 防止 の た め 、 国 内 の 会 社 の 議決 権 に つい て 、5% を 超え る 保有 を 一 部 を 除き 制限 し 


て いる 。 
? まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 本 部 で は 、 地 域 の 優れ た 産品 ・ サ ービス の 販路 を 新た に 開拓 する こと で 、 
従来 以上 の 収益 を 引き 出し 、 そ こ で 得 ら れ た 知見 や 収益 を 生産 者 に 本 元 し て いく 事業 を 「 地 域 商社 事業 」 
と し て いる (https://www. kantei. go. jp/jp/singi/sousei/about/chiikisyousya/index. htm] ) 。 
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ダブ ルギア リン グ 規 制 : 金融 機関 の 経営 破綻 の 影響 が 他 の 金融 機関 に 波及 する こと を 抑制 する た め 、 


































































































資本 比率 規制 上 、 金 融 機関 に よる 連結 外 の 金融 機関 に 対す る 出資 等 を 自己 資本 か ら 控除 する も の 。 
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( ウ ) 経営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 」 の 活用 状況 に つい て 見 る と 、 現 状 、 新 規 融 資 に 占め る 経 
営 者 保証 に 依存 し な い 融 資 の 割合 は 、 約 1996( 昨 年 度 下半期 ) で あり 、 ガ イド ライ ン の 運用 開 
始 以 降 、 一 定 の 改善 が 見 られ る が 、 こ うし た 改善 の 度合 い に つ いて は 、 金 融 機関 こと に バラ ツ 
キ が 見 られ る と ころ で ある 。 

こう し た 状況 を 踏ま そ を 、 ガ イド ライ ン の 活用 促進 が 与え る 影響 等 に つい て 、 経 営 ト ッ プ を 含め 
た 金融 機関 と の 対話 や アン ケー ト 調 査 “を 実施 し た 結果 、 以 下 の こ と が 分 か っ た 。 


・ 半 数 以上 の 地域 銀行 で 、 ガ イド ライ ン の 活用 促進 は 、 顧 客 と の 信頼 関係 の 強化 や 職員 の 
目利き 能力 の 向上 等 の メリ ッ ト に 繋が っ て いる と 回 答 し て いる 。 ま た 、 事 業 性 評価 に 関す る 
取組 み と も 親和 的 な 関係 に ある た め 、 経 営 戦略 全体 の 中 に お ける ガイ ドラ イン の 位置 づけ 
が 重要 で ある 。 


・ 多く の 地 域 銀行 で は 、 経 営 者 保証 に 対し て 、 回 収 を 前 提 と し た 保全 と し て の 役割 (回 収 率 
を 把握 し て いる 地域 銀行 の うち 、6 割 以上 が 19%% 未 満 の 回 収 率 ) よ り も 、 経営 者 の 規律 付 
け の 役割 を 期待 し て いる こと が 且 え た 一 方 で 、 ガ イド ライ ン の 活用 促進 が 、 具 体 的 に 取引 
先 企業 の 財務 内 容 の 悪化 な どの デメ リッ ト に は あま り 繋 が っ て いな い (ガイ ドラ イン 活用 が 
「 経 営 者 の 規律 付け の 低下 に つなが る 」 と の 回 答 は 52% に 対し 、「 企 業 の 財務 内 容 の 悪化 
に つなが る 」 と の 回 答 は 2%) 。 


・ 事業 承継 時 に お いて 、 原 則 と し て 前 経営 者 、 後 継 者 の 双方 か ら 二 重 の 保証 徴 求 を 行わ な 
い 運 用 や 明確 な 保証 徴 求 基準 を 定め る な ど 、 具 体 的 な 対応 を 行っ て いる 金融 機関 が ある 
一 方 で 、 第 三 者 保証 の 利用 が 制限 され る 改正 民法 施行 を 来年 に 控え 、 経 営 権 、 支 配 権 の 
移行 に より 第 三 者 と な る 可能 性 の 高い 旧 経 営 者 か ら の 保証 徴 求 に 関し て は 、5 割 以上 の 
地域 銀行 で 検討 が 進ん で いな い 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


経営 戦略 全体 の 中 で の ガイ ドラ イン の 位置 づけ や 事業 承継 時 の 保証 徴 求 の 対応 等 に つい 
て 、 経 営 ト ッ プ を 含め た 金融 機関 の 対話 な ど を 行う 。 

特に 、 事 業 承継 時 の 対応 に つい て は 、 円 滑 な 事業 承継 を 促す 観点 か ら 、 関 係 団体 と 連携 し 、 
事業 承継 時 に 焦点 を 当て た 「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 」 の 特 則 の 策定 に 取り 組み 、 真 
に 必要 な 場合 を 除き 原則 二 重 徴 求 が 行わ れ な いよ うに する 。 併せ て 、 前 経営 者 、 後 継 者 の 保 
証 要 否 の 検討 に お いて 、 事 業 承継 へ の 影響 も 考慮 し た 柔軟 な 判断 を 促進 すべ く 、 具 体 的 な 対 
応 手法 等 も 明記 する 。 























2 [地域 銀行 に 対す る 「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 」 の アン ケー ト 詩 査 の 結果 に つい て 」 
(https://www.fsa. go. jp/news/30/ginkou/20190411. html) 
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また 、 人 金融 仲介 の 取組 状況 を 客観 的 に 評価 で きる 指標 群 (KPI) と し て 、「 事 業 承 継 時 の 保証 
徴 求 割合 (前 経営 者 と 後継 者 の 双方 、 前 経営 者 の み 、 後 継 者 の み 、 両 者 と も 保証 徴 求 せ ず )」 
及び 「 新 規 融 資 の うち 経営 者 保証 に 依存 し な い 融 資 割合 」 を 設定 し 、 各 銀行 に お ける 本 年 度 下 
期 以降 の 状況 の 公表 を 促す 。 


(エエ) 円 滑 な 事業 承継 に 向け た 支援 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
金融 機関 と 事業 引継 ぎ 支 援 セ ンタ ー “の 連携 状況 等 に つい て 、 支 援 セ ンタ ー に 対し アン ケ 
ー ト 調査 を 行い 、 以 下 の 回 答 を 得 た 。 


・ 半 数 以上 の 支援 セン ター で は 、 金 融 機 関 等 連絡 会 “を 整備 し 、 具 体 的 な 案件 情報 の 交換 
な ど 、 金 融 機関 と 効果 的 な 連携 に 取り 組ん で いる が 、 一 部 で は 、 連 絡 会 自体 が 形式 的 な 
会 合 と な っ て いる 。 


・ 金融 機関 に よっ て は 、 マ ン パ ワー や ノウ ハウ の 不足 等 に より 、 十分 な 事業 承継 支援 が 出 
来 て いな い 。 
上 記 を 踏ま え 、 金融 機 関 に 対し 積極 的 な 事業 承継 支援 を 促す と と も に 、 特に 自ら の 金融 機 
関 だ け で は 事業 承継 支援 が 行き 届か な い 場 合 に は 、 連 絡 会 の 活用 等 に より 支援 セン ター と の 
連携 に 努め る よう 促し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
金融 機関 と 支援 セン ター 等 の 関係 機関 が 連携 する こと に より 、 事 業者 に 対し 、 各 種 支援 策 の 
情報 提供 等 が 行わ れる よう 促す と と も に 、 金融 機関 の 事業 承継 の 支援 体制 や 人 材 育成 等 に お 
ける 有効 な 取組 事例 を 把握 し 、 横 展開 等 を 行う こと で 、 金融 機関 に お ける 更 な る 事業 承継 支援 
に 向け た ノウ ハウ 蓄積 等 を 促す 。 
( オ ) 将来 に わた る 規律 付け ・ イ ン セ ン テ ィ ブ 付与 の た め の 預 金 保険 料率 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


預金 保険 の 対象 金融 機関 は 、 預 金 保険 の 対象 と な る 預金 の 量 に 預金 保険 料率 を 乗じ て 
算出 され た 預金 保険 料 を 、 毎 年 度 、 預 金 保険 機構 に 対し て 納付 し て いる 。 















































9 事業 引継ぎ 支援 シン ター は 、 後 継 者 不在 に 悩む 中 小 企業 等 を 支援 する た め 、 産 業 競争 力 強 化 法 に 基 
づく 認定 支援 機関 に 各 都 道府県 1 箇所 ずつ 設置 され て いる 機関 (中 小 企業 庁 所 管 )。 

中 事業 承継 に 特 化し た 金融 機関 等 の 間 で 行っ て いる 情報 共有 の 会 合 
"5 銀行 、 信 用 金庫 、 信 用 組合 、 労 働 金庫 、 信 金 中 央 金庫 、 全 国 信用 協同 組合 連合 会 、 労 働 金庫 連合 会 、 商 工 組 
合 中 央 金庫 。 
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この 預金 保険 料率 は 、 こ れ ら の 金融 機関 に 対し て 同一 の 預金 保険 料率 が 適用 d れ て いる が 、 
現行 の 預金 保険 法 に お いて は 、 各 金融 機関 の 健全 性 に 応じ て 異な る 預金 保険 料率 (可変 料率 ) 
を 適用 する こと も 許容 され て いる 。 また 、 可変 料率 は 海外 で も 多く の 国 で 導入 され て いる 。 

地域 金融 機関 の 将来 に わた る 健全 性 を 確保 する た め の 規 律 付 け ・ イ ン セ ン テ ィ ブ 付与 と し て 
の 機能 も 視野 に 入れ 、 現 行 制度 を 前 提 に し つつ 、 預 金 保険 料率 の あり 方 の 方 向 性 に つい て 、 
関係 者 に よる 検討 を 進め る 。 


( カ ) 公 的 金融 と 民間 金融 の あり 方 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


公 的 金融 は 、 民 業 補完 を 原則 と し つつ 、 民間 金融 と 連携 ・ 協 力 し て 地域 経済 の 発展 を 下 支 
えす る な どの 役割 を 担っ て いる 。 昨 事務 年 度 は 、 民間 金融 機関 側が 具体 的 な 事例 に 基づく 改 
立 要 望 事項 を 示し 、 省庁 側が 必要 な 対応 を 行う と いっ た 、 公 的 金融 と 民間 金融 の 望ま し い 関 係 
を 構築 する た め の サ イク ル の 確立 に 向け 、 政 府 系 金融 機関 、 民間 金融 機関 及び 関係 省庁 と の 
間 で 意見 交換 を 実施 し て きた 。 

具体 的 に は 、 公 的 金融 の 運用 面 に つい て は 、 昨 年 3 月 に 、 民間 金融 機関 側 か ら 、 政 府 系 金 
融 機関 と 民間 金融 機関 この 間 で 定期 的 な 対話 の 枠組 み を 強化 すべ き と の 意見 が 提示 され た こ 
と を 受け 、 昨 年 度 より 、 業態 ご と に 日 本 政策 金融 公庫 と の 定期 的 な 意見 交換 の 枠組 み が 設 定 
され た 。 また 、 日 本 政策 金融 公庫 に お いて 、 顧 客 に 対し て 資金 調達 の 安定 化 等 の 協調 融資 の 
メリ ッ ト を 説明 し 、 民間 側 へ 顧客 を 紹介 する な ど 、 協 調 融 資 を 推進 する た め の 取 組み が 行わ れ 
て いる 。 

こう し た 取組 み に よ り 、 昨 年度 に お いて は 、 日 本 政策 金融 公庫 に お ける 民間 金融 機関 と の 協 
調 融資 の 件 数 は 30.768 件 と な り 、 対 前 年 度 比 で 3396 増 と な っ て いる 。 

また 、 制 度 面 に つい て も 、 民間 金融 機関 側 か ら 提示 され た 意見 を 踏ま え 、 昨 年 12 月 に 開催 
され た 「 政 策 金 融 に 関す る 関係 省庁 と 民間 金融 機関 と の 意見 交換 会 (第 5 回 ) 」 に お いて 、 貸付 
利率 の 水準 の 引上げ や セー フ テ ィ ネッ ト 貸 付 制 度 等 の 各種 融資 制度 の 対象 範囲 の 限定 と いっ 
た 、 制 度 面 で の 見 直し を 行う こと と され た (本 年 4 月 より 施行 ) 。 

さら に 、 本 年 6 月 に 開催 され た 同意 見 交換 会 (第 6 回 ) 及び 本 年 7 月 に 公表 され た 声明 に お 
いて 、 民 間 金 融 機関 側 か ら は 、「 民 間 金 融 機関 と 政策 金融 機関 この 望ま し い 関 係 構築 に 向け 
て 前 進 し つつ ある 」 と の 考え が 示さ れ た 一 方 で 、 特に 信用 力 の 高い 先 や 民間 で も 対応 可能 な 
先 に つい て は 貸付 の 対象 か ら 除 外す る こと や 、 貸 付 利 率 の 水準 に つい て 民 業 補完 の 趣旨 を 踏 
まえ た 適切 な 見 直し を 行う 等 の 要望 が な され て いる と ころ で ある 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


公 的 金融 と 民間 金融 の 望ま し い 関 係 を 構築 する た め の サ イク ル が 確立 し つつ ある 中 で 、 こ 
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民間 金融 5 団体 「 政 策 金融 の あり 方 に 関す る 最近 の 取組 み に つ いて 」 
(https://www. zenginkyo. or. jp/news/2019/n071001/) 
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れ を 定着 ・ 深 化 さ せ て いく た め に 、 政 府 系 金融 機関 と 民間 金融 機関 の 連携 ・ 協 力 等 の 実態 を 正 
確か つ 具 体 的 に 把握 する と と も に 、 地 域 金 融 ・ 中 小 企業 金融 の 分 野 に お ける 公 的 金融 と 民間 
金融 の 望ま し い 関 係 の あり 方 に つい て 、 政府 系 金融 機関 、 民間 金融 機関 及び 関係 省庁 と 議論 
を 行っ て いく 。 


( キ ) REVIC に お ける 地域 金融 機関 の 企業 支援 体制 構築 等 へ の サポ ー ト 強化 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


REVIC は 、 各 地域 で 自律 的 な 取組 み が 行 われ る 姿 を 目指 し 、 地 域 金 融 機関 の 地域 企業 に 
対す る 支援 能力 の 強化 を 図る た め 、① 地 域 金 融 機関 や 地域 企業 へ の 専門 家 派遣 や 「 日 本 人 
材 機構 」 を 通じ た 経営 人 材 の 紹介 、② 地 域 金 融 機関 等 と 連携 し た 地域 活性 化 フ ァ ン ド の 共同 
運営 や 設立 ・ 運 営 サ ポー ト 、 と いっ た 人 材 ・ ノ ウ ハ ウ 支 援 を 中 心 に 据え 、 取 り 組ん で きた 。 

これ ら と 並行 し 、 我 が 国 の 文化 財 や 国立 公園 等 の 地域 観光 資源 の 磨き 上 げ 等 を 通じ 、 地 方 
へ の イン バウ ンド 誘客 や 地域 で の 観光 消費 額 の 増加 等 を 図る た め 「 観 光 遺 産 産業 化 フ ァ ン ド 」 
を 、 さ ら に 地域 経済 を 支え る 各 産 業 の 核 と な る 事業 者 に 対し 成長 資金 や リス クマ ネー を 供給 す 
る こと な ど を 目的 と し て 「 地 域 次 世代 産業 推進 ファ ンド 」 を 、 そ れ ぞ れ 組 成 し た 。 また 、 昨 年 7 月 
に 発生 し た 西日本 集中 豪雨 災害 を 受け 、 被 災 事 業者 及び 災害 復興 に 資す る 事業 を 行う 事業 
者 等 に 対し 、 過剰 債務 の 解消 や 必要 資金 の 供給 、 人 的 支援 を 行う こと を 目的 と し て 、「 西 日 本 
広域 豪雨 復興 支援 ファ ンド 」 を 組成 し た 。 これ ら フ ァ ン ド の 組成 を 通じ て 、 地域 金融 機関 と の 連 
携 を 更に 強化 し 、 地 域 企 業 支 援 を 行う た め の サ ポー ト を 行っ て きた 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


地域 金融 機関 の 地域 企業 に 対す る 支援 能力 を 強化 する た め 、REVIC に お いて は 、 地 域 金融 
機関 や 地域 企業 へ の 専門 家 派遣 、「 日 本 人 材 機構 』 を 通じ た 経営 人 材 の 紹介 、 さ ら に 地域 金 
融 機関 等 と 連携 し 、 地 域 活 性 化 フ ァ ン ド の 共同 運営 や 設立 ・ 運 営 サ ポー ト と いっ た 人 材 ・ ノ ウ ハ 
ウ 支 援 に 重点 的 に 取り 組む こと と し て お り 、 地 域 金 融 機関 に お ける 両機 構 の 活用 を 促進 する 。 


③ 協同 組織 金融 機関 の 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け て 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


協同 組織 金融 機関 は 、 相 互 扶助 の 理念 の 下 、 よ り 限 定 さ れ た 地域 等 に お いて 会 員 ・ 組 合 員 
の た め の 組 織 と し て 運営 され て お り 、 こ れ ら の 者 へ の きめ 細やか な 取組 み が 期 待 さ れる な ど 、 
各々 の コミ ュ ニ ティ に と っ て 重要 な 存在 と な っ て いる 。 こう し た こと か ら 、 地 域 の 金融 機関 と し て 、 
将来 に わた る 健全 性 を 確保 し 、 会 員 ・ 組 合 員 を 中 心 と し た 金融 仲介 機能 を 持続 的 に 発揮 し て い 
く こ と が 求め られ る 。 そ の 規模 や 組織 の 成り 立ち 、 地 域 性 等 に よっ て 求め られ る 役割 や 課題 は 
異な っ て お り 、 当局 に お いて は 、 そ れ ぞ れ の 協同 組織 金融 機関 の 特性 を 十分 に 踏ま えつ つ 、 
個々 の 金融 機関 に 即 し た 適切 な モニ タリ ング や 対話 を 実施 し て いく こと が 重要 で ある 。 
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また 、 協 同 組織 金融 機関 の 持続 可能 な が ビジネ スモ デル の 構築 に 当たっ て は 、 個 々 の 金融 機 
関 の 取組 み の み な ら ず 、 リ スク 管理 、 収 益 向上 や 財務 基盤 強化 の 支援 と いっ た 、 中央 機関 の 
役割 が 重要 で ある と の 認識 の 下 、 中 央 機関 と の 対話 や 連携 を 継続 的 に 実施 し て いく こと が 必 
要 で ある 。 


( ア ) 信用 金庫 ・ 信 用 組合 の モニ タリ ング 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


協同 組織 金融 機関 に つい て は 、 従 来 よ り 、 個 々 の 経営 課題 や 実情 に 応じ た モニ タリ ング や 
対話 を 実施 し て きた と ころ で ある が 、 そ れ に 加え 、 昨 事務 年 度 に お いて は 、 一 部 の 財務 局 に お 
いて 、 先 述 し た 地域 銀行 と の 対話 と 並行 し て 、 信 用 金庫 ・ 信 用 組合 の 持続 可能 な ビジ ネス モデ 
ル の 構築 に 向け た 、 よ り 全 体 的 ・ 発 展 的 な 対話 (「 探究 型 対話 」) を 実践 し た 。 

その 特徴 的 な 取組 み と し て は 、 中 期 経営 計画 等 に 記載 され た 目標 や 目指 す 姿 と 、 財 務 デ ー 
タ 等 の 客観 的 事実 を 比較 分 析 し 、 そ の 垂 離 等 を 分 か りや すく 表し た 対話 資料 を 作成 ・ 活 用 し て 、 
まず は 当局 側 の 認識 を 理事 長 に 丁寧 に 説明 する と ころ か ら 対 話 を 始め る と いっ た 工夫 を 凝ら し 
た こと な ど が あげ られ る 。 

こう し た 対話 を 通じ て 、 経 営 上 の 課題 に か か る 理事 長 の 本 音 が 引き 出さ れ 、 双 方 の 認識 共 
有 が 進み 、 ま た 、 課 題 解 決 に 向け た 取組 み 状 況 の 継続 的 な フォ ロー アッ プ が 可能 と な っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


個々 の 経営 課題 等 に 応じ た モニ タリ ング ・ 対 話 (必要 に 応じ た 早期 警戒 制度 の 運用 等 を 含む ) 

を 引き 続き 実施 する 。 加え て 、 昨 事務 年 度 に お ける 探究 型 対 話 か ら 得 ら れ た 知見 も 踏ま え 、 信 
用 金庫 ・ 信 用 組合 に お ける 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル に 関す る 探究 型 対話 を 、 試 行 的 に 全国 
の 財務 局 に 広げ て いく 。 具体 的 に は 、 財 務 局 に お いて 、 信 用 金庫 ・ 信 用 組合 が 掲げ る 経営 理 

念 の 実現 に 向け た 理事 長 の 具体 的 な 戦略 等 に 関す る 考え を 丁寧 に 確認 する と と も に 、 本 部 や 
営業 店 の 様々 な 随 層 (役員 か ら 本 部 職員 、 支 店 長 、 営 業 職員 ) と の 対話 を 重ね る こと で 経営 理 
念 の 浸透 状況 や 課題 認識 を 把握 し 、 そ れ を 理事 長 と 共有 し 継続 的 な 対話 を 行う な ど に より 、 当 
局 と 金融 機関 の 双方 の 「 気 づき 」 や モニ タリ ング の 質 の 向上 に 繋げ て いく 。 その 際 に は 、 個 々 の 
金融 機関 の 規模 や 特性 を 考慮 し 、 画 一 的 な 目線 に よる 対応 と な ら な いよ うに 十分 留意 する 。 


( イ ) 協同 組織 金融 機関 の 中 央 機関 の 機能 発揮 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
会 員 ・ 組 合 員 企 業 の 経営 改善 提案 や 経営 分 析 ・ モ ニタ リン グ と いっ た 金融 仲介 機能 の 発揮 
に 向け た 支援 に 関し て 、 財 務 局 の モニ タリ ング 情報 を 活用 し て 協同 組織 金融 機関 の 抱え る 具 


体 的 な 課題 を 把握 し 、 そ の 課題 に 対す る 取組 状況 に つい て 中 央 機関 と 対話 を 行っ た 。 
信金 中 央 金庫 に お いて は 、 有 価 証券 運用 の サポ ー ト と し て 提供 し て いる 運用 商品 の 追加 や 
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キャ ッシュ レス 決済 手段 の 導入 支援 等 の 取組 み が 進 展 し た 。 また 、 全国 信用 金庫 協会 に お い 
て も 、 バ ッ ク オ フィ ス 事 務 に か か る 諸 課 題 へ の 具体 的 な 取組 み と 業 界 関連 組織 が 担う べき 役割 
を 整理 し 、 業 界 関連 組織 の 更 な る 連携 強化 を 進め る こと と し た 。 
全国 信用 協同 組合 連合 会 に お いて は 、 全 国 信用 組合 中 央 協会 と の 一 体 運 営 に よる 個別 信 
用 組合 の サポ ー ト 体制 強化 、 イ ンタ ーネット バン キン グ の 機能 強化 等 の 取組 み が 進 展 し た 。 
全国 労働 金庫 協会 に お いて は 、 勤 労 者 の 一 層 の 生活 向上 を 図る た め 、SDGs 行 動 指針 を 
策定 する 等 の 取組 み が 進 展 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


中 央 機関 に よる 個別 協同 組織 金融 機関 へ の サポ ー ト に つい て は 、 こ れ ま で の 取組 み の 効 果 
や 支援 機能 の 拡充 等 、 そ の 役割 を 積極 的 に 発揮 する よう 、 引 き 続き 対話 を 通じ て 促す 。 また 、 
中 央 機関 の 支援 機能 を 効果 的 に 運用 する た め に は 、 日 々 の モニ タリ ング で 金融 機関 の 課題 を 
把握 し て いる 財務 局 の 役割 が 重要 で あり 、 財 務 局 と 中 央 機関 の 支店 と の 対話 に より 、 支 援 機 
能 の 効果 的 な 運用 を 促す 。 


(4) 大 手 銀行 グル ー プ 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


大 手 銀行 グル ー プ に お いて は 、 収 益 源 の 拡大 ・ 多 様 化 を 企図 し て 海外 業務 や グル ー プ 連携 
業務 を 推進 する 動き が 見 られ る 。 また 、 金 融 サ ービス ニー ズ や 競争 環境 の 変化 、 デ ジ タ ラ イ ゼ 
ーション の 進展 を 踏ま え 、 経 営 イ ン フ ラ の 刷新 や 非 金融 業 と の 協業 を 進め る 動き も 見 られ る 。 
その 結果 、 各 社 や 金融 シス テム が 抱え る リス ク は 多様 化 ・ 複 雑 化し て お り 、 モ ニタ リン グ に 当 た 
っ て は 、 よ り 専 門 的 で 幅広 い 分 野 に また が る 検証 を 行っ て いく こと が 求め られ て いる 。 

足元 、 大 手 銀行 グル ー プ の 財務 の 健全 性 は 維持 され て いる も の の 、 経 営 環境 を 見 渡せ ば 、 
内 外 経済 の 不 確 実 性 が 高まり “、 金 融 ン レシ ス テム の 脆弱 性 に 対す る 懸念 も 指摘 され て いる 。 こう 
し た 環境 下 に お いて リス ク テ イ ク を 進め る 各 金 融 機関 に お いて 、 ス トレ ス 下 に お いて も 適切 な 金 
融 仲介 機能 が 発揮 され る た め に は 、 ガ バナ ンス が 有効 に 機能 する と と も に 、 リ スク 管理 の 高度 
化 が 進め られ る よう 、 モ ニタ リン グ を 通じ て 促し て いく 必要 が ある 。 特に 、 シ ステ ム 上 重要 な 人 金 
融 機関 が 先進 的 な 取組 み を 追及 する こと を 通じ 、 リ スク に 対す る 我が国 金融 シス テム 全体 の 
耐性 を 高め て いく こと が 重要 で ある 。 


① モニ タリ ング 態勢 の 強化 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 





(1) 内 外 の 経済 ・ 金 融 市 場 動向 参照 
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統一 的 目線 に よる 横断 的 検証 を 深化 する た め 、 水 平 的 レビ ュー の 対象 と する 金融 機関 を 大 
手 銀行 グル ー プ に 拡大 し た 。 ま た 、 モ ニタ リン グ に あたり 、 個 別 大 手 銀行 グル ー プ 担当 チー ム 
と 専門 分 野 別 モニ タリ ング チー ム ( マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 、 サ イ バ ー セ キュ リティ 等 ) が 連 
携 する 体制 を 強化 し 、 個別 金融 機関 が 抱え る リス ク や 課題 を より 包括 的 に 検証 し た 。 加え て 、 
内 部 管理 部 門 ・ 事 業 部 門 責任 者 等 の 経営 陣 や 、 社 外 取締 役 や 外部 監査 人 と の 対話 を 通じ て 、 
金融 業 を 取り 巻く 環境 が 変化 する 中 で リス ク の 変容 を 早期 に 把握 する こと に 努め た 。 ま た 、 海 
外 拠 点 の 実地 調査 や 、 現 地 当局 と の 意見 交換 を 従来 より も 頻度 高く 実施 し 、 拡 大 する 海外 業 
務 を 取り 巻く リス ク の 把握 に も 努め た 。 こ の ほか 、 課題 の 根本 原因 を 追究 する た め 、 経 営 ト ッ プ 
や 社外 取締 役 等 と の 間 で 、 内 部 統制 機能 の 発揮 状況 と いっ た ガバ ナン ス の 実効 性 や 、 リ スク 
テイ ク の 姿勢 等 の 企業 文化 に つい て も 議論 を 行っ た 。 

個別 金融 機関 が 抱え る 優先 課題 に つい て は 、 経 営 陣 に 対す る フィ ー ド バッ ク を 通じ て 認識 を 
共有 し 、 根 本 原因 の 追究 を 通じ た 実効 的 な 改善 を 促し た 。 加え て 、 モ ニタ リン グ を 通じ て 得 ら れ 
た 経済 ・ 市 場 環境 の 急激 な 変化 へ の 対応 等 に 関す る 好 事 例 や 、 海 外事 業 の 拡大 に 伴う 外貨 
流動 性 リス ク の 高まり 等 の 共通 する 課題 は 、 金 融 庁 ウェ ブサ イト な ど を 通じ て 公表 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


② に 記載 の 着眼 点 を 中 心 に 、 引 き 続 き 、 多様 化 ・ 複 雑 化 する リス ク の 把握 に 努め 、 モ ニタ リ 
ング の 中 で 深度 ある 対話 を 通じ た 課題 の 改善 や 管理 態勢 の 高度 化 を 促し て いく 。 また 、 対話 を 
通じ て 得 ら れ た 知見 の うち 、 金 融 ン システム の 安定 確保 に 資す る 内 容 で あり 、 か つ 、 本邦 金 融 機 
関 に 共通 する 内 容 に つい て は 、 積 極 的 に 公表 し て いく 。 


② モニ タリ ング の 着眼 点 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


大 手 銀行 グル ー プ に お いて は 、 引 き 続 き 、 海 外 業 務 や グル ー プ 内 連携 を 推進 する 動き が 見 
られ る 。 こ うし た 動き に 伴い 、 自社 に 内 在 す る リス ク が 変容 し て いる に も 関わ ら ず 、「3 つ の 防衛 
線 」“ の 再 整備 や 構築 が 不 十 分 な 事例 が 見 られ る な ど 、 グ ロー バル に 業務 を 展開 する に あ た 
っ て の ガバ ナン ス 上 の 課題 が 見 られ る 。 加え て 、 海 外 進 出先 の 現地 当局 の 監督 目線 の 高まり 
に つい て 本 部 が 的 確 に 捉え られ て いな い 事 例 も 見 られ た 。 

海外 業務 に つい て は 、 特 に 拡大 し て いる 業務 領域 に 着目 し モニ タリ ング を 行っ た 。 資産 回 転 
型 業務 や 、 レ バレ ッ ジ ド ・ ロ ー ン 残高 の 拡大 と それ ら を 裏づけ 資産 と する CLO 投資 の 拡大 、 航 
空 機 リ ー ス ファ イナ ンス 等 、 高 採算 性 を 意識 し て 従来 と 異な る ビジ ネス の 拡大 も 志向 し て お り 、 
引き 続き 注視 し て いく 必要 が ある 。 外貨 流動 性 リス ク 管 理 に つい て は 、 粘 着 性 の 高い 預金 獲得 
施策 や その 他 の 外貨 調達 手段 の 多様 化 を 進め る 取組 み が 見 られ る 一 方 で 、 更 な る 海外 業務 
の 拡大 に 見 合う 外貨 建て バラ ンス シー ト の 持続 的 な コン トロ ー ル 策 に つい て 課題 が 見 られ る 。 

国内 業務 に つい て は 、 超 低 金利 環境 が 継続 する 中 、 特 に 融資 規律 に 着目 し モニ タリ ング を 









































リス ク 管 理 に 関す る 事業 部 門 、 管 理 部 門 及び 内 部 監査 部 門 の 機能 を 整理 し た 概念 。 
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行っ た 。 こう し た 中 、 与 信管 理 の 基本 動作 が 不 十分 な 事例 や 内 部 与信 規定 上 の 原則 外 の 案件 
を 採り 上 げ る 合理 的 根拠 が 不 十分 な 事例 等 、 融 資 規律 の 維持 に 向け た 取組 み が 必 要 な 事例 
が 見 られ る 。 

また 、 中 長期 的 視点 か ら 経 営 環境 の 変化 を 捉え 的 確 に 経営 戦略 を 策定 ・ 実 行 す る ガバ ナン 
ス が 発揮 され て いる か 、 対 話 を 行っ た 。 大 手 銀行 グル ー プ の 多く は RAF を 導入 ・ 深 化 さ せる エエ 
夫 が 進ん で いる が 、 リ スク ・ ア ペタ イト に 応じ た 指標 や リス クリ ミッ ト 等 の 適切 な 設定 ・ モ ニタ リン 
グ に つい て 課題 が ある ほか 、 グ ルー プ 全 体 の 経営 戦略 に 基づく 議論 の 活性 化 に 資す る 運用 に 
つい て 引き 続き 高度 化 の 余地 が 見 られ る 。 また 、 自 己 資本 の 積 上 げ が 進め られ て きた 中 、 一 
部 の 金融 機関 で は スト レス テス ト の シナ リオ や 結果 に 対す る 経営 陣 と の 議論 が 減少 する 事例 
も あり 、 外 部 環境 変化 を 踏ま えた 機動 的 な 実施 結果 を 含め 、 そ こ で 得 ら れ た リス ク に 関す る フ 
オォ ワー ドル ッ キ ング な 情報 を 、 経 営 判断 に 更に 活用 し て いく 余地 が ある 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


本 事務 年 度 は 、① グ ルー プ ベ ー ス 、 グ ロー バル ベー ス の ガバ ナン ス 態 勢 の 構築 、② ク レジ ッ 
ト サ イ クル の 転換 を 見 据え た 対応 、③ ビ ジネス モデ ル の 変化 と リス ク 管 理 の 高度 化 、 を 中 心 に 
モニ タリ ング を 行う 。 

第 一 に 、 拡 大 する 海外 業務 ・ グ ルー プ 内 連携 業務 に 対し 、 グ ルー プ ベ ー ス 、 グ ロー バル ベー 
ス の ガバ ナン ス 熊 勢 の 強化 に つい て さら な る 対話 を 行う 。 例え ば 、 海 外 拠点 ガバ ナン ス 、 グ ル 
ー プ 内 子 法人 ( 銀 信 証 等 ) の 連携 と 持株 会 社 の 役割 、「3 つ の 防衛 線 」 の 実効 性 (含む 審査 態 
勢 ・ 内 部 監査 の 実効 性 及び 人 材 の 確保 ・ 育 成 ) 、RAF の 高度 化 と 実効 性 確保 、 に つい て 対話 を 
行っ て いく 。 

第 二 に 、 グ ロー バル に 企業 債務 の 積み 上 が り が 指摘 され る な ど 、 ク レジ ッ ト サ イク ル の 転換 
時 の リス ク の 顕在 化 の 懸念 が 指摘 され る 中 、 リ スク 管理 の 高度 化 と 融資 規律 の 維持 ・ 一 層 の 
規律 付け に 向け た 対応 に つい て 対話 を 行う 。 例え ば 、 レ バレ ッ ジ ロー ン /CLO 投資 の リス ク 管 
理 、 与 信 先 集中 管理 (大 口 集中 及び 業種 集中 (特に 不動 産 、 エ ネル ギー) ) 、 先行 き を 見 据え た 
予想 損失 に 基づく 引当 、 ス トレ ステ スト の 活用 ・ 高 度 化 、 に つい て 対話 を 行っ て いく 。 

第 三 に 、 銀 行 業 を 取り 巻く 環境 変化 や 内 外 業 務 の 多様 化 ・ 複 雑 化 に 伴う リス ク へ の 対応 を 促 
し て いく た め 、 ビ ジネス モデ ル の 変化 と リス ク 管 理 の 高度 化 に つい て 対話 を 行う 。 例え ば 、 ス ト 
レス 環境 に 備え た 流動 性 資産 の 確保 や 外貨 建て バラ ンス シー ト の 持続 的 な コン トロ ー ル 策 等 
の 外貨 流動 性 リス ク 管 理 、 リ スク テイ ク 領 域 の 拡大 に 伴う リス ク 管 理 (資産 回 転 型 業 務 、 航 空 
機 フ ァ イ ナ ンス リー ス 等 ) 、 信 託 業務 の 拡大 に 伴う リス ク 管 理 、 政 策 保有 株 式 の 縮減 、 に つい て 
対話 を 行っ て いく 。 

加え て 、1. (5) グ ロー バル な 課題 へ の 対応 (デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン と IT リス ク テ イ ク 領 域 の 拡 
大 に 伴う リス ク 管 理 ) 、2. (2) 多様 な 金融 サー ビス 利用 者 の ニー ズ へ の 対応 と 信頼 感 ・ 安 心 感 
の 確保 (AML・ サ イ バ ー セ キュ リティ ) 、 想 .1. (1 ) 世界 共通 の 課題 の 解決 へ の 貢献 (SDGs) 等 、 
大 手 銀行 グル ー プ が 取り 組む 内 容 も 含め 、 包括 的 な リス ク の 検証 に 向け た 対話 を 行っ て いく 。 
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(5) その 他 の 金融 業態 

① 大 手 銀行 ・ 地 域 銀行 以外 の 銀行 等 

( ア ) 事業 親会社 の 経営 戦略 の 変化 を 踏ま えた 銀行 等 の 適切 な 業務 運営 の 確保 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


事業 親会社 グル ー プ に 属す る 銀行 (以下 「 新 形態 銀行 」) に つい て は 、 金 融 事 業 と 連携 し た 
エコ シス テム の 構築 や 組織 再編 を 通じ し た ビジ ネス モデ ル の 再 構築 と いっ た 事業 親会社 の 経営 
戦略 の 変化 に 大 きく 影響 され る 。 こう し た 中 、 事 業 親会社 の 経営 戦略 に 留意 し つつ 、 銀 行 業 と 
し て 独立 し た ビジ ネス モデ ル の 構築 や 事業 親会社 の 有する 他 業 リス ク か ら の 遮断 、 個 人 情報 
の 適切 な 取扱 い 等 の 利用 者 保護 等 と いっ た 銀行 業務 の 適切 な 運営 を 確保 し て いく 必要 が あ 
る 。 

また 、 有 人 店 舗 を 持た ず 、 専 ら イ ンタ ーネット 等 に よる 非 対 面 取 引 を 行う 銀行 に お いて は 、 シ 
ステ ム 障 害 の 発生 や サイ バー 攻撃 が 顧客 取引 に 甚大 な 影響 を 及ぼ すこ と に 鑑み 、 シ ステ ム の 
安定 性 や セキ ュ リ ティ 等 を 高度 化し て いく 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


事業 親会社 か ら 、 組 織 再編 を 通じ た ビジ ネス モデ ル の 再 構築 等 を 企図 し た 銀行 持株 会 社 設 
立 認可 、 銀 行 主要 株 主 認可 に か か る 申請 が 複数 件 あっ た 。 こう し た 申請 に 対し て は 、 ビ ジネス 
モデ ル に 関す る 深度 ある 対話 を 通じ て 収益 性 や 人 的 構成 を 確認 する と と も に 、 銀 行 経営 の 独 
立 性 の 確保 と いっ た 観点 か ホ ら ガバ ナン ス 体 制 等 を 確認 し 、2 社 に 対し て 銀行 持株 会 社 設 立 に 
か か る 認可 を 行う と と も に 、 複 数 件 の 銀行 主要 株 主 認可 を 行っ た 。 

また 、 事 業 親会社 グル ー プ の 経営 戦略 や グル ー プ の 抱え る リス ク が 、 新 形態 銀行 の 業務 運 
営 に 与え る 影響 に つい て 確認 する た め 、 事 業 親会社 に 対し て ヒア リン グ を 実施 、 グ ルー プ の 経 
営 戦略 に お ける 金融 事業 の 位置 づけ 等 の 確認 を 行っ て きた が 、 現 段階 で 特段 の 懸念 点 は 見 
られ な い 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


事業 親会社 グル ー プ に よる 新規 事業 の 展開 や 検討 が 進ん で いる こと な ど を 踏ま え 、 引 き 続 
き 、 銀 行 経 営 の 独立 性 や 事業 親会社 グル ー プ の 有する 他 業 リス ク か ら の 遮断 、 個 人 情報 の 適 
切な 取扱 い 等 に つい て 確認 する と と も に 、 銀行 と し て 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け 
た 対話 を 実施 し て いく 。 

また 、 事 業 親会社 の 経営 戦略 に お ける 金融 事業 の 位置 づけ や 新 形態 銀行 の 業務 運営 に 与 
える 影響 に つい て も 、 引 き 続 き 確認 し て いく 。 
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さら に 、 専ら イン ター ネッ ト 等 に よる 非 対 面 取 引 を 行う 銀行 に 対し て は 、IT ガバ ナン ス の 状況 
を し っ か り と 確認 する と と も に 、 シ ステ ム の 安定 性 や セキ ュ リ ティ 確保 の 状況 等 に つい て 検証 を 
行う 。 


( イ ) 電子 決済 等 代行 業者 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


銀行 等 の API を 通じ た オー プン ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン を 推進 する と と も に 、 電子 決済 等 代行 業者 の 
適切 な 登録 審査 や 業務 運営 の モニ タリ ング 通じ て 、 利 用 者 保護 や シス テム の 安定 性 を 確保 す 
る こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 

昨年 6 月 1 日 か ら 登録 審査 の 受付 を 開始 し 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン を 阻害 し な いよ う 配 慮 し つつ 、 個 
人 情報 の 漏洩 、 誤 送金 等 に 関わ る シス テム リス ク 管 理 態勢 に 着眼 し て 審査 を 実施 し 、 57 業者 
の 登録 を 実施 し た 。 

また 、 業 務 特 性 等 を 踏ま を 、 シ ステ ムリ スク 管理 態勢 に フォ ー カ ス し つつ 、 障 害 発生 時 の 対 
応 や 被害 拡大 防止 措置 な ど 登録 後 の モ ニタ リン グ の 主 な 着眼 点 を 明確 に する た め に 「 主 要 行 
等 向け の 総合 的 な 監督 指針 の 一 部 改正 案 」 の パブ リッ クコ メン ト を 本 年 5 月 に 実施 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


電子 決済 等 代行 業者 の 適切 な 登録 審査 や 、 業 容 拡大 に 伴う 業務 運営 状況 に つい て 、 電 子 
決済 等 代行 業者 の 負担 に 配 意 し つつ 、 モ ニタ リン グ を 実施 する こと で 、 イノ ベー ショ ン を 推進 
する と と も に 、 利用 者 保護 や シス テム の 安定 性 を 確保 し て いく 。 


② 保険 会 社 等 
( ア ) 保険 会 社 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


我が国 の 保険 会 社 を 取り 巻く 環境 を みる と 、 長期 的 に は 人 口 減少 等 に よっ て 国内 保険 市 場 
が 縮小 する 可能 性 が ある 中 で 、 足元 の 低 金利 環境 の 継続 に よっ て 収益 環境 は 厳し さ を 増し て 
いる 。 また 、 長寿 化 に よる 医療 ・ 介 護 負担 や ライ フス タイ ル の 変化 、 デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進 
展 等 に 伴い 顧客 の 保険 ニー ズ が 変化 し て いる ほか 、 内 外 経 済 ・ 市 場 の 変動 、 世 界 的 な 自然 災 
害 の 激甚 化 、 サ イ バ ー リ スク の 出現 等 、 保 険 会 社 を 取り 巻く リス ク も 変化 し て いる 。 

この よう な 環境 変化 に 対し て 、 各 社 は 、 近 年 、 大 手 保険 会 社 グ ルー プ を 中 心 に 海外 事業 展 














9 1. (2) ⑳ イ ノ ベ ー シ ョ ン に 向け た チャ レン ジ の 促進 参照 
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開 を 進め て いる ほか 、 顧 客 基盤 の 獲得 ・ 維 持 に 向け た 厳し い 競 争 の 下 、 様 々 な 保険 商品 ・ サ ー 
ビス の 開発 ・ 販 売 や 、 代 理 店 チャ ネル で の 販路 拡大 を 行っ て いる 。 

こう し た 中 で 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 の 定着 に 向け 、 保 険 ニ ー ズ の 変化 に 適切 に 対応 し た 商 
品 ・ サ ービス の 開発 ・ 販 売 が 行わ れる と と も に 、 保険 商品 の 販売 の 現場 に お いて 、 顧 客 の 意向 
や 状況 を 適切 に 把握 し 、 こ れ に 即 し た 最善 の 商品 を 提案 する た め に 、 丁寧 な 説明 を 通じ て 顧客 
の 理解 を 得る こと や 、 販 売 後に お いて も 、 商 品 に つい て の 適切 な 情報 提供 を 行う こと な ど が 重 
要 で ある 。 

また 、 保 険 会 社 各 社 に お いて 、 環境 変化 に 機動 的 か つ 的 確 に 対応 し た リス ク 管 理 態勢 及び 
持続 可能 な ビジ ネス モデ ル を 構築 する 必要 が ある 。 こ うし た 諸 課 題 へ の 対応 に 当たっ て は 、 経 
営 全般 に わた る ガバ ナン ス が 有効 に 機能 する こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


顧客 本 位 の 業務 運営 の 定着 


生命 保険 分 野 に お いて は 、 長 寿 化 や ライ フス タイ ル の 変化 に 伴う 保険 ニー ズ の 変化 に 応じ 
て 、 健 康 増進 型 保険 等 の 保険 商品 ・ サ ービス を 提供 する 動き が 広がっ て いる 。 他 方 、 近 年 、 法 
人 向け 定期 保険 や 外貨 建 保険 等 、 保 障 以 外 の 機能 に 着目 し た 保険 商品 を 積極 的 に 開発 ・ 販 
売 す る 動き も 見 られ る が 、 こ うし た 保険 商品 や その 販売 状況 を みる と 、 改 善 すべ き 問 題 点 が 認 
め ら れ て いる 。 


・ 法 人 向け 定期 保険 に つい て は 、 付 加 保 険 料 の 設定 に お いて 、 合 理 的 な 理由 な く 契 約 後期 
の 予定 事業 費 を 増加 させ て いる 等 の 問題 が 認め られ た 会 社 に 対し て 、 個 別に 是正 を 求め 
る と と も に 、 募 集 時 に 保険 本 来 の 機能 で は な い 部 分 が 過度 に 強調 され て いた 恐れ が あっ 
た こと か ら 、 生命 保険 協会 と も 議論 を 重ね 、 適 切な 販売 の 徹底 を 求め た "。 


・ 外貨 建 保 険 に つい て は 、 販 売 量 の 増加 に 伴い 、 元 本 割れ 等 の リス ク の 説明 を 受け て いな 
か っ た と いっ た 苦情 が 多数 発生 に したため"、 各 社 や 生命 保険 協会 と 対話 を 行い 、 販 売 時 
の 情報 提供 の 充実 を 促し た "“ と ころ で ある が 、 依 然 と し て 、 高 齢 者 を は じ め と する 、 商 品 の 
複雑 な 仕組 み を 十分 に 理解 し て いな い 顧客 に 販売 し た こと に 起因 する 苦情 が 多く 認め ら 
れ て いる 状況 に ある (図表 T-3-(5-1) 。 





150 
151 
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(https://www.fsa. go. jp/common/ronten/201902/07. pdf) 
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生命 保険 協会 で は 、 各 社 や 代理 店 に 対し 適切 な 販売 を 求め る 注意 喚起 文書 を 発出 。 
却 注 57 参照 
金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト 「 業 界 団体 と の 意見 交換 会 に お いて 金融 庁 が 提起 し た 主 な 論点 」 参照 

























































































例え ば 、 早 期 解約 、 為 准 変 動 、 市 場 金利 調整 に より 元 本 割れ する リス ク が ある こと に つい て 、 商 品 









































パン フレ ッ ト に 記載 する と と も に 、 販 売 時 に 説明 を 行っ て いる も の の 、 十 分 に 理解 で き な か っ た 顧客 か 


ら 














、 元 本 割れ リス ク に つい て 適切 な 説明 が な か っ た と いう 苦情 が 寄せ られ て いる 。 
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図表 エー3-(5)-1 外貨 建 保 険 ・ 年 金 件 数 、 苦 情 受付 件 数 ( 新 契約 関係 ) 


(件 ) 
3.000 


還 計 新 契 約 件 数 ( 右 軸 ) 
ーー 苦情 受付 件 数 ( 左 軸 ) 


2,500 
2,000 
1,500 
1,000 

500 


0 





(資料 ) 生 命 保険 協会 より 、 金 融 庁 作成 


・ 乗合 代理 店 に 支払 う 手 数 料 “に つい て 、 比 較 推奨 に 偏り が 生じ な いよ う 、 代理 店 の 役務 
や サー ビス の 質 を 的 確 に 反映 し 、 顧 客 に 適切 に 説明 で きる 合理 的 な も の と し て いく こと が 
重要 と の 観点 で モニ タリ ング を 継続 し て きた 。 代理 店 手数 料 体系 の 見 直し や 開示 を 行う な 
どの 取組 み が 見 られ た 一 方 で 、 依然 と し て 比較 推奨 を 歪め か ね な い イ ン セ ン テ ィ ブ 報酬 を 
支払 っ て いる 事例 等 も 認め られ て お り 、 引 き 続 き 改善 を 促し て いく 必要 が ある "?。 


持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 


(デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 へ の 対応 ) 


(万 件 ) 
90 


損害 保険 分 野 に お いて は 、 テ レ マ テ ィ ク ス 技 術 を 用 いた 自動 車 保険 商品 や サー ビス \、 ス マ 
ー ト フォ ン 上 で 簡易 に 加入 で きる 短期 間 の 保険 商品 等 の 新しい 商品 の 発売 が 活発 に 行わ れ て 
お り 、 各社 に お いて は 、 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル を 構築 する 上 で 、 デジタ ライ ゼー ショ ン の 進 
展 へ の 対応 が 重要 な 経営 上 の 課題 と な っ て いる 。 

こう し た 中 、 大 手 損 害 保 険 会 社 を 中 心 に 、 デジ タル 技術 を 活用 し た 新 商品 の 開発 や 付帯 サ 
ービス の 充実 に よる 顧客 価値 向上 、 社 内 業務 の 品質 向上 ・ 効 率 化 等 の 様々 な 取組 み "が 進 
め ら れ て いる 。 ま た 、 デ ジタル 戦略 の 専 担 部 署 を 設置 し 、 ス ター ト ア ッ プ 企業 等 と 共同 研究 を 行 
う 社 、 い わ ゆ る プラ ッ ト フ ォ ー マ ー や デジ タル 企業 等 の 分 析 や 協業 の 取組 み を 進め て いる 社 も 








4 基本 手数 料 の ほか 、 販 売 量 に 応じ た 手数 料 を 上 乗せ する と いっ た イン セン ティ ブ 報 酬 (キャ ン ペ ー 
ン 手 数 料 や ボー ナス 手数 料 等 ) を 含む 。 




















55 この ほか 、 損 害 保 険 分 野 に お い 
実態 の 把握 を 通じ て 得 た 問題 認識 





























て も 、 代 理 店 手数 料 ポ イ 
こつ いて 各社 及び 代 























ント 制度 及び 乗合 承認 に か か る 各社 の 対応 























理 店 と の 意見 交換 を 行っ た 。 ま た 、 代 理 店 委託 契 





約 書 に つい て 、 損 害 保険 会 社 に 一 方 的 に 有利 な 内 容 と 捉え られ か ね な い 点 が 認め られ て お り 、 各 社 に 対 





応 を 促 し た 。 

通信 機能 を 搭載 し た ドラ イブ レ 
報 を 
157 例え ば 、RPA や ペー パー レス 化 ( 
の 効率 化 、AI に よる 画像 認識 や 不 
いる 。 


















































ュー ダー 等 の 車載 機器 を 





EE 握 し 保険 料 の 割増 引 を 行う 保険 商品 や 、 事 故 時 対応 





こよ る 社内 事務 の 効率 化 、 
E 検 知 技 術 を 用 いた 保険 4 
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用 いて 、 自 動車 の 走行 距離 ・ 運 転 挙動 の 情 
・ 事 故 防止 支援 を 行う サー ビス 。 

チャ ッ ト ボ ッ ト を 用 いた 代理 店 ・ 顧 客 対応 
な 文 払 業 務 の 高 品質 化 等 の 取組 み が 行 われ て 




































































ある 。 

他方 、 デ ジタル 戦略 を 進め て いく 上 で 、 中核 と な る 専門 人 材 の 獲得 ・ 育 成 や 、 保 険 金 支払 業 
務 等 の 保険 会 社 固 有 の 業務 に どの よう に 応用 し 、 更 な る 顧客 価値 の 向上 等 を 図っ て いく か が 
課題 で ある 。 


(リス ク 管 理 の 高度 化 の 促進 ) 


保険 会 社 を 取り 巻く リス ク が 変化 する 中 、 各 社 に お いて は 、 現 行 の 規制 の 枠組 みや 慣行 に 
留まら ず 、ERM'“ の 一 環 と し て 、 経 済 価値 ベー ス の 考え 方 を 取り 入れ た リス ク 管 理 の 高度 化 に 
取り 組ん で お り 、 金 融 庁 と し て も 、 こ うし た 取組 み を 促し て きた 。 

こう し た 中 、 昨 年 度 は 大 規模 自然 災害 の 連続 発生 に より 支払 保険 金 が 過去 最高 と な っ た こ 
と 等 を 踏ま え (図表 一 3ー(5) 一 2) 、 各社 に お ける 再 保険 手配 等 の リス ク 軽 減 策 等 の 実態 
確認 し た 。 

自然 災害 リス ク の 保有 ・ 出 再 方 針 の 決定 に 当たっ て は 、ERM の 一 環 と し て 、 異常 危険 準備 金 
等 の 自己 資本 水準 、 再 保険 手配 に よる リス ク 量 の コン トロ ー ル 、 これ ら の コス ト を 踏ま よそ えた リタ 
ー ン 、 と いう 3 つの バラ ンス 等 を 踏ま えた 経営 レベ ル で の 多面 的 な 論議 が 必要 で ある 。 こ の 点 
に つい て 、 大 手 損害 保険 会 社 で は 、 巨 大 災害 へ の 備え と 期間 損益 の 双方 を 考慮 し 再 保険 を 手 
配 し て いる 一 方 で 、 そ の 他 の 損害 保険 会 社 の 中 に は 、 十分 な 経営 レベ ル の 論議 を 経 な いま ま 、 
期間 損益 を 重視 し て 再 保険 を 手配 し 、 巨 大 災害 に は 異常 危険 準備 金 を 充当 する 方 針 と し て い 
る 社 も 認め られ た こと か ら 、 対 話 を 通じ て 自然 災害 リス ク 管理 の 高度 化 を 促し た "%.%。 

図表 TI -3-(5)-2 過去 の 風水 災 等 に よる 支払 保険 金 (1970 年 以降 ) 
NO4 災害 名 支払 件 数 支払 保険 金 


| 
2 平成 3 年 台風 19 号 607,324 件 5,680 億 円 


3 平成 16 年 台風 18 号 427,954 件 3,874 億 円 


4 平成 26 年 2 月 雪害 326,591 件 3.224 億 円 
5 


平成 11 年 台風 18 号 306,359 件 3.147 億 
ト 呈 


8 円 
8 平成 27 年 台風 15 号 225.523 件 1.642 億 円 


9 平成 10 年 台風 7 号 181.278 件 1.599 億 円 





10 平成 16 年 台風 23 号 144.364 件 1.380 億 円 


( 注 )2019 年 3 月 末 現 在 

(資料 ) 日 本 損害 保険 協会 より 金融 店 作成 
58 Enterprise Risk Management の 略 。 潜 在 的 に 重要 な リス ク を 含め 、 保 険 会 社 の 直面 する リス ク を 総 
本 的 に 捉え 、 保 険 会 社 の 自己 資本 等 と 比較 ・ 対 照 し 、 さ ら に 、 保 険 引受 や や 保険 料率 設定 等 の フロ ー 面 を 
含め て 、 事 業 全 体 と し て リス ク を コン トロ ー ル する 、 自 己 管理 型 の リス ク 管 理 。 
9 各社 に お いて は 、 こ うし た 金融 庁 と の 対話 や 、 昨 年 に 多発 し た 大 規模 自然 災害 の 影響 を 踏ま え 、 再 
囚 険 スキ ー ム の 見 直し や 異常 危険 準備 金 の 積み 増し を 進め て いる と ころ 。 
9 な お 、 大 規模 自然 炎 害 発生 時 の 保険 金 支 払 管理 態勢 等 に つい て は 、 各 社 と も 早急 に バッ クア ッ プ 体 
制 を 整備 する こと 等 で 迅速 ・ 的 確 な 顧客 対応 に 努め て いる 。 た だ 、 昨 年 に 発生 し た 大 規模 台風 災害 の 際 
に は 、 災 害 発 生 直後 に コー ル セ ン ター で の 事故 受付 の 受電 率 が 低下 する 等 の 問題 が 認め られ て お り 、 よ 
り 迅 速 な 保険 金 支 払い の 観点 か ら 災 害 規模 に 応じ た 要員 確保 策 や 一 層 の 業務 効率 化 等 の 更 な る 取組 み 
が 求め られ る 。 
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さら に 、 世 界 的 に サイ バー 攻撃 が 増加 する 中 、 こ れ ら の 損害 を 補償 する サイ バー 保険 の 引 
受 リ スク 管理 態勢 に つい て 、 サ イレ ント ・ サ イ バ ー リ スク "を 含む リス ク 評 価 手法 等 を 中 心 に 実 
態 把握 し た と ころ 、 大 手 損害 保険 会 社 で は 独自 に 保有 リス ク 量 の 計測 を 開始 し て いる 一 方 で 、 
その 他 の 損害 保険 会 社 の 中 に は 具体 的 な 対応 が 行わ れ て いな い 社 が 認め られ た 。 


(資産 ・ 負 債 の 経済 価値 ベ ペース に よる 評価 ・ 監 督 手法 の 検討 ) 


こう し た モニ タリ ング に 加え て 、 国際 的 な 議論 も 踏ま えつ つ 、 保険 会 社 の リス ク を 包括 的 に 捉 
えた 実効 的 か つ フ ォ ワ ー ド ルッ キン グ な 健全 性 政策 を 実施 し て いく こと が 必要 で あり 、 その 一 環 
と し て 、 経 済 価値 ベー ス の 考え 方 に 基づく 新た な ソル ベン シー 規制 に つい て の 影響 度 調査 を 実 
施 “ し た ほか 、 目 指す べき 健全 性 政策 に つい て 関係 者 と 広範 な 議論 を 行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


顧客 本 位 の 業務 運営 の 定着 


法人 向け 定期 保険 、 外 貨 建 保 険 及 び 代 理 店 に お ける イン セン ティ ブ 報 酬 等 、 昨 事務 年 度 の 
モニ タリ ング で 把握 し た 諸 課 題 へ の 各社 の 対応 状況 を 継続 的 に モニ タリ ング し て いく 。 

法人 向け 定期 保険 に お いて は 、 募 集 時 に 保険 本 来 の 機能 で は な い 部 分 が 過度 に 強調 され 
る よう な 募集 態勢 と な っ て いな いか 、 外貨 建 保 険 に お いて は 、 顧客 の 金融 リテラ シー、 年 齢 、 資 
産 の 状況 等 を 踏ま えた 適切 な 商品 設計 や 保険 募集 管理 態勢 の 整備 が 行わ れ て いる か 、 と い 
っ た 視点 で の 確認 が 必要 と 考え られ る 。 

こう し た 観点 か ら 、 昨 事務 年 度 に お いて 「 保 険 商品 審査 事例 集 」 を 公表 し た と ころ で ある が 、 
今後 は 、 商 品 審査 の 段階 か ら 従 来 以上 に 、 商 品 の 狙い ・ 見 込み 顧客 層 、 保 険 募集 管理 等 の 態 
勢 整備 の 状況 を 確認 し て いく "“。 

さら に 、 態勢 整備 を 含む 顧客 本 位 の 業務 運営 の 定着 の た め に は 、 例 えば 、 商 品 開発 部 門 と 
保険 募集 管理 部 門 等 の 社内 各部 門 が 適切 に 連携 の 上 、 業 務 運 営 を 行っ て いく こと が 重要 で あ 
り 、 経 営 レベ ル で どの よう な 議論 や 取組 み が 行 われ て いる か 、 包括 的 に モニ タリ ング を 行う "“。 


持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 


(デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 実態 把 所 ) 


デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 が 保険 会 社 の ビジ ネス に 与え る 影響 に つい て 、 顧 客 利便 の 向 














火炎 保険 や 費用 利益 保険 等 の 伝統 的 な 保険 商品 で は 、 開 発 時 に サイ バー 攻撃 等 に よる 損害 を 想定 し 
て お ら ず 、 保 険 約 款 上 明示 的 な 免責 化 等 を 行っ て いな い 。 こ の よう な 伝統 的 な 保険 商品 に お いて 保険 会 









































神 


ト が 潜在 的 に 保有 し て いる サイ バー リス ク 。 








以後 、 定 例 化 し 継続 的 に 実施 する 。 


こう し た 観点 を 明確 化す る た め 、「 保 険 会 社 向け の 総合 的 な 監督 指針 」 の 改正 を 予定 。 


















































3 この ほか 、2. (1) ② 販売 会 社 に よる 顧客 本 位 の 業務 運営 参照 
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上 、 顧 客 保護 の 観点 も 含め 、 実 態 把握 を 進め る 。 


(リス ク 管 理 の 高度 化 ) 


保険 会 社 の 財務 の 健全 性 を 確保 する た め 、 各 社 に お ける 経済 価値 ベー ス の 考え 方 を 取り 入 
れ た リス ク 管 理 の 高度 化 を 促し つつ 、 保 険 会 社 を 取り 巻く リス ク の 変化 や 、 こ れ に 対応 し た 保 
険 会 社 の 行動 を フォ ワー ドル ッ キ ング に 分 析 し 、 機動 的 な モニ タリ ング を 行っ て いく 。 

具体 的 に は 、 世 界 経済 の 減速 懸念 や 各国 の 金融 政策 の 動向 等 に よる 内 外 経済 ・ 市 場 の 急 
な 変動 が 保険 会 社 の 財務 に 与え る 影響 を 注視 し つつ 、ERM の 高度 化 等 を 通じ た 各社 の リス ク 
管理 態勢 の 向上 に 向け た 対話 を 行う 。 

こう し た 中 、 自然 災 害 に か か る 保険 引受 リス ク の 管理 態勢 に つい て 、 保 有 ・ 出 再 方 針 に か か 
る 経営 レベ ル で の 検討 状況 等 を 引き 続き モニ タリ ング "する と と も に 、 定量 指標 に 基づく 評価 
手法 を 検討 する な ど モ ニタ リン グ 手 法 の 高度 化 等 に 取り 組む \。 


(資産 ・ 負 債 の 経済 価値 ベ ペース に よる 評価 ・ 監 督 手法 の 検討 ) 


経済 価値 ベ ペース の 新た な ソル ベン シー 規制 に つい て は 、 保 険 会 社 の リス ク 管理 の 高度 化 と 
中 長期 的 な 健全 性 の 確保 を 可能 と する 一 方 、 そ の 内 容 次 第 で は 、 保 険 会 社 の 過度 な リス ク 回 
避 行 動 を 惹起 し 、 意 図 せ ざる 影響 を 及ぼ す 可 能 性 も ある 。 こ の た め 、 本 年 5 月 に 設置 し た 「 経 
済 価値 ベ ペース の ソル ベン シー 規制 等 に 関す る 有識者 会 議 」 に お いて 、 こ うし た メリ ッ ト ・ デ メリ ッ 
ト を 考慮 し つつ 、 国 際 的 な 議論 を 踏ま えた 規制 の 方 向 性 を 検討 する 。 


ガバ ナン ス の 機能 発揮 


上 記 の モニ タリ ング に 当たっ て は 、 持 続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 を 促す 観点 か ら 、 取 締 
役 会 等 の 組織 が 重要 な 経営 判断 の 過程 に お いて 、 深 度 あ る 議論 を 行っ て いる か 、 経 営 トッ プ 
等 に 対し て 有効 に 牽制 ・ 監 督 機能 を 発揮 し て いる か な ども 注視 する 。 また 、 こ うし た モニ タリ ング 
を 通じ て 把握 し た 各社 の ガバ ナン ス の 実効 性 の 度合 い に 応 じ て 、 経 営 陣 等 と 実効 性 の 向上 に 
向け た 対話 を 行う 。 加え て 、 内 部 監査 の 実態 に 応じ て 、 内 部 監査 部 門 と の 対話 を 行い 、 そ の 高 
度 化 を 促し て いく 。 

大 手 保険 会 社 グ ルー プ の 海外 事業 に つい て は 、 大 型 M &A を 実施 し て か ら 一 定期 間 が 経過 
し 、 そ の 成果 や 課題 に つい て 各社 と も 分 析 が 進め られ て いる 。 金融 庁 と し て も 買収 後 の 子 会 社 
管理 や 収益 管理 等 に 関し 、 取締 役 会 等 が 実効 的 な ガバ ナン ス 機 能 を 発揮 し て いる か に 着目 し 
て モニ タリ ング を 行う 。 




















1 この ほか 、 大 規模 自然 災害 発生 時 の 保険 金 支 払 管理 態勢 に つい て 、 要 員 確 保 策 や 業務 効率 化 に 関す 
る 各社 の 取組 状況 の フォ ロー アッ プ を 行う 。 

5 この ほか 、 サ イ バ ー リ スク に つい て は 、 海 外 も 含め た 市 場 動向 に も 注視 し つつ 、 各 社 に 対し 、 リ ス 
ク 評価 手法 の 整備 等 の 適切 な リス ク 管 理 を 促し て いく 。 
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( イ ) 少額 短期 保険 業者 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


少額 短期 保険 業界 は 、 制 度 創設 後 、 新 た に 設立 ・ 参 入 し た 業者 が 過半 を 占め る な ど 、 そ の 
構図 も 変化 し つつ あり 、 取 扱 商品 の 多様 化 も 進ん で いる 。 こう し た 中 、 金 融 庁 と し て は 財務 局 と 
連携 し 、 各 業者 の 規模 ・ 特 性 等 を 十分 に 踏まえ つつ 、 実 態 に 応じ た モニ タリ ング を 実践 し て いく 
こと が 重要 と な っ て いる 。 

制度 創設 時 、 新 制度 へ の 移行 に 際 し 激変 緩和 の た め 経 過 措置 "が 設け られ た が 、 制 度 発 
足 か ら 既に 10 数 年 経過 し て お り 、 経 過 措 置 適用 業者 に お いて は 2023 年 3 月 末 の 経過 措置 終 
了 ま で に 本 則 に 移行 する 対応 が 求め られ て いる 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


各 財 務 局 と 連携 し て 、 少額 短期 保険 業界 全体 の 動向 を 把握 ・ 分 析 し 、 そ こ で 明らか と な っ た 
各種 の 課題 に つい て は 、 対話 に よる 自主 的 な 対応 を 促す と と も に 、 重大 な 問題 が 懸念 され る 業 
者 等 に 対し て 立入 検査 等 を 実施 し た 。 

こう し た 検査 ・ 監 督 の 過程 に お いて 、 法 令 等 に 定め られ た 最低 基準 に つい て の 不備 が 複数 
の 業者 に 認め られ て お り 、 自主 的 な 検証 ・ 是 正 を 促す 観点 か ら 、 全 業者 に 対し 自主 点検 の 実 
施 を 求め た 。 

これ ら の 根本 原因 の 一 つと し て 、 業者 に お いて 適切 な ガバ ナン ス が 働か ず 、 業 容 拡 大 が 最 
優先 と され た 状況 が 認め られ た こと か ら 、 各 業者 に 対し 、 日 本 少額 短期 保険 協会 を 通じ て 経営 
管理 態勢 及び 内 部 管理 態勢 等 を 強化 すべ き 旨 を 周知 し た 。 

また 、 経 過 措 置 適用 業者 に 対し 、 経 過 措 置 終了 まで の 移行 計画 の 提出 を 求め 、 そ の 履行 状 
況 に つい て モニ タリ ング を 実施 し た 。 大 宗 に お いて は 、 対 応 方 針 を 策定 済 で ある が 、 未 確定 と 
な っ て いる 業者 も 一 部 認め られ る 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


各 業 者 に お いて 最低 基準 を 満た し た 業務 運営 が 行わ れ て いる か に つい て 、 財 務 局 と 連携 し 
て 、 自 主 点検 結果 を 踏ま えつ つ 、 ガ バナ ンス 、 人 的 構成 を 含む 態勢 整備 の 状況 と 併せ て モニ タ 
リン グ を 行う と と も に 、 日 本 少額 短期 保険 協会 と も 連携 し て 最低 基準 達成 の た め の 環 境 を 整備 
する 。 

経過 措置 適用 業者 に 対し て は 、 引き続き 、 本 則 に 円 滑 に 移行 する た め の 計 画 の 策定 ・ 実 行 
状況 に つい て 確認 し 、 対 応 を 求め る 。 
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制度 創設 前 より 共済 事業 を 行っ て いた 者 (いわ ゆる 根拠 法 の な い 共 済 ) に 対す る 激変 緩和 の た め 、 
度 発 足 時 、 引 受 可 能 な 上 限 保険 金額 に 経過 措置 が 規定 され 、 そ の 後 2 度 、 経 過 措 置 が 延長 され て いる 。 
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③ 金融 商品 取引 業者 等 
( ア ) 証券 会 社 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


内 外 経済 の 不 確 実 性 の 高まり や 、 こ うし た 不 確 実 性 の 市 場 取引 へ の 影響 、 低 金利 環境 の 継 
続 等 、 証 券 会 社 は 足元 で 上 厳しい 収益 環境 に 置か れ て いる 。 こう し た 中 、 売買 委託 手数 料 や トレ 
ー デ ィング 収益 と いっ た フロ ー の 収益 を 中 心 と する 証券 会 社 は 、 収 益 や 健全 性 が 市 場 ・ 景 気 動 
向 の 影響 を より 受け や すい と いう 3 特性 が ある た め ( 図 表 エ ーー3-(5) 一 3) 、 適切 な リス ク 管 理 の 
下 、 安 定 的 な 収益 ・ 財 務 基 盤 を 構築 する こと が 重要 で ある 。 

また 、 足 元 の 厳し い 収益 環境 の ほか 、 顧 客層 の 高齢 化 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 に 伴う 
取引 チャ ネル の 多様 化 等 、 証 券 会 社 を 取り 巻く 経営 環境 の 変化 "\ を 踏ま える と 、 既存 の ビジ ネ 
スモ デル に 限界 が ある 可能 性 が ある た め 、 将来 に わた り 持 続 可能 な ビジ ネス モデ ル を 模索 ・ 構 
築 し て いく こと が 重要 で ある 。 

加え て 、 市 場 の ゲー トキ ー バ パー の 役割 を 期待 され る 証券 会 社 に お いて は 、 法 令 等 の 趣旨 や 
目的 を 踏ま えた 実効 性 の ある コン プラ イア ンス 態勢 を 構築 する こと が 重要 で ある 。 

図表 エー3-(5)-3 全国 証券 会 社 の 決算 と 日 経 平 均 株 価 ・ 東 証 一 部 内 国 株 売買 代金 の 推移 


(売買 代金 単位 : 千 億 円 ) (単位 : 円 ) 
(損益 単位 : 億 円 ) 
20,000 - 25,000 
ピー 経常 損益 ( 左 軸 ) 

還 還 当期 純 損益 ( 左 軸 ) 
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(資料 )Bloomberg、 日 本 証券 業 協会 、 日 本 取引 所 グル ー プ 資料 より 、 金融 庁 作成 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
大 手 証券 会 社 


大 手 証券 会 社 に 対し て は 、 国内 業務 に お ける 「 顧 客 本 位 の 業務 運営 」 の 実践 ・ 定 着 状 況 等 
や 、 そ れ ら を 支え る ガバ ナン ス に つい て 、 社 外 役 員 を 含め 、 経 営 陣 等 と の 深度 ある 対話 を 行う 

















9 例え ば 、 個 人 株 式 等 委託 売買 代金 に 対す る ネッ ト 系 証券 会 社 5 社 の 割合 (2018 年 度 ) は 、77.5% を 
占め る よう に な っ て いる 。 
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と と も に 、 海 外 業 務 の 特性 を 踏ま えた リス ク 管 理 の 強化 に 向け た 取組 状況 に つい て も モニ タリ 
ング を 実施 し た 。 

各社 と も 、 引き続き 資 産 管理 型 営業 へ の 転換 が 重要 と 位置 づけ 、 従 前 の フロ ー 収 益 中 心 の 
ビジ ネス モデ ル か ら ス トッ ク 収 益 を 重視 する 戦略 に 転換 を 図 ろ うと し て いる が 、 営 業 現 場 に お い 
て 顧客 本 位 の 業務 運営 や コン プラ イア ンス の 定着 に 向け た 施策 の 本 質 的 な 趣旨 の 理解 や 浸 
透 が 依然 と し て 十分 で は な い 状 況 が 認め られ た 。 具体 的 に は 、 顧 客 本 位 の 趣旨 に 反する 収益 
獲得 優先 の 業務 運営 が 行わ れ て いる 事例 や 、 過 去 に 発生 し た 事案 を 踏ま えた 施策 や 教訓 が 
営業 現場 に お いて 風化 し て いた 事例 等 、 内 部 管理 に 緩み が 生じ て いる 実態 が 明らか と な っ た 。 

また 、 証 券 会 社 の 引受 審査 の 状況 に つい て は 、 ビ ジネス の 特性 を 考慮 せ ず 従来 と 同様 の 方 
法 で 審査 を 実施 し て いる 事例 等 、 不 十分 な 点 が 見 受け られ た も の の 、 社 内 外 の 専門 家 を 活用 
する 審査 態勢 を 整備 する 等 、 改 善 に 向け た 取組 事例 "も 見 られ た 。 


ネッ ト 系 証券 会 社 
ネッ ト 系 証券 会 社 に つい て は 、 シ ステ ムリ スク 管理 態勢 に 焦点 を 当て た モニ タリ ング を 行っ た 


と ころ 、 シ ステ ム 障 害 発 生 時 に 、 適 切な 復旧 ・ 代 替 作業 に 向け た 計画 が 未 策定 ・ 不 十分 で ある 
た め 、 復 旧 ・ 代 替 作業 が 適切 に 行わ れ て いな い 事 例 が 見 られ た 。 

また 、 各 社 の ビジ ネス モデ ル に 焦点 を 当て た モニ タリ ング を 行っ た と ころ 、 各社 と も 競争 力 を 
維持 ・ 向 上 すべ くく 継続 的 に ビジ ネス モデ ル の 多様 化 を 進め て お り 、 中 に は 、IFA や フィ ン テ ッ ク 
企業 と の 提携 、 ポ イン ト サ ー ビ ス や ビッ ク デ ー タ の 活用 等 、 新 た な 収益 の 柱 と な り 得る ビジ ネス 
モデ ル の 構築 に 取り 組ん で いる 状況 が 見 られ た 。 


準 大 手 ・ 地 域 証券 会 社 


準 大 手 ・ 地 域 証券 会 社 に つい て は 、 各 社 の 規模 ・ 形 態 等 が 多様 で 経営 状況 や 課題 等 も 様々 
で ある こと を 踏ま え 、 メリハリ を つけ た モニ タリ ング を 行っ た 。 その 結果 、 外 国 株 式 の 投資 勧誘 
時 に 重大 な 法令 違反 が 認め られ た 先 に は 厳正 な 監督 対応 を 行っ た ほか 、 投 資 信託 の 解約 引 
止め を 行っ て いた 先 に は 自主 的 な 改善 を 促し た 。 

地域 で 中 心 的 な 役割 を 果たし て いる 証券 会 社 に 対し て 、 ビ ジネス モデ ル に 焦点 を 当て た モニ 
タリ ング を 行っ た 結果 、 他 社 に な い 独自 サー ビス を 提供 し て いる 事例 や 、 従 業 員 の 働き 方 の 改 
善 に 取り 組ん で いる 事例 が 見 られ た 。 また 、 他 の 地域 証券 会 社 と グル ー プ 化 ・ 連 携 を 進め て い 
る 証券 会 社 が あり 、 営 業 面 だ け で な く 法 令 遵 守 態勢 等 の 非 競 争 領域 で の 連携 を 進め て いる 事 
例 も 見 られ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 

















や 例え ば 、 引 受審 査 に お いて 、TIPO を 予定 し て いる 会 社 (引受 審査 の 対象 会 社 ) が 用 いる 新 技 術 に 対す 
る 評価 を 行う 際 、 証 券 会 社 の 引受 審査 部 門 の み で は 難し い 場 合 に 、 社 外 の コン サル タン ト や 弁護 士 な ど 
の 専門 家 を 活用 する 取組 事例 が ある 。 
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以下 の 課題 へ の 対応 を 含め 、 適 切な 経営 戦略 の 策定 ・ 推 進 を 支え る ガバ ナン ス 機 能 の 発揮 
に つい て 、 社 外 役 員 を 含め た 経営 陣 や 支店 長 、 営 業 担当 者 な どの 営業 現場 と の 深度 ある 対話 
を 中 心 に モニ タリ ング を 継続 する 。 
・ 金融 ビジ ネス 環境 の 変化 を 踏ま えた 、 持 続 可 能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 
・ 形式 的 な ルー ル に 留まら な い プ リン シ プ ル に 即 し た 実効 性 の ある コン プラ イア ンス 態勢 及 
び 顧 客 の 利益 を 尊重 し た 業務 態勢 の 構築 


また 、 グ ロー バル な 業務 展開 を し て いる 証券 会 社 に つい て は 、 それ を 支え る 経営 管理 態勢 
及び リス ク 管 理 態 勢 の 整備 状況 や 危機 時 の 対応 策 等 に つい て 、 海 外 当 局 と も 連携 し つつ 、 モ 
ニタ リン グ を 継続 する 。 
ネッ ト 系 証券 会 社 
フィ ン テ ッ ク 等 を 用 いて 新た な 収益 の 柱 と な り 得 る ビジ ネス モデ ル の 構築 に 努め て いる 状況 
を 踏ま え 、 新しい ビジ ネス モデ ル が 投資 家 保護 の 観点 か ら 適切 で ある か に つい て も モニ タリ ン 
グ を 行っ て いく 。 また 、 シ ステ ム 障 害 発生 時 の 対応 も 含め た シス テム リス ク 管 理 態勢 の 整備 状 
況 に つい て モニ タリ ング を 継続 する 。 
準 大 手 ・ 地 域 証券 会 社 
投資 家 保 護 の た め の 態 勢 整備 等 を 中 心 に メリ ハリ を つけ た モニ タリ ング を 継続 し て 行う 。 
中 で も 経営 改善 へ の 意欲 は ある も の の ビジ ネス モデ ル の 確立 に 悩む 証券 会 社 に つい て は 、 
経営 トッ プ と の 対話 な ど を 通じ て 、 経 営 改 善 策 の 具体 化 に 向け た 議論 の 活性 化 を 促し て いく 。 
( イ ) 外国 為替 証拠 金 取 引 業 者 (FX 業者 ) 
【 金融 行 政 上 の 課題 】 
店 頭 外 国 為替 証拠 金 取 引 業 者 (以下 「 店 頭 FX 業者 」) に つい て は 、 決 済 リ スク 管理 を 不 十分 
な まま に し て お け ぼ ば 、 外 国 為 替 市 場 や 金融 レシ ス テム に 影響 を 及ぼ し 、 シ ステ ミッ クリ スク に つ な 
が る 可能 性 が ある こと か ら 、 店頭 FX 業者 に つい て は 決済 リス ク 管 理 態勢 の 強化 に 取り 組む こ 
と が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
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店 頭 FX 取引 の 決済 リス ク に つい て 、 内 閣府 令 の 改正 等 の 制度 整備 を 行っ た '“。 また 、 来 年 
1 月 か ら の スト レス テス ト の 実施 に 向け 、 シ ステ ム 構 築 等 の 準備 状況 を 確認 し た と ころ 、 既に ス 
トレ ステ スト の 試算 を 始め て いる 業者 が ある 一 方 で 、 シ ステ ム 開 発 完了 時 期 が 未定 と な っ て い 
る 業者 も 見 られ た 。 

【 本 事務 年 度 の 方 針 】 

情報 開示 (本 年 9 月 開始 ) 及び スト レス テス ト ( 来 年 1 月 開始 ) を 適切 に 実施 する た め の 態 勢 
の 整備 状況 に つい て モニ タリ ング を 行う 。 特に 、 ス トレ ステ スト に つい て は 、 開 始ま で の 間 に 各 
店 頭 FX 業者 に お ける 試算 状況 を 確認 する な ど 、 そ の 準備 を 促す 。 また 、 ス トレ ステ スト の 結果 
を 踏ま え 、 決済 リス ク 管 理 態勢 に つい て モニ タリ ング を 行う 。 

( ウ ) 投資 運用 業者 
投資 運用 業者 に つい て は 、2. (1)④ に 述べ た と お り 。 
( エ ) 投資 助言 ・ 代 理 業者 
【 金融 行 政 上 の 課題 】 


投資 助言 ・ 代 理 業者 に つい て は 、 顧 客 に 対す る 適切 な 広告 ・ 勧 誘 等 、 投資 者 保護 の 観点 か 
ら の 業務 運営 態勢 の 構築 が 必要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 

虚偽 の 説明 又は 誤解 を 生 ぜ し め る べき 表示 に より 勧誘 を 行っ て いる 事例 や 、 無 登録 業者 に 
対す る 名 義和 貸 し を 行っ て いる 事例 が 認め られ た こと か ら 、 登 録 取 消し や 業務 停止 命令 等 の 行 
政 対応 を 行っ た ( 昨 事務 年 度 に 行っ た 行政 処分 は 5 件 (うち 登録 取消 し は 3 件 ) ) 。 
【 本 事務 年 度 の 方 針 】 

ウェ ブサ イト 上 の 広告 表示 や メー ル マ ガ ジン 等 に よる 勧誘 行為 に つい て 、 当局 に 寄せ られ る 
相談 や 関係 機関 か ら の 情報 等 を 参考 と し て 、 情 報 分 析 ・ 検 証 を 進め 、 事 実 と 異な る 表示 等 を 行 
っ て いる 業者 に 対し て は 、 必 要 に 応じ て 監督 上 の 対応 を 行う 等 、 上 厳正 な 対応 を 行っ て いく 。 


( オ ) 第 二 種 金融 商品 取引 業者 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 








70 2 (1) ⑤ ( ア ) h) 店 頭 FX 業者 の 決済 リス ク へ の 対応 参照 
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第 二 種 金融 商品 取引 業者 (以下 「 二 種 業 者 」) に つい て は 、 近 年 、 高 利回り を 誠 う ファ ンド に 
対す る 投資 者 の 関心 が 高まり 、 こ れ を ビジ ネス チャ ンス と 捉え た ファ ンド 事業 者 の 新規 参入 が 
増加 し て いる こと を 踏ま え 、 顧 客 に 対す る 広告 ・ 勧 誘 及 び フ ァ ン ド 運 営 の 適切 性 を 確保 する 必 
要 が ある 。 特に 、 貸 付 事 業 を 投資 対象 と する ファ ンド に つい て は 、 近 年 、 一 部 の 業者 に お いて 、 
投資 者 に 対し て 虚偽 の 表示 を 行う 等 の 問題 が 認め られ て いる こと か ら 、 投 資 者 保護 の 観点 か 
ら の 業務 運営 態勢 を 構築 する 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


投資 者 に 対し て 虚偽 の 表示 や 誤解 を 与え る 表示 を 行っ て いる 事例 や 、 出 資金 の 不適 切 流出 
事例 等 、 投 資 者 保護 の 観点 か ら 極め て 不適 切な 対応 が 認め られ た 二 種 業者 4 社 に 対し 、 登 録 
取消 し や 業務 停止 命令 等 の 行政 処分 を 行っ た 。 

また 、 貸 付 事 業 を 投資 対象 と する ファ ンド で は 、 こ れ ま で 貸付 先 の 匿名 化 等 が 行わ れ て きた 
が 、 投 資 者 が 貸付 先 に 接触 し な い 等 の 一 定 の 措置 を 講じ る こと で 、 貸 付 先 の 情報 開示 が 可能 
と な る 解釈 を 公表 "し 、 自 主 規制 機関 に お ける 情報 開示 の 例示 や 留意 事項 等 の 策定 に 当たっ 
て 連携 を 行う な ど 、 投資 者 へ の 情報 開示 の 拡充 を 図る た め の 取 り 組 み を 行っ た 。 

さら に 、 い わ ゆ る ソー シャ ルレ ン デ ィング "7 に つい て 、 金 融 庁 ウェ ブサ イト に 、 投資 者 に 対し て 
適切 な 投資 判断 を 呼び 掛け る べく 注意 喚起 (本 年 3 月 ) “や 広報 チラ シ ( 本 年 5 月 ) “の 掲載 を 


行っ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


広告 ・ 勧 誘 及 び フ ァ ン ド 運 営 の 実態 に 関す る 情報 分 析 ・ 検 証 を 進め 、 当 局 に 寄せ られ る 相談 
や 関係 機関 か ら の 情報 等 も 参考 に 、 リ スク ベー ス で の モニ タリ ング を 行う と と も に 、 貸付 事業 を 
投資 対象 と する ファ ンド 持分 の 取得 勧誘 を 行う 二 種 業 者 に つい て は 、 情 報 開示 状況 等 の 実態 
把握 を 行い 、 問題 が 認め られ る 業者 に 対し て は 厳正 な 対応 を 行っ て いく 。 


( カ ) 信用 格付 業者 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 
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法令 適用 事前 確認 手続 (ノー アク ショ ン レ ター 制度 ) 貸金 業法 整理 番号 13 














(https://www.fsa. go. jp/common/noact/kaitou/024/024_13b. pdf) 
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いわ ゆる ソー シャ ルレ ン デ ィング (融資 (貸付) 型 ク ラウ ド フ ァ ン ディ ング ) と は 、 イ ンタ ー ネ ッ 
を 用 いて ファ ンド の 募集 を 行い 、 投資 者 か ら の 出資 を ファ ンド 業者 を 通じ て 企業 等 に 貸付 ける 仕組 み 
指す 。 
金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト 参 照 (https://www. fsa. go. jp/ordinary/social-]ending/index. htm] ) 


金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト 参 照 ⑪ttps://www. fsa. go. jp/ordinary/social-1ending/social-]1ending_201905. pdf) 
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信用 リス ク 評 価 の 参考 情報 と し て 、 金 融 ・ 資 本 市 場 に お いて 広範 に 利用 され る 信用 格付 を 提 
供する 信用 格付 会 社 は 、 情 報 イ ン フ ラ と し て の 役割 を 担う こと か ら 、 投 資 者 保護 の 観点 か ら 業 
務 の 適切 性 を 確保 する こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


登録 信用 格付 業者 全社 (5 グル ー プ /7 社 ) に 対し 、 法 令 遵 守 状 況 や ガバ ナン ス 態 勢 、 ビ ジ ネ 
スモ デル の 動向 に 加え 、 証券 化 商 品格 付 に か か る コン プラ イア ンス 上 の 取り 組み や モデ ル ・ 
ガバ ナン ス 態 勢 “等 に つい て モニ タリ ング を 実施 し た 。 法令 遵守 に つい て 、 海 外 拠点 と の コミ ュ 
ニケ ーション の 活性 化 を 通じ た 管理 能力 の 向上 や 、 利益 相反 管理 の 強化 、 情報 セキ ュ リ ティ 管 
理 の 強化 等 を 課題 と し て 取組 み を 推進 する 事例 も 見 られ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


信用 格付 業者 の 業務 の 適切 性 確保 の た め 、 海 外 当局 と の 連携 も 図り な が ら 、 モ ニタ リン グ を 
継続 する 。 


(④ ゆう ちょ 銀行 ・ か ん ぼ 生 命 保険 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


ゆう ちょ 銀行 に お いて は 、 国 内 の 低 金 利 環境 が 継続 する 中 、 外 貨 調達 コス ト が 高 止 まり し て 
いる こと か ら 、 市場 業務 の 収益 性 が 低下 し て いる 。 また 、 リ スク アセ ッ ト の 増加 に よっ て 自己 資 
本 比率 も 継続 的 に 低下 し て いる 。 こ の よう な 状況 を 踏ま そえ 、 リ スク の 拡大 を 抑制 し つつ 、 中 長期 
的 な 収益 を 確保 する ビジ ネス モデ ル の 構築 が 急務 と な っ て いる 。 

か ん ぼ 生 命 に お いて は 、 低 金利 環境 が 継続 する 中 、 貯 蓄 性 商品 の 魅力 が 低下 し た こと で 販 
売 が 低迷 し 、 基 礎 利益 が 減少 し て いる 。 70 歳 以上 の 契約 者 が 全体 の 約 1/4 を 占め る な ど 、 顧 
客 に 高齢 層 が 多く 、 将来 に 責 っ て 安定 的 な 顧客 基盤 を 確保 する 観点 か ら も 、 顧客 の 利益 を 重 
視 し た 営業 の 必要 性 が 一 層 高 まっ て いる 。 こう し た 中 に あっ て 、 契 約 の 乗り 換え の 際 に 顧客 に 
不利 益 を 生じ させ る 不適 切な 事案 が 多数 生じ て お り 、 既存 顧客 へ の 適切 な 対応 は も と より 、 根 
本 原因 の 究明 に 向け た 調査 を 行い 、 募 集 態勢 の 抜本 的 な 改善 に 早急 に 取り 組む 必要 が ある 。 

また 、 日 本 郵政 に お いて は 、 グ ルー プ 全 体 の 中 長期 的 な 収益 基盤 を 確保 し 、 ユ ニ バ ー サ ル ・ 
サー ビス を 将来 に わた り 安 定 的 に 提供 する と と も に 、 金 融 二 社 の 株 式 売却 を 可能 と する た め に 
も 、 民営 化 和 要員 会 の 意見 書 に お いて 指摘 され て いる よう に 、 グ ルー プ 全 体 の ビジ ネス モデ ル の 
再 構築 を 行う 必要 が ある 。 























5 例え ば 、ESG 関連 ファ イナ ンス に か か る 情報 ・ 評 価 の 提供 と いっ た 、 新 た な 事業 戦略 の 検討 ・ 展 開 等 。 
) 証券 化 商 品格 付 プ ロ セ ス に お いて 利用 され る 格付 モデ ル の 開発 、 検 証 、 承 認 、 文 書記 録 ・ 保 存 等 の 





















































理 態 勢 全般 。 
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【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


ゆう ちょ 銀行 で は 、 中 期 経 営 計画 に お いて は 、 よ り 収 益 性 の 高い オル タナ ティ ブ 資 産 "と いっ 
た 戦略 投資 領域 の 残高 を 増加 させ る 方 針 を 掲げ た が 、 市 場 の 過熱 感 等 に 配 意 し て 残高 積み 
上 げ の ペー ス を 抑制 “し 、 他 方 で 外国 証券 等 へ の 投資 を 拡大 する こと と し て いる 。 また 、 投 資 
言 託 の 販売 拡大 '"、ATM 事業 拡大 "、 送 金 決済 手数 料 改定 等 に よる 手数 料 収入 の 拡大 に も 
取り 組ん で いる も の の 、 引 き 続 き 、 中 長期 的 な 収益 確保 が 課題 と な っ て いる 。 

日 本 郵政 グル ー プ の ガバ ナン ス に つい て 、 日 本 郵政 ・ ゆ うち ょ 銀行 ・ か ん ぼ 生 命 の 経営 陣 や 
取締 役 と 対話 を 実施 し た 。 対話 を 通じ 、 日 本 郵政 の 取締 役 会 に お いて 、 経 営 環境 の 変化 に 対 
応 し た グル ー プ 全体 の ビジ ネス モデ ル の 再 構 築 と 、 郵 便 局 ネッ トワ ー ク の 効率 的 な 活用 に 向け 

= 具体 策 の 議論 が 深め られ て いな いこ と が 認識 され た 。 

な お 、 グ ルー プ の ビジ ネス モデ ル の 再 構築 に つい て は 、 米国 アフ ラッ ク ・ イ ンク へ の 出資 "、 
か ん ぼ 生 命 株 式 の 売却 "等 の 動き が 見 られ た 。 

昨年 12 月 に 公表 され た 「 郵 政 民 営 化 の 進捗 状況 に つい て の 郵政 民営 化 和 要員 会 の 意見 」 に 
基づき 、 ゆ うち ょ 銀行 の 預入 限度 額 が 本 年 4 月 に 引き 上 げ ら れ ""、 同 意見 に よっ て 要請 され た 
「 貯 金 獲 得 に か か る イン セン ティ ブ を 他 の 評価 項目 へ の 振替 等 に より 撤廃 する こと 」 に つい て 、 
ゆう ちょ 銀行 や 郵便 局 は 、 本 年 4 月 か ら 、 貯 金 獲 得 に 関す る 業績 評価 項目 を 投資 信託 販売 等 
に か か る 項目 に 振替 える な どの 取組 み を 進め て いる 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
持続 可能 な 収益 確保 に 向け た 取組 み 


ゆう ちょ 銀行 に つい て は 、 リ スク の 拡大 を 抑制 し つつ 、 中 長期 的 な 収益 を 確保 す る ビジ ネス 
モデ ル の 構築 が 急務 と な っ て いる 中 で 、 収 益 確保 の た め の 具 体 的 な 方 策 や 、 中 長期 的 な 資本 
水準 の あり 方 及び リス ク 管 理 の 状況 等 に つい て 対話 を 実施 する 。 

か ん ぼ 生 命 に つい て は 、 契 約 乗 換 に か か る 不適 切 事案 の 根本 原因 の 究明 や 改善 策 の 策 
定 ・ 実 行状 況 を 踏ま えつ つ 、 顧 客 基 盤 等 に つい て 対話 を 実施 する 。 また 、ERM フレ ー ム ワー ク 
の 下 で の リス ク 管 理 の 状況 に つい て モニ タリ ング を 継続 する 。 


顧客 本 位 の 徹底 に 向け た 取組 み 








7 プラ イベ ー ト エク イ テ ィ ファ ンド (PB)、 不 動産 ファ ンド 、 ヘ ッ ジ ファ ンド (HF) へ の 投資 。 
7? 戦略 投資 領域 2020 年 度 未 (当初 計画 ) : 8.5 兆 円 つっ 4 て 5 兆 円 程度 

?% 投資 信託 取扱 局 は 1, 540 局 、 紹 介 局 は 18, 211 局 に 拡大 (本 年 3 月 末 現 在 )。 
%0 全国 の ファ ミリ ー マ ー ト 店 舗 に 2017 年 1 月 以降 小型 ATM の 設置 を 拡大 中 。 あ お ぞ ら 銀行 の 全 19 店 
舗 に ゆう ちょ 小型 ATM を 設置 (昨年 11 月 設置 完了 9 台 ))。 
“ 日 本 郵政 は 、 ア フラ ッ ク ・ イ ンコ ー ポ レー テッ ド 普 通 株 式 の 7 % 程 度 を 取得 する こと を 目指 し 、 本 年 
4 月 29 日 に 、 信 託 を 通じ て 取得 を 開始 し た 旨 を 公表 (本 年 5 月 )。 

% 本 年 5 月 の 売出 し に より 、 日 本 郵政 の 議決 権 割 合 は 64.48% (実施 前 89.00%) と な っ た 。 

9 通常 貯金 と 定期 性 貯金 を 合算 し て 1,300 万 円 つ 通常 貯金 と 定期 性 貯金 の 限度 額 を 別個 に 設定 す 
る こと と し 、 限 度 額 は それ ぞ れ 別個 に 1, 300 万 円 ずつ 同額 に 設定 (本 年 4 月 1 日 施行 ) 。 
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ゆう ちょ 銀行 に つい て は 、 投 信販 売 残高 の 拡大 を 目標 と し て お り 、 コ ン サ ル テ ィ ン グ 営 業 の 
適切 な 強化 の 観点 か ら 、 郵 便 局 を 含め た 現場 レベ ル に お ける 高齢 者 の 勧誘 や 適合 性 の 確認 
等 、 顧 客 本 位 の 業務 運営 の 状況 に つい て モニ タリ ング し て いく 。 

か ん ぼ 生 命 に つい て は 、 前 事務 年 度 に 報告 徴 求 命令 を 発出 し 、 実 態 把握 や 原因 分 析 、 改 善 
対応 策 に つい て 報告 を 求め て き て いる と ころ で あり 、 郵 便 局 を 含め た 現場 レベ ル に 顧客 の 意向 
や 状況 に 沿っ た 営業 を 浸透 させ 、 実 質 的 に 顧客 の 利益 が 守ら れる よう 、 乗 換 に か か る 不適 切 
事案 の 根本 原因 の 究明 に 向け た 調査 や その 結果 を 踏ま えた 改善 策 の 策定 ・ 実 行状 況 に つい 
て モニ タリ ング 等 を 行う 。 そ の 際 に は 、 営 業 目標 ・ イ ン セ ン テ ィ ブ の あり 方 、 コ ンプ ライ アン ス を 遵 
守 す る カル チャ ー の 醸成 、 適 切な 実態 把握 に 基づく 経営 陣 に よる リー ダー シッ プ の 下 で の ガバ 
ナン ス の 発揮 に 着目 し 、 か ん ぼ 生 命 と その 募集 人 で ある 日 本 郵便 の 両社 に 対し て 、 募 集 態 勢 
の 抜本 的 な 改善 を 促す 。 


ビジ ネス モデ ル の 再 構 築 と 日 本 郵政 の ガバ ナン ス 


日 本 郵政 に お いて は 、 郵 便 局 ネ ットワーク の より 有効 な 活用 や IT「・ フ ィ ン テ ッ ク の 更 
な る 活用 等 、 日 本 郵政 グル ー プ に お ける 戦略 的 な 資源 配分 の 策定 ・ 実 施 に 向け 、 取 締 役 
会 及び 経営 陣 が 主導 的 な 役割 を 果たす よう 対話 を 実施 する 。 

また 、 か ん ぼ 生 命 や その 募集 人 で ある 日 本 郵便 が 緊密 に 連携 し 、 募 集 態勢 の 抜本 的 な 改 
善 が 図ら れる よう 、 グ ルー プ の 持株 会 社 と し て の ガバ ナン ス 発 揮 に 向け た 取組 み を 促す 。 


⑤ 外国 金融 機関 
【 金 融 行 政 上 の 課題 】 


外国 金融 機関 は 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 等 の 環境 変化 の 下 、 グ ルー プ 全 体 の 経営 戦 
略 や ビジ ネス モデ ル が 変容 する 中 で 、 日 本 拠点 と し て も 利用 者 ニー ズ を より 的 確 に 捉え 、 利益 
水準 の 維持 ・ 向 上 を 図る こと を 目指 し て いる 。 外国 金融 機関 は い 、 こ の よう な 変化 に 対応 し て 、 適 
切な 内 部 管理 態勢 を 確保 する こと が 求め られ る 。 こう し た 中 、 当局 と し て は 、 外 国 金 融 機関 の リ 
スク 特性 が 将来 に 向かっ て どの よう に 変化 する か を 把握 し 、 必 要 な 経営 管理 態勢 の 確立 を 促 
し て いく 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
外国 金融 機関 の モニ タリ ング 
ビジ ネス モデ ル が どの よう に 変容 し て いる の か に つい て 情報 収集 ・ 分 析 す る と と も に 、 経 営 管 


理 、 法 令 等 遵守 、 リ スク 管理 及び 内 部 管理 の 各 態 勢 や ガバ ナン ス に か か る モニ タリ ング を 実施 
し た 。 その 過程 に お いて 、 以下 の よう な 事例 が 認め られ た 。 


・ デ ジ タ ラ イ ゼ ーション の 進展 に 応じ た ビジ ネス の 変容 状況 
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- プロ ダク ト の 開発 や サー ビス の 品質 向上 に 向け た 取組 み 状 況 を 検証 し た と ころ 、 デ ー タ 
の 利 活用 に 主眼 を 置い て 新規 ビジ ネス を 模索 する 金融 機関 や 既存 ビジ ネス の 深化 の た 
め に テク ノロ ジー を 活用 する 金融 機関 が ある 一 方 で 、 多 く の 金 融 機関 は デジ タラ イ ゼ ー 
ショ ン の 進展 を コス ト 削 減 の 一 環 と し て 位置 づけ て いる こと が 確認 され た 。 


・ 法 


令 等 遵守 を は じ め と する 各 熊 勢 や ガバ ナン ス に か か る モニ タリ ング 

売買 審査 態勢 、 シ ステ ムリ スク 管理 態勢 等 の 整備 状況 に 重大 な 不備 が 認め られ た 外国 
金融 機関 に 対し 、 再 発 防止 策 の 策定 や 本 部 と の 連携 強化 等 に よる 適切 な 態勢 整備 を 
求め た 。 

- AML/CFT に か か る 態勢 整備 が 不 十分 な 外国 金融 機関 に 対し て 改善 を 促し 、 そ の 進捗 
状況 に つい て モニ タリ ング を 行っ た 。 他方 で 、 船 舶 フ ァ イ ナ ンス 分 野 の 態勢 整備 状況 を 
検証 し た と ころ 、 船主 へ の 継続 的 顧客 管理 、 航 路 の モニ タリ ング 等 の 高度 な 取組 み を 行 
っ て いる 外国 金融 機関 も 認め られ た 。 

- サイ バー セキ ュ リ ティ 対策 の 強化 に 向け 、 各 国 当 局 の 要請 に 応じ て 態勢 整備 を 進め て 
いる 外国 金融 機関 が ある 一 方 で 、 リ スク 管理 に 関す る 事業 部 門 、 管 理 部 門 及 び 内 部 監 
査 部 門 の 役割 分 担 が 未だ 不明 確 で 態勢 構築 の 途上 に ある 外国 金融 機関 も 多く 認め ら 
れ た 。 


また 、 本 邦人 金融 機関 等 向け に 販売 する 商品 の 動向 や 当該 商品 の リス ク に つい て 実態 把握 を 
行っ た 。 販売 する 商品 の 適合 性 に つい て 各種 委員 会 に よる チェ ッ ク を 行う 体制 と な っ て いる こと 
は 確認 され た も の の 、 販 売 商 品 の 種類 に 偽り が 見 られ た こと か ら 、 適 合 性 面 に つい て は 引き 続 
き 検 証 が 必要 で ある 。 


グロ ー バ ル 金 融 機関 の 円 滑 な 破綻 処理 


グロ ー バ ル な シス テム 上 重要 な 銀行 (G-SIBs) の 円 滑 な 破綻 処理 準備 態勢 に か か る 検証 の 
ー 環 と し て 、 こ れ ら 金融 機関 の 海外 拠点 に よる 我が国 の 顧客 と の 直接 の 取引 状況 や 、 日 本 拠 
点 か ら 海外 拠点 へ の 資産 の 移管 状況 に つい て 実態 把握 を 行っ た 。 最終 的 に は 取引 残高 の 大 
部 分 が 国外 で 管理 され て いる と いう 結果 と な り 、 海 外 当局 と の 連携 の 必要 性 が 改め て 確認 
れ た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


ビジ ネス モデ ル 変 容 に 伴う 日 本 拠点 の リス ク 変 化 を 捉え た 上 で 、 経 営 管理 、 法 令 等 遵守 、 リ 
スク 管理 及び 内 部 管理 の 各 態 勢 や ガバ ナン ス に つい て モニ タリ ング を 実施 する 。 態勢 上 の 不 
備 が 認め られ た 外国 金融 機関 に 対し て は 、 適 切な 態勢 整備 を 求め る 。 

海外 当局 と の 連携 を 深化 する こと に より 、 我が国 で 活動 する G-SIBs に か か る 危機 時 の 当局 
及び G-SIBs の 対応 能力 を 強化 する 。 
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⑥ 資金 移動 業者 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


資金 移動 業者 に つい て は 、2010 年 4 月 の 資金 決済 法 の 施行 に 伴い 、 参 入 が 相次ぎ 、 そ の 業 
者 数 は 2019 年 6 月 末 時 点 で 64 業者 と な っ て いる 。 また 、 そ の 利用 者 数 、 送 金 件 数 及び 送金 額 
に つい て も 、 送 金 内 容 の 多様 化 、 営業 時 間 や 安価 な 送金 手数 料 等 、 利便 性 の 高まり か ら 大 幅 
に 増加 し て いる 。 

し か し な が ら 、 資 金 移 動 業 者 に つい て は 、 業 者 間 の 規模 格差 が 大 きく 、 小 規模 な 業者 も 多く 
存在 する 。 ま た 、 そ の ビジ ネス モデ ル に つい て も 、① 外 国人 の 海外 送金 、② 商 品 購入 代金 等 の 
支払 い に か か る 送金 、③ モ バイ ル 端 末 を 利用 し た 個人 間 送 金 等 、 様 々 で ある こと か ら 、 業 者 に 
よっ て 内 部 管理 体制 や リス ク の 所 在 が 異な る 。 

さら に は 、 今 後 、 キ ヤッ シュ レス 化 の 一 層 の 進展 、 外 国人 の 利用 の 増加 が 見 込ま れ 、 ペ イロ 
ー ル 解禁 や 送金 上 限 額 の 引上げ の 議論 も あり 、 更 な る 参入 や 新た な サー ビス の 展開 や リス ク 
の 大 き な 変 動 も 予想 され る と ころ で ある 。 

こう し た 状況 の 中 、 資 金 移 動 業 者 に よる 適切 な サー ビス の 実施 を 確保 し 、 利用 者 を 保護 し て 
いく た め 、 金 融 庁 と し て は 、 資 金 移動 業者 に 対し て 、 上 記 の 経営 環境 、 リ スク の 変動 に 適時 に 
対応 で きる 経営 管理 、 内 部 管理 体制 の 充実 等 を 更に 促し て いく 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


資金 移動 業者 に 対し て 、 定 期 的 に 業務 実態 の 報告 を 徴 求 する と と も に 、 立 入 検査 ヒア リン 
グ な ど 、 オ ン サ イト ・ オ フサ イト の モニ タリ ング を 実施 し た 。 な お 、 大 規模 な 業者 に 関し て は 、 フ ィ 
ン テ ッ クモ ニタ リン グ 室 に 専 担 者 を 配置 し 、 モ ニタ リン グ を 強化 し た 。 

マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 に か か る モニ タリ ング の 結果 、 多く の 業者 に 見 られ る 共通 の 課 
題 と し て 、 自社 の リス ク 分 析 が 綱 縮 的 ・ 具 体 的 で な い 点 や 、 リ スク に 応じ た 継続 的 な 顧客 管理 
措置 が 未 実 施 で ある 点 等 が 確認 され た 。 

また 、 シ ステ ム に つい て も 、 シス テム 障害 の 発生 原因 等 の 分 析 を 行っ た と ころ 、 取引 集中 等 
を 想定 し た シス テム 処理 能力 の 事前 検証 不足 や 外部 委託 先 で の 作業 状況 の 確認 不足 等 が 確 
認 さ れ た こと か ら 、 利用 者 に 支障 が 生じ な いよ う シ ステ ム の 安定 稼働 の 強化 を 求め た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


業者 の ビジ ネス モデ ル や 外国 人 利用 の 今後 の 展開 、 利 用 実態 及び 昨 事 務 年 度 の 取組 み に 
よる 業者 の 対応 状況 を 把握 ・ 分 析 し た 上 で 、 近年 に お ける 新た な 業務 展開 や リス ク の 高まり を 
踏ま え 、 リ スク ベー ス ・ ア プロ ー チ に 基づく モニ タリ ング を 継続 し て いく 。 

特に 、 送 金 資金 に か か る 保全 管理 の 状況 、 シ ステ ムリ スク 管理 ・ セ キュ リティ 対策 の 状況 、 
マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 に つい て は 、 業 者 の 規模 ・ 特 性 を 踏ま そえ つつ 、 内 部 管理 体制 の 充 




















4 昨年 3 月 末 で は 、 利 用 者 数 は 1, 394 万 人 、 送 金 件 数 は 8, 401 万 件 、 送 金 金額 は 1 兆 811 億 円 。 
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実 等 に 向け た モニ タリ ング と 対話 の 強化 を 図っ て いく 。 
また 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 に つい て は 、 国 際 的 な 目線 の 高まり や 、 本 年 に FATF 第 4 
次 対日 相互 審査 が 予定 され て いる こと も 踏ま え 、 重 点 的 に 対応 し て いく 。 
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想 . 世界 共通 の 課題 の 解決 へ の 貢献 と 金融 当局 ・ 金 融 行政 運営 の 改革 








1. 世界 共通 の 課題 の 解決 へ の 貢献 及び 国際 的 な 当局 間 の ネッ トワ ー ク ・ 協 力 の 強化 








(1) 世界 共通 の 課題 の 解決 へ の 頁 献 
① 国際 的 な 議論 へ の 貢献 


【 金 融 行政 上 の 課題 】 


世界 金融 危機 か ら 10 年 を 経て 、 危 機 再発 防止 の た め の 国 際 的 な 規制 改革 の ほとん どの 項 


目 は 最終 化 さ れ た 。 これ を 踏ま え 、 国際 的 な 議論 の 焦点 を 危機 の 振り 返り か ら 将 来 を 見 据え た 


も の に シフ ト し て いく こと が 望ま し い 。 我が国 は 本 年 の G20 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 の 議 


長 国 と し て リー ダー シッ プ を 発揮 し て いく 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


G20 議長 国 と し て 、 金 融 市 場 の 分 断 回 避 、 金 融 技術 革新 、 高 齢 化 と 金融 包摂 を 金融 セク タ 


一 関連 の 主要 課題 (プラ イオ リティ ) と し て 設定 し 、 具 体 的 な 提案 や 各国 と の 調整 を 行い 、 関 連 


国際 会 議 の 議長 を 務め る な ど し た 上 で 、 本 年 6 月 の 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 ( 於 福岡 ) 及 
ひび 首脳 会 議 ( 於 : 大 阪 ) に 成果 を 提出 し た (図表 息 -1-(1)-1、2) 。 この よう な 国際 的 な 議論 に 
貢献 する た め の 体制 整備 と し て 、G20 準備 室 を 設立 する と と も に 、 金融 店 参与 に カル アナ 前 国 


際 決 済 銀行 (BIS) 総裁 を 任命 し 、 有 益 な アド バイ ス を 得 た (昨年 8 月 ) 。 


また 、 本 年 3 月 に 、 経 済 協力 開発 機構 (OECD) の 保険 私 的 年 金 委 員 会 の 新 議長 に 、 金 融 


庁 の 参与 が 就任 し た 。 


図表 息 -1-(1)-1 G20 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 ( 於 福岡) 
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(資料 ) 財 務 省 
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図表 息 -1-(1)-2 金融 分 野 に お ける G20 の 主 な 成果 





(金融 市 場 の 分 断 回 避 ) 


〇 近年 、 各 国 間 の 規制 の 請 齢 や 重複 が 原因 と な っ て 世界 の 金融 市 場 が 分 断 さ れる こと に 対す る 懸念 が 高まる 中 、 
金融 シス テム の 安定 性 や 金融 仲介 機能 の 効率 性 へ の 負 の 影響 を 回 避 す る た め 、 我が国 は 、 G20 議長 国 と し て 、 
G20 で 初め て この 問題 を 取り 上 げ 、「 金 融 市 場 の 分 断 回 避 」 を プラ イオ リティ の 一 つと し て 設定 し た 。 

〇 金融 庁 は 、 金 融 安 定理 事 会 (FSB) 市 場 の 分 断 ワ ー ク ショ ッ プ の 担当 議長 及び IOSCO クロ ス ボ ー ダ ー 規 制 タ スク フ 
ォ ー ス 作業 部 会 の 共同 議長 に 就任 し 、 議 諭 を 主導 し た 。 

OFSB に お いて 、 我 が 国 は 、 市 場 分 断 の 拡大 を 防ぐ た め の 実 務 的 な プロ セス や アプ ロー チ に つい て 議論 する こと を 
提言 。 こ れ を 受け 、 報 告 書 '“" が と り ま と め ら れる と と も に 、 今後 、① デ リバ ティ ブ 市 場 に お ける 「 意 図 せ ざ る 分 断 」 に 
つい て 対応 を 検討 、 の 資本 や 流動 性 の 囲い 込み の 問題 に つい て の ワー クシ ョ ッ プ を 開催 (本 年 秋 予 定 ) 、③ 規 制 
分 断 の 拡大 を 抑制 する た め に 考え られ る 国際 連携 の メカ ニズム を 検討 、④ 規 制 の 影響 評価 作業 に 市 場 分 断 の 視 
点 を 追加 する こと と な っ た 。 


OIOSCO に お いて 、 金 融 庁 は 、 各 国 規制 の 重複 を 避け る と いう 観点 か ら Deference( 他 国 規制 へ の 依拠 ) に 関す る 
評価 プロ セス の 運用 改善 に 焦点 を 当て る こと を 提言 。 報告 書 "に お いて も 、 本 プロ セス の 明確 化 ・ 効 率 化 に 関す 
る グッ ド プ ラク ティ ス を 検討 し て いく 等 の 提案 が 示さ れ た 。 

O 〇 G20 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 及び G20 首脳 会 議 で は 、 規 制 ・ 監 督 上 の 協力 を 通じ て 金融 市 場 の 分 断 に 対処 
する こと が 合意 され る と と も に 、 こ うし た 作業 が 歓迎 され た 。 





(金融 技術 革新 ) 


O 〇 暗号 資産 に つい て 、 我が国 の 知見 ・ 経 験 を 活か し て 国際 的 な 議論 を 推進 し 、 さ ら に 、 暗号 資産 の 基礎 と な る 分 散 
型 技術 に つい て 、 そ の 便益 が 十分 発揮 で きる よう な 適切 な ガバ ナン ス の あり 方 を 検討 する た め 、 我 が 国 は G20 議 
長 国 と し て 、 暗 号 資産 を 含む 「 金 融 技術 革新 」 に 関わ る 問題 を プラ イオ リティ の 一 つと し て 設定 し た 。 


〇 暗号 資産 に つい て は 、FSB に お いて 、 我が国 の 提案 を 受け 、 暗 号 資産 関連 当局 の 一 覧 が 作成 され た 。 これ は 、 ク 
ロス ボー ダー 取引 に 対応 する た め の 国 際 的 な 連携 に 資す る も の で ある 。 また 、IOSCO に お いて 、 金 融 庁 は 作業 部 
の 共同 議長 と し て 議論 を 主導 し 、 当 局 者 用 の 手引 書 ( 市 中 協議 文書 ) が 作成 され た 。 当 文 書 は 、 暗 号 資産 に か 
か る 消費 者 ・ 投 資 家 保護 等 に 関す る 初 の 国際 的 な 成果 で あり 、 我が国 の 資金 決済 法 等 の 一 部 改正 法 の 内 容 も 盛 
り 込 まれ て いる 。 
〇 顧客 間 で 直接 の 金融 取引 を 可能 と する 分 散 型 金 融 技 術 に つい て は 、 金 融 レ シス テム の 安定 規制 ・ ガ バナ ンス に も 
た ら す 影響 や 、 当 局 が 技術 者 等 の 広範 な 関係 者 と の 対話 を 強化 する 重要 性 を 指摘 する FSB の 報告 書 党 が G20 
財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 及び G20 首脳 会 議 に お いて 歓迎 され た 。 
〇 金融 庁 は 、 本 年 6 月 、G20 技術 革新 に か か る ハイ レベ ル セ ミ ナー を 開催 し 、 当局 、 金融 機関 、 技術 者 コミ ュ ニ ティ 、 
学界 等 、 様 々 な 分 野 の 専門 家 に よる 、 マ ル チ ス テー ク ホ ル ダ ー 型 アプ ロー チ で 、 技 術 革新 が 金融 セク ター に も た ら 
す 機 会 と リス ク や 分 散 型 金 融 レ ステ ム の ガバ ナン ス に つい て 議論 し た 。 








(高齢 化 と 金融 包摂 ) 

〇 高齢 化 は 途上 国 を 含め 全 世界 で 急速 に 進展 し て お り 、 従 来 の 金融 サー ビス で は 対応 で き な い 新た な 課題 を も た 
らし て いる こと か ら 、 我が国 は 、G20 議長 国 と し て 「 高 齢 化 と 金融 包摂 」 を プラ イオ リティ の 一 つと し て 設定 し た 。 

O 金 融 庁 は 、GPFI( 金 融 包 摂 の た め の グ ロー バル パー トナ ー シ ッ プ ) の 議長 に 就任 し 、 議論 を 主導 し た 。 

OGPFI に お いて 、 我 が 国 は 、 フ ァ イ ナ ン シ ャ ル ・ ジ ェ ロ ント ロジ ー や 金融 リテラ シー 向上 の 重要 性 の 指摘 や 、 つ みた 
て NISA の 取組 み の 紹 介 等 を 行い 、 議 論 に 貢献 し た 。 GPFI は 、OECD と 共同 で 、「 カ スタ マイ ズ ( 高 齢 者 の 多様 な ニ 
ー ズ へ の 対応 ) 」「 デ ジタル と 金融 の リテラ シー の 強化 」「 生 涯 の フィ ナン シャ ルプ ラン ニン グ の サポ ー ト 」 等 、 高 齢 化 
と 金融 包摂 に 関し 世界 各国 の 参考 と な る 8 つの 優先 的 な 政策 課題 を 提示 し た 「G20 福岡 ポリ シー・ プ ライ オリ ティ 」 
を 策定 し た 。 本 文書 は G20 財務 大 臣 ・ 中 央 銀行 総裁 会 議 及 び 首 脳 会 議 に お いて 承認 され た 。 

〇 本 年 6 月 に は 、G20「 高 齢 化 と 金融 包摂 」 ハ イレ ベル シン ポジ ウム を 開催 し 、 多様 な 分 野 の 知見 を 結集 し た 。 




















% コー ポレ ー ト ガバ ナン ス に つい て は 、 本 年 6 月 、 今 後 の あ る べき 姿 を 議論 する セミ ナー を OECD と 共 
稚 し た 。 サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ンス に つい て は 、TCFD の 進捗 状況 報告 書 が G20 に 提出 され た 。 

FSB Report on Market Fragmentation 

(https://www. fsb. org/wp-content/up1oads/P040619-2. pdf) 

Market Fragmentation & Cross-border Regulation 

(https://www. iosco. org/1ibrary/pubdocs/pdf/TOSCOPD629. pdf) 

Decentralised financial technologies 

(https://www. fsb. org/wp-content/upl1oads/P060619. pdf) 
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【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


我が国 が G20 議長 国 と し て 議論 を 深め て きた 世界 共通 の 課題 に つい て 、FSB 等 の 国際 基準 
設定 主体 に お ける 更 な る 検討 等 、 合 意 さ れ た 今後 の 作業 が 進展 する よう 、 次 の G20 議長 国 
(サウ ジア ラビ ア ) と も 連携 し 、G20 や 関連 国際 会 議 で の 議論 を 進め て いく 。 また 、 金 融 技術 革 
新 が 進む 中 で 、 暗 号 資産 に 関連 し た 新た な 構想 の 出現 を 踏ま えた 対応 に つい て 、 金 融 庁 、 財 
務 省 、 日 本 銀行 に よる 3 当局 連絡 会 で 連携 し 、 様 々 な 側面 に つい て 総合 的 な 議論 を 進め る と と 
も に 、 国際 的 に 連携 し て 検討 し て いく 。 さ ら に 、G20 議長 国 の 経験 を 活か し 、 国際 会 議 議長 職 の 
獲得 や 国際 会 議 の テー マ 設 定 等 に 取り 組む 。 


② 残さ れ た 国際 的 な 金融 規制 改革 項目 へ の 対応 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 危機 以降 、 バ ー ゼ ル 銀 行 監督 委員 会 (BCBS) に お いて 銀行 の 自己 資本 比率 規制 の 大 
幅 な 見 直し が 検討 され 、2010 年 に 新た な 自己 資本 比率 規制 (バー ゼル 和 ) が 公表 され 、 自 己 
資本 の 質 ・ 量 が 強化 され た 。 その 後 も 、 流 動 性 比率 規制 の 導入 や 開示 規制 の 見 直し 等 を 始め 
と する 様々 な 規制 の 追加 や 変更 が 公表 され た 。 また 、2017 年 12 月 に は これ ら の 見 直し 作業 を 
完了 させ る も の と し て 、 リ スク アセ ッ ト の 過度 な バラ ツキ を 軽減 する た め の リ スク 計測 手法 等 の 
最終 的 な 見 直し (バー ゼル 想 の 最終 化 ) が 公表 され た 。 こ の 最終 的 な 見 直し の 内 容 に つい て は 、 
2022 年 1 月 (我が国 で は 3 月 期 ) か ら 各 国 に お ける 国内 実施 が 求め られ て いる 。 自己 資本 比率 
規制 の 見 直し は 本 邦 金融 機関 の リス ク 管 理 実務 や シス テム 対応 等 に も 大 き な 影 響 を 与え る こ 
と か ら 、 円 滑 な 国内 実施 に 向け て 、 早 期 に 規制 内 容 を 固め る 必要 が ある 。 

また 、 国 際 的 に 活動 する 保険 グル ー プ の 「 国 際 資 本 基準 」(ICS'") に つい て は 、 本 年 中 の 最 
終 化 に 向け て 対応 する 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


BCBS や FSB に お ける 自己 資本 比率 等 の 見 直し に か か る 国際 合意 を 踏ま え 、 我 が 国 に お い 
て も 本 年 3 月 末 に TLAC( 総 損失 吸収 力 ) 規 制 の 導入 、 レ バレ ッ ジ 比率 の 最低 水準 規制 の 導入 
や 開示 規制 の 見 直し 等 を 行っ た 。 

ICS に つい て は 、 保 険 監 督 者 国際 機構 (IAIS) が 公表 し た 市 中 協議 文書 (昨年 7 月 ) に 関し て 、 
寄せ られ た 意見 や デー タ 調 査 の 結果 を 分 析 し 、 基 準 の 修正 案 の 検討 作業 に 積極 的 に 関与 し 
た s 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 











的 に 評価 し た 上 で 、 ス トレ ス 環 境 下 で 発生 する リス ク 
) の 十分 性 を 評価 する 国際 基準 。 
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バー ゼル 想 の 最終 化 の 国内 実施 に 向け て 、 関係 者 と 十分 な 対話 を 行っ た 上 で 、2020 年 6 月 
未 まで に 規制 案 を 公表 する 。 

また 、ICS に つい て は 、 本 年 中 の 最終 化 に 向け 、 財 務 の 健全 性 を 国際 的 に 比較 可能 な 形 で 
把握 する 必要 性 や 、 保 険 会 社 の リス ク 管 理 実務 へ の 影響 等 に 留意 し な が ら 、 議 論 を 進め る 。 


③ 持続 可能 な 開発 目標 (SDGs) の 推進 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


SDGs は 、「 持 続 可 能 な 開発 の た め の 2030 アジ ェ ン ダ 」(2015 年 9 月 の 国連 サミ ッ ト に て 採択 ) 
に 記載 され た 、2016 年 か ら 2030 年 まで の 国際 的 な 目標 で ある 。 SDGs は 、 企 業 ・ 経 済 の 持続 
的 成長 と 安定 的 な 資産 形成 等 に よる 国民 の 厚生 の 増大 を 目指 す と いう 金融 行政 の 目的 に も 
合致 し て いる 。 金融 庁 は 、SDGs が 中 長期 的 な 投 融資 リタ ー ン や 企業 価値 の 向上 に つなが る 形 
で 実現 され る よう 、 関係 省庁 や 民間 企業 と も 連携 し て SDGs を 推進 し 、 各 方 面 で 取組 み に 進 捗 
が 見 られ る 。 サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス の 推進 に 関し て は 、 国際 的 な 議論 が 多 方 面 で 進め られ 
て お り 、 我が国 と し て も 積極 的 に 参画 する こと が 重要 で ある (図表 想 -1-(1)-3) 。 


図表 和 ル -1-(1)-3 人 金融 ・ 資 本 市 場 と SDGs 
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(サス テ ナ ビ リティ 含む ) を 評価 
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(資料 ) 金 融 庁 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


昨年 12 月 に 、 地 域 金 融 機 関 に よる 顧客 と の 共通 価値 の 創造 や 金融 デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン 戦 
略 等 、 金 融 庁 が 取り 組ん で いる 施策 を SDGs の 観点 か ら 整 理 し た 「 金 融 行政 と SDGs」 を 更新 ・ 
公表 し た 。 また 、 金 融 庁 が オブ ザー バー と し て 参画 し て いる 環境 省 主 催 の ESG 金融 ハイ レベ 
ル ・ パ ネル に お いて 、 こ うし た SDGs 推進 に 向け た 取組 み に つ いて 説明 する な ど 、 関 係 省 庁 と 連 
携 し な が ら 、SDGs 推進 に 向け た 議論 を 深め て いる 。 

2015 年 、G20 の 要請 に 基づき 、 気 候 関連 の 情報 開示 に 関し て 、 民 間組 織 で ある TCFD が 発 
足し 、2017 年 に は 、 気 候 変 動 が 企業 財務 に 与え る 影響 に か か る 自主 的 開示 枠組 み (TCFD 提 
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言 ) を 公表 し た 。 金融 庁 は 、SDGs 推進 の 一 環 と し て 、 投資 家 と 企業 の 建設 的 な 対話 を 通じ た 中 
長期 的 な 企業 価値 向上 を 図る 観点 か ら 、TCFD 提言 の 普及 ・ 浸 透 に 向け 、 我 が 国政 府 ・ 企 業 の 
取組 み に つ いて 国内 外 へ 情報 発信 し て いる ほか 、 本 年 2 月 に は 、 日 本 取引 所 グル ー プ と の 共 
催 に よる TCFD シン ポジ ウム を 開催 し た 。 また 、 本 年 5 月 に は 、 企 業 と 投資 家 が 一 堂 に 会 し 、 望 
まし い 開 示 の あり 方 等 に つい て 議論 する 民間 主体 の TCFD コン ソー シア ム が 発足 し 、 こ れ を 経 
済 産業 省 及び 環境 省 と 共に サポ ー ト し て いる 。 
図表 想 -1-(1)-4 各国 に お ける TCFD 賛同 企業 数 
218 
9 PT] ョ その 他 機関 上 
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パネ 


(資料 )TCFD ウェ ブサ イト (2019 年 8 月 6 日 時 点 ) 


さら に 、 国 内外 に お ける サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス へ の 関心 の 高まり を 受け 、 本 年 3 月 に は 、 
チー フ ・ サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ンス ・ オ フィ サー を 任命 し 、 国 際 会 議 等 の 場 に お いて 、 我 が 国 の 
取組 みや 意見 を 積極 的 に 発信 し て いる 。 ま た 、 国際 標準 化 機構 (SO) で 、 サ ステ ナブ ルフ ァ イ 
ナン ス に 関す る 国際 標準 規格 の 策定 に 向け た 専門 委員 会 (TC322) が 設置 され た こと に 伴い 、 
我が国 で も 、 本 年 4 月 に 、 対 応 方 針 を 検討 する た め の TC322 国内 委員 会 (事務 局 : 日 本 規格 協 
会 ) が 設置 され 、 金融 庁 も 参画 し て いる 。 その 他 、 昨 年 以降 、 引 き 続 き 、 サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ン 
ス に か か る 金融 監督 当局 や 中 央 銀行 間 の 国際 的 な ネッ トワ ー ク で ある 、 持 続 可能 な 保険 フォ 
ー ラ ム (SIF) や 気候 変動 リス ク 等 に 係る 金融 当局 ネッ トワ ー ク (NGFS) に 参画 し て いる 。 

また 、 気 候 変動 を 金融 レス テム に 影響 を 及ぼ し 得る 構造 的 な 変化 の 一 つと 捉え 、 そ の リス ク 
を 金融 監督 に も 取り 入れ る 動き が 欧州 を 中 心 に 始ま っ て いる 。 こ の 動き を 受け 、 金融 庁 に お い 
て も 「 サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ンス に 関す る 金融 監督 ・ モ ニタ リン グ 対 応 検 討 プ ロジ ェクト チー ム 」 
を 設置 し 、 海 外 金 融 機関 に お ける 先進 的 な 取組 みな ど に つい て 実態 把握 を 進め て きた 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


昨年 12 月 に 公表 し た 「 金 融 行政 と SDGs」 に 示し た 基本 的 な 方 向 性 に 従い 、SDGs の 推進 に 
積極 的 に 取り 組む 。 

我が国 で は 、 世 界 で 最も 多く の 企業 が TCFD に 賛同 し て お り ( 図 表 想 -1-(1)-4) 、TCFD を 
活用 する 動き が 広まっ て いる 。 今後 は 、TCFD コン ソー シア ム に お ける 議論 へ の 貢献 等 を 通じ 
て 、TCFD 提言 に 沿っ た 開示 の 充実 を 自主 的 に 目指 す 企業 を サポ ー ト し て いく 。 

また 、 気 候 関連 リス ク に 対し て 強 萌 な 金融 レス テム を 我が国 の エネ ルギー 政策 と も 整合 的 な 
形 で 構築 し て いく 観点 か ら 、 気 候 関 連 リ スク の 管理 に 関す る 課題 等 に つい て 、 関 係 省 店 や 金融 
機関 と の 対話 等 を 通じ 、 官民 の 認識 を 深め 、 ベ スト ・ プ ラク ティ ス の 蓄積 ・ 共 有 を 図る と と も に 、 
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金融 監督 や モニ タリ ング の あり 方 に 関す る 国際 的 な 議論 に 貢献 し て いく 。 
(④ マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対応 
【 金 融 行 政 上 の 課題 】 


マネ ロン 及び テロ 資金 供与 を 放置 する こと は 、 組 織 的 な 犯罪 や テロ リズ ム 等 を 助長 し 、 健 全 
な 経済 活動 に 重大 な 悪影響 を 与え 、 国 民生 活 の 安心 ・ 安 全 が 脅かさ れる お それ が あり 、 こ れ ら 
行為 を 防止 する こと は 世界 共通 の 重要 な 課題 で ある 。 これ ら 行 為 を 防止 する た め に は 、 我 が 
国 の 取組 み だ け で は 限界 が ある こと か ら 、 新 技術 等 の 動向 も 踏ま えて 、 各 国 が 協調 し て 対策 
を 講じ て いく こと が 重要 で ある 。 

我が国 の 金融 機関 を 取り 巻く マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 の 状況 を 見 る と 、 暴力 団 、 来 日 外国 人 、 
特殊 詐欺 の 犯行 グル ー プ 等 を 主体 と する マネ ロン が 行わ れ て いる 実態 が 見 られ る 一 方 、 取引 
の 国際 化 や 犯罪 手法 の 巧妙 化 、 フ ィ ン テ ッ ク 等 の 金融 レス テム の 変化 に 伴う 新た な リス ク の 発 
生 も 見 られ る 。 ま た 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 へ の 国際 的 な 目線 が 更に 高まり を 見 せ て いる 。 こ 
うし た 中 、 本 年 に は 、 金 融 活動 作業 部 会 (FATF) に よる 第 4 次 対日 相互 審査 が 予定 され て いる 。 
本 邦 金 融 機関 の リス ク 管 理 態 勢 等 が 脆弱 で ある と 判断 され た 場合 、 我 が 国 の 金融 ンス テム へ 
の 国際 的 な 信頼 に 影響 を 及ぼ す 可 能 性 が ある 。 

この た め 、 我が国 に お いて は 、 監 督 当局 及び 事業 者 の 双方 が 、 自ら を 取り 巻く マネ ロン ・ テ ロ 
資金 供与 リス ク を 適時 ・ 適 切 に 特定 ・ 評 価 し 、 そ の リス ク に 応じ た 適切 な 低減 措置 を 講ず る 、 い 
わ ゆ る 「 リ スク ベー ス ・ ア プロ ー チ 」 の 導入 が 急務 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


国際 的 な 議論 ・ 連 携 


我が国 は FATF 等 に お ける 国際 的 な 議論 に 積極 的 に 貢献 し て きた 。 特に 暗号 資産 に か か る 
マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 の リス ク に 関し て は 、 規 制 を 先行 実施 し て いる 我が国 と し て 、FATF 勧 
告 の 改正 等 に 貢献 し た 。 ま た 、 関 係 省 庁 と も 連携 し 、 マ ネロ ン 対 応 高度 化 官民 連絡 会 等 を 通じ 
て 、 業 界 団体 や 金融 機関 に 対し て 、 国 際 的 な 議論 の 状況 を 還元 する と と も に 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 
金 供与 リス ク へ の 適切 な 対応 の 重要 性 に つい て の 意識 啓発 を 行っ た 。 


マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 に 関す る ガイ ドラ イン 


実効 的 な マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 の 基本 的 な 考え 方 を 明らか に し た 「 マ ネー・ ロ ー ン ダリ 
ング 及び テロ 資金 供与 対策 に 関す る ガイ ドラ イン 」( 以 下 「 マ ネロ ン ガ イド ライ ン 」) を 昨年 2 月 に 
公表 し て 以降 、 マ ネロ ン ガ イド ライ ン を 踏ま えた モニ タリ ング を 実施 し 、 そ の 結果 を 積極 的 に 司 
元 し た 。 

同年 12 月 に は 、 人 金融 機関 に お ける マネ ロン ガイ ドラ イン の 趣旨 を 踏ま えた リス クベ ー ス ・ ア プ 
ロー チ の 態勢 整備 を 促進 する 観点 か ら 、 預金 取扱 金融 機関 に つい て 、 金 融 機 関 が 今後 態勢 
整備 を 進め る 上 で 有益 と 考え られ る 事例 と 不 十 分 な 事例 を と り ま と め 、 預金 取扱 金融 機関 に 共 
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有 し た 。 また 、 こ うし た モニ タリ ング や 対話 の 結果 を 踏ま え 、 本 年 4 月 に マネ ロン ガイ ドラ イン の 
改正 を 実施 する と と も に 、 疑 わし い 取引 に 該当 する 可能 性 の ある 取引 と し て 特に 注意 を 払う べ 
き 類 型 の 例示 (疑わ し い 取 引 の 参考 事例 ) の 一 部 改訂 及び 追加 を 実施 し た 。 


官民 連携 


金融 庁 は 、 昨 年 11 月 に 全国 銀行 協会 内 に 設置 され た 「AML/CFT 対 策 支援 室 」 や その 他 の 
専門 部 会 等 と 連携 し 、IT シ ステ ム の 共同 運用 等 、 マ ネロ ン 対 策 を より 効率 的 か つ 効 果 的 に 実施 
する た め の 業 熊 横断 的 な 課題 に 関す る 検討 を 幅広 く 進め た 。 

さら に 、 業 界 団体 等 と も 連携 し な が ら 、 金 融 機関 の 経営 層 や 実務 担当 者 向け の 解説 を 積極 
的 に 実施 する と と も に 、 財 務 局 主催 の 地域 金融 機関 和 け セミ ナー で 幅広 い 階層 の 職員 に 理解 
を 求め る 等 、 様 々 な 場面 で 、 マ ネロ ン 対 策 等 の 必要 性 と あり 方 に つい て 働き か け を 行う 取組 み 
(アウ トリ ー チ ) を 実施 し た 。 


マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 モニ タリ ング の 手法 と 結果 
(業界 横断 オフ サイ ト の 実施 ) 


金融 庁 は 、 金 融 機関 に 対し 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク 及 び 統 制 状 況 に 関す る 情報 、 マ 
ネロ ン ガ イド ライ ン が 求め る 態勢 整備 と 現状 と の 差異 、 当該 差異 を 解消 する た め の 行動 計 画 の 
提出 を 要請 し た 。 

こう し て 集め た 情報 を 分 析 す る と 、 マネ ロン ガイ ドラ イン の 趣旨 を 狭く 捉え た り 、 正 確 な 現状 認 
識 を 行わ な いま ま に マ ネロ ン ガ イド ライ ン の 対応 が 求め られ る 事項 と 現状 の 間 に 「 特 段 の 差異 
は な い 」 と し た り 、 行動 計画 の 内 容 や スケ ジュ ー ル が 具体 性 を 欠い て いる 金融 機関 も 一 部 存在 
し た も の の 、 大 宗 の 金融 機関 に お いて は マネ ロン ガイ ドラ イン へ の 理解 が 深まっ て お り 、 昨 事 
務 年 度 と 比較 すれ ば 、 金 融 業 界 全体 の 管理 水準 は 向上 し た 。 


(個別 モニ タリ ング の 実施 ) 


個別 金融 機関 に 対す る ヒア リン グ 等 を 通じ て 、 対象 先 が 有 する マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク 
に 関す る 間 題 認識 を 共有 し 、 当 該 金 融 機関 の マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 の 高度 化 に 向け た 
取組 み を 促し た 。 モニ タリ ング を 通じ て 、 以下 の よう な 人 金融 機関 の 取組 事例 が 確認 され た 。 

・ 商 品 ・ サ ービス 、 顧 客 属性 、 取 引 形態 、 国 ・ 地 域 等 の 視点 か ら 、 総合 し て 顧客 リス ク 評 価 を 

行い 、 こ れ に 基づい て 取引 開始 時 の 顧客 管理 や 継続 的 な 顧客 管理 措置 の 深度 ・ 頻 度 等 を 
定め る 具体 的 な 計画 を 策定 し て いる 事例 


・ 管理 部 門 が 過去 の 疑わ し い 取引 の 届出 内 容 を 分 析 し 、 そ の 結果 を リス ク 評 価 書 に 反映 し 
た 上 、 定 期 的 に 経営 陣 に 報告 する と と も に 、 営 業 店 へ も 参考 事例 と し て 還元 し て いる 事例 


他方 で 、 以 下 の よ うな 事例 も 確認 され た 。 
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・ 不 審 ・ 不 自然 な 口座 開設 の 申込 み に つ いて 、 そ の 合理 性 を 確認 ・ 調 査 す る 事務 手続 を 構 
築 し て いな い 事 例 


・ 疑わ し い 取 引 を 届け 出 た リス ク の 高い 顧客 に つい て 、 自 社内 で 情報 共有 され て いな いた 
め 、 当該 顧客 に より その 後 複数 回 疑わ し い 取引 が 行わ れ て いた 事例 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


FATF 等 で の 国際 的 な 議論 に 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 に お ける 国際 的 な 課題 解決 に 
貢献 すべ く 積 極 的 に 参画 する と と も に 、 国際 協調 に 向け た 主導 的 な 役割 を 果たし て いく 。 

また 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 リス ク の 状況 、 業 態 固有 の リス ク 、 個 別 金融 機関 に お ける 固有 
リス ク 及 び 統 制 状 況 を 分 析 し た 上 で 、 個別 金融 機関 へ の モニ タリ ング を リス クベ ー ス で 実施 す 
る こと に より 、 金 融 機関 全体 の 管理 態勢 の 底上げ を 加速 化 さ せる 。 これ ら の モニ タリ ング で 得 ら 
れ た 情報 等 に つい て は 、 必 要 に 応じ た フィ ー ド バッ ク を 行う こと で 、 金融 機関 に お ける 態勢 整備 
に 向け た 取組 み を 強化 させ る 。 

さら に 、FATF 第 4 次 対日 相互 審査 も 見 据え 、 マ ネロ ン 対 応 高 度 化 官民 連絡 会 等 を 通じ た 官 
民 一 体 で の 情報 連携 (国際 的 な 議論 の 状況 の 還元 を 含む )・ 議 論 を 行う こと な ど に より 、 官 民 連 
携 を 強化 し 、 よ り 効 率 的 ・ 効 果 的 な 業界 横断 的 対応 を 行っ て いく ほか 、 金 融 機 関 に よこ る マネ ロ 
ン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 の 円 滑 な 実施 に 向け て 、 一 般 の 利用 者 の 理解 を 得る た め の 施 策 を 講じ 
る 。 


(2) 国際 的 な 当局 間 の ネッ トワ ー ク ・ 協 力 の 強化 





【 金 融 行 政 上 の 課題 】 

金融 庁 は 、 先 進 国 や 新興 国 等 と の 当局 間 の ネッ トワ ー ク ・ 協 力 の 強化 に つい て 、 我が国 と 相 
手 国 双 方 の 経済 ・ 金 融 の 発展 と 安定 に 資す る も の で ある こと が 重要 と の 考え 方 に 基づき 取り 組 
ん で きた 。 こ の 成果 が 本 邦 金融 機関 の 進出 等 の 形 で も 見 られ る と ころ 。 今後 は 、 こ れ ら の 協力 
関係 の 維持 ・ 拡 充 に 加え て 、 本 邦人 金融 機関 等 と の 対話 を 踏ま えつ つ 、 よ り 幅 広い 国 等 と の 協力 
関係 の 構築 ・ 深 化 に 戦略 的 に 取り 組む こと が 重要 で ある 。 
【 昨 事務 年 度 の 実績 】 
米 欧 


米 欧 当 局 と 、 金融 規制 ・ 監 督 の 協力 に つい て 、 精 力 的 に 対話 を 実施 し た "。 
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ー ル に つい て 域外 適用 範囲 の 限定 や 規定 の 明確 化 の 改善 の 要望 や 、 外 国 銀行 規制 に つい て 支店 へ の 流動 


性 























常 的 な 担当 者 間 の 情報 共有 や 多国 間 の フォ ー ラ ム で の 連携 に 加え 、 米 国 規 制 に 関し 、 ボ ルカ ー ル 














































































































規制 の 導入 の 是非 に つい て の 見 解 の 表明 を 行う レタ ー を 日 銀 と 共同 で 発出 (昨年 10 月 、 本 年 6 月 )。 
































全米 保険 監督 官 協会 (NAIC) と 第 10 回 定期 会 合 を 東京 で 開催 (本 年 1 月) し 、 金 融 分 野 の 我が国 の G20 
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英国 の EU 離脱 (ブレ グ ジ ッ ト ) に つい て は 、 様 々 な レベ ル で 欧州 ・ 英 国 当局 と 想定 され る リス 
ク に つい て 意見 交換 を 行い つつ 、 英 国 以 外 の 欧州 域内 で の 営業 認可 取得 等 、 本 邦 金融 機関 
が 円 滑 に 業務 を 継続 で きる よう 働き か けた 。 


中 国 


昨年 に 引き 続き 、 こ の 1 年 間 で 日 中 金融 協力 は 更に 大 幅 に 前 進 し た 。 

第 一 に 、 ハ イレ ベル で の 交流 が 大 幅 に 強化 され た 。 具体 的 に は 、 昨 年 8 月 に 北京 で 開催 さ 
れ た 第 7 回 日 中 財務 対話 (麻生 大 臣 と 劉 昆 財政 部 長 が 共同 議長 ) に 金融 行政 当局 が 初め て 参 
加 し 、 日 中 金融 協力 を 強化 する こと に 合意 し た 。 併せ て 、 銀 行 保険 監督 管理 委員 会 、 証 券 監督 
管理 委員 会 の 両 主席 と それ ぞ れ 会 談 し 、 金 融 協 力 に つい て 意見 交換 を 行っ た (昨年 8 月 )。 

第 二 に 、 日 中 首脳 会 談 の 際 に 金融 庁 と 中 国 証券 監督 管理 委員 会 が 日 中 証券 市 場 協力 に 合 
意 ・ 署 名 し た (昨年 10 月 ) (図表 息 -1-(2)-1) 。 当該 合意 に 基づく 具体 的 な 成果 は 以下 の と お 


O 


・ 本 邦 証券 会 社 の 中 国 市 場 参入 が 実現 (本 年 3 月 ) 
・ 第 一 回 日 中 証券 市 場 フ ォ ー ラ ム を 中 国 ・ 上 海 で 開催 (本 年 4 月 ) 
・ 日 中 ETF 相互 上 場 が 実現 (本 年 6 月 ) 


測 


ご 


さら に 、 我が国 の 金融 協力 の プラ ッ ト フ ォ ー ム と し て 官民 が 一 堂 に 会 する 中 国 金 融 研究 会 
立ち 上 げ 、 中 国 金 融 の 最新 動向 や 本 邦 金 融 機関 の 具体 的 課題 等 に つい て 議論 を 行っ た ( 昨 
年 10 月 、 本 年 1 月 、6 月 ) 。 


図表 息 -1-(2)-1 日 中 ETF の 相互 上 場 の 早期 実現 に 向け た 日 本 取引 所 グル ー プ と 上 海 証券 取引 所 に よる 調印 式 


ECS ブルー プ の よ 当 等 を える 
証券 交易 所 与 日 本 交易 所 集団 ETF 互 通 功 双 答 署 似 


ng Ceremony of ETF Connectivity Agreement between SSE and JPX 
- 中 放 上 6 Shi 壮 jhai. 夫 hina 








(資料 ) 金 融 庁 











主要 テー マ の ほか 、 日 米 の 規制 監督 動向 、 保 険 監督 者 国際 機構 (IAITS) に お ける 重要 論点 等 に つい て 意 
見 交換 を 実施 。EU と は 、 非 中 央 清算 の 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 に 関す る 証拠 金 に か か る 日 EU の 規制 を 同 
等 と 評価 する こと で 、 当 該 取 引 に 日 EU の 規制 が 重複 適用 され ず 、 い ずれ か の 規制 へ の 準拠 を 許容 する 

枠組 み を 整備 (本 年 4 月 )。 日 英 首 脳 会 談 (本 年 1 月 ) や 日 仏 首 脳 会 談 (本 年 6 月 ) で は 、 金融 サー ビ 

ス に 関し て 、 我 が 国 の G20 主要 テー マ 等 に つい て 協力 する こと に 合意 し た 。 
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アジ ア 新 興国 等 に 対す る 技術 協力 


金融 庁 は 、 ア ジア 新興 国 等 に 対す る 技術 協力 に つい て 、 本 邦 金融 機関 の 進出 支援 の 観点 
も 踏ま えつ つ 、 相 手 国 の ニー ズ に 寄り 添っ た プロ グラ ム 実 施 を 通じ て 金融 制度 整備 や 金融 当 
局 の 能力 向上 等 に 取り 組ん だ 。 
特に 、 ミ ャ マン マー に お いて は 、 資 本 市 場 の 支援 に つい て 昨年 1 月 に 策定 され た 「 資 本 市 場 活 
性 化 支援 計画 」 の 進捗 状況 及び 今後 の 支援 人 策 を まとめ た 「 プ ログ レス レポ ー ト 」 を 策定 し て 縮 計 
画 財務 副 大 臣 等 へ 手 交 (昨年 9 月 ) し 、 こ れ ら に 基づく 技術 協力 等 を 実施 し た 。 また 、 昨 年 6 月 
に 策定 され た 「 保 険 セ クタ ー 支 援 計 画 」 に 基づき 、 細 保険 市 場 の 外資 開放 も 見 据え た 、 支 援 ・ 協 
議 を 行っ た ほか 、 細 計画 財務 大 臣 と 面会 (本 年 3 月 ) 。 こう し た 機会 等 を 通じ 保険 会 社 を 含む 本 
邦 金融 機関 の 進出 支援 等 を 推進 し た 。 
また 、 中 長期 的 な 視点 に 立っ た 当局 間 交 流 の 強化 や 、 新 興国 に お ける 知 日 派 の 育成 を 目的 
と し て 運営 し て いる 金融 連携 セン ター" に つい て 、 プ ログ ラム の 改良 を 続け て いる 。 昨 年度 の プ 
ログ ラム で は 、 講 義 形式 の 研修 だ け で な く 、 研 究 員 の 要望 に 沿い 、 金 融 庁 職員 や 研究 員 同 士 
の 双方 向 の 意見 交換 の 場 を 増やし た 。 また 、 過去 に 金融 連携 セン ター で 受け 入れ た 研究 員 
(卒業 生 ) を 再 招 嶋 し (ホー ムカ ミン グ プ ロ グラ ム ) 、 プロ グラ ム で 得 た 知見 の 業務 へ の 活用 状況 
等 に つい て 現役 生 や 金 融 庁 職員 に 講義 を 行う 等 、 卒 業 生 と 金融 庁 職員 や 現役 生 と の ネッ トワ 
ー ク を 強化 し た (図表 想 -1-(2)-2) 。 さら に 、 卒 業 生 同士 の ネッ トワ ー ク を 強化 する た め 、 ブ ラ 
ジル 等 の 海外 で も 卒業 生 の 同窓 会 を 実施 し た 。 
図表 息 -1-(2)-2 金融 連携 セン ター の 研修 プロ グラ ム に 図表 息 -1-(2)-3 金融 連携 セン ター の 研修 プロ グラ ム 
招 喘 し た 研究 員 と 金融 庁 職 員 へ の 参加 国 数 
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中 アジ ア ヾ アジ ア 以 外 
(資料 ) 金 融 庁 (資料 ) 金 融 店 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


上 記 の よう な これ まで 推進 し て きた 具体 的 な 協力 枠組 み に 加 え 、 本 邦 金融 機関 の 進出 支援 
の 観点 も 踏ま そえ つつ 、 よ り 幅 広い 国 等 と の 協力 関係 の 構築 ・ 深 化 に 戦略 的 に 取り 組む 。 こ の た 
め 、 本 邦 金 融 機関 の 海外 進出 に 関す る ニー ズ の 把握 ・ 支 援 を 充実 させ る 。 

GLOPAC に つい て は 、 プ ログ ラム の 改良 を 進め る と と も に 、 金 融 庁 職 員 と 卒業 生 や 卒 業 生 同 
士 の ネッ トワ ー ク の 強化 を 進め る 。 こ の た め 、 大 学 等 と も 連携 し て いく 。 














4 グロ ー バ ル 金 融 連 携 セ ンタ ー (GLOPAC) 及び 前 身 の AFPAC。 新 興国 当局 等 の 職員 を 研究 員 と し て 我 が 
国 に 招 際 し 、 各 研 究 員 の 関心 事項 に 応じ た 研修 プロ グラ ム を 提供 し て お り 、 既に 100 名 超 の 受入 実績 が 
ある (これ まで の 参加 国 数 の 実績 は 、 図 表 息 - 1 -(2)- 3 参照 )。 
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2. 金融 当局 ・ 金 融 行政 運営 の 改革 





(1) 金融 庁 の 改革 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 の 急激 な 変化 に 遅れ を と る こと な く 、 国民 の 期待 や 信頼 に 応え て いく た め に は 、 金 融 店 
自身 を 、 常 に 課題 を 先取 り し 、 絶 え ず 自己 変革 で きる 組織 へ と 変革 する こと で 、 金融 行政 の 質 
を 不断 に 向上 させ て いく こと が 必要 で ある 。 

金融 行政 を 担う 各 職 員 に お いて は 、 常 に 金融 サー ビス を 利用 する 一 人 ひと り の 利用 者 や 企 
業 の 目線 で 、 公 の 利益 の た め に 働い て いる と いう 自覚 を 持ち 、 自己 研 鑑 に 努め る こと が 求め ら 
れる 。 

その た め に は 、 各 職員 が や り が い を 感じ 、 自 身 の 成 長 を 実感 で きる よう 、 人 事 制 度 に 関す る 
改革 や 、 コ ミュ ニケ ーション の 充実 ・ 参 加 の 機会 の 提供 と いっ た 改革 に 取り 組ん で いく 必要 が あ 
る 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


人 材 の 育成 ・ 活 用 、 組 織 の 活性 化 に 向け て 、 以下 に 取り 組ん だ 。 


・ 職 員 の 成長 支援 の た め に 双方 向 の コミ ュ ニ ケー ショ ン が 図ら れる 環境 の 整備 ( 少 人 数 グ 
ルー プ 化 、 1on1 ミ ー テ ィング の 導入 )。 


・ 職 員 に よる 自主 的 な 政策 提案 の 枠組 み ( 政 策 オ ー プ ン ラ ボ ) を 設け る 等 、 職 員 一 人 ひと り 
が 政策 形成 に 参加 する 機会 を 拡充 。 

・ 職 員 と 幹部 職員 と の コミ ュ ニ ケー ショ ン 機 会 の 増加 等 を 図る 取組 み を 実施 (長官 か ら の 定 
期 的 な 意見 発信 (Tone at the top) や 、 各 局 幹部 に よる タウ ン ミ ー テ ィング ) 。 


・ 職 員 が 意見 や 要望 を 提出 で きる 窓口 (何で も 目安 箱 ) を 設置 し 、 各 種 手続 き の 合理 化 等 の 
業務 効率 化 等 を 推進 。 


また 、「 金 融 庁 の 改革 に つい て 」( 昨 年 7 月 4 日 公表 ) に 基づき 、 専 門 分 野 ご と の 人 材 育成 プ 
ラン の 策定 や 、 課 長 補佐 クラ ス へ の 360 度 評価 研修 の 拡充 等 に 着実 に 取り 組ん だ 。 こう し た 組 
織 文 化 ( カ ルチャ ー) の 改革 の 定着 や 進捗 状況 を 検証 する た め 、 職 員 の 満足 度 調査 を 行っ た 。 
その 結果 、 組 織 文化 の 改革 は 未だ 金融 庁 全体 に は 浸透 し て お ら ず 、 特 に 若手 職員 を 中 心 に 、 
仕事 の や り が いや 職場 の 活気 、 国民 や 企業 へ の 貢献 の 実感 に 課題 が ある こと が 明らか と な っ 
だ 5 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
利用 者 の 視点 に 立っ た 質 の 高い 金融 行政 を 実現 し て いく た め に は 、 金 融 庁 が 、 そ こ で 働く 一 
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人 ひと り の 職員 に と っ て 、 仕 事 に や り が い を 感じ 、 自 身 の 成 長 を 実感 で きる 職場 と な る 必要 が 
ある 。 満足 度 調査 で 明らか と な っ た 課題 を 改善 し 、 改 革 を 浸透 させ る た め 、 本 事務 年 度 に お い 
て は 、 次 の と お り 、 一 人 ひと り の 職員 が 「 自 分 ご と 」 と し て 課題 に 取り 組む 仕組 み を 整備 する 。 


・ 局 ・ 課 室 ご と に 組織 活性 化 や マネ ジメント 、 業 務 効 率 化 に 関す る 課題 を 特定 し 、 改 革 目 標 
を 設定 し 、 取 組 状況 を 「 見 える 化 」 す る 。 


・ 職場 の 課題 の 吸い 上 げ と 改善 の た め 、 有 志 職 員 に よる 組織 活性 化 ・ 業 務 効 率 化 に 向け た 
取組 み を 行う 。 


・ 職 員 に よる 自主 的 な 学び の 場 作り を 支援 する 仕組 み (FSA ア カ デ ミ ア ) を 立ち 上 げ る 。 


・ 政 策 オ ー プ ン ラ ボ に つい て 、 昨 事務 年 度 か ら 活動 を 継続 する プロ ジェ クト に 加え 、 新 プロ ジ 
ェクト の 公募 ・ 立 ち 上 げ を 通じ 、 より 幅広 い 層 の 職員 の 参加 を 促す 。 


また 、 満 足 度 調査 で は 、 人 事 配 置 や 人 材 育 成 に 課題 が ある こと が 明らか と な っ た こと か ら 、 
人 事 改革 に つい て も 、 一 部 ポス ト の 公募 制 や 、 専 門 分 野 に お ける 業務 遂行 上 必要 な スキ ル や 
能力 の 向上 に 向け た 取組 み 等 を 着実 に 実施 し て いく 。 

加え て 、 質 の 高い 金融 行政 を 実現 し て いく た め に は 、 金 融 行政 の 担い 手 で ある 金融 庁 と 財 
務 局 に お ける 双方 向 の コミ ュ ニ ケー ショ ン ・ 連 携 の 強化 が 不可 欠 で ある こと か ら 、 担 当 幹 部 か ら 
現場 担当 者 まで の 様々 な レベ ル で の 意見 交換 を 拡充 する 。 


IF = ピー ビー ニニ ーー ニー ニー ニニ ーー デー ニー ニー ニー ニー テニ ーー ニテ ニニ エー ニー エー ニニ ー ニ ニニ テニ ニニ テ ここ エニ ニニ ニニ エー ニテ ニー ニー エニ エー ニニ ニー ニニ エー ニニ ニー ニー ニー ニー ニー ニー ニニ テニ ニー ニー ニテ ニー ニー ニー ニテ ニー ニー ニー ニニ ニー テニ ー ニ ー ニ ニュ ニー ニ ニ ニー ニュ ニ ニニ ニニ ー ニ ニュ ニニ ニー ニー ニテ ニー ニニ ニニ ニー テニ ニニ ニニ ー ニ ニコ 


| 【 コ ラム ④】 組織 の 活性 化 に 向け た 取組 事例 


| 1on1 ミ ー テ ィング ー | 
| 上 司 と 部 下 が 一 対 一 で 定期 的 に 行う 対話 。 部 下 が 気 兼ね な く 言い た いこ と を 言え る 雰囲気 | 
| (心理 的 安全 性 ) の 中 で 対話 を 積み 重ね る こと に より 、 成長 を 支援 する こと を 目的 と する も の 。 | 
| 米国 シリ コン バレ ー が 発祥 と 言わ れ て お り 、 近 年 、 日 本 で も 導入 する 企業 が 増加 し て いる 。 | 
| 金融 店 で は 、 昨 年 12 月 に 導入 。 各 少 人 数 グル ー プ の リー ダー と メン バー と で 実施 する こと と | 
| し 、 こ れ ま で に 、 庁 内 の 8 割 以 上 の グル ー プ で 開始 され 、 1on1 が 定着 し て いる グル ー プ で は 次 | 
| の よう な 声 が 寄せ られ て いる 。 | 


| (リー ダー) 

| ・ こ れ ま で メン バー の こと で 知ら な か っ た こと を 知る きっ か け に な っ た 。 | 
| ・ メ ン バ ー が 業務 で 悩ん で いる こと や 、 グ ルー プ 内 の 問題 点 に 気付 こと が で き 、 問 題 が 深刻 
| 化す る 前 に 対処 で きた 。 | 
| ・1on1 は 、 リ ー ダ ー に と っ て も 成長 する 機会 で ある と 思う 。 


| (メン バー) | 
| ・ リ ー ダ ー か ら 質問 を 受け て 自分 で 答え を 考え 、 そ れ を 言葉 に する こと で 、 頭 の 整理 が で きた | 
| り 、 仕 事 の 優先 順位 を 確認 で きた り し て いる 。 
| ・ リ ー ダ ー と 対話 する 中 で 、 自 分 自身 を 見 直す いい 機会 に な っ た 。 
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IF ご ーー ニー ビー コー ビー ビビ コピー ビー ビニ ニニ ピー ピピ コピー ロビ ピー ニー ビー ピピ ーー ビー ピー ニコ ロニ ピー ピコ ーー コー コー コピー コー ピー コー ピー ピピ コピー コー ピコ ー ピ ピピ ピコ ーー コピ ニー ピピ コニー ピピ ニ ピピ ニー ピコ ピ ピ ニコ ピー コー ピコ ピコ ーー ココ ピコ ーー コー ピピ コー ロビ ピピ ビビ ピー ビー ビビ コピ ピー コピ ニニ コピ ピー ニー ピコ ピピ ココ ーー ビニ ピ ビニ ピピ コピーー ロ | 


| ・ 定 期 的 に 行う こと で 、 自 分 自身 の 変化 に 気付 < こ と も あり 、 以前 より も 、 安 心 ・ 集 中 し て 仕事 | 
に 取り 組め て いる (心理 的 安全 性 が 高まっ て いる ) 。 


| > 政策 オー プン ラボ ンー | 

| 職員 の 新た な 発想 や アイ ディ ア を 積極 的 に 取り 入れ 、 新 規 性 ・ 独 自 性 の ある 政策 立案 へ と | 

| 繋げ る た め 、 職 員 に よる 自主 的 な 政策 提案 の 枠組 み と し て 新た に 導入 し た も の 。 | 

| プロ ジェ クト 参加 者 は 、 業 務 時 間 の 1 ご 2 割 程度 の 範囲 で 政策 オー プン ラボ の 活動 を 行っ て | 

| よい こと と し 、 活 動 に 必要 な 経費 を 支給 。 ま た 、 幹 部 職員 を 各 プロ ジェ クト チー ム に メン ター と し | 

| て 配置 し 、 ア ドバイ ス 等 を 行う こと と し て いる 。 | 
昨 事 務 年 度 に は 、15 の プロ ジェ クト チー ム が 立ち 上 が り 、 約 80 名 の 職員 が 参加 。 


| (プロ ジェ クト 例 ) 

| 金融 庁 ネ ットワーク を 活用 し た 地域 課題 解決 支援 
ルー ティ ン 業 務 に お ける IT の 活用 
子育て 職員 プロ ジェ クト 


| (プロ ジェ クト の 成果 ) | 
| 例え ば 「 金 融 庁 ネッ トワ ー ク を 活用 し た 地域 課題 解決 支援 」 プ ロジ ェクト で は 、「 ち いき ん 会 」 | 
(地方 創 生 に 関心 の ある 公務 員 や 金融 機関 職員 が 肩書 き を 外し て 交流 で きる 出会い の 場 ) | 
| や 、 各 種 ダイ アロ グ ( 地 域 に 入り 込み 地域 課題 解決 の た め 初 期 段 階 か ら 一 緒 に 解決 策 を 考え | 
| る 対話 ) を 通じ て 、 地 域 課題 解決 に 向け た 人 と 人 と の ネッ トワ ー ク 構築 支援 と と も に 、 金融 機関 | 
| の 取引 先 へ の 支援 メニ ュー 拡大 に 向け た ノウ ハウ を 共有 する スキ ー ム の 構築 等 、 金 融 機関 と | 
| 自治 体 が win-win と な る 取組 み を 進め て いる 。 | 





Ds 《 「a 県 上 の 
で < ム e 党 に 
と 
レセ 
(第 1 回 ちい きん 会 の 様子 ) (自治 体 職 員 と の ダイ アロ グ の 様子 ) 


(2) 新しい 検査 ・ 監 督 の 実践 に 向け た 取組 み 





【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 を 巡る 環境 の 変化 や それ に 伴う 優先 課題 の 変化 を 踏ま え 、 金 融 行政 の 目標 を 達成 する 
た め に は 、 金 融 行政 の 視野 を 「 形 式 か ら 実 質 へ 」( 規 制 の 形式 的 な 遵守 の 確認 に 留まら ず 、 実 
質 的 に 良質 な 金融 サー ビス の 提供 や リス ク 管 理 等 が で き て いる か ) 、「 過 去 か ら 未来 へ 」( 過 去 
の 一 時 点 の 健全 性 の 確認 で は な く 、 将来 に 向け た 健全 性 が 確保 され て いる か )、「 部 分 か ら 全 
体 へ 」( 特 定 の 個別 間 題 へ の 対応 に 集中 する の で は な く 、 真 に 重要 な 間 題 へ の 対応 が で き て い 
る か ) と 広げ て いく こと が 重要 で ある 。 

こう し た 考え 方 の 下 で 、 新 し い 検 査 ・ 監 督 を 実現 する た め 、「 金 融 検査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 
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方 (検査 ・ 監 督 基本 方 針 )」( 昨 年 6 月 公表 ) を 踏ま えて 、 検 査 ・ 監 督 の 質 ・ 深 度 を 更に 高め る べく 
不断 に 改善 を 図っ て いく 必要 が ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


検査 ・ 監 督 基本 方 針 を 踏ま え 、 GE 0 に 向け た 対話 を 実践 する に 
あたっ て の 材料 と な る 個々 の テー マ ・ 分 野 ご と の 「 考 え 方 と 進め 方 」\ や 金融 機関 の 取組 み 事 
例 等 を 公表 。 

また 、 こ うし た 分 野 別 の 考え 方 や 進め 方 を 庁 内 に 浸透 させ る た め 、 担 当 職員 向け に 各種 の 
研修 や 説明 会 を 実施 し た ほか 、 現 場 任 せ ・ 担 当 者 任せ に せ ず 、 組 織 と し て 品質 管理 を 行う 観 
点 か ら 、 金 融 機関 に 対す る モニ タリ ング の 質 や 深度 、 金 融 庁 の 対応 に つい て 、 関 係 幹部 を 含め 
た 内 部 検証 を 実施 し て いる 。 

さら に 、 思い込み 等 に よる 悪し き 裁量 行政 に 陥ら な いよ う 、 モ ニタ リン グ の 状況 に つい て 第 三 
者 に よる 外部 評価 を 実施 し た ほか 、 金 融 店 幹部 が 金融 機関 を 訪問 し 、 モ ニタ リン グ に 対す る 意 
見 交換 を 試行 的 に 実施 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


分 野 別 の 「 考 え 方 と 進め 方 」 を 用 いて 金融 機関 と 対話 を 行い 、 そ こ で 得 ら れ た 具体 的 な 事例 
等 を 蓄積 ・ 公 表し 、 必 要 に 応じ て 「 考 え 方 と 進め 方 」 に 反映 させ る と いっ た PDCA サイ クル を 実 
践 ・ 定 着 さ せ 、 透 明 性 を 高め 、 金 融 機関 の 信頼 関係 の 構築 を 目指 す 。 さ ら に 、 担 当 職 員 に 対 
し 説明 会 ・ 各 種 研修 等 を 実施 する と いっ た 一 連 の 取組 み に よ り 、 金融 機 関 ご と の 優先 課題 に 重 
点 を 置い た 、 対 話 重 視 型 の 継続 的 な モニ タリ ング の 定着 を 図る 。 

また 、 分 野 別 の 「 考 え 方 と 進め 方 」 の 形 以外 で も 、 時 々 の 重要 な 課題 に 関す る 今後 の 課題 や 
着眼 点 等 を 公表 する 等 、 モ ニタ リン グ の 透明 性 を 高め る た め の 情 報 発信 を 行う 。 

その 他 、 財務局 と の より 一 層 の 連携 強化 の た め 、 モ ニタ リン グ の 実施 に 関し て 財務 局 と の 意 
見 交換 の 場 を 設け る 等 、 金融 庁 ・ 財 務 局 一 体 と し て の 新しい 検査 ・ 監 督 の 実現 に 取り 組む 。 

また 、 地 域 銀行 の 支店 長 ク ラス や 、 社 外 を 含む 幅広 い 役 職員 と の 意見 交換 等 を 実施 する 。 
その 際 、 金 融 機関 と 当局 と の 相互 理解 を 深め 、 実 効 性 ある 対話 (当局 と の 対話 の 前 提 と な る 心 
理 的 安全 性 の 確保 “を 含む ) を 行う 。 

さら に 、 金 融 庁 の 関係 幹部 を 含め た 内 部 検証 の 運営 状況 を 点検 する ほか 、 第 三 者 に よる 金 
融 庁 の モニ タリ ング に 対す る 外部 評価 を 実施 する こと な ど に より 、 更 に 取り 組む べき 課題 を 明 




















2 ・ コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク 管理 に 関す る 検査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 (コン プラ イア ンス ・ リ ス 
ク 管 理 基本 方 針 ) (昨年 10 月 公表 ) (https://www.fsa. go. jp/news/30/dp/compliance_revised. pdf) 


・ コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク 管理 に 関す る 傾向 と 課題 (本 年 6 月 公表 ) 





















































(https://www.fsa. go. jp/news/30/dp/compliance_report. pdf) 




















・ 金 融 シ ステ ム の 安定 を 目標 と する 検査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 (健全 性 政策 基本 方 針 ) (本 年 3 月 公 


・ 金 融 機関 の I ガバ ナン ス に 関す る 対話 の た め の 論 点 ・ プ ラク ティ ス の 整理 (本 年 6 月 公表 ) 





























だ ) (https://www. fsa. go. jp/news/30/ginkou/20190329-5/01. pdf) 












































(https://www.fsa. go. jp/news/30/20190621/01. pdf) 
・ 融 資 に 関す る 検査 ・ 監 督 に つい て の 考え 方 と 進め 方 (研究 会 で の 議論 等 を 踏ま え 、 検 討 中 ) 





















































P87 コラ ム ③ 邊 心理 的 安全 性 」 に つい て 」 参照 
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ら か に し 、 こ うし た PDCA サ イク ル を 通じ て 、 次 年 度 以降 の 更 な る 改善 に 取り 込ん で いく 。 


(3) 許認可 等 の 審査 プロ セス の 効率 化 ・ 迅 速 化 ・ 透 明 化 の 推進 等 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


許認可 等 に か か る 審査 プロ セス に つい て は 、 金 融 機 関 の 予 見 可能 性 を 確保 し つつ 、 そ の 効 
率 化 を 図る こと に より 、 金 融 機関 の 負担 を 軽減 し て いく こと が 重要 で ある 。 


【 昨 事務 年 度 の 実績 】 


許認可 等 の 審査 プロ セス の 効率 化 ・ 迅 速 化 ・ 透 明 化 を 促進 する 観点 か ら 、 こ れ ま で の 対応 
(審査 の ポイ ント の 明示 等 ) に 加え て 、 昨 年 11 月 より 、 金融 機関 へ の アン ケー ト 調 査 を 開始 し 、 
8 月 7 日 に 、 ア ン ケ ー ト 結果 を 公表 し た (5 月 末 締 めで 96 件 の 回 答 、 回 答 率 は 約 7 割 ) 『。 

アン ケー ト に お ける 質問 項目 別 の 回 答 で は 、 審 査 担当 者 の レス ポン ス の 速 さ に 関す る 質問 
に 対し て は 高 評価 で あっ た 一 方 で 、 申 請書 類 等 の 作成 ・ 提 出 に 伴う 負担 感 に 関す る 質問 に 対 
し て は 、「 求 め ら れる 資料 に 重複 感 が ある 」 な ど 、 改 善 を 求め る 意見 も 見 られ た 。 

また 金融 機関 の 負担 軽減 の 観点 か ら 、 引 き 続 き 必要 性 が 低下 し た デー タ 収 集 の 見 直し に 取 
り 組み 、 昨 事務 年 度 に お いて は 、「 銀 行 法 と 金融 再生 法 に お ける 不良 債権 に か か る 開示 事項 
の 一 本 化 」 の 公表 等 を 行っ た “*。 

さら に 、 一 昨 事務 年 度 よ り 、 電話 や 面談 等 に より 受付 けた 相談 に つい て も 、 広く 共有 する こと 
が 有効 と 考え られ る 事例 を 公表 し て お り 、 昨 事務 年 度 に お いて 1 件 公表 し た 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 


許認可 等 の 審査 プロ セス に つい て は 、 人 金融 庁 ・ 各 財務 局 等 が 連携 し 、 積 極 的 に 情報 共有 を 
行う こと に より 、 審査 の 迅速 化 等 に 取り 組む 。 ま た 、 上 記 の アン ケー ト 結 果 を 踏ま え 、 金 融 庁 ・ 
各 財 務 局 等 に お いて 、 窓口 対応 の 改善 等 に 取り 組ん で いく と と も に 、 本 事務 年 度 に お いて も ア 
ン ケ ー ト を 行う こと と し 、 そ の 対象 業種 を 広げ る "『\。 

また 、 規 制 改 革 推 進 会 議 で の 議論 を 踏ま え 、 保険 募集 人 等 の 営業 活動 に お いて 旧姓 を より 
使い や すく する た め 、 必 要 な 制度 改正 を 進め る と と も に 、 金融 庁 及び 金融 業界 に お ける シス テ 
ム 改 修 等 に つい て も 対応 し て いく 。 





























本 金 融 行 政 の 再 点検 」 に 係る 具体 的 な 取組 み の 進捗 状況 等 に つい て 」 
(https://www.fsa. go. jp/common/saitenken/20190807. htm1) 
5 この ほか 、 海 外資 産 運 用 業 等 の 新規 参入 の 円 滑 化 に か か る 実績 に つい て は 、I. 2. (1) ④⑭ 資 産 運 
用 業 の 高度 化 参照 

5 金融 事業 者 の 新規 参入 の 更 な る 円 滑 化 に つい て は 、IL. 2. (1) ④ 資 産 運 用 業 の 高度 化 参照 
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(4) 英語 に よる 発信 の 強化 
【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 は グロ ー バ ル 化 が 進展 し て いる 分 野 で あり 、 海 外 に 向け て 金融 庁 の 政策 の 意図 ・ 内 容 
を より 効果 的 に 情報 発信 する た め に 、 英語 に よる タイ ムリ ー な 発信 を 強化 し て いく こと が 重要 で 
ある 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
金融 庁 の 政策 や 金融 行政 の 仕組 み を 英語 で より 理解 し や すい も の と する た め 、 以下 に 取り 
組む 。 


・ 金融 庁 の 政策 (金融 行政 方 針 、 デ ィ ス カッ ショ ン ペ ー パ ー、 新 た な 規制 等 ) の 概要 を 出来 る 限 
り 速 や か に 英語 で 公表 する 。 


・ 政 策 の 背景 ・ 意 図 の 解説 や 幹部 の 講演 等 を と り ま と め た 英語 の 広報 誌 を 定期 的 に 作成 、 発 
信 す る 。 


・ 外 部 の 意見 も 参考 に 英語 版 の ウェ ブサ イト の 構成 や コン テン ツ を 見直し 、 英 語 で 開 覧 する 方 
の 利便 性 の 向上 を 図る 。 


(5) アカ デミ ア と の 連携 強化 





【 金 融 行政 上 の 課題 】 


金融 技術 の 発展 を 受け 、 海 外 当局 は 、 学 界 と 連携 し 行政 デー タ の 分 析 等 か ら 得 られ た 知 
見 を 金融 行政 の 高度 化 に 活用 し て いる 。 金融 庁 に お いて も 、 研 究 者 や 大 学 等 の 研究 機関 と 連 
携 を 強化 し 、 行 政 側 の 問題 意識 の 共有 や 共同 研究 等 を 通じ て 、 学 術 面 の 知 的 生産 に 貢献 し て 
いく と と も に 、 新 た な 行政 課題 に 適切 に 対処 する た め 、 最 新 の 学問 的 知見 を 行政 に 積極 的 に 
活用 し て いく こと が 重要 で ある 。 


【 本 事務 年 度 の 方 針 】 
金融 行政 上 の 重要 な 諸 課 題 に つい て 、 行 政 面 の みな ら ず 学術 面 に お いて も 有用 な 研究 成 
果 を 得る こと を 目的 と し て 、 大 学 等 の 研究 機関 に 所 属す る 研究 者 と 金融 庁 の 職員 が 協 働 し て 


行政 デー タ 等 を 活用 し た 研究 を 行う な ど 、 金 融 庁 が 保有 すす る デー タ の 利 活用 促進 や 関係 諸 機 
関 と の 連携 を 図る と と も に 、 円 滑 な 研究 活動 に 必要 な 庁 内 の 研究 ・ 分 析 環 境 を 整備 する 。 
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